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一般社団法人日本老年歯科医学会第 33 回学術大会

日時：令和 4 年 6 月 10 日～12 日（現地開催）
6 月 17 日～7 月 9 日（オンデマンド配信）

場所：新潟市民芸術文化会館（りゅーとぴあ）

講 演 抄 録 集

１ ．地域包括ケア病床における食形態と咬合支持，栄養
状態，身体機能，転帰との関連

澤　幸子1, 2）

� 島根県立大学健康栄養学科1）

公仁会鹿島病院診療部栄養課2）

目　　的：地域包括ケア病棟において，「食べる」「動
く」という機能は退院支援に大きく関与している。当院
では管理栄養士と歯科衛生士が連携し，患者の口腔機能
に合わせた食形態を選択し，食べやすい食事を提供する
ことで栄養状態ならびに身体機能の回復を支援してい
る。また入院中，可能なかぎり食形態を上げることを目
標としている。本研究では，管理栄養士と歯科衛生士の
連携について紹介するとともに，食形態は咬合支持とど
のように関連しているか，また食形態と栄養状態，身体
機能，転帰の関連について調査した。
方　　法：研究デザインは後ろ向きコホート研究。調査
対象は，公仁会鹿島病院地域包括ケア病床へ 2018 年 11
月～2021 年 12 月の期間に入退院した 65 歳以上の経口
摂取をしている患者とした。除外基準は 14 日以内の退
院，転院，死亡退院，データ欠損患者とした。調査項目
は，年齢，性別，疾患，入院期間および入退院時の
BMI，MNA-SF，GLIM 基準による栄養状態，摂取エ
ネルギー量，食形態（学会基準 2022 に基づく），咬合支
持域，残存歯数，FIM，転帰とした。咬合支持はアイヒ
ナー分類に基づき分類し，義歯を含めた咬合支持域（機
能的咬合支持域）についても調査した。また常食群（普
通食と軟菜食）と嚥下調整食群（コード 4～1j）で栄養
状態，摂取エネルギー量，FIM，転帰について比較し
た。
結果と考察：研究基準を満たした対象者は 328 名で平均

年齢は 85.5±7.1 歳（男性 137 名，女性 191 名）であっ
た。GLIM 定義低栄養診断では対象者の 50% に低栄養
が認められた。入院時の食形態の割合は普通食；
33.5%，軟菜食；24.4％，コード 4；15.2%，コード 3；
12.8%，コード 2；12.5%，コード 1j；1.5% であり，退
院 時 は 普 通 食；42.4%， 軟 菜 食；20.1%， コ ー ド 4；
11.9%，コード 3；9.1%，コード 2；16.2%，コード 1j；
0.3% で あ っ た。 咬 合 支 持 域 は A 群�11.0%，B 群
24.7%，C 群 64.3％であり，機能的咬合支持域は A 群�
73.5%，B 群 5.8%，C 群 20.7% であった。機能的咬合支
持域の割合は，常食群では A 群 82.1%，B 群 7.4%，C
群 10.5％に対し嚥下食群では A 群 61.6%，B 群 3.6%，C
群 34.8％であった（p＜0.01）。常食群と嚥下食群の比較
では，入退院時の栄養状態，FIM のいずれも常食群の
ほうが高く（p＜0.01，p＜0.01），自宅退院率が高いとい
う結果が示された（p＜0.01）。
　本研究の結果より，退院時に常食を摂取できること
は，栄養状態ならびに身体機能の回復へつながる可能性
が示唆された。（COI 開示：なし，鹿島病院倫理委員会
承認番号：R3-7）

２ ．急性期病院 NST 対象患者に対する多職種連携によ
る口腔管理の効果

� 鈴木啓之1），古屋純一2, 3），中川量晴3），中根綾子3）

� 吉見佳那子3），日髙玲奈4），戸原　玄3），佐藤裕二2）

守澤正幸5），水口俊介1）

� 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
� 高齢者歯科学分野1）

昭和大学歯学部高齢者歯科学講座2）

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
摂食嚥下リハビリテーション学分野3）
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東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
地域・福祉口腔機能管理学分野4）

もりざわ歯科・矯正歯科（千葉県）5）

目　　的：入院高齢者は低栄養になりやすく，栄養管理
には Nutrition�support�team（NST）による多職種連携
が効果的である。口腔環境・機能の低下は低栄養の一因
であり，NST において歯科専門職は専門的な口腔管理
や看護師への口腔管理指導の実施が求められている。口
腔管理の均てん化や歯科医療の効率化の観点から，多職
種連携型の口腔管理が重要であるが，歯科専門職の口腔
管理指導を受けた看護師もしくは歯科専門職が実施する
口腔管理の効果は不明である。そこでわれわれは，
NST 対象入院患者への多職種協働による口腔管理の効
果の検討を目的として，縦断研究を行った。
方　　法：研究参加者は 2016 年 4 月から 2019 年 7 月ま
でに，当院 NST の栄養管理を受けた全入院患者 249 名
とした。NST 依頼時に口腔管理の必要性と難易度を歯
科医師が評価したうえで，全参加者のうち，実際に歯科
専門職の口腔管理指導を受けた看護師の口腔管理を受け
た群（Ns 群）と，歯科専門職の口腔管理を受けた群（D
群）の 2 群を NST 介入終了まで観察した。アウトカム
は NST 依頼時と介入終了時の口腔環境（Oral�health�
assessment�tool，OHAT） と し た。 統 計 手 法 は，
Wilcoxon の符号順位検定，二元配置反復測定分散分析，
ROC 解析とし，有意水準は 5% とした。
結果と考察：N 群（63 名，平均年齢 71.5 歳）と比較し
て D 群（55 名，平均年齢 72.6 歳）は，NST 依頼時の
口腔環境が悪化していた（OHAT 平均値，N 群：5.2，
D 群：7.0）が，改善度は 2 群間に有意な差があるもの
の，介入後，両群とも口腔環境は有意に改善（OHAT
平均値，N 群：3.3，D 群：4.1），義歯の問題は D 群の
み有意に改善した。多職種協働による口腔管理の必要性
を，NST 依頼時の OHAT により予測可能か検討した
ROC 解析の結果，AUC は 0.9，カットオフ値は OHAT
総合スコア 4 であった。以上より，NST 対象患者にお
いては，歯科専門職の口腔管理だけでなく，看護師に対
する歯科専門職の口腔管理指導も口腔環境改善に効果的
であること，口腔管理の必要性の判断には OHAT が一
つの指標となりうることが明らかとなり，NST におけ
る多職種連携型の口腔管理の有用性が示唆された。（COI
開示：なし，東京医科歯科大学歯学部倫理審査委員会承
認：D2016-077）

３ ．無歯科医地区における在住高齢者の歯科受診に関す
る実態調査

南　ひかる1, 2），花形哲夫1, 2, 3），笠井隆司3）

山田　幸1, 2），田中公美1, 2），菊谷　武1, 2）

日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック1）

日本歯科大学口腔リハビリテーション科2）

山梨県歯科医師会3）

目　　的：本邦では，少子高齢化に伴う人口減少，歯科
医療機関の都市部集中により，特に地方において歯科受
診が困難となる者の増加が予想される。また，ADL の
低下した者に対しては，訪問診療の必要性が想定される
が，充足しているとはいえない。本調査では，無歯科医
地区在住高齢者の歯科受診頻度や口腔の困りごとについ
て聞き取り調査を実施し，地域歯科医療の実態を把握す
ることを目的とした。
方　　法：歯科医療機関がなく，かつ容易に歯科医療機
関を利用できない某県内の無歯科医地区（総人口 684
人，高齢化率 45.3％）に在住の 65 歳以上の高齢者 274
名（男性 123 名，女性 151 名，平均 77.2±8.1 歳）全員
に対して，行政職員の訪問による対面聞き取り調査を
行った。調査項目は，半年以内の歯科通院歴の有無，定
期的な歯科受診の有無，歯科受診時の付き添い者，歯科
受診時の交通手段，口腔内に関する自覚症状の有無，身
体状況などとした。
結果と考察：半年以内に歯科通院歴があった者，定期的
な歯科受診を行っている者，歯科受診時の付き添いが不
要な者，口腔内に関して自覚症状のない者，自立者はそ
れぞれ 76 名（27.7％），67 名（24.5％），167 名（60.9％），
225 名（82.1%），204 名（74.5％）であった。
　半年以内に通院歴があった者および定期受診している
者は，自立者が有意に多く（p＝0.001，p＝0.005），子や
孫の付き添いを要する者はこれが有意に低かった（p＝
0.004，p＝0.010）。また，半年以内の通院歴および定期
受診は，口腔内の不具合の有無や交通手段と有意な関連
を認めなかった（p＝1.000，p＝0.583，p＝0.142，p＝0.257）。
　本研究の結果より，歯科受診行動は口腔内の自覚症状
の有無や受診時交通手段とは関連を示さず，ADL が関
連していることが明らかになった。また，口腔内に自覚
症状を有していても身体の自立度が低いこと，または受
診時の付き添いを配偶者以外に依頼することへの心理的
な抵抗感が，必要な歯科受診を妨げている可能性がある
ことが考えられた。したがって，歯科受診が容易に行え
ない地区において切れ目のない口腔健康管理を実現する
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ためには，歯科治療の緊急性の有無および早期受診の必
要性を判断するシステム，さらには，その判断を基に歯
科受診につなげていくシステムを確立していく必要があ
る。（COI 開示：なし，日本歯科大学生命歯学部倫理審
査委員会承認番号：NDU-T2021-47）

４ ．オーラルフレイルと後期高齢者の医療費との関連

新井絵理1），渡邊　裕1），中川紗百合1），小原由紀2）

岩﨑正則2），平野浩彦2），池邉一典3），小野高裕4）

飯島勝矢5），足立　融6），渡部隆夫6），山崎　裕1）

北海道大学大学院歯学研究院口腔健康科学分野
高齢者歯科学教室1）

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター2）

大阪大学大学院歯学研究科有床義歯補綴学・
高齢者歯科学分野3）

新潟大学大学院医歯学総合研究科包括歯科補綴学分野4）

東京大学高齢社会総合研究機構5）

一般社団法人鳥取県歯科医師会6）

目　　的：オーラルフレイルは，フレイルの発生に関連
しているとの報告がある。つまり，オーラルフレイルに
対して早期に適切な対応をとることができれば，フレイ
ルやそれに伴う心身の機能低下の予防に貢献できる可能
性がある。
　近年，フレイル高齢者では入院費や医療費が高額であ
るとの報告があるが，オーラルフレイルと医療費との関
係についての報告はない。われわれはオーラルフレイル
高齢者の医療費が高額であるとの仮説を立て，後期高齢
者の 1 年間の医科および歯科の医療費とオーラルフレイ
ルとの関連を明らかにすることを目的に横断研究を実施
した。
方　　法：2016 年 4 月から 2019 年 3 月までに鳥取県の
後期高齢者歯科健診を受診した 2,190 名（男性 860 名，
女性 1,330 名，平均年齢 80.0±4.4 歳）を分析対象とし
た。歯科健診の結果およびレセプトデータを保険者か
ら，匿名化した状態で提供を受けた。6 項目の歯科健診
結果から，対象者を健常群，プレオーラルフレイル群，
オーラルフレイル群の 3 群に分類した。レセプトデータ
から 1 年間の医科および歯科の外来医療費，受診日数，
チャールソン併存疾患指数評価を算出し，オーラルフレ
イルと 1 年間の医科および歯科医療費との関連を一般化
線形モデルで検討した。
結果と考察：Kruskal-Wallis 検定では医科および歯科
の受診日数および外来医療費に 3 群間で有意差を認め

た。一般化線形モデルにおいてもオーラルフレイルは医
科の年間外来医療費が高額であることと有意な関連を認
めた（OR＝1.244，95％CI：1.078～1.435）。同様に歯科
の年間外来医療費とオーラルフレイルにも有意な関連を
認めた（OR＝1.333，95％CI：1.134～1.567）。オーラル
フレイルの各検査項目別に分析した医療費との関連につ
いては，客観的咀嚼能力の低下と医科の年間外来医療費
が高額であることと有意な関連を認めた（OR＝1.204，
95％CI：1.057～1.371）。
　本研究結果は，オーラルフレイル高齢者は医科および
歯科の年間外来医療費が高額であることを示した。この
ことからオーラルフレイルは心身機能や全身疾患の重症
化と関連していることを示唆した。（COI 開示：なし，
倫理審査委員会承認番号：北海道大学大学院歯学研究院
臨床・疫学研究倫理 2020 第 6 号）。

５ ．カムカム健康プログラムによるオーラルフレイル予
防効果 
―長野県シニア大学 松本・大北学部での検証―

増田裕次1），松尾浩一郎2），仲座海希3）

金澤　学4），糸田昌隆5），小川康一6）

鈴木健嗣7），田中友規8），飯島勝矢8）

松本歯科大学総合歯科医学研究所1）

東京医科歯科大学大学院
地域・福祉口腔機能管理学分野2）

松本歯科大学大学院歯学独立研究科3）

東京医科歯科大学大学院口腔デジタルプロセス学分野4）

大阪歯科大学医療保健学部口腔保健学科5）

株式会社フードケアトータルケア事業部6）

筑波大学システム情報系7）

東京大学高齢社会総合研究機構・
未来ビジョン研究センター8）

目　　的：カムカム健康プログラム（KKP）は，高齢
者のオーラルフレイル予防を目的として，カムカム弁当
を食べながら口の健康と栄養について学ぶ複合プログラ
ムである。「口の健康・栄養・運動・社会参加」をコン
セプトにした 12 週間の強化プログラムで，参加者の口
腔機能低下症の割合が有意に低下したことを報告してい
る。今回われわれは，KKP の自治体のオーラルフレイ
ル予防プログラムへの展開を目指し，KKP による食と
咀嚼に関する意識変化を検証した。
方　　法：対象は，長野県シニア大学の松本学部と大北
学部受講の 1 年生のうち，本研究に同意が得られ，研究
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前後の調査に参加した 88 名とした。参加者は，月に 1
回「噛む力を鍛え，栄養をしっかりと取る」をコンセプ
トとしたカムカム弁当を食べながら，口の健康と栄養・
食事に関する講話を 30 分程度聴講するプログラムを 5
回受講した。介入前後に，食事と咀嚼に関する自記式質
問票（カムカムチェック），オーラルフレイルチェック
リスト（OFI-8），基本チェックリスト，咀嚼機能スコ
アを調査した。初回の OFI-8 スコアによって，オーラ
ルフレイル（OF）群と健常群の 2 群に分け，両群間で
の比較と，両群における介入前後での比較をノンパラメ
トリック検定にて行った。
結果と考察：介入前の OF 群は，健常群と比べ，カムカ
ムチェック合計スコア，咀嚼機能スコア，基本チェック
リストのスコアが有意に低値であった。カムカムチェッ
クでは，「噛みごたえのある食品を好むか」「食事の時間
を楽しく過ごせているか」の項目に対して，OF 群のほ
うが有意に低かった。KKP による介入前後では，健常
群では「噛むことを意識しているか」の項目のスコアが
有意に改善していた。一方，OF 群では「噛みごたえの
ある食事を食べているか」の項目でスコアが低下したも
のの，基本チェックリストと OFI-8 のスコアが有意に
改善していた。
　以上の結果より，オーラルフレイルに該当する高齢者
では，咀嚼と食に関する自己評価が低下しており，フレ
イルの傾向にあることが示唆された。一方，KKP によ
る介入は，月に 1 回のプログラムではあったが，オーラ
ルフレイル対策の一施策となることが示唆された。
　本研究は，JST-SICORP（JPMJSC1813）の支援によ
るものである。（COI 開示：なし，松本歯科大学倫理審
査委員会承認番号：第 327 号）

６ ．地域在住高齢者における咀嚼機能，舌運動機能と身
体的プレフレイルとの関連について：糸島フレイル
研究

谷　明日香1），水谷慎介1, 2），奥　菜央理1），伊與田清美1）

井上良介1），岸本裕歩3），柏﨑晴彦1）

九州大学大学院歯学研究院口腔顎顔面病態学講座
高齢者歯科学・全身管理歯科学分野1）

九州大学大学院歯学研究院附属 OBT 研究センター2）

九州大学基幹教育院自然科学理論系部門3）

目　　 的： 口 腔 機 能 の 低 下 と 身 体 的 プ レ フ レ イ ル
（PPF）の関連が明確になれば，健康寿命の延伸のた
め，効果的なフレイル・要介護予防対策を講じることが

できる。そこで，地域在住高齢者に対して口腔機能およ
び身体機能検査を行い，口腔機能と PPF との関連を検
討した。
方　　法：2017 年福岡県糸島市の疫学調査に参加した
者に対し，2020 年に調査の案内を郵送した。分析対象
者は，身体的フレイルに該当しなかった 65 歳以上の
381 名（平均年齢 72.6±3.9 歳，男性 188 名）であった。
口腔機能（現在歯数，咀嚼能力，最大舌圧，オーラル
ディアドコキネシス（ODK）），身体機能，身体組成を
計測し，運動習慣および社会参加の状況については質問
紙で調査をした。握力低下，歩行速度低下，主観的疲労
感，体重減少，日常活動量減少の 5 項目のうち，1 また
は 2 項目が該当した場合に PPF と定義した。PPF 群と
健常群の比較を t 検定およびχ2 検定で検討した。PPF
の有無を従属変数とし，PPF 群と健常群との群間比較
で有意な差を認めた年齢，性別，咀嚼能力，ODK/ta/，
社会参加の有無を独立変数として多変量解析を行った。
結果と考察：健常群は 255 名，PPF 群は 126 名であっ
た。PPF 群は年齢が有意に高く，握力は弱く，歩行速
度が遅かった。また，ODK/ta/および咀嚼能力が低下し
ており，社会参加の機会を有する者の割合が有意に少な
かった。多変量解析の結果，PPF と，年齢（OR，1.111；
95%CI，1.048～1.178；p＜0.001），咀嚼能力（OR，0.819；
95%CI，0.680～0.986；p＝0.035），ODK/ta/（OR，1.864；
95%CI，1.069～3.250，p＝0.028）および社会参加の有無

（OR，2.273；95%CI，1.308～3.951；p＝0.004）に関連を
認めた。
　本研究で用いた舌口唇運動機能検査および咀嚼能力検
査は簡便に測定でき，地域や自宅で口腔機能をセルフ
チェックできると考えられる。そのため，口腔機能のわ
ずかの衰えを発見することで，PPF を早期発見できる
可能性がある。本研究では，地域在住高齢者において，
PPF は舌運動機能および咀嚼能力が関連要因となる可
能性が示唆された。（COI 開示：なし，九州大学倫理審
査委員会承認番号：202005）

７ ．舌超音波画像の輝度は，身体的フレイルと関係する

田上義弘

徳島大学大学院医歯薬学研究部口腔顎顔面補綴学分野

目　　的：舌の超音波画像における輝度に着目し，舌超
音波画像の輝度と身体的フレイルとの関係性を検討し
た。
方　　法：徳島大学病院歯科（そしゃく科）にてメイン
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テナンスを行っている 65 歳以上の高齢者 101 名を対象
とした。舌の評価は，超音波画像による舌の輝度測定を
行った。また，外的基準として JMS 舌圧測定器による
最大舌圧の測定を行った。舌超音波画像は，汎用超音波
画像診断装置（Vscan�with�Dual�Probe，GE�Healthcare，
東京）を用い，唾液を嚥下させ，下顎安静位を取らせた
後に記録した。超音波画像解析には，画像解析ソフト

（ImageJ，NIH，Maryland）を用いた。顎下側皮膚直下
の顎舌骨筋下端から舌背表面までの距離を測定し，その
計測軸を挟んだ幅 40 ピクセル（11.1�mm）の区域にお
ける平均輝度の算出を行った。舌圧は，JMS 舌圧測定
器（ジェイ・エム・エス，広島）を用いて測定した。フ
レイルの評価は，握力測定と基本チェックリストの運動
機能に関する 5 項目の該当数を用いて評価した。
　年齢，舌圧，平均輝度，基本チェックリスト，握力の
男女における違いに関しては，Mann-Whitney�U�test
を用いて検討した。また，舌圧・平均輝度と基本チェッ
クリスト・握力との相互関係に関しては，Spearman�の
相関分析を行った。統計分析は，SPSS®�version�25.0

（IBM，Chicago）を用い，有意確率は 5% とした。
結果と考察：生体における超音波画像の輝度は，線維
化・脂肪化によって高くなることが示されている。舌の
平均輝度は，女性が男性と比較して有意に高い値を示し
た。基本チェックリストの運動機能に関する項目では，
女性のほうが男性と比較して該当数が多い傾向を示し
た。握力は，男性が女性と比較して有意に高い値を示し
た。
　握力と舌の平均輝度は有意な負の相関（Spearman の
相関係数�－0.314）を示し，基本チェックリストにおい
て運動機能に関する項目の該当数と舌の平均輝度は有意
な正の相関（Spearman の相関係数�0.266）を示した。
　IBM の AMOS による共分散構造分析において，輝度
が上流に位置する適合の高いパス図が得られた。
　舌の平均輝度は，舌圧が低下していない群においても
身体的フレイルの状況と関係していたことから，舌の超
音波画像における輝度測定は，口腔機能低下を早期に発
見できる可能性が示唆された。（COI 開示：なし，徳島
大学病院医学系研究倫理審査委員会承認番号：3880）

８ ．当院外来通院患者に対する口腔機能低下症の評価お
よび管理指導の検討

小貫和佳奈1, 2），真柄　仁2），伊藤加代子3）

辻村恭憲1），井上　誠1, 2, 3）

新潟大学大学院医歯学総合研究科

摂食嚥下リハビリテーション学分野1）

新潟大学医歯学総合病院摂食嚥下機能回復部2）

新潟大学医歯学総合病院口腔リハビリテーション科3）

目　　的：口腔機能低下症（以下，低下症）の診断の臨
床は拡大しており，われわれはこれまでに当院歯科外来
初診患者の低下症診断の実態を報告した（Onuki�et al，�
2021）。本発表では低下症患者への管理指導や再評価結
果についての検討を報告する。
方　　法：当院歯科外来初診高齢者を対象に初回評価を
実施した。低下症該当者に対してリーフレットを用いた
管理指導を行い，初回評価から 6 カ月以降に当院歯科に
通院継続している患者に対して再評価を実施した。再評
価非該当者を改善群，再評価該当者を再該当群として，
各群における初回評価と再評価の結果を比較した。統計
解析はχ2 検定またはフィッシャーの正確確率検定，マ
ンホイットニー U 検定，マクネマー検定，ウィルコク
ソンの符号順位検定を用い，有意水準を 0.05 とした。
結果と考察：2019 年 6 月から 2021 年 6 月末までに初回
評 価 を 受 け た 260 名 の う ち 低 下 症 該 当 者 は 85 名

（32.7％），このうち，初回評価の低下症該当から 6 カ月
以降に再評価を受けた患者は 38 名であった。初回評価
と再評価を比較すると，項目ごとの該当人数の割合での
比較では口腔乾燥，咬合力低下，嚥下機能低下に有意な
改善が認められ，検査値の比較では口腔衛生状態，咬合
力，咀嚼機能，嚥下機能に改善が認められた。再評価を
受けた 38 名を，改善群 18 名（47.4％），再該当群 20 名

（52.6％）の 2 群に分け初回評価と再評価を比較したと
ころ，項目ごとの該当人数の割合の比較では，改善群で
は口腔乾燥，咬合力低下，嚥下機能低下が有意に改善し
ていたが，再該当群では 7 項目のいずれも改善が認めら
れなかった。初回評価と再評価の計測値の比較では，改
善群において咬合力と咀嚼能力が有意に改善した結果と
なった。さらに，初回評価と再評価の得られた数値の差
を改善値として算出し，改善群と再該当群で比較したと
ころ，咬合力のみ有意な差を認めた。
　今回の結果より，低下症の改善は基準値で判断される
項目該当・非該当のみでは判断できない側面もあると考
えられた。改善群では咬合力と咀嚼能力の検査値の有意
な向上を認めたことから，指導管理および歯科治療によ
る低下症改善への一定の寄与が期待されると考えられ
た。改善値における群間比較から，低下症の改善には，
咬合力の改善が最も寄与していた。（COI 開示：なし，
新潟大学倫理審査委員会承認番号：2019-0085）
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９ ．発話音声解析による高齢者の口腔機能推定の可能性
の検討

加藤陽子1），中嶋�絢子2），苅安　誠3, 4），菊谷　武1）

日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック1）

パナソニック株式会社エレクトリックワークス社2）

ヒト・コミュニケーション科学ラボ3）

潤和リハビリテーション診療研究所4）

目　　的：オーラルフレイル対策を推進するにはオーラ
ルフレイルの早期発見が求められ，より効率的で簡便な
評価方法の開発が望まれる。発話音声の解析で得られる
フォルマントは顎の開口度や舌の前後運動と，音圧格差
は舌の挙上と対応していることが知られており，これら
で口腔機能低下症の項目を表現できる可能性が考えられ
る。本研究は，発話音声と口腔機能低下症の項目との関
連を検討し，発話音声解析により口腔機能を推定する可
能性を探ることを目的とした。
方　　法：対象は，地域の体力測定会に参加し本研究に
協力が得られた健康高齢女性 90 名のうち，20 歯以上を
有する 70 名（平均年齢 73.6 歳，65～85 歳）とした。口
腔機能低下症の項目は，グルコセンサー GS-II（ジー
シー）を用いた咀嚼能力，デンタルプレスケールⅡ

（ジーシー）を用いた咬合力，JMS� 舌圧測定器（ジェ
イ・エム・エス）を用いた最大舌圧を測定した。発話音
声解析の課題文は，構音に伴う顎と舌の運動を考慮して

「絵を描くことに決めたよ」と設定した。解析対象は，
課題文全体，舌の前後運動を示す /e//o/，顎の開口度の
3 段階を示す母音 /i//e//a/，舌先や舌背の挙上の指標と
し て 子 音 /t/や/k/との 音 圧 格 差 を 含 む /to//ta//ko/�
/ki/とした。ソフトウェア搭載のタブレット PC とマイ
クを用いて課題文の発話音声の自動収録を行い，解析対
象となる音節を同定した後，音響解析プログラムにより
話速度，F1�/a/-/i/および F2�/e/-/o/の範囲または変化
率，子音母音の音圧格差を算出した。これら発話音声解
析の指標と，口腔機能低下症の項目の測定値との関連を
2 変量の相関により検討した。
結果と考察：対象者の残存歯数の平均値は 25.9±2.7 本
であり，咀嚼能力，舌圧，咬合力の平均値と中央値はい
ずれも口腔機能低下症の基準値以上であった。咀嚼能力
は F1�/a/-/i/の変化率と正の相関を認めた（r＝0.20～
0.23）。咬合力は F1�/a/-/i/範囲および変化率と正の相関
を認めた（r＝0.20～0.24）。最大舌圧と F2 や /to//ta/�
や /ko//ki/の音圧格差との間には明らかな関連を認めな
かった。対象者は健康高齢者であったため，最大舌圧に

おいては天井効果により口腔機能の差が検出されにく
かったと考えられた。今後は対象を拡大してさらなる検
討が必要である。本研究において，発話音声を解析する
ことにより，口腔機能を推定できる可能性が示された。

（COI 開示：受託研究・共同研究費：パナソニック（株）
エレクトリックワークス社，日本歯科大学生命歯学部倫
理審査委員会承認番号：NDU-T2019-02）

１0．口腔機能低下症診断項目と摂食嚥下障害，フレイル，
サルコペニアとの関連

高橋賢晃1, 2），菊谷　武1, 2），戸原　雄1, 2），保母妃美子1, 2）

礒田友子1, 2），古屋裕康1, 2），仲澤裕次郎1, 2），田中公美1, 2）

宮下大志1, 2），加藤陽子1, 2），田村文誉1, 2）

日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック1）

日本歯科大学附属病院口腔リハビリテーション科2）

目　　的：口腔機能低下症は口腔機能が複合的に低下し
ている疾患であり，進行すると摂食嚥下障害やサルコペ
ニアなど他の病態を合併する場合も考えられ適切な対応
が求められる。本研究の目的は，口腔機能低下症の診断
に用いる検査と摂食嚥下障害，フレイル，サルコペニア
との関連を検討し，摂食嚥下障害に該当する口腔機能評
価のカットオフ値を明らかにすることである。
方　　法：2019 年から 2 年間で口腔リハビリテーショ
ンを専門とするクリニックに嚥下障害を主訴として来院
した患者 150 名（男性 88 名，女性 62 名，平均年齢 78.1±
9.8 歳）を対象とした。対象者に対して原疾患，ADL，
基本チェックリスト，摂食嚥下障害の重症度（FOIS），
骨格筋量，握力，口腔機能低下症の 7 項目の評価を行っ
た。また，FOIS 6 以下を嚥下障害，基本チェックリス
ト 8 項目以上をフレイルと診断し，サルコペニアは神経
筋疾患を除き，アジアワーキンググループ（AWGS2019）
によって診断した。さらに，摂食嚥下障害，フレイル，
サルコペニアの有無と口腔機能低下症の各評価項目との
関連を検討し，ROC 曲線を用いて摂食嚥下障害のカッ
トオフ値を算出した。
結果と考察：疾患は脳血管疾患が 48 名（32%）で最も
多く，以下，神経筋疾患，消化器疾患，精神疾患，認知
症であった。150 名中 111 名が口腔機能低下症と診断さ
れた。各評価項目のうち該当率が高いのは舌圧（78%），
舌口唇運動機能（92%），嚥下機能（69%）であった。
摂食嚥下障害，フレイル，サルコペニアに該当した患者
は，それぞれ，95 名，76 名，27 名であった。本研究結
果より，対象者の多くが嚥下障害であり，舌の機能が嚥
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下機能に関連を示すことから舌圧，舌口唇運動機能の該
当率が高い結果となった。摂食嚥下障害の舌圧のカット
オフ値は 20�kPa であり，口腔機能低下症の基準値より
も低値を示した。これにより，対象者の舌圧検査値が
20�kPa 以下の場合は，摂食嚥下障害として対応する必
要があると考えられた。さらに，摂食嚥下障害の背景に
は重大な疾患が隠れていることが考えられるため，専門
医療機関への紹介を行うなどの必要があると考えられ
た。（COI 開示：なし，日本歯科大学生命歯学部倫理審
査委員会承認番号：NDU-T2018-35）

１１．回復期リハビリテーション病院入院患者の口腔健康
管理ニーズと生活機能との関連

原　隆蔵1），古屋純一1），佐藤裕二1），桑澤実希1）

畑中幸子1），向井友子1），戸田山直輝1），赤穂和樹1）

川手信行2），弘中祥司3）

昭和大学歯学部高齢者歯科学講座1）

昭和大学医学部リハビリテーション医学講座2）

昭和大学歯学部スペシャルニーズ口腔医学講座
口腔衛生学部門3）

目　　的：回復期リハビリテーション病院入院患者は，
生活機能が低下した高齢者が多く，口腔機能も低下して
いる場合が多いと推察される。病態の安定した回復期は
急性期と異なり集中的な歯科治療を行う好機とも考えら
れるが，回復期病院入院患者の口腔健康管理ニーズの実
態や，口腔機能と生活機能との関連についても不明な点
が多い。そこで本研究では，回復期リハビリテーション
病院入院患者における口腔健康管理ニーズの実態を調査
し，生活機能である入院時の自立度と口腔機能との関連
を明らかにすることを目的とした。
方　　法：対象者は 20XX 年 1 月から 2 年間で某回復期
病院入院中に，医師からの依頼があり歯科訪問診療を
行った患者 147 名とした。診療録より年齢，性別，原疾
患，機能的自立度評価法（FIM），栄養状態，摂食状
況，口腔状態として現在歯数，機能歯数，Eichner 分
類，医科からの依頼内容などを抽出した。有意水準は
5％とした。
結果と考察：対象者 147 名（男性 94 名，女性 53 名）の
平均年齢は 74.6±13.1 歳で，7 割以上が 65 歳以上の高齢
者であった。原疾患は約 5 割が脳血管疾患であり，医科
からの依頼内容は嚥下造影検査前口腔内診査が約 5 割，
次いで義歯治療，口腔衛生管理であった。平均現在歯数
は 16.6±10.2 本，平均機能歯数は 20.8±9.6 本であり，義

歯が必要な歯列欠損を認めた。また，Eichner 分類で義
歯が必要と考えられる B4 以上の割合は約 4 割であった
が，うち 7 割が不適合や不所有により使用していなかっ
た。平均 FIM 合計点数は 53.0±26.0 点であり，約 7 割
がなんらかの経口摂取を行っていたが，約 8 割に栄養障
害を認めた。脳卒中の有無では，年齢，FIM 合計点数・
認知，栄養状態に差を認めたが，口腔に関しては有意な
差は認めなかった。FIM 合計点数を目的変数とした重
回帰分析では，年齢，ESS，栄養状態，機能歯数に有意
な正の相関を認めたことから，回復期入院時の自立度に
口腔の要因や経口摂取が関連することが明らかとなっ
た。以上より，回復期リハビリテーション病院入院患者
においては，栄養や食形態の改善に重要な口腔機能に問
題がある場合が多いと考えられ，適切な医科歯科連携に
よって口腔健康管理を行うことで，生活機能の向上を支
援できる可能性が示唆された。（COI 開示：なし，昭和
大学藤が丘病院臨床審査委員会承認番号：F2020C158）

１２．昭和大学病院 歯科・歯科口腔外科における周術期
等口腔機能管理の現状と課題

山口麻子1, 2），柴田由美3, 4），内海明美5），弘中祥司5）

昭和大学病院歯科・歯科口腔外科1）

昭和大学歯学部スペシャルニーズ口腔医学講座
医科歯科連携診療歯科学部門2）

昭和大学歯科病院歯科衛生室3）

昭和大学大学院保健医療学研究科4）

昭和大学歯学部スペシャルニーズ口腔医学講座
口腔衛生学部門5）

目　　的：昭和大学病院 歯科・歯科口腔外科は，昭和
大学口腔ケアセンターと協力し，2018 年 1 月に周術期
管理システムとして発足した麻酔科術前外来と診療科か
ら依頼された入院患者の周術期等口腔機能管理を実施し
ている。今回，周術期等口腔機能管理の現状と課題を検
討したので報告する。
方　　法：2020 年 4 月から 2021 年 3 月までの間に昭和
大学病院・附属東病院の麻酔科術前外来と診療科から周
術期等口腔機能管理の依頼があった 1,039 名を対象と
し，診療録と周術期等口腔機能管理計画書を用い後方視
的に調査した。
結果と考察：周術期等口腔機能管理実施数の内訳は，全
身麻酔手術・造血幹細胞移植患者 979 例，放射線療法患
者・化学療法緩和ケア患者 291 例であった。周術期等専
門的口腔衛生処置実施総数は 2,231 例，術前患者 966
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例，術後患者 697 例，化学療法患者 558 例であった。
COVID-19 の影響で手術件数が減少した 5，6 月は化学
療法の際の周術期等専門的口腔衛生処置が増加した。口
腔衛生管理以外の管理内容と症例数は，動揺歯および口
腔感染源除去目的の抜歯は 69 例，義歯調整・修理は
182 例，口腔内装置製作 233 例であった。口腔内装置の
製作目的と症例数は，口腔粘膜炎予防 3 例，終末期の咬
傷・動揺歯の保護が 1 例，気管挿管時の動揺歯の保護は
229 例であった。229 例中，術中・術後の有害事象は 0
例， 男 女 比 は 男 性 57%，65 歳 以 上 が 占 め る 割 合 は
76％，1 年以内にかかりつけ歯科での診療歴のある患者
は 59％であった。周術期等口腔機能管理の主な問題点
は，入院時に重度の歯周疾患，咀嚼障害を有する患者が
多い，依頼の時期によっては，計画的な周術期等口腔機
能管理が困難，確立した予防法・治療法のない口腔粘膜
炎への対応の 3 点であった。今後の課題は，入院しても
困らない口腔環境整備のために，患者・医科・地域に対
し周術期等口腔機能管理の周知，歯科への依頼システム
の構築，入院前・退院後に地域包括ケアシステムにつな
げるための連携強化および周術期等口腔機能管理の標準
化，定量的有効性の検証が必要と考える。（COI 開示：
なし，昭和大学における人を対象とする研究等に関する
倫理委員会承認番号：2638）

１３．歯科診療所通院患者における「口腔機能低下症」と
「食事」についての実態調査（第 ２ 報）

廣岡　咲1, 2），井尻吉信1, 2），佐々木陽花2）

奥田宗義3），小野一行4）

大阪樟蔭女子大学大学院人間科学研究科
人間栄養学専攻臨床栄養学研究室1）

大阪樟蔭女子大学健康栄養学部健康栄養学科
臨床栄養学研究室2）

奥田歯科診療所（大阪府）3）

医療法人栄知会小野歯科医院（大阪府）4）

目　　的：歯科診療所通院患者における口腔機能低下症
の実態（有病率，エネルギー・栄養素摂取量，生活・健
康状態）を明らかにすることを目的とした。
方　　法：歯科診療所に通院している 65 歳以上の患者
のうち，研究の趣旨に同意が得られた 128 名（男性 45
名，女性 83 名，年齢 77.9±6.0 歳）を対象とした。調査
項目は，口腔機能低下症の診断項目 7 種（口腔衛生状
態，口腔湿潤度，咬合力，舌口唇運動機能，舌圧，咀嚼
機能，嚥下機能），簡易型自記式食事歴法質問票（以下

BDHQ）を用いた栄養食事調査，基本チェックリスト
（以下 KCL）を用いた生活や心身の健康状態に関する調
査である。なお，本研究は，日本老年歯科医学会第 31
回学術大会で第 1 報を報告した。その後，別の歯科診療
所において，28 名の被検者が得られたため，その成績
を合わせて報告する。
結果と考察：128 名の患者のうち，口腔機能低下症に該
当する者（該当群）は 73 名（57%），該当しない者（非
該当群）は 55 名（43%）であった。また，口腔機能低
下症診断のためのカットオフ値前後（2・3 項目該当）
の割合を比較したところ，高齢者施設利用者では 31%
であったのに対し，本研究対象者では 54% と高い割合
であった。つまり，歯科診療所通院患者では，口腔機能
の低下度合いの軽い者が多く存在するため，早期介入に
よる予防・改善効果を得やすい可能性が考えられる。
BDHQ の結果，1,000�kcal 当たりの調味料・香辛料類
は，非該当群に比べ該当群で有意に高値を示した（p＜
0.05）。また，口腔機能低下症と外出頻度との関連を検
討した結果，非該当群に比べ該当群では，KCL�No.17

「昨年と比べて外出の回数が減っている」という質問に
対し「はい」と回答した者の割合が有意に高かった（p＜
0.05）。さらに，KCL�No.17「昨年と比べて外出の回数
が減っている」という質問に対し「はい」と回答した者
は「いいえ」と回答した者に比べ，果実類，肉類の摂取
量が有意に低値であった（p＜0.05）。今回の研究結果よ
り，歯科診療所通院患者において，「口腔機能低下症」

「食」「外出頻度」の 3 つが相互に関係していることが示
唆された。（COI 開示：なし，大阪樟蔭女子大学研究倫
理委員会承認番号：19-06）

１４．医療療養・介護医療院における口腔機能低下症を有
する非経口摂取粘膜処置患者の転帰についての調査

中島正人1），原田真澄2），熊谷さおり2），福田安理1）

牧野路子1），森田浩光1），阪口英夫3）

福岡歯科大学総合歯科学講座訪問歯科センター1）

医療法人永寿会シーサイド病院2）

医療法人永寿会陵北病院3）

目　　的：要介護高齢者における経管栄養者は，剝離上
皮膜が形成されやすく，全体的に剝離上皮膜は出血を伴
わず除去しやすいものの，咽頭への落下の危険性があ
る。このような背景の下，非経口摂取患者への口腔衛生
状態の改善を目的として令和 2 年度から保険収載された
非経口摂取患者口腔粘膜処置（非経口処）であるが，い
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まだその効果（口腔内状態の改善と口腔機能低下症への
影響など）の検証はなされていない。そこで今回，医療
療養・介護医療院における経管栄養を受け，口腔機能低
下症を有する対象者の全身状態と口腔内状態および，そ
の後の経過や転帰について調査することを目的とした。
方　　法：対象者は 2020 年 6 月 1 日から 2021 年 5 月
31 日までの 1 年間に，医療療養 /介護医療院に入院・入
所している患者のうち，期間中に非経口栄養摂取および
口腔機能低下症を有し，非経口処を実施した患者 64 人

（男性 23 人，女性 41 人）を対象とした。調査項目とし
て，対象者の基本情報（性別・年齢・入院（入所）時
期・転帰），全身状態（入院（入所）主病名および既往
歴・非経口開始時期・経管の種類），口腔機能検査所見

（残存歯数，舌苔の付着度，口腔粘膜湿潤度，舌圧）を
調査した。
結果と考察：対象者 64 名の内訳として，男性比率が
35.9�%（23 人），平均年齢は，男性が 82.9（6.8）歳で女
性が 91.1（7.0）歳であった。全身状態として，主病名
は脳血管疾患（40.6%）が多く，併存疾患では循環器疾
患（27.4%）が，経管栄養は経鼻栄養（89.0%）が多かっ
た。口腔機能検査できた 4 項目はいずれも基準値を下回
る平均結果であり，どの該当者率も 3/4 以上であった。
調査期間中の栄養摂取方法の経過および転帰として，9
割以上の対象者（口腔機能低下症および経管栄養の患
者）が経管栄養を継続し生存していたが，一方で死亡に
いたった対象者の死因は，誤嚥性肺炎が全体の 1/4 で，
その他は非呼吸器疾患であった。考察として，医療療
養・介護医療院における経管栄養を受け，口腔機能低下
症を有する対象者はその状態を維持しながら入院 /入所
を継続すると考えられる。そのため，維持期において経
口摂取が望めない人に対して，患者 QOL 維持のために
も，非経口処などにて誤嚥性肺炎の予防を目的とした口
腔健康管理を長期的に計画し，管理する必要性が示唆さ
れた。（COI 開示：なし，医療法人永寿会陵北病院倫理
委員会承認番号：2021-001）

１５．ターミナルケアと歯科医療についての DVD 教材を
用いた啓発

小向井英記1, 2, 3），今井裕子3），東浦正也3），中嶋千惠3）

福辻　智1, 2），溝上裕久1），平山隆浩1），髙橋一也2）

一般社団法人奈良県歯科医師会1）

大阪歯科大学高齢者歯科学講座2）

医療法人小向井歯科クリニック（奈良県）3）

目　　的：奈良県歯科医師会では啓発用ツールを作成す
ることによって，歯科医療職がターミナルケアに積極的
にかかわることを促すとともに他職種にも歯科の役割を
理解してもらうために，教材として DVD を制作，配布
し，視聴前後でアンケート調査を実施して現状の把握
と，その啓発効果を確認した。
対　　象：対象者は，第 1 群は奈良県歯科医師会会員
674 名のうちアンケート調査で回答が得られた者とし，
第 2 群は県内のターミナルケア・終末期医療・緩和ケア
を実施している医療・介護施設 148 施設の外部施設の所
属スタッフ 296 名のうちアンケート調査で回答が得られ
た者とした。
方　　法：アンケート調査票については DVD 視聴の効
果を検証するため，同一内容のものを DVD 視聴の前後
で 2 回送付した。そのなかで FAX による回答の返信の
あったものについて，統計学的手法により群間比較分析
を行った。なお，アンケートの設問については，①ター
ミナルケアという言葉の認知，②その内容の理解，③エ
ンゼルケアという言葉の認知，④その内容の理解，⑤
ターミナルケアやエンゼルケアへの関与情況，⑥歯科医
療職の関与の必要性の意識，⑦関与への意欲，⑧ターミ
ナルケアにおける歯科の役割についての知識，⑨その知
識の向上意欲，⑩ターミナルケアに積極的にかかわる意
欲を問う 10 項目とし，対象の 2 群間比較を行った。
結果と考察：DVD の視聴前における歯科医師群および
他職種群の各設問では，設問⑥⑧以外の項目で有意差を
認めた。また，視聴後における有意差に関しては，全設
問において有意差を認めた。当会会員の歯科医師の変化
度の検定では，DVD 視聴前後で設問③④⑧で有意に改
善方向に変化を認めた。他職種の検定では，DVD 視聴
前後で設問⑥⑧で有意に改善方向に変化を認めた。各設
問で DVD 視聴前後での回答の差を変化度として数値化
し，両群の有意差を検定したところ，設問③④⑥⑦で歯
科医師のほうが有意に改善方向に変化度が大きかった。
今回の結果から，歯科医師の DVD 視聴はターミナルケ
アへの理解や歯科関与の必要性の意識や意欲を高め，歯
科がターミナルケアに積極的にかかわることを促す一助
になると考えられた。また，医師，看護師，介護職の
DVD 視聴はターミナルケアと歯科とのかかわりを啓発
するといった点で有意義なものであると考えられた。

（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１６．歯科用局所麻酔薬の効果，使い分け，偶発症に関し
てのアンケート調査

北川栄二
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JR 札幌病院歯科口腔外科

目　　的：歯科用局所麻酔薬の使用状況や効果に対する
評価，使い分け，偶発症の経験率を調査する目的でアン
ケート調査を行ったので，その結果を報告する。
方　　法：対象は，調査の趣旨に賛同し回答した歯科医
師 83 人とした。調査項目は，歯科用局所麻酔薬の保有
状況，各薬剤の使用頻度の比率，実際の使用経験に基づ
いた鎮痛効力，鎮痛効力持続時間，止血効果の比較，使
い分け，局所麻酔を契機とした偶発症の経験の有無とし
た。なお，アンケートの回答は自由意思，無記名回答と
した。偶発症の経験については，経験の有無のみ回答し
てもらい，患者情報などは記載しないこととした。
　なお，アドレナリン含有 2％リドカイン塩酸塩は
AdLi，フェリプレシン含有 3％プロピトカイン塩酸塩
は FePr，3％メピバカイン塩酸塩は Me と略した。
結果と考察：保有率：AdLi は 100％，FePr は 85.5％，
Me は 37.3％ で あ っ た。 使 用 頻 度 の 比 率：AdLi が
90.5％，FePr が 6.9％，Me が 2.6％であった。鎮痛効力
の評価：AdLi の鎮痛効力を 100 として，FePr は 73.6，
Me は 70.9 であった。鎮痛効力持続時間の評価：AdLi
の鎮痛効力持続時間を 100 として，FePr は 69.6，Me
は 55.4 であった。止血効果の評価（平均値）：AdLi の
止血効果を 100 として，FePr は 57.3，Me は 38.8 であっ
た。偶発症の経験率：血管迷走神経反射 61.5％，頻脈・
動悸 73.5％，血圧上昇 56.6％，顔面蒼白 47.0％，血圧低
下 37.4％，徐脈 21.7％，不整脈 18.1％，狭心症・心筋梗
塞 4.8％，過換気症候群 38.6％，痙攣・手足痺れ・硬直
20.5％，意識低下・消失 13.3％，眠気 9.6％，アレルギー
9.6％などであった。
　FePr，Me は保有率に比較すると実際の使用頻度は低
く，主に鎮痛効力，鎮痛効力持続時間，止血効果が
AdLi より低いことが要因と思われた。また，局所麻酔
にかかわる偶発症はこれまでの報告よりも実際には高い
頻度で経験されていると思われた。特に，血管迷走神経
反射，頻脈・動悸，血圧上昇などは半数以上の方が経験
しており，モニター監視や偶発症発症時の対応の必要性
を再認識した。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１７．歯肉の自然出血からマクログロブリン血症の診断に
至った症例

大岩大祐，飯田　彰，福島和昭，石田義幸，小野智史

医療法人仁友会日之出歯科真駒内診療所

目　　的：マクログロブリン血症（以下，WM）は，
IgM 型 M タンパク血症を呈する低悪性度リンパ腫で，
過粘稠度症候群，原因不明の発熱，易疲労性などの症状
を有する。過粘稠度症候群は口腔内出血が症状の一つに
挙げられ，加齢とともに発症率が増加するため，歯科領
域でも未診断の WM 患者に遭遇する可能性がある。今
回，歯肉自然出血を契機に WM 診断に至った症例を経
験したので，その概要を報告する。
　本報告に当たり，患者本人に発表の内容を説明し，文
書による同意を得た。
症例の概要と経過：77 歳，女性。#47 周囲歯肉からの
自然出血を主訴に当科を救急受診した。基礎疾患の高血
圧症に対する降圧剤以外に抗血栓薬などの内服はなく，
出血性素因の指摘も受けていなかった。手足紫斑を認め
たため，急性白血病などの可能性を想定し，入院管理下
に血液検査を施行した。その結果，血小板 136,000/μL
とわずかに低下を認めたが，止血能はおおむね正常であ
り抜歯可能と判断し，抜歯による止血施行し退院した。
退院時にかかりつけ医を受診させたが，原因の診断には
至らなかった。しかし，翌日の夜間には #45 の自然出
血を呈し当科に再入院した。そこで，血液内科専門医に
対診を行い，骨髄検査の結果，IgM�7,077�mg/dL（基準
値 52～270）と高値を認め WM と診断された。
結果と考察：WM の臨床所見である易疲労性や体重減
少などは，活動度の低い高齢者では，はっきりしない場
合もあると思われる。また，IgM�3,000�mg/dL 以上と口
腔衛生状態不良は後出血のリスクであり，抜歯回避すべ
きとされているが，未診断 WM ではまず WM を疑う必
要があるため，対応方法や注意点について考察した。
　WM では，大量の IgM が産生され，血液粘度の上昇
による血管壁障害，血小板被覆による機能低下などによ
り出血傾向を示す。そのため，本症例でも血小板減少が
軽度であるにもかかわらず口腔内出血を呈した。IgM
増加による総タンパク質上昇を示した一方で，代表的な
タンパク質であるアルブミンやヘモグロビンは軽度低下
した。口腔内出血に加えて総タンパク高値，アルブミン
低下，貧血などの所見を認めた場合は，WM を念頭に
おいて対応することが肝要と思われた。（COI 開示：な
し，日之出歯科診療所倫理審査委員会承認番号：21-006）

１８．薬剤性開咬と思われた，うつ病患者の一例

梅崎陽二朗，江頭留依，山口真広，内藤　徹

福岡歯科大学総合歯科学講座高齢者歯科学分野
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目　　的：精神科疾患の既往歴がある歯科疾患患者は増
加傾向にあり，向精神薬を服用している患者が一般歯科
に来院することも近年珍しいことではない。向精神薬に
よる口渇などの副作用やエピネフリンとの相互作用は歯
科医師にも周知されるようになってきたが，錐体外路症
状については依然として人口に膾炙していない。今回わ
れわれは，抗精神病薬による錐体外路症状の一種として
開咬状態を呈した症例を経験したため，若干の考察を加
えて報告する。
症　　例：74 歳女性，美容師。X 年 4 月頃より，特に
契機なく「うまく咬めない」といった愁訴が出現し，

「友人から顎が曲がっていると言われた」とのことで
あった。かかりつけ歯科からの紹介で X 年 5 月に当院
初診となった。初診時は独歩で来院したが，やや動作緩
慢で手指の振戦を認めた。顔貌は右方偏位しており，開
口運動時にはさらに右方への偏位が認められた。習慣性
咬合では開咬状態を呈していたが，無理に中心咬合位を
取ると顔貌の右方偏位は解消され，おおむね左右対称と
なった。パノラマエックス線検査では下顎頭の形態異常
を認めなかった。全身既往は乳がん，骨粗鬆症，うつ病
で，アナストロゾール，トビエース，リセドロン酸ナト
リウム，エチゾラム，トリアゾラム，ミルタザピン，オ
ランザピンを服用していた。薬原性錐体外路症状評価尺
度を評価したところ，合計 10.5 点，概括重症度は 3（中
等度）であった。薬剤性開咬と診断し，通院中の心療内
科にオランザピンの再検討を提案したところ，X 年 6 月
に休薬となった。休薬後は顔貌の右方偏位は認めず，自
覚的にも他覚的にも主訴の改善が得られた。手指振戦や
動作緩慢も改善し，うつ症状の増悪も認めなかった。そ
の後も良好な経過が得られている。
　なお，本報告の発表について患者本人から文書による
同意を得ている。
考　　察：薬剤性開咬に関する報告は少なく，依然とし
て開咬は顎骨の形態異常と歯槽性に分類されることが多
い。抗精神病薬による錐体外路症状として生じる開咬は
筋の機能異常によるもので，安易な咬合調整等を避ける
ためにもより一層の啓発が必要と思われた。過去の文献
では，高力価の抗精神病薬での報告が主であるが，非定
型抗精神病薬でも，多剤併用や加齢の影響で薬剤性開咬
が生じることがあると示唆された。今後，より適切な対
応や類型分類などについて，症例を重ねて検討していき
たい。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１９．高齢者に対して当院で実施した静脈内鎮静下歯科治
療

旭　吉直1, 2），宮本順美1, 2），杉本有加2），大道士郎1, 2）

社会医療法人大道会森之宮病院歯科診療部1）

社会医療法人大道会ボバース記念病院歯科診療部2）

目　　的：高齢者においても，通常の歯科治療や抑制下
での歯科治療が困難な場合は鎮静あるいは全身麻酔が必
要となる。一般的に高齢者は青壮年者と比較して心肺機
能が低下しており，合併疾患も多く，全身麻酔を行うう
えでリスクが高い。したがって，可能であれば全身麻酔
よりも鎮静下での処置のほうが望ましい。今回，当院に
おける高齢者に対する静脈内鎮静下歯科治療の安全性を
高めるために調査を行ったので報告する。
　本発表にあたっては，患者あるいは家族の同意も得て
いる。
症例の概要と処置：2017～2021 年の 4 年間に当院で静
脈内鎮静下歯科治療を受けた 65 歳以上の患者 3 名（性
別：男性 1 名，女性 2 名。年齢：81～87 歳）を対象と
した。静脈内鎮静を必要とした原因は，歯科治療恐怖症
が 1 名，認知症が 1 名，歯科治療恐怖症および認知症が
1 名であった。全例日帰りであった。調査は歯科麻酔医
が行い，診療録および麻酔チャートから情報を収集し
た。
結果と考察：併存疾患は，高血圧症，胸腹部大動脈瘤，
胸部大動脈瘤解離などであった。2 例では静脈路確保後
にミダゾラムが投与され，残りの 1 例においては亜酸化
窒素，酸素，セボフルランによる意識消失後に静脈路を
確保してプロポフォールが持続投与されていた。術中の
異常はすべて循環系であり，2 例において導入後に収縮
期血圧が 50�mmHg 以上低下した。その他には呼吸器系
も含めて術中に異常は認められなかった。術後にも異常
は発生しなかった。
　今回，血圧変動以外に大きな問題がなかったのは，医
科主治医により基礎疾患が良好にコントロールされてい
たこと，長時間の治療がなかったことが影響していると
考えられる。導入直後に血圧が低下したのは，術前の精
神的緊張が高かったことと鎮静の導入の侵襲が小さかっ
たことが原因と考えられる。今後は導入法の再検討が必
要といえる。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

２0．歯肉出血を契機に再生不良性貧血が診断された １ 例

清水　梓1），森　美由紀1），河合　絢1）
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齊藤美香1），大鶴　洋1, 2），平野浩彦1）

独立行政法人東京都健康長寿医療センター
歯科口腔外科1）

大鶴歯科口腔外科クリニック（東京都）2）

目　　 的： 再 生 不 良 性 貧 血（aplastic�anemia：AA）
は，造血幹細胞の持続的減少により汎血球減少を呈する
難治性疾患である。今回われわれは，歯石除去後の持続
出血により AA と診断された 1 例を経験したので報告
する。
症例の概要と処置：患者：70 歳，女性。主訴：上顎歯
肉出血。既往歴：脳動脈瘤，閉鎖孔ヘルニア，高血圧
症，高脂血症。現病歴：20XX 年 X 月 Y－1 日，近歯科
で歯石除去実施後，上顎歯肉から出血が持続したため，
X 月 Y 日当院救急外来を受診した。同日当院血液内科
に緊急入院し，歯肉出血の止血目的に当科依頼となった

（Day1）。初診時現症：両側上顎中切歯および右側上顎
第一小臼歯歯肉から滲出性出血，口腔粘膜の蒼白を認め
た。血液検査所見：赤血球数：1.94×106/μL，白血球
数：3.63×106/μL，血小板数：1.0×103/μL，血色素数：
6.7�g/dL，網赤血球：1.5%。臨床診断：血小板減少に伴
う歯肉出血。処置および経過：Day1，血小板輸血後，
局所麻酔下に歯肉出血部位をボスミンガーゼで圧迫，コ
ラーゲン使用吸収性局所止血剤を挿入し止血した。
Day13 に再度出血し局所麻酔下に止血処置後，止血床
を製作し装着した。骨髄穿刺結果などから Day15 に
AA と診断された。Day50 にシクロスポリン（CyA）
＋抗胸腺免疫グロブリン（ATG）治療を開始した。患
者は出血を懸念しセルフケア困難であったため，当科で
継続的に口腔衛生管理を行った。数日に 1 回程度，歯肉
出血や口腔内の内出血，眼瞼皮下出血を繰り返してい
た。Day144，服薬指導目的に再入院後，汎血球減少は
継続していたが，歯肉からの出血頻度は減少した。しか
し左側下顎側切歯・犬歯の歯肉乳頭部が歯肉増殖し，歯
面清掃時に出血を繰り返した。専門的口腔衛生管理後も
持続する腫脹や出血から CyA による歯肉増殖症と診断
し，入院管理下で歯肉切除術を行った。その後同部から
の出血なく経過している。
結果と考察：歯石除去後，持続的な歯肉出血を契機に
AA と診断された 1 例を経験した。歯肉出血の背景に
AA を始め造血器疾患が関与している可能性を念頭に置
き，注意する必要がある。出血リスクや感染リスクを十
分理解し，当該科と連携し適切な口腔衛生管理・処置を
行うことが重要である。（COI 開示：なし，倫理審査対
象外）

２１．パーキンソン病が口腔衛生管理に及ぼす影響につい
て

梅田愛里1），溝江千花1），岩下由樹2）

芥川礼奈2），道津友里子2），梅本丈二2）

福岡大学病院歯科口腔外科1）

福岡大学病院摂食嚥下センター2）

目　　的：パーキンソン病（PD）は進行とともに運動
機能や上肢機能が低下し，口腔衛生管理が疎かになるこ
とが少なくない。PD 患者の死因の上位は誤嚥性肺炎で
あり，口腔健康管理が重要である。しかし，症状の進行
とともに動作緩慢，無動となり口腔健康管理が難しくな
る。服用薬の影響で唾液分泌が低下し，口腔乾燥や自浄
作用の低下によりう蝕が多発することもある。そこで本
研究では，PD が口腔衛生管理に及ぼす影響について検
討する。
方　　法：当院脳神経内科にて 2021 年 10 月から 2022
年 1 月までに入院した PD 患者 23 人（男性 9 人，女性
14 人，平均年齢 63.3±9.5 歳）を対象に歯磨き回数，使
用歯ブラシ，残存歯数，OHAT-J（Oral�Health�Assess
ment�Tool）などの調査を実施した。また診療録より発
症年齢，罹病期間，Hoehn�&�Yahr の重症度分類，運動
機能（MDS-UPDRS�Part3，Movement�Disorder�Society�
Unified�Parkinson’s�Disease�Rating�Scale）， 上 肢 機 能

（STEF，Simple�Test�for�Evaluating�Hand�Function），
認知機能（MMSE，Mini�Mental�State�Examination），
L-ドパ換算用量相当量（LEDD，Levodopa�equivalent�
daily�dose）の各データを抽出し，口腔内の状況との関
連性を検討した。
結果と考察：罹病期間（平均 11.8±4.3 年）と OHAT-J
スコア（平均 4.6±3）に有意な相関関係が認められた

（R＝0.597，p＜0.005）。罹病期間が長くなるほど口腔衛
生状態が悪化することが示唆された。また，年齢と
STEF 年齢別平均点との差に有意な相関関係が認められ

（R＝0.697，p＜0.01），若年者ほど健常者との上肢機能に
差がつきやすいことが示唆された。若年患者ほどリハビ
リや口腔衛生に介入の余地があるのかもしれない。その
一方で他の項目と OHAT-J の関連性は認められなかっ
た。また有意差はなかったものの，STEF スコアが不良
な患者に電動歯ブラシ使用者が多い傾向があった。運動
機能低下に伴い，歯科受診が困難になる一方，口腔衛生
意識の高い患者が多く，上肢機能低下に伴い積極的に電
動歯ブラシを取り入れている可能性がある。
　今回は大学病院に通院している PD 患者を対象として
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おり，歯科受診困難となった患者がいたものの，比較的
口腔衛生管理ができていた。今後は，施設や在宅療養患
者も対象に調査を行う必要がある。（COI 開示：なし，
福岡大学病院倫理審査委員会承認番号：H-21-09-006）

２２．コロナ禍での歯科介入頻度の変化が施設入居者の病
院搬送件数に及ぼす影響

立松正志

クリニックサンセール清里（愛知県）

目　　的：口腔健康管理は高齢な施設入居者の誤嚥性肺
炎などの口腔内細菌に起因する感染症や，オーラルフレ
イルを経て引き起こされるフレイル・サルコペニアなど
さまざまな健康管理に寄与している。コロナ禍が始まっ
た時期を起点としてその前の 1 年，その後の 1 年の歯科
介入頻度の状態を比較して，施設入居者の病院搬送件数
から歯科介入の影響を後視野的に検討した。
方　　法：2018 年 12 月から 2020 年 11 月の 2 年間に当
院が歯科訪問診療を行った介護老人福祉施設入居者を対
象とし，調査項目として患者構成，歯科の介入回数，コ
ロナ禍前後での診療人数比，ならびに病院搬送事例件数
について検討した。
結果と考察：75 歳以上が約 90%，男女比が 1：3 であっ
た。歯科の介入頻度は，コロナ禍前が月 2 回，コロナ禍
後は月 1 回と 1/2 であった。コロナ禍前後での診療人数
の比は最低が 0.01 であった。病院搬送事例は 2 群の比
較（コロナ禍前�vs コロナ禍後）では，誤嚥性肺炎の発
生件数が（31�vs�33）であり発生件数の有意な増加はな
かった。介入回数がコロナ禍の介入抑制下でも口腔健康
管理は継続していたため，明らかな発生件数の増加には
結びつかなかったと考えられた。肺炎は（39�vs�17）で
あった。肺炎発症件数はコロナ禍前後で約 1/2 に減少し
た。口腔ケアが関与するといわれている肺炎の発症件数
の減少と，口腔衛生管理を担う歯科の介入頻度の減少と
の関連性は今回の調査結果からは不明であった。脳梗塞
は（7�vs�3）で約 1/2 に減少した。脳梗塞の血栓形成に
歯周病菌が関与しており口腔健康管理の介入の減少によ
り発生件数が増加すると考えられたが，今回の調査から
はその影響がみられず原因は不明であった。骨折は（15�
vs�19）であり，発生件数の有意な増加はなかった。フ
レイル・サルコペニアが関与する骨折の発症に調査期間
中の歯科介入の減少の影響はなかったと考えられた。コ
ロナ禍前後で発生件数の差がなかったあるいは発生件数
に有意差があったその他の搬送事例は，口腔健康管理が

影響を及ぼす範疇を超えているため歯科の介入減少の影
響はなかったと考えられた。以上のことから，歯科の介
入頻度の減少が病院搬送件数に影響を及ぼしたといえな
かった。（COI 開示：なし，老年歯科倫理承認番号：
2021-01）

２３．中咽頭癌術後再発による疼痛に対し下顎孔アプロー
チによる神経ブロックが奏効した １ 例

臼渕公敏

宮城県立がんセンター歯科

緒　　言：今回われわれは，中咽頭癌術後再発による下
顎骨浸潤・下顎病的骨折に起因した神経因性疼痛に対し
歯科臨床で汎用される下顎孔伝達麻酔を応用した下顎孔
アプローチによる下顎神経ブロックにより，疼痛コント
ロールが良好となった症例を経験したので報告する。本
報告の発表について患者本人より同意を得ている。
症　　例：60 歳男性。既往歴：高血圧。胃癌および左
中咽頭癌にて 2018 年 9 月に中咽頭癌切除・遊離皮弁再
建術施行，10 月に胃切除術施行。その後中咽頭癌が局
所 再 発 し，2019 年 1～3 月 に 化 学 放 射 線 治 療 施 行

（CDDP�200�mg/m2 ＋ RT�70�Gy）。 再 々 発 し，2019 年
11 月に舌喉頭全摘・右頸部郭清・腹直筋による遊離組
織再建実施。2020 年 5 月，局所再々々発し化学療法開
始（CBDCA+5�FU+Cmab → nivolumab → PTX）。 左
下顎疼痛著明のため 5 月上旬入院。CT にて腫瘍による
左下顎骨骨折・骨髄炎を認め，化学療法についても PD
のため今後は BSC の方針に変更となった。しかしなが
ら左下顎の疼痛のためモルヒネ 170�mg/日投与されてい
るものの NRS�7～8 続くため，疼痛コントロール目的に
入院から 5 日後，当院緩和ケア内科紹介，神経因性疼痛
のためサインバルタ追加したが著効せず，オピオイドに
よる傾眠傾向も著明なため，局所治療による疼痛コント
ロールの可否について精査・加療目的に，さらに 5 日後
当院歯科紹介受診となった。診断：中咽頭癌再発・左下
顎骨浸潤による病的骨折。
経過と考察：同日 3％シタネスト・オクタプレッシン
1.8�mL にて左下顎孔伝達麻酔を実施したところ，左下
顎および左下口唇の疼痛は NRS�3 程度まで一時的に軽
減した。奏効することから 5 月中旬，下顎孔周囲を 3％
シタネストで局所麻酔し無水アルコール 0.2�mL 局注し
神経破壊を実施，翌日には NRS�3 程度まで軽減したも
のの，疼痛再増悪したため 5 月下旬に再度実施したとこ
ろ翌日以降 NRS�1～2 となったため経過観察とした。6
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月上旬再診時，モルヒネ投与量は 150�mg/日まで減少し
た。8 月上旬外来受診時，疼痛増悪の訴えがあった

（NRS�6）。左下顎腫瘍の増大に伴う疼痛増悪と診断し，
再度神経ブロックを実施したところ，NRS は 3 まで改
善した。2021 年 9 月上旬再診時，モルヒネ投与量は
80�mg/日まで減少，NRS�1 まで疼痛緩和した。
　頭頸部領域の難治性疼痛に対する神経ブロックには上
顎神経節ブロックなどがあるが，偶発症のリスクなどか
ら実臨床では実施しにくい。本症例では歯科臨床で汎用
される下顎孔伝達麻酔の手技を流用し行ったため比較的
容易に実施できる。しかし，下顎神経と並走する舌神経
も破壊する恐れがあるため，本症例のような舌全摘など
の症例に限定されると考えられる。（COI 開示：なし，
倫理審査対象外）

２４．上顎総義歯の新製後に口蓋に生じた乳頭状唾液腺腺
腫の １ 例

栗原智尋，加藤禎彬，星野照秀，片倉　朗

東京歯科大学口腔病態外科学講座

緒　　言：乳頭状唾液腺腺腫は，2017 年 WHO 分類で
導管乳頭腫から独立した唾液腺良性上皮性腫瘍として分
類され，比較的まれな疾患である。今回，上顎総義歯新
製後に義歯床縁に生じた腫瘤を切除したところ，乳頭状
唾液腺腺腫の診断を得た症例を経験した。術後経過も良
好のため，概要を報告する。
症例の概要と処置：86 歳，女性。2020 年 8 月に近在の
歯科医院で上下顎の総義歯を新製した。適合は良好で
あったが 10 月に左側口蓋部に発赤と腫瘤を認め，11 月
に精査目的に当科を紹介受診した。既往歴に糖尿病，骨
粗鬆症，高尿酸血症，虚血性心疾患があった。初診時の
口腔内所見は，左側口蓋後方部の義歯床縁部に一致して
発赤と易出血性を伴う 5×5�mm 大の弾性軟で乳頭状の
腫瘤を認めた。細胞診では class�Ⅱa の結果であった。
また，疼痛を自覚していなかったこと，金属床義歯を使
用していて調整が困難であったことから当科で 3 カ月に
1 度の経過観察を行った。その後，病変の増大傾向を認
めたため，2021 年 11 月に全切除生検を施行した。切除
した検体の病理組織学的所見は H-E 染色で錯角化重層
扁平上皮と腺管構造を伴う導管に類似した円柱上皮の乳
頭状の増殖を認めた。腺管は，Oncocytic�change を伴
う二層性配列を呈し基底側に立方細胞，内側に円柱細胞
がみられた。特殊染色では，PAS 染色で腺管内に粘液
様物質が認められた。また，免疫組織化学的染色では，

両上皮で EMA，Ki67 が陽性，重層扁平上皮は CK13，
p63 で陽性，円柱上皮は CAM5.2，CK7 で陽性反応で
あった。S-100 は扁平上皮内のメラニン産生細胞に陽性
を示した。以上の結果より，乳頭状唾液腺腺腫と診断し
た。なお，本報告の発表について患者本人から同意を得
ている。
結果と考察：本症例では，義歯床縁部に一致して発症し
ていて慢性的な刺激がリスク因子となった可能性も考え
られるため，義歯床下粘膜の経時的な観察は，腫瘍性変
化の確認も視野に入れて行うことが必要であると再確認
できた。悪性への転化，再発を生じた報告もされている
ため，積極的に病理組織的に確定診断を得る必要がある
と考える。本症例のように切除が望ましいこともあるた
め，紹介歯科医院との連携を取りながら長期的な経過観
察を行っていく必要があると考えている。（COI 開示：
なし，倫理審査対象外）

２５．通院困難な高齢患者の筋筋膜痛に対して「医療アプ
リ」を活用した理学療法が有効であった １ 例

中山詩織1, 2），臼田　頌1），西山留美子1）

堀江伸行1），中川種昭1）

慶應義塾大学医学部歯科・口腔外科学教室1）

栃木医療センター歯科口腔外科2）

目　　的：筋筋膜痛の治療法としてセルフマッサージ・
ストレッチを中心とした理学療法の有効性が報告されて
いるが，患者の実施率や環境により効果に差が出てしま
う問題点が指摘されている。今回われわれは，筋筋膜痛
と診断された通院困難な高齢患者に対して，「医療アプ
リ」を活用することで，良好なセルフケアを家族と連携
して指導することができ，治療が奏功した 1 例を経験し
たので報告する。
症例の概要と処置：89 歳，女性。10 年前より左側下顎
臼歯部疼痛を自覚したが，症状の改善を認めず，当科へ
精査依頼となった。初診時の所見としては，左側咬筋・
側頭筋に著明な硬結・圧痛と左側下顎臼歯部への関連痛
を認め，その痛みはファミリアペインであった。痛みの
構造化問診を活用したところ，左側下顎臼歯部に中等度
の持続性の鈍痛という特徴を認め，筋筋膜痛の診断下に
本人にセルフケアの指導を実施した。
　しかし再診時にも筋筋膜痛は残存，主訴の改善も乏し
かった。原因としては，患者が高齢でセルフケアの部位
や方法が間違っており，再指導するも老人ホーム入居中
で通院回数が制限されてしまい，指導を十分に実施でき
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ないことが挙げられた。
　そこで老人ホームでの家族との面会時に，家族から

「医療アプリ」を用いたセルフケアプログラムの指導を
依頼した。アプリ上の動画によってセルフケアの質が向
上し，筋筋膜痛は改善，それに伴い主訴であった左側下
顎臼歯部の疼痛も消失した。
結果と考察：痛みの構造化問診の活用と適切な筋触診の
結果，筋筋膜痛からの関連痛と診断することができた。
併存症が多くさまざまな疾患を鑑別する必要のある高齢
者において，痛みの構造化問診の活用は非常に有効で
あった。また「医療アプリ」を活用したことで，通院回
数にとらわれず質の高いセルフケアを行うことができ，
良好な治療結果が得られた。「医療アプリ」を活用する
ことで，受診困難な環境においても質の高いセルフケア
を提供できることができ，今後は家族とだけでなく施設
との連携等でも活用可能であると考えられた。（COI 開
示：なし，慶應義塾大学倫理審査委員会承認番号：
2018-0033）（本報告の発表について患者本人から同意を
得ている）

２６．ネオナイシン-e 配合口腔用ジェルによる口腔衛生
管理で口腔カンジダ症が改善した筋萎縮性側索硬化
症の一例

橋詰桃代1），大野友久2），波多野真智子1）

野本亜希子2），藤島一郎3）

浜松市リハビリテーション病院リハビリテーション部1）

浜松市リハビリテーション病院歯科2）

浜松市リハビリテーション病院リハビリテーション科3）

目　　的：要介護者は上肢の麻痺などで十分な口腔衛生
管理が行えなく，口腔内の環境が悪化し口腔カンジダ症
に罹患する患者が多く存在する。口腔カンジダ症は，繰
り返し発症することがある。「ネオナイシン-e」はう蝕
および，歯周病関連菌，真菌に対し抑制効果があるとさ
れている。今回，口腔衛生状態が不良な筋萎縮性側索硬
化症（以下 ALS）患者に対し，ネオナイシン-e 配合口
腔用ジェル（以下，Ne 配合ジェル）を使用した口腔衛
生管理を行い，抗真菌薬の投与を軽減できたと思われる
症例を報告する。
症例の概要と経過：ALS による嚥下障害があり，当院
嚥下外来を受診した 64 歳男性。初診時，口腔衛生管理
が不十分で口腔粘膜全体に口腔カンジダ症による小斑点
状の白色偽膜を認め，抗真菌薬 6 日分の処方と歯科衛生
士による口腔衛生指導を実施した。ステロイドや抗菌薬

の投与はなく，口腔乾燥も認めなかったため，口腔カン
ジダ症となった原因は清掃状態不良によるものだと思わ
れた。初診から 7 日目の受診で偽膜形成は消失してお
り，口腔カンジダ症は改善し Ne 配合ジェルを使用した
口腔衛生管理方法を指導した。その後 28 日目の受診で
口腔カンジダ症の再発は認めなかった。42 日目の受診
で左頰粘膜にワイヤークラスプによる潰瘍形成を認め清
掃状態は不良であった。潰瘍による疼痛から清掃状態は
不良で，オーラルピースも使用しておらず，再度白色偽
膜を認めたため同日抗真菌薬が 6 日分処方された。63
日目の受診時に，白色偽膜を認めたが軽度であったた
め，清掃指導および Ne 配合ジェルを使用した清掃を継
続するよう指導した。その後 106 日目の受診まで口腔カ
ンジダ症の発症は認めずに経過することができた。
　なお，本報告の発表について患者本人（もしくは代諾
者）から文書による同意を得ている。
考察と結論：Ne 配合ジェルを使用した口腔衛生管理を
行っていた期間，口腔カンジダ症の再発を抑制でき，結
果抗真菌薬の投与を減らすことができた可能性がある。
口腔衛生状態の改善と Ne 配合ジェルの使用のいずれが
口腔カンジダ症の抑制に効果的であったかは今後の検討
が必要だが，口腔カンジダ症の発症を繰り返す患者に対
し，Ne 配合ジェルを使用した口腔衛生管理を指導する
ことで口腔カンジダ症の再発の予防や抗真菌薬の投与回
数を減らすことが期待できる可能性がある。（COI 開
示：なし，浜松市リハビリテーション病院臨床倫理審査
会承認番号：21-57）

２７．COVID-１９ 感染後に摂食嚥下障害となり摂食嚥下
リハビリテーションにより改善した症例

石川　唯1），黒田直希1），佐藤志穂1）

市川陽子1），北詰栄里2, 3），菊谷　武1）

日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック1）

日本医科大学武蔵小杉病院歯科2）

日本歯科大学附属病院口腔外科3）

目　　的：COVID-19 重症例において摂食嚥下障害の
併発例が報告されている。今回，精神科病棟入院患者が
COVID-19 に感染後，摂食嚥下障害により経口摂取困
難となった症例に対して，栄養管理を含めた摂食嚥下リ
ハビリテーションを実施することで摂食嚥下機能が回復
した一例を経験した。本症例を通じて COVID-19 と摂
食機能について考察する。
症例の概要と処置：症例は 75 歳，女性。3 年前より統
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合失調症で某病院精神科に入院加療中であった。ADL
は自立し，食事は常食を摂取していた。初診 3 カ月前に
COVID-19 に病棟内で感染し，治療のため転院。新型
コロナウイルス感染症重症度分類は中等症 2（酸素投与
が必要）であり，抗ウイルス剤などの治療を受けた。治
療中には摂食機能障害の診断で経静脈栄養となった。1
カ月後，COVID-19 の症状は軽快し，ウイルス陰性と
なったため帰院となるも ADL，意識レベルの低下がみ
られ，JCS にてⅠ-1 であった。感染前の体重は 54.8�kg
であったが，再入院時には 46.9�kg と 4 カ月で 14％体重
が減少していた。嚥下困難，味覚障害の訴えがあり，自
発性の低下も認め，経口での栄養摂取が困難と判断され
たため，間歇的食道経管栄養法による栄養摂取となっ
た。嚥下内視鏡検査では，咽頭収縮力低下および鼻咽腔
閉鎖不全による鼻咽腔逆流が観察された。そのため看護
師や理学療法士，作業療法士に笛を用いたブローイング
訓練や嚥下時の鼻つまみ嚥下を依頼した。その結果，咽
頭収縮力向上，鼻咽腔閉鎖機能の改善に合わせて，摂取
量の増加と食形態の向上を認めた。再入院後 4 カ月で完
全経口摂取となり，7 カ月後に常食摂取可能となった。
　なお，本報告の発表について患者本人から口頭と文書
による同意を得ている。
結果と考察：新型コロナウイルスは神経浸潤性であるこ
とが知られている。また，呼吸器症状に加えて，消化器
症状を引き起こすことが知られており，栄養障害の原因
となる。さらに，cytokine�storm と呼ばれる全身の炎
症反応は，代謝亢進を促進させ低栄養のリスクが高まる
ことが示されている。本症例は，これらが原因して
COVID-19 感染後，嚥下障害を生じたと考えられる。
感染による嚥下障害の予防には，感染症治療中の低栄養
の予防が重要であり，治療には栄養改善と筋力増強訓練
の必要性が考えられた。（COI 開示：なし，倫理審査対
象外）

２８．超音波診断装置を用いた舌癌頸部郭清術後患者の嚥
下関連筋の筋量の評価の経時的変化

貴島真佐子1, 2, 3），今井美季子2），柏木宏介4），糸田昌隆2, 3）

社会医療法人若弘会わかくさ竜間
リハビリテーション病院1）

大阪歯科大学附属病院口腔リハビリテーション科2）

大阪歯科大学医療保健学部口腔保健学科3）

大阪歯科大学有歯補綴咬合学講座4）

目　　的：頭頸部癌のリンパ節転移に対する治療とし

て，一般的に頸部郭清術が施行されており，術後の器質
的，機能的障害がみられることが多い。今回，舌癌で頸
部郭清術を施行した一症例に対し，超音波診断装置にて
嚥下関連筋の筋量の経時的変化について観察したので報
告する。
症例の概要と処置：70 歳，女性。2020 年 11 月，舌扁平
上皮癌（T2N2bM0：Stage�Ⅲ）の診断の下，術前導入
化学療法後に舌部分切除術，根治的頸部郭清術を本学附
属病院口腔外科にて施行し，口腔機能回復を目的に口腔
リハビリテーション科に依頼があった。腫瘍切除前およ
び切除後より 1 カ月ごとにオトガイ舌骨筋，顎二腹筋の
面積を超音波診断装置 SONIMAGE�MX1（コニカミノ
ルタジャパン）にて測定した。口腔機能評価は，舌圧，
咀嚼力などの評価を行った。栄養評価は MUST，体成
分分析装置 InBody を用いて，術前から術後 1 年間の経
過について検討を行った。なお，本報告の発表について
患者本人から文書による同意を得ている。
結果と考察：術前舌圧 30.8�kPa，咀嚼力 89�mg/dL，
MASA-C は 197 点， 術 後 舌 圧 14.5�kPa， 咀 嚼 力
112�mg/dL，MASA-C は 144 点であった。術後 6 カ月
目， 舌 圧 27.2�kPa， 咀 嚼 力 185�mg/dL，MASA-C は
179 点 で あ っ た。 術 後 1 年， 舌 圧 30.4�kPa， 咀 嚼 力
213�mg/dL，MASA-C は 187 点であった。リハ実施内
容では術後から 6 カ月間においては舌の運動範囲改善を
目的とした訓練と筋力向上訓練，咀嚼訓練を行い，併せ
て頸部郭清術後の頸部および上肢運動の拘縮予防を目的
に運動可動域改善訓練を行った。術後 6 カ月以降は口腔
管理と口腔および頸部と上肢の機能維持を目的として実
施している。オトガイ舌骨筋の面積は，術後で増加し，
6 カ月かけて術前の面積に戻った。直接オペをした右側
顎二腹筋は術後で減少したが，3 カ月目で増加，それ以
降は術前の面積に回復した。左側顎二腹筋は，術後にか
けて面積が増加した。現在再発はみられていない。
　オトガイ舌骨筋は，術後はオペ侵襲による炎症，浮腫
により面積が増加した可能性があった。一方，日常生活
と口腔リハ実施により顎二腹筋はオペを受けた側を代償
した運動によって面積が増加したと考えられた。（COI
開示：なし，大阪歯科大学医の倫理委員会：第 111067
号）

２９．摂食機能障害患者への急性期病院から在宅診療への
シームレスな介入へ向けて

中尾幸恵1），谷口裕重2），大塚あつ子2），淺野一信3）

中澤悠里1），近石壮登1），近石登喜雄4）
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医療法人社団登豊会近石病院歯科・口腔外科1）

朝日大学歯学部摂食嚥下リハビリテーション学分野2）

朝日大学病院栄養科3）

医療法人社団登豊会近石病院外科4）

目　　的：摂食機能障害患者に対する病院歯科と訪問歯
科をつなぐ情報共有は必須だが，岐阜県においてはその
連携が十分に取れている地域は数少ないことが現状であ
る。そのため，病院での摂食嚥下機能評価・介入の経過
が把握できないことや，紹介内容と患者や家族の要望が
異なるなどの問題が生じている。今回，2021 年 4 月か
ら 2022 年 1 月の間に病院歯科と訪問歯科の連携とし
て，病院の歯科医師が訪問歯科診療にも帯同した 3 症例
を報告する。なお，今回の発表に際し患者本人より同意
を得ている。
症例の概要と処置：対象となったのは病院歯科から訪問
歯科へ紹介した 3 例であり，原因疾患はすべて脳血管疾
患であった。病院の歯科医師が 2 回以上訪問歯科診療に
帯同し，歯科医師，歯科衛生士への情報共有と自宅での
環境に合わせたリハプランの提案を行った。
　症例①：小脳・脳幹梗塞後，摂食嚥下リハビリによっ
て経管栄養から嚥下調整食を 3 食摂取可能となり退院し
たが，自宅では食形態を守れず誤嚥リスクが高いため退
院後も定期的な食事評価や嚥下機能の再評価を行い，誤
嚥性肺炎発症なく FOIS：4 → 7，MNA：17 → 21 と改
善した。
　症例②：被殻出血後，摂食嚥下リハビリを行い，3 食
経口摂取可能となり退院したが，退院後も訓練継続をす
ることで FOIS：5 → 7，MNA：16 → 20 と改善した。
　症例③：脳幹梗塞後，重度嚥下障害と診断され長期的
な訓練を行い 3 食経口摂取可能となり退院したが，誤嚥
リスクは高く，退院後も訓練継続することによって
FOIS：5 → 6 と改善した。
結果と考察：今回の症例では，病院歯科から訪問歯科へ
十分な情報共有や引き継ぎを行うことで良好な帰結を得
ることができた。病院歯科から地域の歯科診療所へ摂食
嚥下リハビリ依頼があった際に，連携体制が整っていな
いため，退院後にその介入が途絶えてしまうことが少な
くない。今後は，今回の経験を基にした情報共有ツール
の作成，オンラインを活用した診療やカンファレンス・
会議への出席を推進していく予定である。（COI 開示：
なし，倫理審査対象外）

３0．在宅医科診療所との医科歯科連携の推進にむけた取
り組みの活動報告

齋藤貴之

医療法人社団淼ごはんがたべたい歯科クリニック（東京都）

目　　的：われわれは 2020 年 4 月に，地域における食
支援と摂食嚥下リハビリテーションを主軸とした歯科ク
リニックを開院した。現在は在宅医療機関と協力医療機
関として連携し，チームブルーという医療グループで活
動している。在宅看取りを中心とした医科診療所が在宅
診療を続けていくなかでだんだんと老衰や神経難病，フ
レイルといった在宅での介入期間が長い患者が増加し，
食事の摂取に問題があるために在宅で暮らせないという
事例が多く発生したため，食事を支えるという観点から
歯科の存在が必要となり，当院の開設にいたった。しか
しながら，連携にあたってはさまざまな問題が山積して
おり，今後の医科歯科連携に向け，当院の取り組みの現
状と課題の共有を図ることを目的に調査を行った。
方　　法：アンケート調査は連携する在宅医科診療所の
スタッフを対象に，連携における現状と今後の課題を明
らかにするために行った。開院時のアンケート 47 名

（医療職 15 名，非医療職 32 名），開院 1 年半後のアン
ケートで 70 名（医療職 16 名，非医療職 54 名）の回答
を得た。調査方法は Google フォームの WEB 質問票を
用いて，質問内容と調査の趣旨，調査結果の公表につい
ての説明後，無記名で回答してもらった。
結果と考察：開設前の調査では摂食嚥下や口腔衛生管
理，義歯の調整，虫歯治療などの要望があった。開設か
ら半年後に依頼を受けた実際の介入内容を分析したとこ
ろ，連携医療機関からの依頼の半数以上は摂食嚥下に関
連するものであったが，歯科介入後に摂食嚥下リハビリ
テーションの処置が実際に必要だったものは 37%，摂
食嚥下で依頼を受けたものの，義歯の調整や治療で解決
するものと歯科医師が診断したものも 14% 含まれてい
た。開設 1 年半後の調査では，在宅医科診療所からの依
頼の 85% が嚥下機能，食べるに関連するものという回
答であったが，実際に歯科医師が摂食嚥下リハビリテー
ションを必要とすると診断したものは依頼があったもの
の 3 割程度にとどまり，嚥下の問題よりも義歯の不適合
や咀嚼の問題によって食事に支障をきたしている事例が
半数を占めた。義歯や咀嚼に問題があっても食事の問題
として訴えがなければ歯科に依頼が来ないという問題点
が明らかになり，歯科的な問題がある潜在患者はまだ多
く地域に存在していると推察された。今後も地域の医科
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医療機関との連携推進によって現状の問題の解決に取り
組んでいきたいと考えている。（COI 開示：なし，倫理
審査対象外）

３１．郡市区歯科医師会と連携した訪問診療下での嚥下機
能評価

稲川元明1），倉持真理子1），木村将典1）

薬師寺　孝1），村川正紀2），鎌田政善3）

高崎総合医療センター歯科口腔外科1）

むらかわ歯科（群馬県）2）

とちはら歯科（群馬県）3）

目　　的：これまで当院 NST 内に口腔機能管理・嚥下
チームを設立し，入院患者の口腔機能管理の質の向上や
嚥下機能評価に努めてきたが，院内における活動だけで
なく地域全体への適切な診断や対応の普及，緊密な医療
連携の確立を目的として，2015 年に「口腔機能管理・
嚥下外来」（以下「当外来」）を開設した。また 2018 年
には，所属する市の歯科医師会が在宅歯科医療の提供を
主たる業務とする「高崎訪問歯科相談センター」（以下

「センター」）を立ち上げた。センターから当外来に依頼
される訪問診療下での嚥下機能評価・摂食機能療法の運
用について報告する。
方　　法：2015 年 1 月から 2021 年 12 月までに，当外
来訪問診療下での嚥下機能評価件数の，当外来受診件数
中の占有率（以下占有率）を算出した。
結果と考察：当該期間における当外来受診件数は 1,456
件で，年間 200 件程度と大きな変動はないものの，
2015～2018 年までは 1％以下であった占有率が，2019
年は 8.4％，2020 年は 10.2％，2021 年は 11.4％と調査期
間中で大幅に増加した。要介護者のほぼ 9 割に歯科治療
または専門的口腔ケアが必要であるが，歯科医療の供給
は 3 割以下と圧倒的に少ないといわれている。地域での
需要に対してこれまでは依頼を受けた歯科医院が個別に
対応しており，在宅における歯科医療資源には大きな偏
りがみられていた。郡市区歯科医師会が主導でシステム
を整備することで，医療圏内における在宅歯科医療資源
の偏りを是正する一助となりうると思われる。今後さら
に地域全体における適切な医療の普及を目指し，入院か
ら当外来，当外来から在宅や他施設での情報共有が円滑
に途切れることなく，迅速かつ適切な在宅歯科医療の提
供が行われるように努めたい。（COI 開示：なし，倫理
審査対象外）

３２．骨吸収抑制薬を使用している離島在住高齢患者の抜
歯を離島医師と医科歯科連携した ３ 症例

寺本祐二1），久保桐子1），中井　久2）

寺本歯科医院（三重県）1）

中井歯科医院（三重県）2）

目　　的：これまで離島の老年歯科に関する報告は少な
く，島内に歯科がある有人離島は多くない。離島振興法
対策実施地域の指定を受けた有人離島 254 島のうち三重
県鳥羽市には 4 島（坂手島・菅島・答志島・神島）存在
しており，そのなかで 3 島には歯科が存在しない。さら
に高齢化率が 70％を超えている島もある。各離島には
市立診療所（内科）が存在することから，本土にある歯
科の当院はこれまでに離島診療所医師と医科歯科連携を
行ってきた。そこで今回われわれは，骨吸収抑制薬を使
用している離島在住高齢患者の抜歯を離島医師と医科歯
科連携した症例について報告する。
症例の概要と処置：当院を受診した離島在住の高齢患者
3 名について報告する。症例 1．85 歳女性，独居，既往
歴：高血圧症，MCI，左大腿脂肪肉腫，骨粗鬆症，虚血
性視神経炎。症例 2．82 歳女性，独居，既往歴：高血圧
症，大動脈弁狭窄症，骨粗鬆症。症例 3．81 歳女性，独
居，既往歴：リウマチ，骨粗鬆症，高血圧症。
結果と考察：3 名の患者全員，抜歯が必要な状態であっ
た。3 名とも全身疾患を有しており，担当医師と対診し
て抜歯を行ったが顎骨壊死の症状はみられず，良好に経
過している。症例 1 は骨粗鬆症に対して BP 製剤が処方
されており，症例 2 と症例 3 は同じく骨粗鬆症に対して
デノスマブの注射がされていた。いずれの症例も歯周炎
が進行しており，今後薬剤関連顎骨壊死に重篤化する可
能性が高いケースだった。今回報告した 3 人の患者は，
現在のところ通院が可能な状況であったので適切な医科
歯科連携のもと処置が可能だったが，今後歯科受診が困
難になった場合，重篤化して発見される可能性がある。
8020 運動のおかげで歯が残存する傾向であるが，一方
で定期的な歯周管理の必要性が示唆された。本年は離島
振興法の改正の年であり，同法四条 2 項に医療の確保
等，高齢者の福祉等が明記されているが，離島というそ
の性質上，地域包括ケアシステムを構築していくなかで
さまざまな問題を抱えている。離島に限らず，これから
全国各地で人口減少が進み，へき地医療の環境はますま
す厳しくなることが予想される。そこには問題解決に向
けて積極的な行政の介入ならびに官民の連携，多職種連
携が求められ，ICT の活用といった早急なネットワー
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クの設立とシステムの構築が必要である。（COI 開示：
なし，倫理審査対象外，治療はインフォームドコンセン
トを得て実施し，発表についても患者の同意と家族への
説明を行った）

３３．地域在住高齢者における認知機能低下と口腔機能お
よびソーシャル・キャピタルとの関連

竹内倫子1），澤田ななみ2），鷲尾憲文3）

澤田弘一4），江國大輔5），森田　学5）

岡山大学病院歯科・予防歯科部門1）

岡山大学大学院医歯薬学総合研究科予防歯科学分野2）

鏡野町国民健康保険富歯科診療所3）

鏡野町国民健康保険上齋原歯科診療所4）

岡山大学学術研究院医歯薬学域予防歯科学分野5）

目　　的：わが国では急速な高齢化に伴って地域住民の
認知症予防対策に関するニーズが高まっている。認知症
に対する有効な治療法はまだ確立されていないため，認
知症の発症を予防する手段を模索することが望まれる。
ソーシャル・キャピタル（SC）は，人と人とのつなが
りや，社会活動への参加などにより得られる資源と定義
されている。本研究では，地域在住高齢者において認知
機能低下と口腔機能，SC との間に関連があるか検討し
た。
方　　法：2018 年 5 月～8 月に岡山県北部在住の高齢者
で，本研究に同意を得られた 73 人（男性 24 人，女性
49 人，平均年齢 80.0±10.6 歳）を分析対象とした。評価
項目は，基本チェックリスト（運動機能，栄養，口腔機
能，認知機能，閉じこもり傾向，うつ），世帯構成，学
歴，飲酒・喫煙歴，口腔機能（舌圧，オーラルディアド
コキネシス（ODK）），口腔状態（現在歯数，機能歯数，
可撤性義歯使用の有無），食事時の主観的咀嚼状態およ
び早食いの状態とした。SC は井上らの指標（農村 SC）
を用いた。認知機能低下の判定には基本チェックリスト
の認知機能項目を用いた。認知機能低下有無を従属変数
とし，独立変数を基本チェックリストの認知機能以外の
項目，口腔機能，口腔状態として，二項ロジスティック
回帰分析を用いて検討した。
結果と考察：認知機能が低下している者は 46 人であっ
た。認知機能低下の有無と関連がみられた項目は，年
齢，飲酒歴，閉じこもり傾向，うつ傾向，農村 SC，舌
圧，ODK，現在歯数，機能歯数，可撤性義歯使用の有
無であった。二項ロジスティック回帰分析の結果，認知
機能低下と有意な関連がみられたのは，うつ傾向（オッ

ズ 比 6.392，95%CI：1.208～33.821），ODK/ta/（ オ ッ ズ
比 0.663，95%CI：0.457～0.962）， 農 村 SC（ オ ッ ズ 比
0.927，95%CI：0.859～0.999）であった。
　ODK が認知機能に関連するメカニズムは不明である
が，ODK は咀嚼能力や栄養摂取を通じて認知機能と関
連した可能性がある。また，農村 SC 低下やうつ傾向
は，社会参加を妨げ，脳機能の活性化に影響した可能性
もある。地域在住高齢者において，認知機能低下の有無
に有意な関連がみられたのはうつ傾向，ODK/ta/，農村
SC であった。（COI 開示：なし，岡山大学倫理審査委
員会承認番号：1708-028）

３４．経口維持加算算定対象者の MNA®-SF による栄養
評価と口腔状態，摂食嚥下機能との関連性

西岡愛梨

大阪市立大学大学院生活科学研究科

目　　的：介護保険施設では食事の経口摂取を維持する
ために特別な管理が必要である者を対象に，多職種連携
で食支援を実施し，経口維持加算を算定できる。今回は
算定対象者の栄養状態と口腔状態，摂食嚥下機能との関
連性を解析したので報告する。
方　　法：対象は介護老人保健施設で 2016 年 7 月～
2017 年 7 月に経口維持加算を算定した計 198 名で，調
査項目は高齢者に特化した栄養評価法である簡易栄養状
態評価表（MNA®-SF）のほか，口腔状態・摂食嚥下機
能（経口維持加算の食事観察項目），改訂水飲みテスト

（MWST），併存疾患（CCI），食事形態（嚥下調整食学
会分類 2013）とした。統計処理は SPSS�Ver.28 でχ2 検
定，Mann-Whitney の U 検定，多変量ロジスティック
回帰分析を実施し，p＜0.05 を統計的有意とした。
結果と考察：MNA®-SF による栄養状態良好は 2 名，
At�risk は 98 名，低栄養は 98 名であった。栄養状態良
好 &At�risk 群と低栄養群で比較すると，低栄養群のほ
うが BMI 低値で，MWST�3 点以下の嚥下障害の割合
や，嚥下調整食コード 2 以下の食事を提供されている者
の割合が有意に高かった（p＜0.01）。食事観察項目につ
いて，年齢，性別などの基本属性の項目を共変量として
多変量ロジスティック回帰分析を実施したところ，低栄
養と有意な関連がみられたのは，食事をしながら寝てし
ま う（ オ ッ ズ 比（OR）：4.42，95% 信 頼 区 間（CI）：
1.02～19.10），食事に時間がかかり，疲労する（OR：
3.08，95%CI：1.24～7.69），口腔内に食物残渣が目立つ

（OR：2.89，95%CI：1.38～6.04），嚥下に時間がかかる
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（OR：4.08，95%CI：1.47～11.30）， 食 事 介 助 が 必 要
（OR：3.50，95%CI：1.53～8.00）の項目であった。これ
らの症状や徴候に対するアプローチを優先的に実施すれ
ば，施設入所中の高齢者の低栄養を予防・改善できる可
能性が示唆された。本調査では口腔状態（特に歯や義歯
に関する項目）について低栄養との明確な関連はみられ
ず，過去の在宅における報告とは対照的な結果となった
が，この理由は専門職介入の有無や，対象者の属性，評
価方法の違いによるものと考えられた。（COI 開示：な
し，大阪市立大学大学院生活科学研究科研究倫理委員会
承認番号：17-42）

３５．三叉神経中脳路核神経細胞の加齢及び神経変性によ
るアミロイドβオリゴマーの拡散について

後藤哲哉

鹿児島大学大学院医歯学総合研究科歯科機能形態学分野

目　　的：アルツハイマー病（AD）の発症において神
経細胞の加齢と，アミロイドβ（Aβ）1-42 オリゴマーの
拡散が着目されているがその相関はいまだ明確ではな
い。われわれは，三叉神経中脳路核（Vmes）神経細胞
の神経細胞内にオートファジー機構があり，老化と関連
する細胞内の代謝にかかわっていることを報告した。本
研究は，2 種類の AD モデルマウスを使い，Vmes 神経
細胞内オートファジーと Aβ1-42 オリゴマーの拡散の関
連を明らかにすることを目的とした。
方　　 法：2～8� カ 月 齢 3xTg-AD マ ウ ス，Amyloid�
precursor�protein（APP）ノックインマウスを用い，
麻酔，ホルマリン固定後凍結切片を作成した。Aβ，
Aβ1-42 オリゴマー，オートファゴゾームのマーカーで
ある LC3，小胞体のマーカーである Heme�oxygenase

（HO）-1，加齢のマーカーとして rubicon に対する抗体
を用い免疫染色を行った。
結果と考察：Aβを過剰発現する 3xTg-AD マウスで
は，抗 Aβ抗体（6E10）を用いて CH-3，HO-1 陽性の
オートファゴゾーム膜状構造が認められた。APP ノッ
クインマウスでも Vmes 神経細胞内に同様の構造は認
められたが Aβは 3xTg-AD マウスに比べ弱かった。
Aβ1-42 オリゴマーはいずれのマウスでも Vmes 神経細
胞内で広く分布していた。Vmes 神経細胞内の Aβ1-42
オリゴマーは生後 2 カ月の若いマウスでも局在してお
り，細胞内でほとんどが処理され細胞外にはあまり出さ
れていなかった。3xTg-AD マウスでは，加齢に伴う細
胞外への Aβ1-42 オリゴマーの拡散は多くなく，高齢で

も神経細胞内のオートファジー機構が働いているものと
思われた。APP ノックインマウスは加齢に伴い rubicon
陽性反応は強まり，Aβ1-42 オリゴマーの細胞外への拡
散量が多く認められた。APP ノックインマウスの老人
斑の形成が 3xTg-AD マウスより多く存在するのは，加
齢に伴うオートファジー機能の低下により，老人斑形成
の核となる Aβ1-42 オリゴマーの細胞外への拡散量が多
くなるためと推測された。（COI 開示：なし，鹿児島大
学動物実験委員会承認番号：D200016）

３６．嚥下障害患者が使用するとろみ剤が血糖値や消化管
ホルモンに与える影響 
―ラット遺伝子の発現量解析―

長澤祐季，中川量晴，吉見佳那子，内田有俊，吉澤　彰
玉井斗萌，山口浩平，中根綾子，戸原　玄

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
摂食嚥下リハビリテーション学分野

目　　的：経口摂取や服薬が困難な高齢者は，とろみ剤
を用いることがある。とろみ剤の主成分であるキサンタ
ンガムに関する先行研究では，健常者にキサンタンガム
を添加した濃厚流動食を摂取させると，添加していない
場合と比較して摂取後 120 分時点の血糖値が有意に抑制
された。しかしながら，この詳細なメカニズムは不明で
あり，とろみ剤の長期的な摂取が血糖値や消化管に及ぼ
す影響については，これまで報告されていない。そこで
われわれはラットにとろみ剤を長期間摂取させ，血糖値
や消化管にどのような影響を及ぼすか，基礎的に検討し
た。
方　　法：6 週齢の雄性 SD ラットを Th（Thickener）
群と Co（Control）群の 2 群（n＝7）に分け 5 週間飼育
した。Th 群には 8％とろみ水 4�mL（N 社製とろみ剤と
生理食塩水で調整）を，Co 群には同量の生理食塩水を
毎日経口投与した。5 週後に OGTT（経口ブドウ糖負荷
試験）を実施し，実験終了時に解剖を行った。解剖時に
ラット消化管組織（胃，十二指腸，空腸，回腸）から
RNA を抽出し，複数の消化管ホルモン（Glp-1，Pyy，
Cck，Ghrelin）の遺伝子発現量を定量した。各項目に
ついて 2 群間の相違の有無を統計学的に解析した。
結果と考察：OGTT 時の血中グルコース濃度は，グル
コース負荷後 60，90 分地点で Th 群が Co 群に比べて有
意に低値であった（p＝0.03，0.04）。消化管ホルモン遺
伝子の発現量は，Th 群で回腸における Glp-1 発現の有
意な上昇（p＝0.006）と，回腸および胃での Cck 発現の
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有意な低下（それぞれ p＝0.01，0.03）が確認された。と
ろみ剤の長期摂取は，OGTT 時の血糖値上昇を抑制す
ることが明らかになった。さらに，消化管ホルモン分泌
についても影響を及ぼす可能性が示唆された。消化管ホ
ルモンは糖や脂質の吸収と密接にかかわっていることか
ら，これが血糖値の上昇抑制の一因となっているかもし
れない。トロミ剤の使用量は個々の患者の嚥下機能に
よって決定されるが，たとえば急性期と慢性期で嚥下機
能に変化がみられるように，病態やそのときどきの状態
によって，必要量は変化する。高齢者に対するとろみ剤
の使用は，糖の吸収に影響を及ぼすことに配慮し，定期
的に嚥下機能の評価を行って適切な使用量を決定してい
く必要があるだろう。（COI 開示：なし，東京医科歯科
大学動物実験委員会承認番号：A2021-199C）

３７．嚥下関連筋群の疲労評価に関する基礎的検討

玉田泰嗣1, 2），高橋陽助1, 2, 3），横浜裕太4）

佐々木　誠4, 5），鮎瀬卓郎2, 3）

長崎大学病院摂食嚥下リハビリテーションセンター1）

長崎大学病院特殊歯科総合治療部2）

長崎大学病院麻酔生体管理科3）

岩手大学総合科学研究科バイオ・ロボティクス分野4）

岩手大学理工学部システム創成工学科5）

目　　的：高齢者の多くは，嚥下関連筋群の生理的な筋
力低下などにより摂食嚥下機能に関する予備力が低下し
ている。そのため，食事摂取時や摂食嚥下訓練時には対
象者の疲労を考慮する必要がある。しかし，摂食嚥下運
動における疲労評価方法は確立されていない。そこで，
本研究の目的は，筋電計にて嚥下運動における疲労を観
察可能か検討することとした。
方　　法：対象者は，摂食嚥下スクリーニング検査にて
嚥下機能障害の疑いのない健常若年者 10 名（男性 4
名，女性 6 名，平均年齢�27.9±5.0 歳）とした。多チャ
ンネル筋電計を舌骨上筋群および舌骨下筋群に装着し，
座位における筋活動を計測した。初めに，水 3�cc を 5
秒間隔で 3 回嚥下した後に，疲労タスクとして疲労を感
じるまで唾液嚥下を反復し，最後に，水 3�cc を 5 秒間
隔で 3 回嚥下した。疲労タスク前後の水 3�cc 嚥下時に
おける筋活動を比較した。疲労の観察を検討するため，
筋電図波形の中央周波数および振幅を算出し，それぞれ
チャンネルごとの平均値を求めた。数値解析には，
MATLABⓇを用いた。
結果と考察：筋電図波形における疲労の現象として中央

周波数の低下および振幅の増大がそれぞれ報告されてい
る。舌骨上筋群では，中央周波数の低下と振幅の増大を
10 名中 5 名に認め，中央周波数の低下もしくは振幅の
増大の少なくとも片方を認めたのは，10 名中 10 名で
あった。舌骨下筋群では，中央周波数の低下と振幅の増
大を 10 名中 3 名に認め，中央周波数の低下もしくは振
幅の増大の少なくとも片方を認めたのは，10 名中 7 名
であった。舌骨上筋群と舌骨下筋群の平均値では，中央
周波数の低下と振幅の増大を 10 名中 4 名に認め，中央
周波数の低下もしくは振幅の増大の少なくとも片方を認
めたのは，10 名中 10 名であった。これらの結果から，
筋電計にて嚥下運動における疲労は観察可能である可能
性が示唆された。また，今回の疲労タスクにおける唾液
嚥下反復回数の平均は約 16.8 回，唾液嚥下反復時間の
平均は約 51 秒であった。今後は，中央周波数の低下お
よび振幅の増加を自動検出するアルゴリズムの作成など
を行い，適切な食事介助のペーシングなどの指標となる
システム開発につなげる。（COI 開示：なし，長崎大学
病院臨床研究倫理審査委員会承認番号：21041915）

３８．頸部へのキネシオテーピングが嚥下運動における筋
活動に及ぼす影響

高橋陽助1, 2, 3），玉田泰嗣1, 2），横浜裕太4）

佐々木　誠4, 5），鮎瀬卓郎2, 3）

長崎大学病院摂食嚥下リハビリテーションセンター1）

長崎大学病院特殊歯科総合治療部2）

長崎大学病院麻酔生体管理科3）

岩手大学総合科学研究科バイオ・ロボティクス分野4）

岩手大学理工学部システム創成工学科5）

目　　的：摂食嚥下リハビリテーションを行える歯科医
療職は不足しており，患者本人や患者家族でも施行可能
な簡便で効果的な訓練法が必要とされている。一方で，
頭部挙上訓練に代表される摂食嚥下障害に対する間接訓
練の多くは，筋力増強を目的とするものが多い。一般的
に筋力増強には，運動時に負荷をかけることが必要とさ
れている。本研究の目的は，頸部へのキネシオテーピン
グが，嚥下時の嚥下関連筋群筋活動量に与える影響につ
いて検証することとした。
方　　法：対象者は，摂食嚥下スクリーニング検査にて
嚥下機能障害の疑いのない健常若年者 9 名（男性 3 名，
女性 6 名，平均年齢 27.9±5.0 歳）とした。頸部にキネ
シオテーピング（テープの幅：25�mm，テープの長さ：
自然長の 90％，条件 1：貼付なし，条件 2：舌骨相当部
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からオトガイまで，条件 3：甲状軟骨相当部からオトガ
イまで）を行い，舌骨上筋群および舌骨下筋群に多チャ
ンネル筋電計を装着した。各条件において，水 6�cc を 3
回嚥下し，嚥下時の筋活動を計測した。得られた筋電図
波形を，数値解析ソフト MATLABⓇを用いて二乗平方
根処理し，筋活動量である積分値を算出した。チャンネ
ルごとに積分値の平均を求め，各条件における個人内比
較を行った。統計学的検討として，SPSSⓇを用いて一元
配置分散分析を行い，Tukey の方法を用いて多重比較
した。
結果と考察：舌骨上筋群および舌骨下筋群の筋活動量に
おける平均は，貼付なしに比べ甲状軟骨からオトガイま
での貼付にて有意に筋活動量が増加した（p＜0.05）。そ
の平均増加率は 10.1％であった。舌骨上筋群における筋
活動量は個人内比較において有意な変化を認めなかっ
た。舌骨下筋群における筋活動量は，貼付なしに比べ，
甲状軟骨相当部からオトガイまでの貼付にて有意に筋活
動量が増加し（p＜0.01），その平均増加率は 16.7％で
あった。本研究より，頸部へのキネシオテーピングは舌
骨下筋群における筋力増強に有効である可能性が示唆さ
れた。トレーニング頻度は筋力向上に影響すると報告さ
れている。また，1 日当たりの平均嚥下回数は約 580 回
と報告されている。頸部にキネシオテープを貼付しなが
ら日常生活を送ることで，誰でも簡単に嚥下関連筋群の
トレーニングを行うことができる可能性がある。今後は
貼付部位を含めた貼付条件および，高齢者における筋活
動の変化について検討を行う。（COI 開示：なし，長崎
大学病院臨床研究倫理審査委員会承認番号：21041915）

３９．高齢者の日常における嚥下頻度と嚥下関連筋の廃用
の関連

川道春奈1），尾花　綾2），田中信和2）

野原幹司1），阪井丘芳1）

大阪大学大学院歯学研究科顎口腔機能治療学教室1）

大阪大学歯学部附属病院顎口腔機能治療部2）

目　　的：高齢者において，嚥下障害の原因や修飾因子
の一つとして嚥下関連筋の廃用性萎縮が挙げられる。廃
用性萎縮は可逆性変化であるため，予防や改善のための
対策が重要である。一般に，筋の廃用性萎縮の原因は筋
肉の活動量の低下であることが知られている。当教室で
は，嚥下関連筋の活動量の指標として嚥下頻度に着目し
て研究を行ってきた。当教室の先行研究にて，高齢者の
日常における嚥下頻度が健常成人と比較して低下してい

ることを報告してきたが，この嚥下頻度の低下と嚥下関
連筋量との関連は明らかになっていない。この関係性を
解明することができれば，日常における嚥下頻度を高め
るなど，原因へのアプローチによる筋の廃用性萎縮の予
防や改善が期待できる。そこで今回，高齢者における嚥
下頻度と嚥下関連筋量の関連を明らかにすることを目的
として研究を行った。
方　　法：療養型病床に長期入院中の高齢者のうち，本
研究に同意した 11 名（平均年齢 83.8（SD11.5）歳）を
対象とした。急性症状を有する者および，頸部の測定が
困難な気管切開孔を有する者は対象から除外した。筋量
に性差があるため，今回は女性のみで検討した。測定デ
バイスを用いて喉頭音を録音，音声解析ソフトにて 1 時
間当たりの嚥下回数を計測し嚥下頻度とした。嚥下関連
筋量の測定は超音波診断装置にて行った。喉頭挙上にお
いて重要な働きをしているオトガイ舌骨筋を対象とし，
嚥下機能との関連が報告されている冠状断面積を測定
し，嚥下頻度との相関関係を評価した。
結果と考察：嚥下頻度は 0～30 回，平均 11.5（SD9.5）
回であった。当教室の先行研究にて報告した健常成人の
嚥下頻度（16～76 回，平均 40.7（SD19.5）回）と比較
して低下していた。オトガイ舌骨筋の冠状断面積は平均
0.76（SD0.18）cm2 であった。嚥下頻度とオトガイ舌骨
筋の冠状断面積において，有意な正の相関（相関係数
r：0.70，p＜0.05）を認めた。高齢者において日常の嚥
下頻度が低いと嚥下関連筋量が減少している今回の結果
から，嚥下頻度の低下によって嚥下関連筋の廃用性萎縮
が生じる可能性が示された。今後は被験者数を増やし，
筋肉量に影響を与えうるその他の因子が嚥下関連筋に与
える影響も検討する予定である。（COI 開示：なし，大
阪大学大学院歯学研究科・歯学部および歯学部附属病院
倫理審査委員会承認番号：R2-E29）

４0．近赤外蛍光システムを応用した新しい嚥下機能評価
に関する研究

齋木章乃，吉見佳那子，中川量晴，長澤祐季，吉澤　彰
山田大志，山口浩平，中根綾子，戸原　玄

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
摂食嚥下リハビリテーション学分野

目　　的：近赤外蛍光システムは，近赤外線光を用いて
緑色蛍光色素（ICG：インドシアニングリーン）の蛍光
を計測する装置である。本システムを応用し，嚥下後の
咽頭残留の有無や食塊の咽頭通過の有無を非侵襲的に評
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価できる可能性がある。本研究では嚥下障害患者を対象
として，食品中に混和した ICG の蛍光強度を測定し，
嚥下造影（VF）と対応させシステムの有用性を検討し
た。
方　　法：対象者は当分野外来を受診する嚥下障害患者
5 名で，文書で研究参加の同意を得た。試料は ICG 濃度
1.6μM，40�w/v% 硫酸バリウム含有牛乳に中間のとろ
みを付与した。ICG の蛍光強度を検出する光プローブを
患者の左右いずれかの頸部側面皮膚上から梨状窩の位置
に垂直に当て，VF で位置を確認した。装置の励起光強
度は 20�mW に設定し，計測開始前に基線となるバック
グラウンド蛍光を測定した。蛍光強度測定と同時に VF
を実施し，まず蛍光積算時間 1.0 秒で嚥下後に梨状窩に
残留した試料の蛍光強度を，次に蛍光強度積算時間 0.15
秒で試料が咽頭を通過する際の蛍光強度を測定した。試
料は 1.5�cc または 3�cc を摂取させ，VF 画像上の嚥下動
態と蛍光強度の計測結果を対応させた。
結果と考察：VF で梨状窩に残留が確認された 4 名で蛍
光強度が基線より上昇した。上昇値の最小値は 200�k，
最大値は 300�k であった。また試料の咽頭通過時には，
4 名で VF 上の通過のタイミングと同時に蛍光強度が基
線より上昇した。最小値は 25�k，最大値は 150�k であっ
た。一方，蛍光強度の波形を解析した結果，頸部皮膚表
面から梨状窩までの距離や嚥下時の喉頭挙上が蛍光強度
の変化に影響する可能性が示唆された。
　研究結果より，本システムは蛍光強度積算時間を調整
することで食塊の通過や梨状窩残留を確認でき，非侵襲
的な嚥下動態の観察に有用なツールとして応用できると
考える。今後は頸部の厚みと蛍光強度の関連を検討する
とともに，測定感度および精度の向上を目的として装置
を改良し，臨床的に応用可能なシステム開発を目指す予
定である。（COI 開示：なし，東京医科歯科大学歯学部
倫理審査委員会承認番号：D2020-008）

４１．健常高齢者の水嚥下時舌運動

兒玉匠平，佐藤理加子，大川純平，堀　一浩，小野高裕

新潟大学大学院医歯学総合研究科包括歯科補綴学分野

目　　的：舌は咀嚼・嚥下・構音において重要な役割を
担っているが，口腔内にあるため直接運動する様子を観
察することはできない。われわれはこれまでにモーショ
ンキャプチャを用いて健常若年者の水嚥下時舌運動と舌
圧発現を計測し，矢状面運動軌跡の共通パターンとして
7 つのタイムイベント（以下 TE）が存在することを明

らかにした。今回はこの方法を用いて高齢者の水嚥下時
舌運動を解析し，若年者と比較したので報告する。
方　　法：被験者は 65 歳以上の健常高齢者 5 名（男性
1 名，女性 4 名，平均年齢 71±4.7 歳）とした。舌運動
計測には，舌前方と後方にセンサを取り付けた舌のモー
ションキャプチャシステム（電磁アーティキュログラ
フ，Carstens）を用いた。舌圧計測には Swallow�Scan

（ニッタ）を用い，同期計測を行った。被験試料は 3�mL
の水とし，被験者の口腔底に注入した試料を嚥下させ
た。得られた舌運動波形から TE を同定し，健常若年者
16 名（男性 12 名，女性 4 名，平均年齢 29.5±3.8 歳）の
波形と比較した。
結果と考察：いずれの高齢者も若年者と同様の矢状面運
動パターン（7 つの TE）を同定できた。このことから
嚥下パターンは加齢の影響を受けないのではないかと考
えられる。TE4・5 すなわち舌が口蓋に向かう挙上運動
について比較した結果，若年者の 3�mL よりも 10�mL の
ほうが距離・速度は有意に大きかった一方で，高齢者で
は液体量に伴う有意差は認められなかった。さらに，有
意ではないものの口蓋接触時間である TE5 ･ 6（嚥下咽
頭期）が高齢者において延長している傾向がみられた。
若年者では液体の量に応じて舌運動の調整を行うことで
嚥下時間を一定に保つ働きがあり，高齢者ではそれらの
調整が行われなかった可能性がある。今回の被験者は口
腔機能低下症非該当の比較的健康な高齢者であったが，
口腔機能の低下が認められる高齢者では今回みられた特
徴がより顕著になるのではないかと予想される。被験者
によって舌運動の振幅・運動時間・舌圧発現とのタイミ
ングなどばらつきが大きかったため定量的な評価にはい
たらなかったが，今後は被験者を増やして嚥下機能と舌
運動・舌圧発現の関係を定量的に分析し，明らかにして
いきたい。（COI 開示：なし，新潟大学倫理委員会承認
番号：2015-3050）

４２．固形食品の食塊形成過程における舌骨上筋群の機能
的役割の検討

笹　杏奈，真柄　仁，辻村恭憲，井上　誠

新潟大学大学院医歯学総合研究科
摂食嚥下リハビリテーション学分野

目　　的：固形食品摂取時には咀嚼による食品粉砕，食
塊形成の後に咽頭への食塊移送を経て嚥下が引き起こさ
れる。本研究は，表面筋電図と顎運動軌跡を同時記録
し，咀嚼時の食塊形成過程を評価する手法を検討した。
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方　　法：摂食嚥下機能に臨床的異常を認めない 20 名
の健常成人（女性 8 名，平均年齢 31.0 歳）を対象とし
た。実験 1 では，最大開口時，最大舌圧ならびにその
25 から 100％の舌圧発揮時の舌骨上筋群活動を記録し
た。実験 2 では，両側咬筋および舌骨上筋群の表面筋電
図，嚥下内視鏡画像，三次元動作解析装置を用いた顎運
動 軌 跡 を 同 時 記 録 し， 物 性 の 異 な る 2 種 類 の 米 菓

（Happy，Haihain）およびピーナッツを自由摂取または
片側咀嚼にて摂取した。筋電図波形は全波整流後，その
積分値を活動量として解析に用いた。
結果と考察：実験 1：舌圧増加に伴い舌骨上筋群活動は
有意に上昇し，最大舌圧発揮時には最大開口時に近い筋
活動量が得られたことで，舌運動には舌骨上筋群活動が
かかわることが示唆された。実験 2：咀嚼時間や咀嚼回
数は食品の硬さや咀嚼タスクに依存して増加した。片側
咀嚼時，1 咀嚼サイクル当たりの咬筋活動量は非咀嚼側
に比べ咀嚼側で有意に高かったが，舌骨上筋群は咀嚼側
による違いを認めなかった。また，咀嚼開始から初回嚥
下までの咀嚼回数を基に咀嚼前期，後期に分け，舌骨上
筋群活動と開口量の相関をみると，咀嚼側と非咀嚼側と
もに咀嚼前期で有意な正の相関を示し，この区間は舌骨
上筋群が主として開口に働くことが示唆された。両者の
値を用いて，被験者ごとに回帰直線と 95％信頼区間を
求め，咀嚼時間内に舌骨上筋群が開口優位に働いたサイ
クル（Jaw-opening�dominant�cycle），食塊形成優位に
働いたサイクル（Deviation�dominant�cycle，DC）を定
義した。DC の出現割合は Haihain で有意に高かった。
さらに舌骨上筋群活動量/開口量は Haihain にて咀嚼後
期に有意な上昇を示し，その増加割合は咀嚼側で高かっ
た。食塊形成過程における舌骨上筋群の寄与が食品間で
異なること，食塊形成が困難な食品においては咀嚼側で
の活動量が有意に高いことが示唆された。
結　　論：表面筋電図と顎運動軌跡の同時記録評価か
ら，固形食品咀嚼時の舌骨上筋群の機能的役割や食品に
よる違いを示すことができた。（COI 開示：なし，新潟
大学倫理審査委員会承認番号：2020-0039）

４３．咀嚼の評価法を再考する

井上　誠1, 2, 3），辻村恭憲1），真柄　仁2），伊藤加代子3）

髙橋　肇4），竹井　亮4），髙田夏佳5）

新潟大学大学院医歯学総合研究科
摂食嚥下リハビリテーション学分野1）

新潟大学医歯学総合病院摂食嚥下機能回復部2）

新潟大学医歯学総合病院口腔リハビリテーション科3）

亀田製菓株式会社お米総合研究所シーズ開発チーム4）

一正蒲鉾株式会社技術研究部技術研究課 5）

目　　的：われわれがこれまで得た咀嚼研究の知見を振
り返り，ことに要介護高齢者の咀嚼運動を理解するうえ
で，臨床家，介護者，食事を提供する栄養士がもつべき
視点について考える。
方　　法：実験 1：健常若年者 29 名（平均年齢 29.7 歳）
ならびに高齢者 14 名（同 71.9 歳）を対象として，米飯
8�g を摂取した際の関連筋筋電図，嚥下内視鏡画像記録
を行い，さらに咀嚼中の食塊物性を計測した。実験 2：
健常若年者 15 名（同 31.2 歳）を対象として，人工的な
口腔乾燥をもたらす目的で硫酸アトロピン 1�g 内服 40
分後に米菓を摂取してもらい，上記咀嚼動態を記録し
た。実験 3 では，咀嚼運動を動作解析によって明らかに
することを目的として，健常若年者 20 名（同 31.0 歳）
を対象として，米菓を摂取した際の上記ならびに下顎の
三次元運動軌跡を記録した。
結果と考察：実験 1：咀嚼から嚥下までの時間は若年者
のほうが有意に短かった。このことは食物粉砕，食塊形
成能の違い，嚥下開始に向けたなんらかのトリガー閾値
の違いを示唆するものであったが，時間経過における食
塊物性変化に両群間の差はなかった。さらに唾液分泌量
と咀嚼時間との間に有意な負の相関が認められ，嚥下を
誘発する条件が，食塊物性以外に唾液分泌による口腔内
の潤滑性などの口腔内の環境であることが示唆された。
実験 2：唾液分泌量低下によって口腔乾燥の影響を受け
にくかった被検食品（米菓，かまぼこ）のうち，油分を
含む米菓は唾液を吸水しにくく，口腔内の湿潤度を奪わ
ないことが影響していると考えられた。一方かまぼこ
は，咀嚼過程において唾液による食塊形成を経ることな
く，ばらばらの状態のまま咽頭に移送されていることが
予想された。実験 3：油分を豊富に含む米菓と含まない
米菓では，後者において食塊形成に必要な顎運動の出現
割合が有意に多かった。咀嚼過程を評価し，ことに高齢
者に適切な固形食品を提供するうえでは，その物性のみ
ならず，唾液分泌量やその変化に対する影響，食塊中の
粒子の大きさやそのまとまりやすさという視点をもつこ
とが重要である。（COI 開示：亀田製菓株式会社，一正
蒲鉾株式会社，新潟大学倫理審査委員会承認番号：
2020-0039，2020-0125）
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４４．新型コロナウイルス感染症の蔓延が舌口唇運動機能
に及ぼす影響 
―コロナ前後における比較について―

内田淑喜，佐藤裕二，古屋純一，七田俊晴
大澤淡紅子，畑中幸子，平良仁美，田上理沙子

昭和大学歯学部高齢者歯科学講座

目　　的：新型コロナウイルス感染症（コロナ）の蔓延
により，多くの方が自粛生活を強いられ，コミュニケー
ション低下が危惧される。滑舌が悪くなった報告もある
が，統計的に明らかにされていない。そこで，コロナ前
後での舌口唇運動機能（滑舌）の変化を調査した。
方　　法：研究対象者はコロナ前（2019 年 4 月 1 日～
2020 年 3 月 31 日），後（2020 年 7 月 1 日～2021 年 8 月
31 日）の間で，当科外来を受診したデータの欠落のな
い患者 196 名で，口腔機能低下症の初回検査を行った患
者とした。
　年齢，性別，オーラルディアドコキネシス（ODK），
pataka�10 回法による滑舌の評価を集計した。年齢差，
性差には t 検定を行い，年齢，ODK，pataka�10 回法の
関係は相関分析を行った。ODK，pataka�10 回法の結果
をコロナ前後で t 検定を用いて比較した。
結果と考察：コロナ前の 146 名の平均年齢は 78.7 歳，
男性 60 名，女性 86 名であった。コロナ後の 50 名の平
均年齢は 80.1 歳，男性 20 名，女性 30 名であった。コ
ロナ前後で性別と年齢に有意差は認められなかった。
　全年齢のコロナ前後の比較では，ODK について有意
差は認めなかったが，pataka�10 回法は前：4.9±1.1 秒，
後：5.4±1.3 秒とコロナ後が有意に長かった（p＜0.05）。
70 歳以上では ODK について有意差は認めなかったが，
pataka�10 回法は前：5.1±1.1 秒，後：5.4±0.9 秒とコロ
ナ後が有意に長かった（p＜0.05）。80 歳以上では ODK
について，pa，ka では有意差は認めなかったが，ta で
は 前：5.8±0.8�回/秒， 後：5.4±0.9�回/秒 と 有 意 に 少 な
く，pataka�10 回法は前：5.1±1.1 秒，後：5.4±0.9 秒と
コロナ後が有意に長かった（p＜0.05）。
　単独音である ODK では，80 歳以上の ta 以外にはコ
ロナ前後で有意差は認められなかったが，連続音である
pataka�10 回法では全年齢において，コロナ前に比べて
コロナ後に有意に滑舌の悪化が認められた。コロナにお
けるコミュニケーションの低下に伴い，会話の機会が減
少し，会話に多く影響のある連続音の滑舌の悪化が示唆
された。
　単独音ではコロナ後の約 1 年における比較ではほとん

ど有意差はなかったが，ODK で回数の減少は認められ
ていたことから，単独音についてもこれから滑舌の悪化
が認められる可能性が考えられる。
　今後は，滑舌がコロナの影響で悪化している可能性も
視野に入れ，口腔機能低下の検査・管理を行う必要があ
ると考えられる。（COI 開示：なし，昭和大学歯科病院
臨床試験審査委員会承認番号：DH2018-032）

４５．口腔機能と歯周病菌 PCR 検査の関連

内堀典保，椙村豊彦，渡邊俊之，浅井章夫，山中一男
中村剛久，竹内克豊，森　幹太，加藤正美，中根敏盛
岡井　誠，真田裕三，冨田健嗣，外山敦史，武藤直広

一般社団法人愛知県歯科医師会

目　　的：口腔機能の低下は，口腔内の自浄作用の低下
から歯周病の進行を助長し，歯周病の進行は，咬合力や
咀嚼機能などの口腔機能を低下させ，それぞれ相互の関
係 が あ る と 考 え ら れ る。 歯 周 病 原 因 菌 と さ れ る
Porphyromonas gingivalis（以下 P.g. 菌）は，糖尿病や
アルツハイマー型認知症などの全身疾患にも関与してい
ることが明らかとなっている。P.g. 菌の有無の検査は，
被検者の健康予防や動機づけに役立つと考えられる。し
かし，口腔機能と歯周病の関連については明らかになっ
ていない。本報告は，口腔機能低下症と P.g. 菌数の関
連を知ることを目的とした。
方　　法：愛知県知多郡東浦町の 40～87 歳の地域住民
274 名（男性 113 名，女性 161 名）を対象に，口腔機能
低下症精密検査を実施した。口腔内細菌検出装置 orcoa
を用いた歯周病菌 PCR 検査は，DNA 増幅の際，蛍光
物質を結合させ，発光強度を測定し P.g. 菌数をスコア
化している。PG-1000 判定基準に従い，測定値 0～999
は P.g. 菌の検出なし，1000～2999 は検出あり，3000～
5000 は検出が多いと評価した。プラーク採取部位は，
非侵襲性で採取しやすい歯肉縁上である上顎第二小臼歯
と第一大臼歯の歯間部とした。
結　　果：口腔機能低下症該当者率は 40 歳代 19.3％か
ら 80 歳代 63.9％と年代が上がるほど増加した。また，
P.g. 菌数は年代が上がるほど多く検出される傾向がみ
られた。口腔機能のうち舌口唇運動機能低下群のみ
P.g. 菌数が有意に増加した（p＜0.01）。その他の項目で
は，口腔衛生状態不良，口腔乾燥，低舌圧，咀嚼機能低
下で P.g. 菌数の増加傾向がみられた。さらに，P.g. 菌
数が多いほど，改訂長谷川式簡易知能評価スケール点数
は有意に低かった（p＜0.001）。改訂長谷川式簡易知能
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評価スケール点数を目的変数とし，歯周病菌�PCR�検査
判定結果と口腔機能判定結果を説明変数とした重回帰分
析の結果，認知機能の低下には，P.g. 菌数の増加およ
び男性，口腔衛生状態不良，舌口唇運動機能低下，低舌
圧と有意な関連がみられた。
考　　察：舌機能と P.g. 菌数の関連がみられたことは，
舌運動が歯周組織の清掃作用を有すること，舌背部での
口腔内細菌増殖を抑制することなどが推測される。歯周
病の改善には口腔機能，特に舌口唇運動機能の改善が有
効である可能性が示唆された。舌口唇運動機能低下は，
P.g. 菌数の増加に関連するとともに，認知機能低下と
関連することが横断的に示唆された。（COI 開示：な
し，愛知県歯科医師会倫理委員会承認番号：愛歯発第
202 号）

４６．統合失調症患者における口腔環境の実態調査

松原ちあき1, 2），今田良子3），山口浩平3），中川量晴3）

吉見佳那子3），中根綾子3），日髙玲奈4），古屋純一3, 5）

坂東誉子6），日下輝雄6, 7, 8），戸原　玄3）

静岡県立大学短期大学部歯科衛生学科1）

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
高齢者歯科学分野2）

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
摂食嚥下リハビリテーション学分野3）

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
地域・福祉口腔機能管理学分野4）

昭和大学歯学部高齢者歯科学講座5）

医療法人社団東京愛成会高月病院6）

経済産業省大臣官房会計課厚生企画室7）

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
う蝕制御学分野8）

目　　的：精神科入院患者での高齢化は進んでいる。入
院の原疾患となる統合失調症では，症状や抗精神病薬の
副作用から不良な口腔衛生状態やう蝕リスクが高いこと
などが知られている。それらは誤嚥性肺炎など有害事象
のリスクを高めるため，歯科の積極的な介入が求められ
る。加齢や薬剤で生じる口腔機能の低下は，嚥下障害や
低栄養の要因の一つになるため，高齢化が進む統合失調
症患者においても口腔機能管理が課題となる。本研究
は，統合失調症患者での口腔機能管理の在り方を検討す
るため，統合失調症患者を対象に口腔環境などの実態を
調査し，測定値について健常高齢者との比較を行った。
方　　法：2021 年 7～9 月に精神科病院入院中の統合失

調症患者のうち，歯科診療に際したスクリーニング検査
受診者 34 名（男性のみ）を対象とした。調査項目は，
基礎情報，口腔環境（口腔衛生状態，口腔機能（オーラ
ルディアドコキネシス（ODK），舌圧など）），身体機
能，栄養状態とした。また，2018 年実施の口腔機能調
査に参加した地域在住高齢者 121 名のうち，比較対象者
との特性を揃えるため女性および精神疾患の既往者を除
く 37 名を対象とし，高齢者と統合失調症患者で，評価
項目の 2 群間比較（年齢を調整した共分散分析）を行っ
た。
結果と考察：統合失調症患者（平均年齢 57.9 歳）では，
平均 8.3 錠の内服薬があり，根面う蝕を有する者は
48.8% で，58.1% の者にプラーク付着が中等度以上みら
れた。高齢者（平均年齢 73.4 歳）との比較では，統合
失調症患者で残存歯数，ODK，握力，下腿周囲長（CC）
の項目で有意に低い値を示した（p＜0.05）。一方で舌
圧，Body�Mass�Index（BMI）では有意な差は認められ
なかった。以上から統合失調症患者では，高齢者と比較
して舌口唇運動機能が不良であり，舌圧は同程度である
ことが明らかとなった。また体格指数を示す BMI の低
下はないが，握力と CC が有意に低く，外見には現れな
い筋量低下のあることが考えられた。そのため統合失調
症患者では，口腔衛生管理のみならず，口腔機能管理が
必要であり，高齢期以前から舌運動機能や筋力を考慮し
た介入が重要と示唆された。（COI 開示：なし，東京医
科歯科大学歯学部倫理審査委員会承認番号：D2020-
074）

４７．自立支援型デイサービスにおける口腔機能向上プロ
グラムが利用者の口腔機能に及ぼす影響

石田晃裕1），飯干由茉2），堀部耕広1），上田貴之1）

東京歯科大学老年歯科補綴学講座1）

東京歯科大学水道橋病院歯科衛生士部2）

目　　的：口腔機能の維持・向上への取り組みは歯科医
療機関内だけでなく，介護施設においても行われてい
る。本研究の目的は，自立支援型デイサービスにおいて
介護予防・日常生活支援事業として行われる口腔機能向
上プログラムが，施設利用者の口腔機能に及ぼす影響を
検討することである。
方　　法：2019 年 1 月から 2020 年 3 月の間に，通所型
介護施設における自立支援型デイサービスで口腔機能向
上プログラムを受けた者 95 名（平均年齢 85.0±5.9 歳）
のデータを対象として後ろ向き研究を行った。利用者は
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デイサービス利用開始時に舌口唇運動機能としてオーラ
ルディアドコキネシス（ODK）（パ，タ，カ），発声持
続時間および開口力を計測した。介護施設において，介
護士が主体となって口腔機能向上プログラムを 6 カ月間
実施した後，再度 ODK，発声持続時間および開口力を
計測した。分析は初回計測時の ODK，開口力，発声持
続時間の中央値以上/未満で分割し，それぞれの群につ
いて口腔機能向上プログラム実施後の数値との比較を
行った。統計解析は，開始前と 6 カ月実施後の計測値間
に Wilcoxon 符号付順位検定を行った。有意水準は，0.05
とした。
結果と考察：初回測定時の値が中央値未満の群では 6 カ
月のプログラム前後で，ODK のパは 4.0±1.2�回/秒が 4.8
±1.3�回/秒，タは 4.2±1.3�回/秒が 5.1±1.3�回/秒，カは 3.9
±1.4�回/秒が 4.5±1.3�回/秒となり，すべての音節で有意
差を認めた。発声持続時間は 8.0±2.0 秒が 11.4±6.0 秒と
なり，有意差を認めた。開口力はプログラム前後で 1.93
±0.74�kgf が 2.53±2.02�kgf となり，有意差は認めなかっ
た。一方，初回測定時の数値が中央値以上の群では
ODK のパは 4.8±1.2�回/秒が 4.0±1.6�回/秒，タは 5.1±1.1��
回/秒 が 4.4±1.6�回/秒， カ は 4.6±1.1�回/秒 が 3.6±1.6�
回/秒となり，パとカで有意差を認めた。発声持続時間
は 17.0±5.4 秒が 11.0±4.6 秒となり，有意差を認めた。
開口力は 5.13±1.51�kgf が 3.38±2.43�kgf となり有意差を
認めた。
　したがって，デイサービス利用者において初回測定時
に舌口唇運動機能，発声持続時間が中央値未満であった
群では口腔機能向上プログラムによる数値の改善を認め
た。このことから，自立支援型デイサービスでの口腔機
能向上プログラムは，口腔機能の低下が大きい高齢者の
舌口唇運動機能および発声持続時間の維持・向上効果が
あることが明らかとなった。（COI 開示：なし，東京歯
科大学倫理審査委員会承認番号：1040）

４８．介護老人福祉施設入所者における OAG による機
能障害分類とオーラルディアドコキネシス評価値と
の関係

山中大寛1），山口摂崇1），武田佳大1）

村松真澄2），三浦宏子3），越智守生1）

北海道医療大学歯学部口腔機能修復・再建学系
クラウンブリッジ・インプラント補綴学分野1）

札幌市立大学看護学部2）

北海道医療大学歯学部口腔構造・機能発育学系
保健衛生学分野3）

目　　的：介護施設入所者の口腔機能は，入所期間の長
期化に伴って低下する傾向にある。また，入院や転所な
ど所在が変わることも多いため，職種間で共通利用でき
る評価指標が必要である。口腔機能を評価するスケール
の一つとして，Oral�Assessment�Guide（OAG）が看護
分野で広く用いられている。OAG によって評価された
口腔機能を歯科的に評価した調査はほとんどなく，看護
分野との口腔機能評価の共有という観点から，知見の集
積が必要である。本研究では，OAG で中度以上の機能
障害に関して口腔機能の項目のうち，オーラルディアド
コキネシス評価値との関係を検討することを目的とし
た。
方　　法：北海道内の介護老人福祉施設のうち，本研究
への参加協力を得られた 11 施設で実施した（調査期
間：2018 年 7 月～2021 年 12 月）。対象者選定基準は，
認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以下の女性，除外基準
を重度認知症とした。対象者基本情報（年齢，内服薬
数，口腔ケア自立度，口腔リハビリテーションの有無）
はカルテ情報から得た。また，3 名の歯科医師による口
腔内評価，OAG による評価およびオーラルディアドコ
キネシス評価値を評価項目とした。OAG 合計点数≧13
を中度以上の機能障害群，OAG 合計点数≦12 を対照群
とした。カテゴリーデータにはχ2 検定，スケールデー
タには Mann-Whitney の U 検定を行い，比較検討した。
結果と考察：本研究の対象者は 246 名（平均年齢 87.9±
6.4 歳）であった。中度以上の機能障害群は 39 名（平均
年齢 86.3±7.3 歳），対照群は 207 名（平均年齢 88.2±6.1
歳）であった。中度以上の機能障害群と対照群に有意差
を示した項目はオーラルディアドコキネシス「タ音」の
発音回数（p＜0.05）および口腔ケア自立度区分であっ
た（p＜0.01）。OAG での口腔機能を評価する項目は

「声」と「嚥下」だけであるが，オーラルディアドコキ
ネシス評価値との関連性も明らかになったため，OAG
が歯科領域でも活用される可能性が示唆された。（COI
開示：なし，北海道医療大学倫理審査委員会承認番号：
178）

４９．口腔機能低下症患者に対する １.５ カ月間の口腔機能
管理の効果

堀　綾夏，堀部耕広，竜　正大，上田貴之

東京歯科大学老年歯科補綴学講座

目　　的：本研究は，口腔機能低下症と診断された外来
患者に対して 1.5 カ月間の口腔機能管理を実施し，管理
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前後での口腔機能や栄養状態の変化を検討することによ
り，1.5 カ月間の口腔機能管理実施の効果を明らかにす
ることを目的とした。
方　　法：東京歯科大学水道橋病院補綴科の 65 歳以上
の患者で，口腔機能低下症と診断された者 16 名（男性
8 名，女性 8 名，平均年齢 79.3±6.7 歳）を対象とした。
ベースライン時に，口腔機能精密検査，身長，体重，
Body�Mass�Index（BMI），食品摂取多様性スコア，握
力，年齢，性別，Mini�Nutritional�Assessment（MNA），
Council�on�Nutrition�Appetite�Questionnaire（CNAQ）
の計測を行った。被験者ごとに，低下が認められた項目
に対する訓練を毎日行うよう指導し，訓練を実施した日
を配布したカレンダーに記録させた。加えて，食事バラ
ンスガイドを用いた栄養指導を全員に対して行った。1.5
カ月管理後にベースライン時と同様の計測を行い，全参
加 者 の 各 計 測 項 目 に つ い て 管 理 前 後 の 計 測 値 を
Wilcoxon の符号付順位検定で比較した。
結果と考察：ベースライン時において低下に該当した人
数は，口腔不潔 7 名，口腔乾燥 10 名，咬合力低下 13
名，舌口唇運動機能低下 12 名，低舌圧 9 名，咀嚼機能
低下 2 名，嚥下機能低下 5 名であった。全参加者の管理
開始前と 1.5 カ月後の各項目の比較では，舌圧は 28.4±
6.8�kPa� か ら��31.9±7.2�kPa に，MNA は��25.3±2.7� か ら
26.6±1.8 に増加し，それぞれ管理前後間の値に有意差を
認めた（p＜0.05）。本研究では，介入後に舌圧と MNA
において増加が認められた。高齢者へ 1.5 カ月間機能管
理を実施することで，低栄養を防ぐとされる舌圧の向上
につながることが示された。また，歯科医師による食事
バランスガイドを用いた栄養指導や舌圧の改善により，
栄養状態が低下していない高齢者においても栄養状態が
向上する可能性が示された。
　本研究により，口腔機能低下症患者で舌圧が低下して
いた者に対して口腔機能管理を行うことで舌圧の向上が
認められ，さらには栄養状態が改善することが示され
た。（COI 開示：なし，東京歯科大学倫理審査委員会承
認番号：1094）

５0．地域在住高齢者における心理的フレイルと咬合力と
の関連の検討

明間すずな，豆野智昭，高橋利士，八田昂大，福武元良
西村優一，室谷有紀，萩野弘将，辻岡義崇，前田絵里紗

三原佑介，和田誠大，池邉一典

大阪大学大学院歯学研究科顎口腔機能再建学講座
有床義歯補綴学・高齢者歯科学分野

目　　的：フレイルの予防は，高齢者において重要な課
題であり，近年注目度が高まっている。これまでに，口
腔機能と身体的フレイルとの間に有意な縦断的関連があ
ることが示されているが，フレイルの側面の一つである
心理的フレイルと口腔機能との関連を報告した研究はほ
とんどない。本研究では，身体的・社会的背景などの交
絡因子を考慮したうえで，代表的な口腔機能指標として
知られる咬合力と高齢者の心理的フレイルとの関連につ
いて横断的に検討することを目的とした。
方　　法：本研究では，2012 年度，2013 年度に SONIC
研究に参加した，70 代と 80 代の自立した地域在住高齢
者 1,810 名（男性：863 名，女性：947 名）を対象に，
身体的・社会的・心理的因子ならびに口腔因子を調査し
た。心理的因子のうち，認知機能が低下（MoCA-J＜
23）ならびに精神健康状態が低下（WHO-5＜13）して
いる者を心理的フレイルと定義した。心理的フレイルと
咬合力との検討に先立ち，交絡因子を統計学的に除外す
ることを目的に，傾向スコアマッチング法を用いた。傾
向スコアは，心理的フレイルの有無を従属変数とし，心
理的フレイルに影響していると考えられる交絡因子（年
齢，性別，教育歴，経済力，居住地域，同居状況，が
ん・脳卒中・心疾患・高血圧・糖尿病の既往歴）を独立
変数とするロジスティック回帰によって算出した。傾向
スコアの値に基づいてマッチングした 2 群（心理的フレ
イルあり群/なし群）において，一般化推定方程式を用
いて咬合力と心理的フレイルの関連の検討を行った。
結果と考察：心理的フレイルと判定された対象者は，
180 名（9.9%）であった。傾向スコアマッチング法によ
り，心理的フレイルあり群 172 名（男性 81 名，女性 91
名），心理的フレイルなし群 172 名（男性 88 名，女性
84 名）の合計 344 名が，最終的な分析対象となった。
マッチング後の両群間において，すべての交絡因子に有
意差は認められなかった。一般化推定方程式を用いた分
析の結果，残存歯数を調整したうえでも咬合力と心理的
フレイルとの間に有意な関連を認めた（B＝－72.7，95%�
CI：－126.3～－19.1）。
　本研究より，交絡因子を調整したうえで，咬合力と心
理的フレイルとの間に負の相関があることが明らかとな
り，咬合力の評価は，心理的フレイルの予防や早期発見
に有効である可能性が示された。（COI 開示：なし，大
阪大学大学院歯学研究科倫理審査委員会承認番号：
H22-E9）
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５１．当院における高齢者の顎骨区域切除における手術工
夫

中島世市郎1），中野旬之2），小越菜保子1）

鈴木　慶1），植野高章1）

大阪医科薬科大学医学部口腔外科学教室1）

金沢医科大学顎口腔外科学講座2）

目　　的：近年，マイクロサージャリーの技術進歩によ
り，下顎骨区域切除による組織欠損に対し血管柄付き遊
離骨皮弁による顎骨再建が主流となりつつある。しか
し，高齢者においては手術侵襲が大きいため再建手法が
制限され，顎骨再建後の口腔機能の回復に苦慮すること
が多い。
　当教室では術前に 3D�model�surgery や再建用プレー
トの屈曲，Surgical�Guide�Plate（SGP）作製などの手
術工夫を行い，術後の口腔機能の維持を図っている。今
回われわれは，高齢者の顎再建時に手術工夫を行った 7
例に対し有用性の検討を行ったので報告する。
方　　法：対象は 65 歳以上の高齢者で，2012 年 4 月か
ら 2019 年 1 月までの期間に下顎再建術を施行された 7
例である。症例は男性 2 名，女性 5 名，平均年齢 72.6
歳，原疾患は扁平上皮癌が 6 例，エナメル上皮腫が 1 例
であった。硬組織欠損に対し，血管柄付き遊離骨皮弁に
よる再建例は 6 例，顎骨再建用プレートのみの再建が 1
例であり，移植骨は肩甲骨が 1 例，腓骨が 5 例であっ
た。 手 術 工 夫 は， 全 例 に お い て 術 前 に 3D�model�
surgery を行った後に再建用プレートを屈曲し SGP を
作製した。評価は，術後 1 カ月，3 カ月に食事形態と口
腔機能評価を行った。口腔機能評価は咬合力および半量
の検査用グミゼリーを用いて咀嚼能率スコアを測定し評
価した。
結果と考察：手術工夫を行ったことで再建用プレートと
下顎骨，移植骨との適合は良好であり，SGP により術
中の顎位や咬合の回復にかかわる手術操作は容易となっ
た。また，術後再発し不幸な転帰を迎えた 1 例を除いた
全例において食事形態は硬固物での摂食が可能であっ
た。口腔機能評価では，半量の検査用グミゼリーを用い
た咀嚼能率スコアはいずれも 7 以上と良好な結果を得ら
れた。移植骨の種類や有無による変化はみられなかっ
た。咬合力は 3 例が健常高齢者より低値を示した。
　高齢者では手術侵襲が大きいことから移植骨を用い
ず，再建用プレートのみでの顎骨再建を選択されること
が多い。この場合，歯科インプラントによる咬合機能の
回復が望めず義歯作製にも難渋し，術後の栄養摂取に苦

慮することが多い。当教室で行っている手術工夫による
顎骨再建では，移植骨の有無や種類，術後の補助療法の
有無などさまざまな症例においていずれも良好な口腔機
能の回復が得られていた。高齢者の区域切除では顎骨再
建の手法が制限されることが多い。今後も引き続き口腔
機能の維持を目指した手術工夫を行う予定である。（COI
開示：なし，大阪医科薬科大学倫理審査委員会承認番
号：2259）

５２．大腿骨骨折術後高齢者の栄養状態，術後 ADL，口
腔・嚥下機能と術後肺炎の関連因子

重本心平1），堀　一浩2），大溝裕史3）

大川純平2），小野高裕2），宮島　久1）

会津中央病院歯科口腔外科1）

新潟大学大学院医歯学総合研究科包括歯科補綴学分野2）

会津中央病院歯科麻酔科3）

緒　　言：大腿骨骨折は，手術そのものが摂食嚥下機能
に及ぼす影響は少ないが，臨床では誤嚥性肺炎を発症す
る症例を経験することがある。「大腿骨頚部 /転子部骨
折診療ガイドライン」には，術後の内科的合併症や入院
中の死亡原因となる合併症として肺炎が多く，そのなか
でも誤嚥性肺炎が多くを占め，嚥下障害の合併頻度は�
34～40％に上ると述べられており，近年では嚥下機能評
価の必要性が高まっている。そこで本研究では，大腿骨
骨折術後患者を対象に術後肺炎に関連する因子を検討し
た。
方　　法：対象は，2017 年 3 月～2021 年 11 月に大腿骨
骨折により会津中央病院外傷再建外科に入院し，嚥下機
能評価のため当科に紹介された患者 58 名（男性 23 名，
女性 35 名，平均年齢 86.7±6.5 歳）とした。術後の肺炎
併発の有無により肺炎有群，肺炎無群の 2 群に分けた。
性 別， 年 齢， 入 院 時 の 栄 養 リ ス ク 状 態（Geriatric�
Nutritional��Risk��Index）， 術 後���ADL（BI：Barthel�
Index）の調査のほか，口腔機能評価（現在歯数，咬合
状態，義歯の有無，舌圧測定），嚥下機能評価（VE に
よる兵頭スコア）を実施した。分析は，口腔機能，嚥下
機能，栄養リスク状態，術後 ADL を 2 群間で比較し，
次にロジスティック回帰分析を用いて，術後肺炎の有無
に関連する因子を検討した。
結果と考察：58 名中 18 名が大腿骨骨折整復術後に肺炎
を併発していた。肺炎有群は肺炎無群と比べて，最大舌
圧（p＜0.001），嚥下機能（兵頭スコア：p＝0.002，唾液
貯 留：p＝0.005， 咳 嗽 反 射：p＝0.012， 嚥 下 惹 起：p＝
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0.025），栄養状態（p＝0.032），術後 ADL（p＝0.002）が
低かった。さらに，多変量解析の結果，低舌圧，低栄
養，嚥下機能（兵頭スコアにおける咳反射）の低下が術
後の肺炎の有無と関連する有意な項目として選択され
た。低栄養で潜在的なサルコペニアが進行し低舌圧と
なっている高齢者が大腿骨骨折を引き起こすと，それを
きっかけに嚥下障害が顕在化し肺炎を併発するリスクが
高いと考えられる。今回の結果より，大腿骨骨折術後患
者において早期に積極的な摂食嚥下評価と栄養管理を行
う重要性が示唆された。（COI 開示：なし，会津中央病
院倫理審査委員会承認番号：1812）

５３．急性期病院入院患者における経口摂取再開と口腔機
能の関連性の検討

鈴木美紅1），中島純子2），酒井克彦2），財津　愛1）

青木理佐1），大屋朋子1），小松万純2），本田健太郎2）

野村武史3），松浦信幸1, 2）

東京歯科大学市川総合病院コ・デンタル部1）

東京歯科大学オーラルメディシン・病院歯科学講座2）

東京歯科大学口腔腫瘍外科学講座3）

目　　的：高齢者は疾患の発症や入院生活を契機に二次
性サルコペニアを生じやすく，長期間経口摂取を行わな
いと口腔機能の低下をきたすことが知られている。口腔
機能と嚥下障害に関する報告は蓄積されつつあるが，急
性期病院入院患者の経口摂取再開の遷延と口腔機能の関
連は明らかでない。そこで，本研究では急性期病院入院
患者の経口摂取再開の遅速と口腔機能の関連について検
討を行った。
方　　法：2021 年 9～12 月までの間に摂食嚥下支援チー
ムが介入した当院の入院患者で，口腔機能評価および口
腔衛生管理を行った 106 名のうち，初回評価時に経口摂
取を行っていない 34 名（平均年齢 79.1±10.7 歳）を対
象とした。対象者を初回評価から 2 週間後も経口摂取を
開始できていない群（FOIS≤2 群）と 2 週間以内に経口
摂取を開始できた群（FOIS≥3 群）に分け，初回および
2 週間後の口腔機能〔OHAT-J のうち残存歯・義歯・
歯 痛 を 除 い た 5 項 目（OHAT5/8）， 口 唇 閉 鎖 力，
Tongue�Coating�Index（TCI），口腔湿潤度，残存歯
数，オーラルディアドコキネシス /ta/（OD），舌圧〕と
身体状況（握力，下腿周囲長）の比較検討を行った。統
計学的分析には Wilcoxon 検定と Mann-Whitney�U 検
定，Fisher の正確確率検定を用いた。
結 果 と 考 察：FOIS≤2 群 は 12 名（ 平 均 年 齢 82.9±7.3

歳），FOIS≥3 群は 22 名（平均年齢 77.1±11.8 歳）で年
齢，性別，原因疾患に有意差は認めなかった。初回評価
時 に FOIS≤2 群 は FOIS≥3 群 よ り， 口 唇 閉 鎖 力（p＝
0.03），下腿周囲長（p＝0.005）が有意に低く，OD，握
力は低い傾向を示した。2 週間後も FOIS≤2 群は FOIS
≥3 群より，口唇閉鎖力（p＝0.004），握力（p＝0.03）が
有意に低く，OHAT5/8 は有意に高かった（p＝0.048）。
OD は，FOIS≤2 群で低い傾向を示した。各群において
初回と 2 週間後の計測値を比較すると，FOIS≥3 群では
2 週間に OHAT5/8，TCI，OD，口腔湿潤度が有意に改
善していた。以上より，非経口摂取が継続すると，口腔
内環境の悪化，口腔や全身の筋力や活動力の低下を招く
可能性があり，非経口摂取が継続している者は口腔衛生
管理と口唇閉鎖，OD にも着目した口腔機能訓練を含め
た口腔健康管理の必要性があると考えられた。（COI 開
示なし，東京歯科大学市川総合病院倫理診査委員会承認
番号：I�21-34）

５４．２ 種類の口唇閉鎖力測定器による口唇閉鎖力の比較
と関連因子の検討

中島純子1），酒井克彦1），鈴木美紅2），財津　愛2）

青木理佐2），大屋朋子2），本田健太郎1），小松万純1）

野村武史3），松浦信幸1）

東京歯科大学オーラルメディシン・病院歯科学講座1）

東京歯科大学市川総合病院コ・デンタル部2）

東京歯科大学口腔腫瘍外科学講座3）

目　　的：口唇閉鎖訓練は高頻度に行われる摂食嚥下訓
練だが，その内容，訓練回数，負荷の強度は施設や施行
者で異なっている。エビデンスに基づく口唇閉鎖訓練の
確立にあたり，口唇閉鎖力の定量的評価と基準値の設定
が必要と思われる。本研究の目的は，国内で市販されて
いる 2 種類の口唇閉鎖力測定装置で得られた計測値を比
較検討すること，口唇閉鎖力と口腔，全身の筋力，筋
量，筋機能との関連を明らかにすることである。
方　　法：対象は，当院歯科口腔外科を受診した摂食嚥
下障害の既往がない常食摂取者（健常群）24 名（男性
13 名，女性 11 名，平均年齢 77.3±6.1 歳），嚥下機能が
低下した入院患者 28 名（男性 19 名，女性 9 名，平均年
齢 78.0±13.4 歳）とした。口唇閉鎖力は，口唇閉鎖力測
定 器（ り っ ぷ る く ん， 松 風 ） を 用 い て Lip�Seal�
Strength（LSS）を，口唇力測定器（リップデカム，コ
スモ計器）を用いて Lip�Closure�Strength（LCS）を測
定し，最大舌圧，オーラルディアドコキネシス（OD）
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/ta/，握力，下腿周囲長，健常群は SMI，歩行速度も評
価した。
結果と考察：全対象者の LSS の中央値［Q1，Q3］は
9.8�N［6.5，12.0］，LCS の 中 央 値 は 7.1�N［3.8，12.1］
で，相関係数 0.7，回帰式は LSS＝0.53×LCS+4.8 で，
LSS が高値を示す傾向があった。LSS の健常群の中央
値は 10.5�N，嚥下機能低下群は 7.5�N，LCS の健常者の
中央値は 9.2�N，嚥下機能低下群は 4.8�N で，LSS，LCS
ともに両群で有意差を認めた。LSS および LCS は舌圧
が 30�kPa 未満の群では最大舌圧と，OD が 6 未満の群
は OD と相関関係を認めた。また，嚥下機能低下群の
LCS はサルコペニアなし群と疑い群で有意差を認めた
が，嚥下機能低下群の LSS および健常者の LSS，LCS
はサルコペニアの有無を反映しなかった。
　以上より，おのおのの計測方法で得られた口唇閉鎖力
の単純比較はできず，基準値はおのおの検討する必要が
ある。また，口腔機能低下に伴い LCS，LSS は低下し，
口唇閉鎖力は口腔機能の指標になりうると考えられた。
垂直的口唇閉鎖力である LCS は口輪筋と口腔周囲筋の
比較的大きな活動を伴うため，全身の筋量，筋力を反映
しやすいと考えられ，LCS はサルコペニアの嚥下障害
の指標となりうる可能性が示唆された。（COI 開示な
し，東京歯科大学市川総合病院倫理審査委員会承認番
号：I�20-54）

５５．頭部単純 CT 所見と咳テスト結果の関連性

村瀬玲奈，中根綾子，原　良子，中川量晴
山口浩平，吉見佳那子，戸原　玄

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
摂食嚥下リハビリテーション学分野

目　　的：咳テストは，クエン酸水溶液の吸入により咳
反射の有無を評価する検査で，精度の高い不顕性誤嚥

（Silent�Aspiration，以下 SA）のスクリーニングテスト
である。咳テストは疾患を問わず SA の検出に優れてお
り，誤嚥を認める患者にはクエン酸の曝露時間がより短
くても SA の検出に有効である。
　一般的に咳反射は加齢変化では減弱せず，大脳基底核
部に脳障害があるとドーパミン合成能が低下し，咽頭と
気管の反射を制御するサブスタンス P の合成能が低下
するため減弱するといわれているが，咳テストと頭部単
純 CT 画像所見との関連性についての報告はない。そこ
で今回は咳テストと頭部単純 CT 所見を比較し，脳の加
齢性変化との関連性を後方視的に探索した。

方　　法：本研究は後ろ向き観察研究であり，I 総合病
院において 2019 年 1 月から 12 月までに，頭部単純 CT
撮影と咳テストを同時期に実施し，嚥下機能評価および
リハビリテーション介入依頼があった 65 歳以上の患者
男女 169 名を対象とした。頭部 CT 所見における低吸収
域，慢性虚血性変化，PVL（脳室周囲白質軟化症）は脳
の加齢変化を示しており，頭部単純 CT 所見と咳テスト
の結果をχ2 検定およびロジスティック回帰分析を用い
て統計学的検討を行った。咳反射に影響のある薬剤服用
者は除外した。
結果と考察：対象者 169 人の平均年齢は 88.2±7.4 歳，
咳テスト陽性 143 人，陰性 26 人だった。頭部単純 CT
所見では，加齢所見あり群 73 人（灰白質 103 人，大脳
白質 35 人，大脳皮質 1 人：複数所見あり），加齢所見な
し群 9 人であった。χ2 検定において，咳テストの結果
と頭部 CT 所見の加齢性変化あり群の大脳白質部分にお
いて有意差を認めた（p＝0.013）。また，二項ロジス
ティック回帰分析において，頭部単純 CT 所見の大脳白
質の加齢性の変化の存在と入院理由の肺炎が咳テストに
影響を及ぼすことが明らかとなった（p＝0.023，0.006）。
特に大脳白質の加齢性変化と咳テストの結果に関連性が
示唆された。一方，頭部単純 CT 所見のみで，加齢性変
化のグレードや疾患の詳細の特定は不可能であるため，
今後研究の精度を上げる目的で MRI を用いた後続研究
が必要である。（COI 開示：なし，東京医科歯科大学倫
理審査委員会承認番号：D2020-060）

５６．口腔乾燥症用義歯安定剤が実験用口蓋床の維持力に
及ぼす影響

山根邦仁，佐藤裕二，古屋純一，下平　修
七田俊晴，北川　昇，池村直也，角田拓哉

昭和大学歯学部高齢者歯科学講座

目　　的：高齢化率の上昇に伴い，口腔乾燥症を有する
義歯装着患者は増加傾向にある。このような患者では義
歯の維持力を得るために義歯安定剤を使用することが多
い。しかし，義歯安定剤のなかには口腔粘膜や義歯から
の除去が困難なものがあり，口腔内細菌の増殖要因とな
る。近年，清掃性が高く保湿成分を含んだ，口腔乾燥症
用義歯安定剤（ジェルタイプ）が開発された。われわれ
は，模型上で口腔乾燥症用義歯安定剤（ジェルタイプ）
が義歯の維持力に及ぼす影響を評価し，良好な結果を得
た。しかし，口腔内で口腔乾燥症用義歯安定剤の維持力
を比較した報告はない。そこで本研究では，まずは有歯
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顎者を対象として，口腔乾燥症用義歯安定剤，その他の
義歯安定剤，口腔保湿剤を用いた場合の実験用口蓋床の
維持力を比較，検討することを目的とした。
方　　法：健常有歯顎者 3 名を対象とし，熱可塑性レジ
ンシートを用いて口蓋床を製作した。口蓋床中央にリン
グ状の牽引用装置を付与した。被験試料として，義歯安
定剤（クリームタイプ），口腔乾燥症用義歯安定剤（ジェ
ルタイプ），口腔保湿剤，義歯用保湿剤の 4 種類を用い
た。試料を口蓋床に塗布し，30 分間 10 分おきに口腔内
へ圧接，牽引することで維持力を測定した。試料 4 種類
に試料を塗布しないコントロールを加えた 5 つの条件で
測定を行った。測定後，被験者に口蓋床を水洗させ，清
掃性や味などに関して VAS にて評価した。
結果と考察：義歯安定剤（クリームタイプ）は経時的に
維持力が上昇した。義歯安定剤（クリームタイプ）は他
の試料と比べて高い維持力を発揮する一方，口腔粘膜や
口蓋床に付着した試料の除去は容易ではない。清掃の難
しさは手指の細かい動きができない高齢患者にとって欠
点となる可能性がある。口腔乾燥症用義歯安定剤（ジェ
ルタイプ）は清掃性が非常に良い結果となった。また装
着直後で最も高い維持力を示した。10 分以降は義歯安
定剤（クリームタイプ）より維持力は低くなったが，30
分間はコントロールより高い維持力を示した。口腔保湿
剤と義歯用保湿剤は維持力が低く，10 分後にはコント
ロールと同等であった。以上の結果から，口腔内におい
ても口腔乾燥症用義歯安定剤は短時間，義歯安定剤（ク
リームタイプ）よりも高い維持力を生じ，30 分間は維
持力を上昇させることが示された。（COI 開示：なし，
昭和大学歯科病院臨床試験審査委員会承認番号：
SUDH0065）

５７．歌唱中の音声・画像からの構音・嚥下機能の分類

平井雄太1），耿　世嫻1），柳田陵介2），山田大志2）

小野寺　宏1），戸原　玄2），矢谷浩司1）

東京大学大学院工学系研究科1）

東京医科歯科大学摂食嚥下リハビリテーション学分野2）

目　　的：高齢期の口腔機能低下症が将来の健康リスク
を増加させることが示され，口腔機能の定期的な評価を
行うことの重要性は高まっている。しかしながら既存の
口腔機能の評価手法は，特別な測定機器の必要性や測定
自体の単調さなどの理由から，ユーザが自発的に繰り返
し取り組みにくいという課題がある。そこでわれわれは
モバイル端末を用いた歌唱による構音・嚥下機能の評価

手法を提案し，その実現に向けて歌唱中の音声・画像を
用いた構音・嚥下機能の分類性能を確認した。
方　　法：オンライン上で募集した実験参加者 99 名

（男性 75 名，37.8±10 歳），文京区シルバー人材センター
で募集した実験参加者 75 名（男性 39 名，73.1±6 歳），
ならびに東京医科歯科大学摂食嚥下リハビリテーション
学分野にて外来を受診した 65 歳以上の 9 名（男性 2
名，79.8±8 歳）を対象とした。年齢，性別，オーラル
ディアドコキネシス（pa，ta，ka，ra）の発音回数，
EAT-10 のスコア，童謡「ふるさと」歌唱中の音声と画
像を収集した。本研究では，60 歳以上で EAT-10 スコ
アが 3 点以上であるか否か，および，60 歳以上で 5 秒
間の pa，ta，ka，ra の発音回数のいずれかが 20 回以下
であるか否かの分類を試みた。収集した音声・画像か
ら，分類に有用であると予想される数値（特徴量）を抽
出し，変数増減法によるロジスティック回帰分析により
有用な特徴量を選択した。そして，選択された特徴量を
用いてロジスティック回帰分析を行い，構音・嚥下機能
の分類性能を確認した。
結果と考察：歌唱中の音響特徴量から構音機能を分類し
た際の正解率は 95%（再現率 89%），嚥下機能を分類し
た際の正解率は 94%（再現率 89%）となった。また，
画像特徴量から構音機能を分類した際の正解率は 94%

（再現率 81%），嚥下機能を分類した際の正解率は 96%
（再現率 78%）となった。選択された音響特徴量の一部
は，構音障害の分類に有用であるという先行研究の結果
と一致した。本研究より，歌唱中の音声・画像による構
音・嚥下機能の分類に可能性が示された。（COI 開示：
なし，東京大学倫理審査委員会承認番号：KE21-92，�
93，東京医科歯科大学倫理審査委員会承認番号：
D2021-057，058）

５８．口腔機能低下は高齢者の咀嚼時間を延長する

太田　緑1），西宮文香1），飯干由茉2）

櫻井　薫1），上田貴之1）

東京歯科大学老年歯科補綴学講座1）

東京歯科大学水道橋病院歯科衛生士部2）

目　　的：口腔機能の低下は高齢者の健康維持に大きく
影響する。しかし口腔機能低下は見逃されやすく，自覚
がないまま進行することが多い。われわれは高齢者が歯
科受診するきっかけとして食事時間に注目した。食事に
時間がかかることは口腔機能低下のサインと考えられ
る。本研究では，口腔機能低下症でない高齢者と比較し



老年歯学　第 37 巻　第 2号　2022 123

て，口腔機能低下症の高齢者は咀嚼時間が長いのか，ま
た咀嚼時間の延長に関連する口腔機能は何かを明らかに
することを目的とした。
方　　法：神経疾患，顎関節の異常，摂食障害のない
65 歳以上の東京歯科大学水道橋病院補綴科受診高齢者
77 名を対象に，5�g の米飯の咀嚼開始から最終嚥下まで
に要した時間（咀嚼時間）を計測した。また，口腔機能
低下症診断のための 7 つの検査（口腔衛生状態，口腔粘
膜湿潤度，咬合力，舌口唇運動機能，舌圧，咀嚼機能，
嚥下機能）を実施し，3 項目以上該当する者を口腔機能
低下症該当群，2 項目以下の者を非該当群とした。2 群
間における咀嚼時間を Mann-Whitney の U 検定を用い
て比較した。続いて，咀嚼時間を従属変数，口腔機能低
下症の検査項目のうち運動機能評価としての 4 項目（咬
合力，舌口唇運動機能 /ta/，舌圧，咀嚼機能）および年
齢，性別を独立変数とした線形重回帰分析を行い，咀嚼
時間に関連する因子を検討した。
結果と考察：口腔機能低下症該当群は 54 名，非該当群
は 23 名であった。咀嚼時間の中央値（範囲）は，該当
群 30.9 秒（11.8～72.0 秒），非該当群 21.0 秒（12.2～62.0
秒）であり，2 群間に有意差を認めた（p＝0.036）。ま
た，線形重回帰分析の結果，年齢，咬合力，舌口唇運動
機能が説明因子として抽出された。
　本研究より，口腔機能低下症でない高齢者と比較し
て，口腔機能低下症の高齢者は咀嚼時間が長いことが明
らかとなった。また，年齢以外に咬合力と舌口唇運動機
能が咀嚼時間と関連していた。本研究では米飯の噛み始
めから嚥下までにかかる時間を計測しており，食塊形成
や送り込みに関連する舌口唇運動機能が咀嚼時間に関係
していたことから，舌の巧緻性も咀嚼運動に重要である
ことが示唆された。
　本結果より，口腔機能低下は咀嚼時間を延長すること
が明らかとなった。また，咀嚼時間に対し，年齢，咬合
力，舌口唇運動が関連することが明らかとなった。（COI
開示：なし，東京歯科大学倫理審査委員会承認番号：
＃ 683）

５９．顎運動モーションキャプチャを用いた咀嚼能力評価
法

今岡正晃，奥野健太郎，小渕隆一郎
井上太郎，髙橋一也

大阪歯科大学高齢者歯科学講座

目　　的：わが国は超高齢社会への一途を辿ると同時

に，介護を必要とする高齢者も増加している。日常的な
食事時の様子をカメラで撮影することで咀嚼能力を評価
し，食形態の決定を行うことができれば，昨今の介護現
場に寄与できると考える。そこで咀嚼時の顎運動をモー
ションキャプチャ分析による咀嚼能力の評価法を検討し
た。
方　　法：咀嚼に異常の訴えがない健常成人 32 名（男
性 16 名，女性 16 名，平均年齢 25.0±2.8 歳）を対象に
グミゼリーを 20 秒間自由に咀嚼させ，咀嚼能力の評価
としてグルコース溶出量を測定した。同時に，被験者の
顔面にマーカーとなるシールを貼付し咀嚼中の顎運動の
様子をハイスピードカメラで撮影し，その運動について
分析した。顎運動の 1 周期を，閉口期，移行期，開口期
に分類した。顎運動の 1 周期の時間や，各期の移動距
離，速度，また 1 周期に占める各期の時間の割合につい
て分析し，咀嚼能率との相関を解析した。
結果と考察：咀嚼能率と顎運動の 1 周期の時間，各期の
移動距離，速度との間には有意な相関を認めなかった。
咀嚼能率と 1 周期に占める開口期の時間の割合との間に
有意な負の相関（r＝－0.59，p＜0.001），移行期の時間の
割合との間には有意な正の相関（r＝0.51，p＜0.001）を
認めた。閉口期の時間の割合との間には有意な相関がな
かった。本研究では開閉口の距離や速度，咀嚼回数の代
理指標である 1 周期の時間といったパラメータと，咀嚼
能率との間で相関を認めなかった。一方，咀嚼能率と開
口期時間の割合との間に負の相関，移行期の時間の割合
との間には正の相関を認めた。開口期は，次の咀嚼のた
めの準備期間といえる。準備のための時間を短くするこ
とで，より食品粉砕にかける時間の割合が増え咀嚼能力
が高くなると考えられる。しかし，閉口期の時間の割合
だけに着目すると，相関がなかった。一方，移行期の時
間の割合との間には正の相関を認めた。移行期は閉口し
てから開口するまでの期間で，実際に対合歯同士が咬合
し，食品が粉砕されている期間であると考えられる。そ
のため，移行期にかける時間割合が多くなると，食品粉
砕にかける時間が多くなり，結果として咀嚼能率が高く
なると考えられた。顎運動のモーションキャプチャを用
いることで，咀嚼能力を予測できる可能性が示唆され
た。（COI 開示：なし，大阪歯科大学医の倫理委員会承
認番号：110979）

６0．唾液分泌抑制がもたらす固形食品摂取時の咀嚼嚥下
運動への影響

落合勇人1），小貫和佳奈1），髙田夏佳2），伊藤加代子1）

真柄　仁1），辻村恭憲1），井上　誠1）
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新潟大学大学院医歯学総合研究科
摂食嚥下リハビリテーション学分野1）

一正蒲鉾株式会社技術研究部技術研究課2）

目　　的：食塊形成は咀嚼運動による食物粉砕ととも
に，巧緻な口腔運動により唾液と混和されることで行わ
れ，嚥下にいたる。そのため，唾液分泌の減少は咀嚼嚥
下運動に影響を与えうるが，詳細な検討はなされておら
ず，食品物性などによる影響も明らかではない。本研究
では，唾液分泌抑制がもたらす摂食嚥下運動への影響を
検討するため，唾液分泌抑制下での咀嚼嚥下時の官能評
価および生体記録を行った。
方　　法：被験者；健常若年成人 21 名（男性 12 名，女
性 9 名）を対象とした。被検食；かまぼこ，伊達巻，ス
ナック菓子（一正蒲鉾）および米飯（サトウ食品）（各
7�g）を使用し，自由摂取時の咬筋，舌骨上下筋表面筋
電図記録ならびに嚥下内視鏡記録を硫酸アトロピン
1�mg（富士フイルム和光純薬）内服前と内服 40 分後に
行った。唾液分泌量はワッテ法を用いて内服前および内
服後 10 分おきに測定した。解析；被検食摂取時の総摂
取時間，初回嚥下までの咀嚼時間，咀嚼回数，咀嚼速度
を内服前後で比較した。また咀嚼時筋活動として咀嚼開
始から初回嚥下までの咀嚼サイクルを初 /中/後期に分
類し，各期の 1 咀嚼サイクル当たりの咬筋および舌骨上
筋活動の積分値を算出し，嚥下時筋活動として舌骨上下
筋の持続時間，最大振幅，積分値を解析した。また，
VASによる食べやすさについての官能評価を実施した。
結果と考察：内服 40 分後より唾液分泌量は有意に低下
した。かまぼこは，総摂取時間の延長を認めたが，咀嚼
時間に変化は認めなかった。スナック菓子および伊達巻
では，総摂取時間と咀嚼時間の延長を認めた。米飯では
咀嚼時間は延長し，咀嚼速度は低下を認めた。いずれの
食品も咀嚼回数は有意に増加した。咬筋，舌骨上筋群活
動はスナック菓子で咀嚼中期に比し前期で持続時間の延
長を認めたが，いずれも 1 咀嚼サイクル当たりの筋活動
に影響は認められなかった。嚥下時筋活動は，伊達巻と
スナック菓子では舌骨上筋群の最大振幅が有意に増加
し，スナック菓子と米飯では積分値の上昇を認めたが，
かまぼこでは差を認めなかった。舌骨下筋群はいずれの
被検食においても有意差は認められなかった。官能評価
では，かまぼこのみが，噛みやすさに低下をきたさな
かった。かまぼこは，唾液分泌抑制下においても，咀嚼
嚥下運動や主観的な食べやすさは影響を受けにくいこと
が示唆された。（COI 開示：なし，新潟大学倫理審査委
員会承認番号：2020-0125）

６１． 介 護 老 人 福 祉 施 設 入 所 者 の 肺 炎 発 症 に Oral 
Assessment Guide は説明変数になりうるか

山口摂崇1），村松真澄2），山中大寛1）

武田佳大1），越智守生1）

北海道医療大学歯学部口腔機能修復・再建学系
クラウンブリッジ・インプラント補綴学分野1）

札幌市立大学看護学部2）

目　　的：北海道内の介護老人福祉施設入所者におい
て，ベースライン時の Oral�Assessment�Guide（OAG）
の合計得点と 1 年後の肺炎発症の関連を検討した。
方　　法：本研究は 1 年間の前向きコホート研究であ
る。北海道内の介護老人福祉施設のうち本研究への参加
協力を得られた 9 施設で実施した（調査期間：2018 年 7
月～2020 年 2 月）。除外基準はベースライン調査後 1 年
間に歯科治療介入があった者とした。従属変数をベース
ライン調査 1 年経過後の肺炎発症，説明変数を OAG の
合計得点，調整変数を年齢，性別，内服薬数，既往歴の
有無（脳血管疾患，循環器疾患，糖尿病），専門的口腔
ケアの有無とした。Model�1 はロジスティック単回帰分
析，Model�2 は Model�1 に年齢，性別を投入，Model�3
は Model�2 に内服薬数，既往歴の有無，専門的口腔ケ
アの有無を投入した多重ロジスティック回帰分析を実施
し，オッズ比（OR）と 95％信頼区間（CI）で評価し
た。統計解析には SPSS�Ver.�24 を使用した。
結果と考察：ベースライン調査対象者数は 267 名，1 年
経過後のドロップアウト者数は 72 名（ドロップアウト
率 27.0％）であった。除外基準該当者 11 名を除き，解
析対象者は 184 名（男性 31 名，平均年齢 85.0±8.3 歳，
女性 153 名，平均年齢 87.9±6.1 歳）とした。解析対象
者のうち，肺炎を発症したのは 8 名（男性 6 名，女性 2
名）であった。OAG の合計得点は Model�1 で OR：
1.56，95％CI：1.16～2.11，p＜0.01，Model�2 で OR：
1.57，95％CI：1.11～2.22，p＜0.05，Model�3 で OR：
2.29，95％CI：1.27～4.14，p＜0.01 であった。この結果
から，高齢者の肺炎のリスク因子である調整変数で調整
後であっても，OAG の合計得点が 1 点上がるごとに肺
炎発症の OR が 2.29 倍になることが示唆された。よっ
て，OAG の合計得点は，報告されている肺炎発症のリ
スク因子とは独立して肺炎発症のスクリーニングできる
説明変数になりうると考えられる。（COI 開示：なし，
北海道医療大学倫理審査委員会承認番号：第 178 号）



老年歯学　第 37 巻　第 2号　2022 125

６２．改良された口腔湿潤計の多施設共同研究による検者
内信頼性の検討

髙野智史1），石田晃裕1），中根綾子2）

戸原　玄2），渡邊　裕3），山崎　裕3）

金澤　学4），水口俊介5），上田貴之1）

東京歯科大学老年歯科補綴学講座1）

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
摂食嚥下リハビリテーション学分野2）

北海道大学大学院歯学研究院口腔健康科学分野
高齢者歯科学教室3）

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
医歯理工保健学専攻口腔デジタルプロセス学分野4）

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
高齢者歯科学分野5）

目　　的：生体電気インピーダンス法を応用した口腔湿
潤計は，口腔機能低下症の検査として用いられている。
被検者に対する負担が少なく，被検者の全身状態や協力
度に依存せず計測が可能であることから，高齢者や障害
者の評価にも適している。今回，計測部の小型化，計測
時間の短縮，計測時の荷重の軽減などを改良した口腔湿
潤計が開発された。そこで，改良型口腔湿潤計による計
測の検者内信頼性を多施設共同研究として検討すること
とした。
方　　法：北海道大学病院，東京医科歯科大学病院，東
京歯科大学水道橋病院を受診し，口腔粘膜湿潤度の計測
が可能であった患者 127 名（男性 63 名，女性 64 名，平
均年齢 76.6±6.7 歳）を対象とした。従来型（口腔水分
計ムーカス，ライフ）と改良型（Murata 口腔湿潤計
ムーカス開発品，村田製作所）による計測は，十分な訓
練を行った各施設の歯科医師が行った。研究参加者に対
してランダムに番号を振り，偶数は改良型を，奇数は従
来型を先に計測した。計測の間隔は十分な時間を取り，
30 秒間の閉口後に唾液を嚥下させた後，それぞれ連続
で 3 回 行 っ た。 検 者 内 信 頼 性 の 検 討 に は 変 動 係 数
Coefficient�of�variation（CV）と級内相関係数 Intraclass�
Correlation�Coefficient（ICC）を用いた。各被検者の 3
回の計測値から CV と ICC（1.1）を算出した。
結果と考察：従来型の検者内信頼性について，全施設の
CV の平均が 0.02±0.02，ICC（1.1）が 0.763 であり，施
設ごとの結果に大きな違いは認められなかった。改良型
の検者内信頼性について，全施設の CV の平均が 0.04±
0.07，ICC（1.1）が 0.872 であり，施設ごとの結果に大
きな違いは認められなかった。

　以上の結果より，改良型は，従来型と同等以上の高い
検者内信頼性を示したといえる。本研究により，同一検
者による改良型口腔湿潤計での繰り返し測定の精度は臨
床上問題ない程度であることが明らかとなった。今後は
検者間信頼性や従来型と改良型間による口腔機能低下症
の検査結果の一致度などを検証していく予定である。

（COI 開示：株式会社村田製作所，東京歯科大学倫理審
査委員会承認番号：1015，東京医科歯科大学歯学部倫理
審査委員会承認番号：D2020-069，北海道大学生命・医
学系研究倫理審査委員会承認番号：自 020-0266）

６３．脳卒中急性期から回復期にかけた継続的歯科介入に
よる口腔環境の変化 
―OHAT-J を用いた検討―

坂井　鮎1, 2），関本　愉3, 4），松尾浩一郎4）

藤田医科大学病院歯科・口腔外科1）

新潟大学大学院医歯学総合研究科口腔生命福祉学専攻2）

藤田医科大学医学部歯科・口腔外科学講座3）

東京医科歯科大学大学院
地域・福祉口腔機能管理学分野4）

目　　的：脳卒中患者の悪化しやすい口腔環境に対し
て，急性期や回復期での歯科介入の効果が報告されてい
る。しかし，脳卒中急性期から回復期にかけての継続し
た歯科介入の効果に関する報告はない。そこで本研究で
は，脳卒中急性期から回復期にかけた継続的歯科介入に
よ る 口 腔 環 境 の 変 化 を， 日 本 語 版 Oral�Health�
Assessment�Tool（OHAT-J）を指標として検討した。
方　　法：当院急性期病棟に入院し，その後同院の回復
期リハビリテーション病棟（回復期）転棟後まで継続的
に歯科介入した脳卒中患者 98 名を対象とした。急性期
入院時（発症 3.4±5.0 日後），回復期入棟時（回復期入
棟 5.0±5.4 日後），および回復期転棟 1 カ月後（回復期
入 棟 39.3±14.4 日 後 ） の 3 時 期 に お け る 口 腔 環 境 を
OHAT にて評価した。また，行った歯科処理の内容を
記録した。3 時期における OHAT の合計スコアの変化
を Friedman 検定にて，各 8 項目の変化を McNemar 検
定にて分析した。
結果と考察：OHAT 合計スコアの中央値［四分位範囲］
は，急性期入院時では 6.0［4.0-8.0］だったが，回復期
入棟時では 4.0［2.0-6.0］と有意に改善し（p＜0.001），
回復期転棟 1 カ月後では 3.0［2.0-5.0］とさらに改善し
ていた（p＝0.001）。項目ごとにみると，急性期では，
口唇，歯肉頰粘膜，唾液，義歯，口腔清掃のスコアが有
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意に改善し，回復期では，口唇，舌，唾液，残存歯，義
歯の OHAT スコアが有意に改善していた。歯科介入内
容は，急性期では口腔衛生管理中心であったが，回復期
で は， う 蝕 処 置（9.2％）， 抜 歯（14.3％）， 義 歯 新 製

（11.2％）などの治療内容の割合が増加していた。
　本結果より，脳卒中の急性期から回復期における全身
機能回復と併せた継続的な歯科介入により，急性期，回
復期ともに口腔環境が改善することが示唆された。急性
期では，口腔衛生管理により口腔衛生環境が改善し，回
復期では，抜歯や義歯新製などの歯科治療介入によりさ
らに口腔環境が改善したと考えられた。（COI 開示：な
し，藤田医科大学医学部倫理審査委員会承認番号：
HM18-026）

６４．COVID-１９ 感染拡大下での介護保険施設入所高齢
者に対する口腔健康管理と食形態との関連

稲本香織1），阿部貴恵1），渡邊　裕1, 2），山崎　裕1）

小原由紀2），岩﨑正則2），平野浩彦2），恒石美登里3）

小玉　剛4），吉田光由5），水口俊介6）

北海道大学大学院歯学研究院口腔健康科学分野
高齢者歯科学教室1）

東京都健康長寿医療センター研究所2）

日本歯科総合研究機構3）

日本歯科医師会4）

藤田医科大学歯科口腔外科学講座5）

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
高齢者歯科学分野6）

目　　的：本研究の目的は，COVID-19 感染拡大下に
おける介護保険施設入所要介護高齢者に対する歯科訪問
診療および口腔衛生管理と食形態維持との関連を検討す
ることである。
方　　法：2019 年度，2020 年度の調査に協力した全国
15 地区，30 の介護保険施設に入所中の要介護高齢者を
対象とした。2019 年度に基礎情報，既往歴，口腔衛生
管理加算の算定状況，口腔の状態を調査し，2020 年度
に 1 年間の食形態の変化と感染拡大下の歯科訪問診療に
関する各施設の対応を調査した。常食を摂取していた群
のうち，1 年間に常食から嚥下調整食に移行した群と常
食を維持した群に分けて比較し，カテゴリー変数はχ2

検定，連続変数は Mann-Whitney�U 検定で分析した。
また，食形態の変化（常食から嚥下調整食への移行）と
関連する要因を二項ロジスティック回帰分析にて検討し
た。

結果と考察：2 回の調査に参加した要介護高齢者は 696
名（男性 121 名，女性 575 名，平均年齢 86.6 歳；82～
92 歳）で，1 年間に常食から嚥下調整食に移行した群は
98 名，常食を維持した群は 347 名であった。常食から
嚥下調整食に移行した群と常食を維持した群との 2 群間
のベースライン時の比較では，Barthel� Index（BI スコ
ア），口腔衛生管理加算実施の有無，機能歯数，無歯顎
者の割合に有意差を認めた。二項ロジスティック回帰分
析において食形態の変化と有意に関連した因子は BI ス
コア（OR＝0.97，95%CI：0.95～0.98），摂食嚥下障害ス
ク リ ー ニ ン グ 評 価（ 嚥 下 障 害 有 り ）（OR＝2.52，
95%CI：1.21～5.25），歯科訪問診療の中断（OR＝3.16，
95%CI：1.27～7.84），および口腔衛生管理加算の実施

（OR＝0.30，95%CI：0.16～0.60）であった。本研究結果
から，日本の介護保険施設入所者に対する口腔衛生管理
は食形態の維持と関連することが明らかになった。ま
た，COVID-19 感染拡大下における歯科訪問診療の中
断は食形態の維持を困難にした可能性が示された。以上
の結果から，歯科医師と歯科衛生士による口腔健康管理
は介護保険施設入所要介護高齢者の摂食嚥下機能の維持
と関連していることが示唆された。（COI 開示：なし，
倫理審査委員会承認番号：老年歯科倫理 2019-3 番，北
海道大学倫理委員会承認番号：2020-4 番）

６５．在宅療養高齢者における歯科訪問診療継続可否の予
測因子の検討

田中公美1, 2），菊谷　武1, 2），高橋賢晃1, 2）

佐藤志穂1），市川陽子1, 2），田中祐子1）

富田浩子1），戸原　雄1, 2），田村文誉1, 2）

日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック1）

日本歯科大学附属病院口腔リハビリテーション科2）

目　　的：在宅歯科医療において，どのような患者因子
ならびに環境因子が，受療継続・非継続の要因になりう
るのか十分に検討されていないのが現状である。本研究
の目的は，医師による訪問診療が開始された高齢者に対
して歯科訪問診療を実施し，初診から半年時点での転帰
および受療継続可否を調査することで，歯科訪問診療終
了あるいは中断にいたる予測因子を明らかにすることで
ある。
方　　法：対象は，2019 年 5 月から 2020 年 12 月の期
間に，東京都某市に立地する 1 つの在宅療養支援診療所
によって医科訪問診療が開始された在宅療養高齢者であ
る。担当医師から紹介を受け，歯科訪問診療に同意した
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患者を前向きに検討した。調査項目は，基礎情報，
Charlson�comorbidity� index（CCI），口腔状態，摂食嚥
下機能，栄養状態，生活機能，転帰である。診断に基づ
き歯科治療を行い，半年後に再評価を行った。半年時点
での受療継続可否と各項目との関連性を解析し，予測因
子を同定した。
結果と考察：ベースライン調査が可能であった 74 名の
うち，再評価までに診療拒否となった 7 名を除外した
67 名（男性 33 名，女性 34 名，年齢中央値 86.0 歳（67～
97 歳）を最終対象者とした。Barthel� Index の中央値は
50 点（0～100 点）であった。対象者の 54 名（80.6％）
は同居家族あり，12 名（17.9％）は独居であった。半年
後の受療継続可能者は 35 名（52.2％），不可能者は 32
名（47.8％）であった。継続不可能となった理由は，死
亡 19 名（59.4％）， 施 設 入 所 5 名（15.6％）， 入 院 3 名

（9.4％）であった。受療継続可否と各項目の関連性を検
討したところ，世帯構成との間に有意な関連は認めな
かった。継続不可能者では，継続可能者に比して介護度
が低く，BMI が 19 未満の者が有意に多かった。同時に
OHAT の「舌」項目において，1 点以上である「変化
および病的」を示す者が有意に多く，BMI�19 未満およ
び OHAT「舌」項目は年齢，CCI を調整した解析にお
いてもいずれも有意であった。
　以上より，医科訪問診療が開始された在宅療養高齢者
において，歯科訪問診療の継続は困難な者が多いことが
明らかになった。身体的な要因としては介護度の低さ
が，歯科に関する要因としては低栄養の存在および舌苔
で示される舌の清掃性低下，舌の病的変化，舌運動機能
の低下が受療継続可否の予測因子となりうる可能性が示
唆された。（本研究は，科学研究費補助金若手研究

（20K18813）によった。COI 開示：なし，日本歯科大学
生命歯学部倫理審査委員会承認番号：NDU-T2020-13）

６６．歯科的主訴の無い患者における口腔機能低下とサル
コペニアの関連：横断研究

白波瀬龍一1, 2），渡邊　裕2），斎藤　徹1）

砂川裕亮1, 2），松下祐也1, 2），山崎　裕2）

医療法人社団秀和会つがやす歯科医院（北海道）1）

北海道大学大学院歯学研究院口腔健康科学分野
高齢者歯科学教室2）

目　　的：口腔機能とサルコペニアの関連はいくつかの
先行研究が報告している。しかし，これまでの研究では
口腔内の疼痛や歯周病の進行などに起因した咀嚼器官の

欠損によって起こる咀嚼障害（器質性咀嚼障害）の影響
はほとんど考慮されていない。本研究は一般歯科診療所
の歯科的主訴の無い患者を対象に，口腔機能低下症に関
する口腔機能評価とサルコペニアとの関連を調査するこ
とを目的として実施した。
方　　法：本研究は，2019 年 6 月から 2021 年 3 月の期
間に一般歯科診療所を受診した 65 歳以上の外来患者の
うち，歯科定期検診のため通院中あるいは治療終了後，
定期検診へ移行した患者を対象とした横断研究である。
269 名の研究参加者（平均年齢 74.9 歳±6.50，男性 133
名，女性 136 名）に対し口腔機能精密検査，AWGS2019
基準によるサルコペニアの評価を行い，両者の関連を検
討した。
結果と考察：研究参加者のうち口腔機能低下症と診断さ
れたのは 132 名（49.1％）であった。また 30 名（11.2％）
が sarcopenia，24 名（8.9％） が severe� sarcopenia
と判定された。ポアソン回帰分析の結果，舌口唇運動機
能［pa］（prevalence� rate� ratio［PRR］＝0.80，
95%Wald＝－0.44～－0.02），［ka］（PRR=0.76，95%Wald
＝－0.53～－0.03），舌圧（PRR＝0.95，95%Wald＝－0.09～�
－0.02）， 口 腔 機 能 低 下 該 当 項 目 数（PRR=1.39，
95%Wald＝0.11～0.56）は有意にサルコペニアと関連し
ていた。結論として，器質性咀嚼障害の影響の少ない高
齢者においても口腔機能低下とサルコペニアとの間に有
意な関連が認められた。社会の高齢化に伴い，これから
の歯科医師は器質性咀嚼障害の治療のみではなく，運動
障害性咀嚼障害とサルコペニアの関連を視野に入れた治
療が求められると示唆された。（COI 開示：なし，北海
道大学歯学研究院臨床・疫学研究倫理審査委員会承認番
号：2019 第 4 号）

６７．東京都内某区で実施した後期高齢者歯科健診から見
えてきたもの

鈴木治仁1），小野寺哲夫2），右田大三彦1），古川潤一郎2）

和栗範幸1），河森一賢2），鈴木　淳1），大木研一2）

福内恵子3），河上清香4），飯島勝矢5），菊谷　武6）

東京都荏原歯科医師会1）

東京都品川歯科医師会2）

品川区健康推進部3）

品川区保健所品川保健センター4）

東京大学高齢社会総合研究機構・
未来ビジョン研究センター5）

日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック6）
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目　　的：東京都品川区は，東京都品川歯科医師会・荏
原歯科医師会に委託し後期高齢者歯科健診事業を実施し
ている。この事業では，口腔機能評価・フレイル評価を
通じて，高齢者の全身の健康維持・向上を図り，心身と
もに自立した生活を送ることを目的としている。本研究
では，本事業より得られたデータを基に地域在住高齢者
の口腔内状態と口腔機能，フレイルの実態およびその関
連について検討した。
方　　法：対象は，施設入所者を除いた品川区に在住す
る 76 または 78 歳になる後期高齢者医療制度加入の者と
した。本事業は，同区内の歯科医院にて，一般口腔内健
診，口腔機能評価，フレイル・サルコペニア評価を実施
した。健診項目は，1．全身状態，体重減少の有無，2．
かかりつけ歯科医の有無，歯科受診状況，自覚している
口腔内の問題，3．現在歯の状況，4．オーラルディアド
コキネシス（ODK），咀嚼能力自己評価，EAT-10 を実
施した。さらに，5．指輪っかテスト，イレブンチェッ
クを評価した。
結果と考察：822 名（男性 325 名，女性 497 名）が受診
した。受診者の 38％は，1 年以内の歯科健康診査を受け
ていない者であった。13.7％に半年間に 2～3�kg の体重
減少が認められた。現在歯数 20 歯未満は 29.2％，咀嚼
能力低下は 13.3％，EAT-10�3 点以上は 8.6％，ODK6
回未満は 31.9％，サルコペニア疑いは 11.9％，フレイル
疑いの者は 29.1％にそれぞれ認められた。20 歯以上を
有する者の 8.3％に咀嚼困難者が認められた。フレイル
の疑いの者に，歯科健康診断受診していない者，主観的
口腔健康観の低い者，20 歯未満の者，嚥下機能の低下
した者が有意に多く認められた。サルコペニアの疑いの
者は，嚥下機能の低下した者，舌運動が低下した者に有
意に多く認められた。体重減少を示した者は，咀嚼能力
低下，フレイル，サルコペニアの疑いのある者に有意に
多く認められた。
　本健診を通じて，歯科未受診者を多く受診させること
ができた。咀嚼機能や嚥下機能は体重減少，フレイルや
サルコペニアと関連を示した。現在歯数を残すだけでは
口腔機能は維持できない者もみられた。以上より，歯科
医院におけるフレイル検診の重要性が示唆され，歯科受
診を促すことでフレイル対策が可能となる可能性が示さ
れた。（COI 開示：なし，日本歯科大学生命歯学部倫理
審査委員会承認番号：NDU-T2020-36）

６８．後期高齢者における咀嚼能力と栄養状態の関係に調
理の実践が与える影響について

富永一道1），齋藤寿章2），井上幸夫2）

西　一也1），清水　潤1）

島根県歯科医師会地域福祉部委員会1）

島根県歯科医師会2）

目　　的：われわれは島根県後期高齢者歯科口腔健診
（LEDO 健診）データを解析し，後期高齢者の健康状態
と口腔機能の関係を横断的に調べ，咀嚼能力と栄養状態

（BMI）は正，服薬数とは負の相関関係があることを報
告してきた。今回，咀嚼能力と栄養状態の関係に調理の
実践が影響することがわかったので報告する。
方　　法：広域連合より提供された平成 29 年度 LEDO
健診データを解析対象とした。咀嚼能力は LEDO 健診
で実施しているグミ 15 秒値（グミゼリーを 15 秒間努力
咀 嚼 し た 後 の 分 割 数 ） を 5 群（0～10％；LLc，10～
30％；MLc，30～50％；HLc，50～70％；Nc，70～
100％；Hc）とした。調理の実践は LEDO 健診問診票
より（毎日/時々・しない）の 2 群とした。栄養状態の
評 価（BMI≦20/BMI＞20）， 服 薬 数（5 種 以上/4 種 以
下）2 群とした。調理の実践で層別して栄養状態の評価
と咀嚼能力の関係をクロス集計し，調理の実践者は女性
が多いことから，男女でも層別して性差による影響を評
価した。さらに，調理の実践と男女で層別し栄養状態の
評価を目的変数，咀嚼能力を説明変数（Hc を基準カテ
ゴリ）としたロジスティック回帰分析を設定し交絡因子
で調整し，栄養状態の評価と咀嚼能力の関係について検
討した。
結果と考察：解析対象は7,589 名，男/女（42.3％/57.7％），
70 代/80 代（47.8％/52.2％），調理実践毎日/時々・しな
い（53 .2％/46 . 8％），BMI≦20/BMI＞20（21 .0％/�
79.0％），5 種以上/4 種以下（30.0％/70.0％）だった。調
理の実践で層別したときに「毎日」群では栄養状態と咀
嚼能力に有意な関係が観察されず（χ2 検定 p＝0.243），

「時々・しない」群では咀嚼能力が低いと BMI≦20 の者
が有意に多かった（p＜0.001）。これは多変量解析でも
同様に検証された。調理の実践における性の偏りによる
影響を検証するために，男女に層別して同様に解析し
た。男性，女性において咀嚼能力と栄養状態の有意な関
係が観察された（男性 p＝0.009，女性 p＝0.016）。
結　　論：後期高齢者で調理を毎日実践している者は，
自身の咀嚼能力に合わせた調理や食品選択を行い栄養摂
取のリスク管理を行っている可能性が示唆された。（COI
開示：なし，島根県歯科医師会倫理委員会審査承認番
号：13 号）
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６９．口腔機能向上訓練方法として歯磨き前の含嗽は有効
か？ 
―効果的な含嗽方法の検討―

朝田和夫1），遠藤眞美2），呉　明憲1），朝田真理1）

竹川ひとみ1），長野雅一1），野本たかと2）

あさだ歯科口腔クリニック（東京都）1）

日本大学松戸歯学部障害者歯科学講座2）

目　　的：明らかな機能障害がないにもかかわらず，食
事や会話などに支障がある「口腔機能低下症」への対応
が求められている。しかし，対応法は確立されておら
ず，摂食機能訓練などが応用されている場合が多い。そ
こでわれわれは，簡便で効果的な日常生活に定着しやす
い口腔機能向上訓練法について検討を重ねてきた。
　本研究では日常の保健行動として定着している含嗽に
注目し，効果的な口腔機能向上訓練法として含嗽の有効
性や方法について検討した。
方　　法：対象は，あさだ歯科口腔クリニック受診高齢
者のうち，最大舌圧測定（JMS 舌圧測定�器®）値が
30�kPa 以下で本研究に同意した 102 人とした。
　方法は，対象を層別化ランダムブロック法で 3 群に分
け，3 カ月のランダム化比較試験とした。Ⅰ群は水で，
Ⅱ群は泡はみがき（薬用ピュオーラ Hb®）で歯磨き前
に 1 日 2 回，15 秒間の含嗽を行う介入群とし，Ⅲ群を
何も指示しない対照群とした。訓練開始時，1，2，3 カ
月後に最大舌圧と口輪筋の引っ張り強さ（リットレメー
ター�Medical®）を測定した。それらの結果を 3 群間で
Kruskal-Wallis 検定，その後，各群の検定に Bonferroni
の 補 正 を 用 い て 解 析 し た（p＜0.01，p＜0.05）（SPSS�
ver.25（IBM））。
結果と考察：研究が継続できた者はⅠ群 20 人，Ⅱ群 22
人，Ⅲ群 23 人であった。Ⅰ群とⅡ群は，試験期間にお
いて最大舌圧，口輪筋の引っ張り強さが有意に向上し
た。最大舌圧はⅠ群が 3 カ月後，Ⅱ群が 2，3 カ月後
で，口輪筋の引っ張り強さはⅠ群で 2，3 カ月後，Ⅱ群
は 1，2，3 カ月後で有意に増加した。努力せずに行える
含嗽を意識的に行うことで，口腔機能低下者の舌や口輪
筋の強化に有効な可能性が示唆された。また，水に比較
して泡はみがき剤使用群で早く効果が現れた。理由とし
て，水に比較して筋活動への負荷がかかりやすい，味や
爽快感などによって気持ちよく実施できた可能性などが
推察された。
　以上から，日常で行う歯みがき時に意識して 15 秒間
の含嗽を実施することで最大舌圧や口輪筋の引っ張り強

さの向上を認めたことから，口腔機能低下症の改善また
は予防法になる可能性が示唆された。（COI 開示：な
し，倫理審査：老年歯科倫理 2020-3 番，日本大学松戸
歯学部倫理審査委員会：EC21-011，UMIN-CTR 臨床
試験登録 UMIN000044996）

７0．リハビリテーション病院と地域歯科診療所との連携
システム構築と実態

野本亜希子1, 2），才川隆弘3），橋詰桃代4）

波多野真智子4），大野友久1, 2）

浜松市リハビリテーション病院歯科1）

東京医科歯科大学摂食嚥下リハビリテーション学分野2）

浜松市歯科医師会3）

浜松市リハビリテーション病院リハビリテーション部4）

目　　的：入院高齢者は疾患や障害のために退院後も歯
科治療になんらかの配慮が必要な場合が多い。リハビリ
テーション（以下，リハ）病院入院患者は数カ月の入院
期間があるため，入院中に歯科治療を含めた十分な口腔
管理が可能である。さらに，退院時には歯科治療時の注
意点などを情報提供しながら適切に地域へとつなげるこ
とができれば患者にとって有益であると考えられる。浜
松市リハ病院歯科（以下，当科）では，当科受診患者の
なかで，かかりつけ歯科がないが退院後に地域歯科診療
所通院を希望した場合に，浜松市歯科医師会に紹介先選
定を依頼する連携システムを構築している。今回，連携
システムの実態を調査した。
方　　法：2020 年 10 月からの 1 年間で当科から退院時
に診療情報を提供した患者の年齢，性別，原疾患，入院
時 Functional� Independence�Measure（FIM），Food�
intake�LEVEL�scale（FILS），歯科治療内容，最終歯科
受診歴と紹介先について調査した。また，2018 年 1 月
からこれまでに連携システムを通じて紹介した患者の受
診時主訴と紹介目的を後方視的に調査した。退院時
FIM と FILS は Mann-Whitney の U 検定を用いて受診
方法で比較した。
結果と考察：当科初診患者は 564 名であり，そのうち退
院時に歯科から診療情報提供書を作成した患者数は 207
名（74.5±13.1 歳， 男 性 55.1%， 入 院 時 FIM�72［44-
94］，FILS�8［7-10］）であった。原疾患は脳卒中が最も
多く 60.9% であった。紹介先は地域歯科診療所宛てが
64.7% であった。歯科治療が必要だと判断されたのは
84.1% であった。また 3 年以上歯科受診していないと答
えた患者が約 15% 含まれていた。約 4 年間で連携シス
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テムを使用したのは 47 名（通院 68.1%，歯科訪問診療
31.9%）であった。退院時 FIM と FILS は歯科訪問診療
のほうが有意に低かった。入院中の歯科受診目的は約 9
割が歯科治療を目的としていたが，退院時紹介目的では
約 8 割が定期通院や口腔衛生管理を目的としていた。リ
ハ病院入院中に必要な歯科治療を開始し，退院時に口腔
管理の状態で引き継ぐことができれば患者にとって有益
かもしれない。今後は退院後の追跡調査などを行い，よ
り良い連携システムを模索していきたい。（COI 開示：
なし，浜松市リハビリテーション病院倫理審査承認番
号：21-75）

７１．患者のモチベーション向上を中心とした歯科衛生士
のアプローチが口腔機能管理の継続につながった症
例

飯干由茉1），竜　正大2），山下秀一郎3），上田貴之2）

東京歯科大学水道橋病院歯科衛生士部1）

東京歯科大学老年歯科補綴学講座2）

東京歯科大学パーシャルデンチャー補綴学講座3）

目　　的：口腔機能低下症は自覚症状に乏しいため，口
腔機能管理に対する患者のモチベーションを高く保ち続
けることが難しいことが多い。今回，口腔機能低下症患
者に対し，歯科衛生士が中心となって口腔機能管理への
モチベーション維持を図ったことにより機能向上につな
がった症例を経験したので報告する。
症例の概要と処置：患者は 78 歳女性で咀嚼困難を主訴
に来院した。5 年前に上顎総義歯を装着し繰り返し調整
したが，咀嚼時疼痛が継続していたという。義歯調整に
より疼痛への対応を行っても硬いものが噛みにくいとの
訴えから口腔機能低下を疑い，口腔機能精密検査を行っ
た。咬合力低下，舌口唇運動機能低下，低舌圧および咀
嚼機能低下の 4 項目が該当し口腔機能低下症と診断され
た。義歯製作と並行して口腔機能管理を行い，担当歯科
医師が舌可動域訓練と舌の抵抗訓練などを指導した。義
歯装着後も口腔機能管理を継続したが，患者は次第に訓
練を行わなくなっていった。
　義歯装着半年後の再評価では口腔不潔，咬合力低下，
舌口唇運動機能低下，咀嚼機能低下が認められた。そこ
で，歯科衛生士が口腔機能管理に参画することとなっ
た。患者は口腔機能への関心が低く，訓練が継続しな
かったことから，まず患者と積極的にコミュニケーショ
ンを図り，生活習慣や食生活に寄り添った会話を心掛け
た。その結果，自発的な発言が増え，口腔機能にも興味

を示すようになった。同時に複数の訓練を並行すること
は難しいと考え，舌抵抗訓練に絞り訓練内容を単純化す
るとともに指導内容を記載した用紙を渡し，家で訓練を
継続しやすい工夫を行った。その結果，義歯装着 1 年半
後の再評価では舌口唇運動機能や咀嚼機能が向上し，低
下に該当する項目が 2 項目となって口腔機能低下症から
回復した。現在も継続して管理を行っている。
　なお，本報告の発表について患者本人から文書による
同意を得ている。
結果と考察：本症例は自覚症状に乏しく口腔機能に関心
の少ない口腔機能低下症患者に対し，口腔機能だけでな
くモチベーションの向上を中心とし，積極的なコミュニ
ケーションと患者の状態に応じた訓練を行ったことによ
り，継続的な口腔機能管理が実現できた。全身の健康も
考えるようになり毎朝ウォーキングをするなど，口腔健
康への意識の高まりをきっかけにフレイル予防にもつな
がったと考えられる。（COI 開示：なし，倫理審査対象
外）

７２．高齢舌癌患者の周術期口腔機能管理にがん患者の口
腔保健に関わる自己効力感尺度（OSEC）を活用
した一例

田中紘子1），安藤睦美1），蟹江仁美1）

黒田茉奈2），龍田泉希2），関本　愉3）

岡本美英子2），金森大輔4），吉田光由2）

藤田医科大学病院歯科・口腔外科1）

藤田医科大学医学部歯科・口腔外科学講座2）

医療法人宝生会 PL 病院歯科3）

藤田医科大学医学部七栗記念病院歯科4）

目　　的：自己効力感とは，目標を達成するための能力
をみずからがもっていると認識することであり，この形
成が治療に大きく影響するといわれている。松田らによ
り開発された「がん患者の口腔保健に関わる自己効力感
尺度（Oral�health-related�self-efficacy�scale�for�cancer�
patients：OSEC）」は口腔清掃習慣，口腔機能，定期受
診，症状に対するコーピング，口腔有害事象の 5 項目
17 問（68 点満点）から構成された信頼性，妥当性の評
価された質問紙である。今回われわれは，舌癌の周術期
に対してこのOSECを歯科衛生指導に活用することで，
口腔衛生状態の改善と行動変容を促すことができた症例
を経験したので，ここに報告する。
症 例 の 概 要 と 処 置：78 歳， 男 性。 左 舌 癌 pT3N0，
cM0，G1，stage Ⅲに対し左舌半切，左頸部郭清，大胸
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筋皮弁再建術にあたり，周術期等口腔機能管理を目的に
当科初診となった。初診時の口腔内は，残存歯 25 本，
口腔衛生状態やや不良，PCR�40.4%，BOP�20% と中等
度歯周炎であった。セルフケアは 1 日 2 回，1 年以内の
歯科受診歴はあるが，かかりつけ歯科はなく機会受診で
あった。OSEC を活用し周術期口腔機能管理を行った。
発表にあたり患者本人の同意を得た。
結果と考察：口腔清掃習慣に関する自己効力感は，術前
に最大の 12 点であった。術直後，舌の腫脹や流涎を理
由に 6 点と低下したが，周囲の介助により PCR は上昇
せず経過した。その後も清掃指導を継続し口腔衛生状態
が改善したことで，慢性的な歯肉の腫脹や疼痛が治まっ
たことを患者本人も実感し，清掃習慣に関する自己効力
感は退院時には 10 点まで回復した。これにより，身体
的変化がもたらした成功体験が自己効力感を高めたと考
えられた。退院時 PCR�21.2%，BOP�0%，退院 2 週間後
の外来受診時には PCR�16.3% でセルフケアを維持でき
た。定期受診に関する自己効力感も術前 12 点から，退
院時に最大の 16 点と上昇し，歯科受診の継続が可能に
なり行動変容につながった。これらの結果から，本症例
患者に対し OSEC を活用することで，良好な口腔管理
を達成することができた。また，周術期に繰り返し評価
することで，自己効力感の変化が把握でき，適切な対応
につなげられる可能性を示すことができた。（COI 開
示：なし，倫理審査対象外）

７３．ICT を活用した地域の医療・介護連携における歯
科訪問診療の経験

馬場めぐみ1），室田弘二1），橋本みゆき2），長尾由美子3）

松原利江子1），類家春菜1），先川　信3），寺尾導子2）

医療法人臨生会名寄歯科医院（北海道）1）

医療法人臨生会吉田歯科分院（北海道）2）

医療法人臨生会吉田病院歯科口腔外科（北海道）3）

目　　的：高齢化が急速に進むなか，2015 年度から在
宅医療介護連携推進事業が地域支援事業に加わり，北海
道名寄市でも地域包括支援センターが中心となって，
Information�and�Communication�Technology（ICT）
を活用した医療・介護連携が進められている。今回われ
われは，コミュニケーションツールを使用したスムーズ
な多職種連携の経験を報告する。なお，本発表について
患者本人と家族から文書による同意を得ている。
症例の概要と処置：83 歳，男性。慢性心不全（慢性心
房細動，特発性肥大型心筋症），高血圧症，慢性閉塞性

肺疾患で，徐々に内服薬のコントロールが不良となっ
た。2020 年 5 月に名寄市立総合病院循環器内科で，慢
性心不全増悪のため入院下での内服調整を行った。退院
後は身体機能および認知機能の低下が目立ち，障害高齢
者の日常生活自立度は B1，認知症高齢者の日常生活自
立度はⅢa，要介護度は 4 であった。
　ケアマネジャーが口臭に気が付き，当院へ口腔内精査
の依頼があった。2021 年 2 月にケアマネジャー同席の
下，訪問初診時は口腔衛生への関心が低く，口腔清掃状
態が悪かったため，歯周病治療と並行して家族を含めた
口腔衛生指導を行った。ブラッシングや口腔機能訓練の
動画を介護連携ツール「Team」（Allm）で発信し，多
職種と共有した。舌圧が 20.8�kPa であったため，zoom
で開催されたサービス担当者会議のなかで，多職種にも
ペコぱんだを使用したトレーニングの協力を求めた。地
域連携会議では，歯科訪問診療介入のケースとして取り
上げられ，担当のケアマネジャーから報告された。
結果と考察：多職種の協力もあり，患者と家族はブラッ
シングや口腔機能訓練を受け入れ，熱心に取り組むよう
になった。2021 年 2 月から介護連携ツール「Team」の
トライアル運用がスタートし，訪問看護・介護，デイ
サービスセンターなどの日頃の様子がリアルタイムで情
報共有できた。また，口腔衛生管理や口腔機能管理の様
子を発信することで，われわれの取り組みを広く周知す
る機会となった。
　基礎疾患をもつ高齢患者の診療において，医療・介護
スタッフと連携するためには歯科衛生士もさらなる医学
的知識が必要であり，ICT を活用したさまざまなツー
ルに対応したコミュニケーションスキルが重要になると
考えられた。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

７４．歯科衛生士の病棟ラウンドにより，造血幹細胞移植
を受ける高齢患者の口腔健康管理を早期から開始で
きた症例

髙澤理奈，原田枝里，服部　馨，久野彰子

日本医科大学付属病院口腔科

目　　的：当院血液内科では，造血幹細胞移植の予定と
なった患者の口腔健康管理を，口腔科に依頼する仕組み
が定着している。また口腔科においては，歯科衛生士が
週に 1 回，血液内科病棟をラウンドし，新たに入院した
患者の口腔スクリーニングを行っている。今回このラウ
ンドによって，造血幹細胞移植を受ける高齢患者の口腔
健康管理を早期から開始できた症例を報告する。
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症例の概要と経過：68 歳，男性。悪性リンパ腫，心筋
梗塞，下肢静脈血栓症の既往あり。X 年 6 月に頸部腫瘤
を主訴に当院受診し悪性リンパ腫再発の診断となり入
院。X 年 7 月，歯科衛生士ラウンドでう蝕，動揺歯，口
腔カンジダ症の所見が認められたため，主治医と病棟看
護師に報告し当科受診。X 年 10 月までに，抜歯，う蝕
治療，感染根管治療，口腔カンジダ症治療，口腔衛生管
理を実施した。歯科治療は，血液データに留意しながら
計画を立て，患者の体調変化にも対応しながら進めた。
X 年 11 月に自家末梢血幹細胞移植となり，移植期の口
腔衛生管理に移行。移植期は前処置開始前に PMTC，
TBI，含嗽指導，保湿指導を実施した。移植後は週に
1～2 回無菌室に往診し，評価とセルフケア支援を行っ
た。体調によってセルフケア不足になることが心配され
たが，口腔衛生状態は良好に維持された。口腔有害事象
は，口腔乾燥と味覚障害が顕著であった。これに対し，
保湿指導や粘膜清拭指導を行い，味覚は改善するまで期
間を要することを説明し，摂取できそうなものとしてゼ
リー飲料や炭酸飲料などを試すように薦めた。重大な有
害事象を起こすことなく経過し，移植後 12 日で生着，
X 年 12 月，移植後 22 日で自宅退院となった。
　なお，本報告の発表について患者本人から同意を得て
いる。
結果と考察：造血幹細胞移植は高度な免疫不全状態とな
るため，移植前に口腔内の感染源を除去し，口腔衛生管
理を行う必要がある。しかし，血液内科からの口腔科へ
の依頼時期によっては，移植までの期間が短く，適切な
口腔健康管理が困難となる場合がある。今回，歯科衛生
士の病棟ラウンドによって早期に口腔の問題を見つけ出
すことができ，移植前までに必要な歯科治療を終了し，
口腔衛生管理に十分な期間を確保できた。今後も早期か
ら適切な口腔健康管理を提供できるよう，このような活
動を継続したい。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

７５．摂食機能障害患者に対する急性期病院から在宅診療
へのシームレスな介入 
―歯科衛生士による連携―

木村菜摘1），谷口裕重2），井箟梢会3），大塚あつ子2）

中尾幸恵2, 3），中澤悠里2, 3），近石壮登2, 3），近石登喜雄4）

朝日大学病院歯科衛生部1）

朝日大学歯学部摂食嚥下リハビリテーション学分野2）

医療法人社団登豊会近石病院歯科・口腔外科3）

医療法人社団登豊会近石病院外科4）

目　　的：近年，首都圏では歯科医療者が在宅診療で摂
食嚥下リハビリテーションを行うことが一般的になって
きた。一方，首都圏以外ではいまだ摂食嚥下リハビリ
テーションの担い手が不足しており，急性期病院を退院
後にその介入が途絶えてしまい，機能的には食べられる
が「食べさせてもらえない」患者は少なくない。今回，
歯科衛生士（DH）が中心となり施設間で連携すること
で，シームレスな介入を行った症例を報告する。
症例の概要と処置：71 歳，女性。既往歴：高血圧症。
現病歴：X 年 8 月，くも膜下出血後，左延髄梗塞を発症
し，左側半側麻痺，言語障害，嚥下障害を呈した。同年
10 月，急性期病院で L-P シャント術を施行し，摂食嚥
下機能評価依頼にて院内の歯科へ紹介受診となった。初
診時は，JCS�200，口腔清掃状態は不良で，慢性的な湿
性音を認めた。初回評価では唾液誤嚥を頻回に繰り返
し，1～2 時間ごとに吸引を実施しており，口腔衛生管
理および間接訓練にて介入となった。その後，覚醒状態
も徐々に改善し，第 67 病日には中間とろみ 1�mL を用
いた直接訓練に移行した。しかし，重度嚥下障害の残存
により，経口摂取には長期間の介入が必要であると診断
し，第 120 病日に胃瘻造設となった。第 190 病日に，慢
性的な咽頭吸引が必要であるも，少量のゼリーを摂取
し，自宅へ退院となり退院後は在宅歯科診療も行ってい
る地域中核病院へ紹介された。急性期病院から在宅歯科
診療へ引き継ぐ際，患者への介入ポイントや重要点，摂
食嚥下機能評価の結果や訓練内容に関し，入念な情報提
供および情報交換を実施した。発表にあたり，患者のプ
ライバシー保護に配慮し，患者家族から書面にて同意を
得た。
結果と考察：病院 DH から在宅 DH へ連携がなされ，
口腔衛生管理および間接訓練が継続された。退院 50 日
にはゼリーによる直接訓練に移行となった。食事回数，
食形態を上げる際には急性期病院と連携し摂食嚥下機能
評価を実施し，退院 350 日には朝のみ胃瘻を併用し，機
能的には 3 食経口可能な状態となった。退院時より
BMI：18 → 19.6，AC：21 → 22.5，CNAQ：15 → 29 と
改善した。多職種連携が一般的となる一方で，歯科医療
者間や施設間の連携はさらに肝心となる。本症例では，
多職種連携と同時に専門職種間での緊密な連携の重要性
が改めて示唆された。（COI 開示：なし，倫理審査対象
外）

７６．在宅療養者の口腔状態はキーパーソンの介護負担感
に関連するのか：混合研究法を用いた検討

岸　さやか1, 2），小宮山貴将1），岡橋美奈子2）
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阿部吏芳2），板橋志保2, 3），遠藤千恵2, 3）

成田憲司2, 3），小菅　玲2, 3），服部佳功1）

東北大学大学院歯学研究科加齢歯科学分野1）

一般社団法人仙台歯科医師会在宅訪問・
障害者・休日夜間歯科診療所2）

一般社団法人仙台歯科医師会3）

目　　的：現在歯数の増加や口腔インプラントの普及な
ど高齢者の口腔環境の変化は，口腔保健にかかわる家族
などの介護負担感に関連すると推測される。一方，多職
種連携に基づく医療・介護・福祉の一体的な提供は，口
腔保健にかかわる家族などの介護負担感の軽減に寄与す
ると期待できるが，いずれも十分な検証が行われていな
い。本研究では混合研究法を用い，在宅療養患者の口腔
環境や全身的な指標と家族の介護負担感との関連を統計
学的に検討した。次いで，介護のキーパーソンを対象に
行った口腔状態や介護生活環境および介護サービス利用
などの聞き取り調査に基づき，介護負担感との関連を質
的に検討した。
方　　法：対象は仙台歯科医師会在宅訪問・障害者・休
日夜間歯科診療所の 65 歳以上の在宅療養患者 50 名（男
性：19 名，女性：31 名，平均年齢：84.0±7.3 歳）である。
　口腔保健指標は現在歯数，Tongue�Coating�Index

（TCI），Oral�Health�Assessment�Tool（OHAT）とし，
全身的な指標は Barthel� Index（BI）と認知症の有無，
介護負担感の評価は Zarit 介護負担尺度日本語版の短縮
版（J-ZBI_8）とした。口腔保健指標，全身的な指標と
家族の介護負担感との関連は Wilcoxon の順位和検定ま
たは Kruskal-Wallis 検定を用いて検討し，口腔の状態
や介護生活環境などについてはキーパーソンに聞き取り
調査を行い，介護負担感との関連を検討した。
結果と考察：家族の介護負担感は口腔保健指標や全身的
な指標とは有意な関連を認めなかった一方，認知症の有
無に関連していた。認知症患者において，歯科的介入が
きっかけとなり口腔の介護負担感の低減につながった症
例があった。しかしながら，多職種介入をもっても奏功
しない症例があり，認知症患者における介護負担感の軽
減は今後も課題であることが改めて示された。非認知症
患者においては，寝たきりで口腔衛生状態は芳しくなく
とも，口腔の介護負担感の低減やケアの意欲向上に歯科
を含めた多職種介入が奏功した症例があり，歯科医療者
が介護へ積極的に関与することの重要性が示唆された。

（COI 開示：なし，東北大学大学院歯学研究科研究倫理
委員会承認番号：2020-3-030）

７７．歯科訪問診療患者における低栄養と関連する口腔保
健指標の検討

福山　完1, 2），小宮山貴将1），服部佳功1）

東北大学大学院歯学研究科加齢歯科学分野1）

医療法人祥義会福島訪問歯科医院（福島県）2）

目　　的：要介護高齢者における低栄養は生命予後に直
結することから，栄養状態の維持・改善は要介護高齢者
やその家族の生活の質を担保するためにも重要である。
地域高齢者を対象とした研究では，口腔状態や機能と栄
養状態との関連についてさまざまな報告がなされてお
り，口腔保健指標として咀嚼能力やそれを担保する現在
歯数や臼歯部咬合支持がよく用いられている。本研究の
目的は，歯科訪問診療患者において口腔保健指標と栄養
状態との関連を検討することである。
方　　法：本研究は，福島県 A 歯科医療機関の 65 歳以
上歯科訪問診療患者で経口摂取を行っている 61 名（男
性 23 名，平均年齢 84.0±8.3 歳）が対象である。口腔保
健指標は，現在歯数，臼歯部咬合支持の有無，舌圧に加
え，Tongue�Coating�Index（TCI）を用いた口腔衛生状
態， 含 嗽 の 可 否 を 採 取 し た。 栄 養 状 態 の 指 標 は，
InBodyS10（インボディ・ジャパン）を用いた生体イン
ピ ー ダ ン ス 法 に よ る 骨 格 筋 量 指 数 お よ び Mini�
Nutritional�Assessment-Short�Form（MNA-SF）とし
た。骨格筋量指数は，サルコペニアの診断基準である
AWGS2019 に基づき対象者を二分した（男性：7.0 以
上，女性：5.7 以上）。MNA-SF については，対象者を
12 点以上もしくはそれ未満に二分した。各口腔保健指
標と栄養状態との関連を，ロジスティック回帰分析を用
いて検討した。
結果と考察：対象者の現在歯数は平均 11.8±9.1 歯であっ
た。骨格筋量指数低値をアウトカムとした場合の年齢お
よび性別で調整したオッズ比は，TCI と含嗽困難が有
意に高値を示した一方，現在歯数の低下や咬合支持の喪
失，舌圧の低下は有意に高値を示さなかった。MNA-
SF との関連についても，TCI は年齢および性別で調整
したオッズ比が有意に高値を示した一方，現在歯数の低
下や咬合支持の喪失，舌圧の低下は有意に高値を示さな
かった。含嗽については，含嗽困難に該当する者のすべ
てが低栄養もしくは低栄養のおそれに該当していた。
　要介護高齢者においては，現在歯数や咬合支持などの
形態的な指標は低栄養と関連せず，口腔衛生状態や含嗽
の可否が栄養状態と関連することが示唆された。（COI
開示：なし，東北大学大学院歯学研究科研究倫理委員会
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承認番号：2019-3-036）

７８．口腔機能低下有訴者の特徴および運動実践と抑うつ
との関連

西村　生

筑波大学大学院人間総合科学学術院
人間総合科学研究群体育学学位プログラム

目　　的：口腔機能低下は食事量の減少や意欲低下を引
き起こし，抑うつのリスク因子となる。口腔機能低下を
抑制する研究は散見されるが，口腔機能低下者に着目
し，運動の観点から抑うつの予防に効果的な方策を検討
した研究は皆無である。そこで本研究では，口腔機能低
下者の特徴を明らかにしたうえで，運動頻度と抑うつの
関連について横断的に検討を行う。
方　　法：2019 年に茨城県笠間市に在住する高齢者の
うち，要介護認定を受けていない 7,954 名を抽出し自記
式質問紙により郵送調査を実施した。3,934 名から回答
があり，データ欠損者 1,164 名と認知症既往がある 13
名を除く 2,756 名を対象とした。基本チェックリストの
口腔機能評価指標により，口腔機能低下者とそうでない
者の基本属性，運動頻度および社会交流量を比較した。
また，口腔機能低下者の運動頻度と抑うつの関連の検討
には，口腔機能低下者 783 名から，データ欠損者 250 名
と認知症既往がある 13 名を除く 520 名を対象とした。

「一人で行う運動」および「他者と行う運動」の頻度を
調査し，2 つの運動頻度を合計しカテゴリ化した（「非
実践」「週 1～2 回」「週 3 回以上」）。統計解析は二項ロ
ジスティク回帰分析を用い，目的変数に抑うつ，説明変
数に運動頻度を投入し，基本属性および社会交流量を調
整した。統計的有意水準は 5％とした。
結果と考察：有効な回答者 2,756 名の平均年齢は 72.5±
5.2 歳であり，18.9% に口腔機能低下がみられた。口腔
機能低下者とそうでない者を比較したところ，口腔機能
低下者は高齢で，抑うつ傾向および認知機能の低下の割
合が有意に高かった。
　口腔機能低下者における運動頻度と抑うつとの関連性
の検討では，運動非実践群をレファレンスとした際に週
3 回以上群で抑うつの発生が有意に低値を示した（OR＝
0.55，95%�CI：0.36～0.83）。一方，週 1～2 回群では有
意な関連は認められなかった。本研究の結果，口腔機能
低下者は抑うつ傾向を有する割合が高いため，抑うつ改
善の対策を早急に講じるべきであることが明らかとなっ
た。また，口腔機能低下者において週 3 回以上運動して

いる者は抑うつ発生が低かったため，今後は縦断研究や
介入研究を行い，よりエビデンスレベルの高い検討が必
要である。（COI 開示：なし，筑波大学体育系倫理審査
委員会承認番号：体 019-101）

７９．認知症患者への歯科対応の啓発活動の意識調査

岡田尚則，大河貴久，水野昭彦，奥野博喜

京都府歯科医師会

目　　的：超高齢社会において認知症患者の増加に伴
い，認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護の提
供を実現することが歯科医療従事者に求められているな
かで，受付や歯科助手などの医院スタッフにも，認知症
患者への適切な対応が求められる頻度が増えてきたこと
から，京都府歯科医師会地域保健部では行政との協同事
業の一環として「認知症患者さんのトラブル」医院ス
タッフ向け四コマ漫画解説図の作成をした。今後，認知
症患者への適切な対応の啓発活動を行ううえで，認知症
の人と家族の立場からの視点を重視した取り組みを行う
ために意識調査を行った。
方　　法：「認知症患者さんのトラブル」医院スタッフ
向け四コマ漫画解説図を公益社団法人認知症の人と家族
の会京都府支部のスタッフに閲覧してもらった後，無記
名アンケートに協力してくれた 15 名に対して，「（質問
1）認知症の方の歯科対応で難しいと感じた内容はどの
ようなことですか？�重複回答可」「（質問 2）四コマ漫
画は，認知症の方への歯科対応の参考になりました
か？」について意識調査を行った。
結果と考察：「（質問 1）認知症の方の歯科対応で難しい
と感じた内容はどのようなことですか？ 重複回答可」
では，1 位は入れ歯の管理，2 位は口腔ケア，3 位は治
療内容の理解，4 位は歯科治療の相談先，通院方法，摂
食嚥下リハビリテーション，5 位は訪問診療の情報，電
話対応，お支払いとの回答であった。「（質問 2）四コマ
漫画は，認知症の方への歯科対応の参考になりました
か？」では，大半の者が参考になったと回答した。今回
の意識調査から，認知症患者を取り巻く家族や施設職員
に対して義歯の取り扱いや口腔ケア指導の啓発活動の必
要性を感じた。また，認知症患者の歯科治療の相談窓口
や訪問歯科診療の情報提供をよりわかりやすく発信して
いくことが課題であると考えられた。今後，歯科が長期
的で積極的に認知症患者に携われるような環境づくりを
構築していく必要があると思われた。（COI 開示：な
し，倫理審査対象外）
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８0．新型コロナウイルス感染症拡大が高齢者施設職員の
感染対策意識や口腔ケア業務に与えた影響

日髙玲奈，田坂　樹，松尾浩一郎

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
地域・福祉口腔機能管理学分野

目　　的：高齢者施設は，感染症に対する抵抗力が弱い
高齢者等が集団で生活をする場であるため，感染症の発
生を予防することが重要となる。2020 年の新型コロナ
ウイルス感染症（COVID-19）の流行に伴って感染症へ
の対応がより一層強く求められるようになり，職員を取
り巻く環境は大きく変化した。本研究では，COVID-19
感染拡大によって，高齢者施設に勤務する職員の感染対
策意識と口腔ケア業務に及ぼした影響を明らかにするこ
とを目的とした。
方　　法：2021 年 9 月から 10 月に，関東・東海・九州
地方の特別養護老人ホーム，介護老人保健施設 40 施設
に勤務する職員 973 名（男性 325 名，女性 634 名，未回
答 14 名）を対象に無記名自記式質問票調査を実施し
た。質問票は職員の感染対策に関する意識や，口腔ケア
業務に関する項目から構成した。統計解析は記述統計を
用いた。
結果と考察：回答者の職種は介護職員 632 名（65.0％）
が最も多く，次いで看護職員 144 名（15.0％），介護支
援専門員 42 名（4.3％）であった。感染拡大後に日常業
務で気を付けるようになったこととして「施設に入る前
の手指消毒」や「排泄介助後の手指消毒」「手すりなど
の消毒」が挙げられた。日常生活で気を付けるように
なった点では，「マスクの常時着用」や「3 密を避ける」

「手指消毒の徹底」が挙げられた。
　口腔ケア業務は回答者の 80% 以上が実施しており，
感染拡大による頻度や時間の変化はほとんどみられな
かった。実施時に気を付けるようになった点として「利
用者との距離感」や「実施前後の手指消毒」を選択する
者が多く，実施に対して 108 名（13.0%）が困難感を感
じていることも明らかとなった。
　COVID-19 感染拡大の影響により，高齢者施設に勤
務する職員の感染症予防に対する意識が向上していた可
能性がある。また，感染拡大中でも感染対策に留意し口
腔ケア業務を実施することが推奨されていたため，実施
状況にほとんど変化はみられなかった。しかし実施時に
距離感などに注意するといった回答がみられたため，口
腔ケア実施時の感染対策に関する意識も向上していたこ
とが考えられた。高齢者施設ではコロナ禍においても感

染対策に十分留意しながら，口腔衛生状態を良好に保つ
ための取り組みが継続的になされていることが示唆され
た。（COI 開示：なし，東京医科歯科大学歯学部倫理審
査委員会承認：D2021-038）

８１．口腔機能低下症の ４ 種下位症状における主検査と代
替検査の比較

西　恭宏1），山下裕輔1），村上　格2），原田佳枝1）

益崎与泰1），堀之内玲耶1），池田菜緒1），櫻井智章1）

宮田春香1），中村康典3），西村正宏1）

鹿児島大学大学院医歯学総合研究科
口腔顎顔面補綴学分野1）

鹿児島大学病院成人系歯科センター義歯補綴科2）

独立行政法人国立病院機構鹿児島医療センター
歯科 ･ 口腔外科3）

目　　的：口腔機能低下症の下位症状項目には代替検査
の適用が挙げられている。しかし，これらの代替検査と
主検査との関係についての報告は少なく，検査としての
適切性が十分に検討されてはいない。したがって，これ
らの主検査と代替検査の結果を対比させて検討すること
が必要であると考えられる。今回，口腔機能低下症の主
検査に代替検査が示されている 4 種の下位症状項目にお
いて検討したので報告する。
方　　法：対象者は，2020 年 2 月から 2022 年 1 月まで
の期間に，鹿児島大学病院義歯インプラント科において
口腔機能低下症の検査を実施した 148 名（男性 83 名，
女性 65 名，平均年齢 76.2 歳）とした。
　主検査と代替検査を比較した口腔機能低下症の下位症
状は，口腔乾燥，咬合力低下，咀嚼機能低下，嚥下機能
低下の 4 つの下位症状とした。これら下位症状の主検査
および代替検査に加え，咬合力低下では，片側咬合力

（オクルーザルフォースメーター）による計測を行っ
た。なお，刺激時唾液量計測のサクソンテストはガーゼ
量を減らした改変法，咀嚼スコア法はグルコセンサーの
グミを利用して行った。各下位症状の検査は，Pearson
の相関分析，χ2 検定を行った。
結果と考察：主検査と代替検査の相関は，口腔粘膜湿潤
度と刺激時唾液量は低い相関（r＝0.204，p＝0.013），咬
合圧と残存歯数，咬合圧と片側咬合力，残存歯数と片側
咬合力，EAT-10 と聖隷式嚥下質問については中等度の
相 関（ そ れ ぞ れ，r＝0.546，p＜0.001，r＝0.571，p＜
0.001，r＝0.461，p＜0.001，r＝0.665，p＜0.001）を示し，
咀嚼能力検査と咀嚼スコア法は高い相関（r＝0.716，p＝
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0.013）を示した。相関が低かった口腔乾燥の 2 検査に
おいて，口腔乾燥の診断割合に有意差は認められなかっ
たが（p＝0.234），口腔粘膜湿潤度で口腔乾燥と診断さ
れた人の 81.7％は刺激時唾液量では正常であった。
　咬合力低下，咀嚼機能低下，嚥下機能低下における検
査の代替性はある程度あると考えられたが，口腔乾燥に
おいては口腔粘膜湿潤度と刺激時唾液量を同等に扱うこ
とは適当ではないと考えられた。口腔乾燥の評価として
は，安静時唾液評価である口腔粘膜湿潤度を用いること
が妥当であると思われる。（COI 開示：なし，鹿児島大
学疫学研究等倫理委員会承認：190165 疫）

８２．静電容量型感圧センサシートを用いた新たな咬合力
測定装置の併存的妥当性の検討：お達者健診研究

岩﨑正則1），小原由紀1），本川佳子1）

早川美知1），枝広あや子1），白部麻樹1）

渡邊　裕1，2），大渕修一1），平野浩彦1）

東京都健康長寿医療センター研究所1）

北海道大学大学院歯学研究院口腔健康科学分野
高齢者歯科学教室2）

目　　的：咬合力を簡易にかつ優れた信頼性で検出する
ことができる静電容量型感圧センサシートとそれを用い
た咬合力測定装置（以下，咬合力計）が開発された（医
療機器登録番号 23B2X10022000004）。本研究では地域
在住高齢者における咬合力計の測定結果を疫学的に記述
するとともに，デンタルプレスケールⅡによる咬合力

（以下，プレスケール咬合力），および既存の他の口腔機
能評価結果との関連を検討した。
方　　法：新たに開発された咬合力計は，測定対象者が
上下歯列間に挿入されたセンサシートを噛んだ際の静電
容量変化を検出し，それを咬合力に換算する。
　2021 年に実施したお達者健診研究参加者 596 名（平
均年齢 73.7 歳）を対象に咬合力計による咬合力（以下，
咬合力計咬合力）を測定した。さらにプレスケール咬合
力も測定した。その他，舌圧，咀嚼能力測定用グミゼ
リーによる咀嚼機能（以下，グミスコア），咀嚼チェッ
クガムによる咀嚼機能（以下，ガムスコア），舌苔付着
度，口腔水分計を用いた口腔粘膜湿潤度，オーラルディ
アドコキネシス，摂食嚥下障害スクリーニング質問紙票
EAT-10 による嚥下機能を測定した。
　研究対象集団における咬合力計咬合力の値を疫学的に
記述した後，咬合力計咬合力とプレスケール咬合力，お
よび他の口腔機能との間の Spearman の順位相関係数

を求めた。
結果と考察：咬合力計咬合力の平均（標準偏差）は研究
対 象 集 団 全 体 で 500.3（250.9）N で あ り， 男 性 581.6

（284.6）N，女性 446.9（209.9）N であった。咬合力計
咬合力はプレスケール咬合力と強い正の相関を示した

（相関係数＝0.73）。また，グミスコア，およびガムスコ
アと弱い正の相関（相関係数＝0.58 および 0.45）を示し
た。
　本研究結果から，咬合力計咬合力について，①地域在
住高齢者における平均値は約 500N であること，②プレ
スケール咬合力との間に併存的妥当性を有すること，③
咀嚼機能と正の相関を示すこと，がわかった。（COI 開
示：なし，東京都健康長寿医療センター研究倫理審査委
員会承認番号：R21-06）

８３．開口速度計の開発

奥村拓真，中根綾子，中川量晴，森豊理英子，柳田陵介
内田有俊，吉見佳那子，山口浩平，戸原　玄

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科医歯学専攻
老化制御学講座摂食嚥下リハビリテーション学分野

目　　　的：開口運動は嚥下と類似した舌骨上筋活動を
伴う。よって，舌骨上筋を強化する嚥下訓練として，開
口運動が応用されている。開口する力は測定器で測れる
が，最大限開口した時点の筋力であり，それのみで舌骨
上筋の特性や筋機能のすべてを表せているとはかぎらな
い。そこで，舌骨上筋群が主に収縮速度が速いタイプⅡ
の筋線維から構成されている点，筋機能評価には筋収縮
の速度が利用できる点に着目し，開口する速度を測定す
ることが嚥下リハの臨床に意義深いと考えた。本研究
は，新しく開発された測定器（開口速度計）を用いて開
口する速度を測り，その信頼性と妥当性を明らかにする
ことを目的とした。
方　　法：開口速度の測定は「開口速度測定器（バン
ドー化学）」を用いて計測を行った。本機器はヘッドギ
ア型で，顎下に伸びるパーツにストレッチセンサが組み
込まれており，その伸長量に応じた静電容量の変化で開
口を判定し，開口速度（％ /sec）を計測した。まず健
常成人のボランティア 12 人で開口速度測定器の計測の
信頼性を確認した。その後，除外基準を，顎関節症をも
つ者，ペースメーカーを使用している者として，65 歳
以上の健常高齢者のボランティア 36 名（男性 18 名，女
性 18 名，72.4±5.5 歳）を対象として計測を行った。対
象者の身長，体重，性別，年齢，開口速度，超音波検査
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によるオトガイ舌骨筋の横断面の断面積の取得したデー
タのうち，開口速度，オトガイ舌骨筋の断面積と他の変
数との相関を Pearson の相関係数で検討した。
結果と考察：開口速度の検査者内信頼性ρ＝0.918，検査
者間信頼性ρ＝0.971 で計測の信頼性は高かった。また，
開口速度はオトガイ舌骨筋の断面積と有意に相関を認め
た（r＝0.499，p＜0.01）。これらの結果より，開口速度は
再現性をもって計測可能な指標であり，オトガイ舌骨筋
の筋量と関連がある可能性がある。今後は開口速度と嚥
下機能との関連を検討していきたい。（COI 開示：バン
ドー化学株式会社，東京医科歯科大学歯学部倫理審査委
員会：D2014-047）

８４．超音波診断装置を用いた神経筋電気刺激による顎二
腹筋前腹の形状および硬さの評価

府馬亮介1），大久保真衣1），三浦慶奈1）

杉山哲也2），石田　瞭1）

東京歯科大学口腔健康科学講座
摂食嚥下リハビリテーション研究室1）

東京歯科大学千葉歯科医療センター総合診療科/
摂食嚥下リハビリテーション科2）

目　　的：舌骨上筋群の筋力低下は舌骨および喉頭の挙
上量の減少，それに伴う食道入口部の開大不全，咽頭残
留物の増加を引き起こす。神経筋電気刺激（Neuro
muscular�Electrical�Stimulation；NMES）は，断続的
な筋収縮により筋力を増強させることから，廃用性筋萎
縮の予防や，運動機能障害に効果的であるといわれてい
る。本研究では，顎二腹筋前腹への NMES による筋肉
の変化を超音波診断装置にて定量評価することでその効
果を検証した。
方　　法：対象は，顎口腔・顔面領域に異常のない健常
成人 6 名（男性 4 名，女性 2 名，平均年齢 28.8±2.2 歳）
と し た。 初 回 に 超 音 波 診 断 装 置（Real-time�Tissue�
Elastography，Noblus，HITACHI）を用いて安静時と
開口時それぞれの左側顎二腹筋前腹の硬さ（SR 値），周
囲長，面積，左右径，上下径を計測した後，顎二腹筋前
腹に対し，NMES（バイタルスティムプラス）を用いて�
1 回 30 分，週 1 回，4 週間の NMES 訓練（咀嚼運動，
嚥下運動併用）を施行した。開始より 2 週後，4 週後に
初回と同様の検査にて評価を行い，各期間における
NMES の効果を検証した。統計学的分析は Wilcoxon の
符号順位和検定を用いた。
結果と考察：安静時上下径は実施前中央値 6.57�mm（四

分 位 範 囲 5.58～7.68�mm） と 比 較 し て 2 週 目 7.27�mm
（ 四 分 位 範 囲 6.67～8.10�mm） で 有 意 差 を 認 め（p＜
0.01）， 実 施 前 と 4 週 目 7.47�mm（ 四 分 位 範 囲 6.38～
8.05�mm）との比較においても有意差を認めた（p＜
0.05）。安静時周囲長は実施前中央値 3.56�cm（四分位範
囲 3.43～3.77�cm）と比較して 4 週目 3.80�cm（四分位範
囲 3.51～4.14�cm）で有意差を認めた（p＜0.05）。開口時
SR 値は実施前中央値 0.87（四分位範囲 0.60～0.95）と比
較して 4 週目 0.97（四分位範囲 0.89～1.45）において有
意差を認めた（p＜0.05）。本研究より，NMES によるリ
ハビリテーションは筋形態に影響を及ぼす可能性が示唆
された。今後被験者数をさらに増やし，超音波診断装置
を用いた若年者における NMES の効果を明らかにし，
さらに高齢者でも本法が有効であるのか検証していきた
い。（COI 開示：なし，東京歯科大学倫理審査委員会承
認番号：1075）

８５．不安定な座位姿勢の保持と口腔の運動が咀嚼運動に
及ぼす影響 
―健常者における検討―

森下元賀1），西川弘太郎2）

吉備国際大学保健医療福祉学部理学療法学科1）

津山工業高等専門学校総合理工学科機械システム系2）

目　　的：高齢者において，特に脳卒中患者では側方へ
の姿勢保持が不安定となり，左右非対称な座位姿勢を取
ることが多い。不安定な座位姿勢では頭部の保持のため
に口腔周囲筋が使用されることが報告されており，食事
動作において口腔周囲筋の疲労を早めて咀嚼，嚥下機能
に影響を与えることが予想される。そこで，不安定な座
位姿勢でさらに口腔の運動を行うことによる咀嚼能力，
口腔周囲筋の筋活動を健常者において検証し，高齢者の
姿勢への介入の必要性を明らかにすることを目的とし
た。
方　　法：口腔，嚥下機能に問題のない健常者 10 名

（平均年齢 21.7±0.5 歳）を対象とした。対象者には座位
姿勢を取らせ，咬筋と舌骨上筋群に筋電図電極を貼付し
た。測定は座位を取り始めた直後，5 分後，10 分後にグ
ルコセンサー（ジーシー）のグミ（グルコラム）を咀嚼
させ，そのときの筋電図を測定した。測定は，足底非接
地の端座位（通常座位），習慣的咀嚼側に 20°傾斜させ
た座位（傾斜座位）で行い，さらにそれぞれの姿勢で安
静にする条件と，座位保持中に棒付き飴の形状の樹脂を
舐め続ける条件をそれぞれ行う合計 4 条件を異なる日に
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測定した。解析項目はグルコセンサーによる咀嚼能力，
筋電図による咀嚼サイクル，1 回の咀嚼当たりの咬筋活
動量，咬筋活動時間，舌骨上筋群活動量，およびグルコ
ラム咀嚼中のそれぞれの変動係数（標準偏差/平均値）
とした。統計学的解析は一元配置分散分析で，時間によ
る変化と条件間での比較を行った。
結果と考察：樹脂を舐める条件では通常座位，傾斜座位
の両方で時間とともに咀嚼サイクル，咬筋活動量，舌骨
上筋群活動量のそれぞれの変動係数が増加した（p＜
0.05）。しかし，条件間での増加の程度に有意差はなかっ
た。舌骨上筋群活動量は樹脂を舐める傾斜座位のみで時
間とともに減少した（p＜0.05）。咀嚼能力，咬筋活動時
間および変動係数は各条件間でも時間経過でも有意差は
なかった。このことから口腔の運動を行うことは咀嚼リ
ズムを変化させることが示された。また，姿勢保持に身
体的努力を要する座位姿勢は，口腔の運動によって咀嚼
時の舌骨上筋群の活動性を低下させやすく，舌による移
送や嚥下機能に影響を与える可能性が示された。（COI
開示：なし，吉備国際大学倫理審査委員会承認番号：
20-38）

８６．成人期における口腔機能発達不全の実態調査

山田裕之1, 2），田村文誉1, 2），駒形悠佳1, 2）

保母妃美子1, 2），新藤広基1），佐藤志穂1, 2）

平林正裕3），花形哲夫4），菊谷　武1, 2）

日本歯科大学附属病院口腔リハビリテーション科1）

日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック2）

平林歯科医院（長野県）3）

花形歯科医院（山梨県）4）

目　　的：平成 30 年度に，口腔機能管理の充実を目的
に口腔機能発達不全症と口腔機能低下症が同時に歯科医
療保険に新規収載された。しかし，口腔機能発達不全症
と口腔機能低下症の対象年齢間に口腔機能の問題がある
かのデータはない。そのため，口腔機能が正常に発達せ
ず，口腔機能発達不全症を有する成人が一定数存在する
のではないかと仮説を立てた。
　本研究では，口腔機能発達不全症の対象年齢以降の患
者について，実態を調査することを目的としてパイロッ
ト研究を行った。
方　　法：本研究は，地域歯科医院に協力を求め，任意
で調査を行った。対象者は，口腔機能発達不全症の対象
年齢以降の 15 歳から 45 歳までとし，摂食機能障害の原
因疾患を有さない患者とした。評価方法は，口腔機能発

達不全症（離乳完了後）のチェックリストを用いて，歯
科医師が判定した。
　データは，年齢を 6 区分（① 15～20 歳・② 21～25
歳・③ 26～30 歳・④ 31～35 歳・⑤ 36～40 歳・⑥ 41～
45 歳）に分けて解析した。
結果と考察：6 歯科医院（東京都・山梨県・長野県・岐
阜県）から 58 名のデータが集まり，口腔機能発達不全
症の該当者は，13 名（①�5/9 名・②�0/4 名・③�0/14
名・④�2/8 名・⑤�4/10 名・⑥�2/13 名）で 17.2％であっ
た。
　該当者の食べる機能（A）のチェック項目で一番多い
のは「C-6�偏咀嚼がある」6 名と「C-5�咀嚼時間が長す
ぎる，短過ぎる」5 名の順であった。また，その他の項
目では，「C-14�口呼吸がある」8 名であった。① 15～20
歳の食べる機能（A）では「C-2� 機能的因子による歯
列・咬合の異常がある」3/5 名であり，その他では「C-
10� 口唇閉鎖不全がある（安静時に口唇閉鎖を認めな
い）」3/5 名であった。
　調査地と調査施設の選定基準がないため，口腔機能発
達不全症の該当者の割合は正確ではないが，一定数の割
合で口腔機能発達不全症の該当者がいることを確認し
た。一方，成人期初期以降に症状が出ると考えられる
チェック項目も予測でき，早期に口腔機能低下が起こっ
ている可能性も否定できない。しかし，15～20 歳から
症状が継続し口腔機能に問題を有する者も認められてお
り，なんらかの対応を行わない場合は，高齢期に影響が
及ぶことも推測される。よって，生涯にわたる口腔機能
の継続した管理が必要であることが示された。（COI 開
示：なし，日本歯科大学生命歯学部倫理審査委員会承認
番号：NDU-T2021-36）

８７．後期高齢者の食事満足度に影響を及ぼす口腔関連要
因について 
―島根県後期高齢者歯科口腔健康診査解析から―

齋藤寿章1），富永一道2），井上幸夫1）

西　一也2），清水　潤2）

島根県歯科医師会1）

島根県歯科医師会地域福祉部委員会2）

目　　的：本研究の目的は，後期高齢者の食事満足度に
影響を及ぼす口腔関連要因を，島根県後期高齢者歯科口
腔健康診査（LEDO 健診）データを用いて横断的・探
索的に検討することである。
方　　法：島根県後期高齢者医療広域連合から提供され
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た平成 29 年度 LEDO 健診データ 8,762 名のうち，健
診・問診結果の欠損を除外した 7,587 名（男/女：42％/�
58％，70代/80 代：48％/52％）を解析対象とした。
　［解析 1］食事満足度の評価は問診項目の「食事はお
いしいですか」の設問から，とてもおいしい，おいし
い，普通以下の 3 群の変数とした。口腔関連要因は口腔
構造・口腔機能・口腔感覚・歯科保健行動・服薬数・食
事状況とした。食事満足度と基本属性・口腔関連要因の
下位尺度の各変数とのクロス集計を行った。
　［解析 2］食事満足度のおいしい非該当/該当 2 値を目
的変数，解析 1 で有意な関連があった変数を説明変数と
して，ステップワイズ法による二項ロジスティック回帰
分析を行い，口腔関連要因の代表変数を選択した。食事
満足度 2 値を目的変数として，基本属性に次いで口腔関
連要因を階層別に強制投入する階層的ロジスティック回
帰分析を行い擬似決定係数の変化を観察し，影響を及ぼ
す要因を検討した。
結果と考察：［解析 1 の結果］口腔関連要因の各変数の
うちχ2 検定と傾向検定が有意であった 15 の変数を選択
した。
　［解析 2 の結果］ステップワイズ法による二項ロジス
ティック回帰分析により選択された変数は，主観的咀嚼
能力，味覚低下，口腔乾燥感，定期歯科受診，服薬数，
食事の速さ，調理の工夫有無，肉・魚の摂取頻度であっ
た。階層的ロジスティック回帰分析の結果，影響力が最
も強かった要因は口腔機能（主観的咀嚼能力：影響力割
合 36.7％）で最終階層でのオッズ比は 1.88（p 値：＜
0.001）であった。次いで，口腔感覚（味覚低下・乾燥
感）＞食事状況＞服薬数＞歯科保健行動の順であった。
　口腔機能と口腔感覚が食事満足度に及ぼす影響力は強
く，咀嚼能力と味わう感覚が良好であることの重要性が
示された。また，肉・魚の摂取頻度が少ない者，食事が
遅い者や調理の工夫が必要な者ほど満足度が低いこと，
服薬数が多い者や定期歯科受診をしていない者は全身の
健康や口腔管理の低下で食事満足度に影響を受けている
可能性があることが示唆された。（COI 開示：なし，島
根県歯科医師会倫理委員会審査承認番号：13 号）

８８．通所介護サービス利用者における低栄養リスクに関
連する要因の検討

小原由紀1），岩﨑正則1），白部麻樹1），岩佐康行2）

森下志穂1, 3），恒石美登里4），小玉　剛5），平野浩彦1）

渡邊　裕1, 6），吉田光由7），水口俊介8）

東京都健康長寿医療センター研究所1）

原土井病院歯科2）

明海大学保健医療学部口腔保健学科3）

日本歯科総合研究機構4）

日本歯科医師会5）

北海道大学大学院歯学研究院口腔健康科学分野
高齢者歯科学教室6）

藤田医科大学歯科口腔外科学講座7）

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
高齢者歯科学分野8）

目　　的：高齢期における口腔機能低下は栄養状態に影
響をもたらすと考えられているが，その報告の多くは，
地域在住高齢者や施設入所者，入院患者を対象としてい
る。本研究は通所サービスを利用する要介護高齢者にお
ける栄養状態に関連する口腔機能の要因を探索すること
を目的とした。
方　　法：北海道，秋田県，東京都，福岡県内の 6 カ所
の通所介護事業所を利用する要介護高齢者 269 名（男性
53 名，女性 216 名，平均年齢 83.8±13.0 歳）を対象とし
た。 栄 養 状 態 の 評 価 に は，Mini�Nutritional�Assess
ment-Short�Form（以下，MNA®-SF）を用い，合計点
数 12 点以上を栄養状態良好群，11 点以下を低栄養リス
ク群とした。口腔機能は，現在歯数に補綴歯数を加えた
機能歯数，咬合力（プレスケールⅡ），舌圧（JMS 舌圧
測定器），舌運動巧緻性（オーラルディアドコキネシス
ta 音），改訂水飲みテスト（3 点以下で嚥下障害リスク
あり）で評価した。栄養状態良好群と低栄養リスク群の
差異について，連続変数については Mann-Whitney�U
検定，カテゴリ変数についてはχ2 検定を用いて検定を
行い，多変量解析として二項ロジスティック回帰分析を
用いて，低栄養リスクに関連する口腔機能の要因を探索
した。
結果と考察：対象者全体の MNA®-SF の平均値は 11.6±
1.9 点であり，低栄養リスク群の割合は 43.1％であった。
低栄養リスク群の舌圧の中央値は 22.8�kPa であり，栄
養状態良好群の中央値 27.9�kPa と比較して有意に低
かった。嚥下障害リスクのある者の割合は，低栄養リス
ク群では 13.9％であり，栄養状態良好群の 6.1％と比較
して有意に高かった。年齢および性別で調整した多変量
解析の結果では，舌圧が低栄養リスクに有意に関連する
要因として抽出された（舌圧 1�kPa 増加ごとの低栄養リ
スクのオッズ比 0.95，95％信頼区間 0.92～0.98）。本研究
の結果，通所サービスの利用者の約 4 割に低栄養リスク
を認め，口腔機能では舌圧低下が関連していた。通所
サービス利用の要介護高齢者においては舌圧の維持が低
栄養リスクの低減につながる可能性が示された。今後，
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舌圧の改善が栄養状態にもたらす効果を検証していく必
要がある。（COI 開示：なし，東京都健康長寿医療セン
ター研究部門倫理審査委員会承認番号：R2-迅8）

８９．臼歯咬合支持を喪失したまま義歯を使用せず経口摂
取している高齢者に関する調査

森豊理英子，中川量晴，山口浩平，石井美紀
吉見佳那子，中根綾子，内田有俊，戸原　玄

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
摂食嚥下リハビリテーション学分野

目　　的：要介護高齢者は，通院困難などの理由で，義
歯を装着できず長期に機能的咬合支持を喪失している者
が多い。摂食嚥下の臨床で，義歯を使用せずとも咀嚼を
要する食品を摂取し，食塊形成や嚥下が良好な例を経験
する。これは顎堤などで食品を押しつぶしていると推測
され，その能力の評価は臨床上重要であると考える。今
回予備調査として，義歯を使用せず食事摂取をしている
高齢者が実際どの程度存在するか調査した。
方　　法：2021 年 9 月 1 日～10 月 31 日の期間に当科を
受診した 65 歳以上の嚥下障害患者 200 名と高齢者福祉
施設に入居する 97 名，計 297 名を対象とした。当科受
診患者はカルテを後ろ向きに，施設入居者は施設に聞き
取りを実施した。調査項目は，年齢，性別，経管栄養の
有無，臼歯咬合支持の有無，義歯の有無およびその義歯
を使用して食事しているか，の 4 項目とし，対象者を嚥
下障害患者と要介護高齢者に分け，義歯を使用せず経口
摂取している者の割合を算出した。なお，本研究では統
計学的な解析は実施していない。
結果と考察：嚥下障害がある高齢者（平均年齢 80.3±8.2
歳，男性 108 名，女性 92 名）では，経管栄養をしてい
る者は 57 名，経口摂取をしている者は 143 名であっ
た。この 143 名のうち，臼歯咬合支持がない者は 64 名

（44.8％），義歯がある者は 41 名（28.7％），臼歯咬合が
なくかつ義歯を使用せず経口摂取している者は 17 名

（11.9％）であった。一方，要介護高齢者（平均年齢
86.6±7.6 歳，男性 27 名，女性 70 名）では，臼歯咬合支
持がない者は 52 名（53.6％），義歯がある者は 21 名

（21.6％），臼歯咬合がなくかつ義歯を使用せず経口摂取
している者は 32 名（33.0％）であった。嚥下障害患者
より要介護高齢者のほうが，義歯を使用せず経口摂取を
している者の割合が多く，要介護高齢者では約 3 割が前
歯のみあるいは顎堤で食品を押しつぶして食事摂取して
いることが明らかになった。本調査では，食事摂取が安

全にされているかまでは調査できていない。一定数存在
する，義歯を使用せず経口摂取をしている高齢者の口腔
で食品を押しつぶす能力を客観的に評価する指標が必要
であると思われる。（COI 開示：なし，東京医科歯科大
学歯学部倫理審査委員会承認番号：D2020-024）

９0．脳卒中回復期における摂食嚥下障害のリスク因子と
なる口腔機能障害

関本　愉1，2），坂井　鮎3，4），松尾浩一郎5）

藤田医科大学医学部歯科・口腔外科学講座1）

東京医科歯科大学大学院高齢者歯科学分野2）

藤田医科大学病院歯科・口腔外科3）

新潟大学大学院医歯学総合研究科口腔生命福祉学専攻4）

東京医科歯科大学大学院地域・福祉口腔機能管理学分野5）

目　　的：口腔機能低下症では食べる機能を直接障害す
ることはほとんどない。しかし，口腔機能が明らかに障
害されると食べる機能に問題を引き起こす可能性があ
る。そこで，われわれは口腔機能障害が摂食嚥下障害の
リスク因子となるか脳卒中回復期の患者を対象に横断的
に検討した。
方　　法：回復期リハビリテーション病棟に入院した脳
卒中患者のうち研究に同意を得られた者を対象とした。
回復期病棟入棟から平均 6 日後に，口腔機能低下症の測
定に準じて 7 項目の口腔機能を測定し，摂食レベルを
Functional�Oral� Intake�Scale（FOIS） で 評 価 し た。
FOIS スコアが 1～5 の対象者を摂食嚥下障害あり群，
FOIS スコアが 6～7 の対象者を摂食嚥下障害なし群と
した。摂食嚥下障害の有無を目的変数として，口腔機能
低下症の各項目に対してROC曲線を描きAUCを求め，
感度と特異度を算出した。
結果と考察：対象は 328 名（平均年齢 69.0±13.3 歳，男
性 63.4％），摂食嚥下障害あり群は 175 名（53.4％）で
あった。AUC はすべての口腔機能検査において有意で
あったが，咀嚼機能検査は窒息のリスクを考慮し，対象
者の半数以下でしか実施できなかった。口腔不潔と口腔
乾燥は AUC が 0.6 を下回っていた。その他 4 項目で
は，舌圧は 0.796，舌口唇運動機能は 0.736，咬合圧は
0.669，EAT-10 は 0.659 であった。舌圧ではカットオフ
値を 24�kPa としたとき感度 0.76，特異度 0.71 となっ
た。舌口唇運動機能ではカットオフ値を 5.0�回/秒とし
たとき感度 0.78，特異度 0.62，咬合力ではカットオフ値
を 450�N にしたとき感度 0.65，特異度 0.64 であった。
　口腔機能低下症の指標である口腔機能検査と摂食嚥下
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障害との間には有意な関係が認められた。このうち，嚥
下障害の指標となっているEAT-10 を除いた場合には，
舌圧，舌口唇運動機能，咬合力が摂食嚥下障害とより強
い関連性を示していた。これらの項目のカットオフ値
は，口腔機能低下症よりも低い機能レベルである口腔機
能障害の指標として活用できることが示唆された。（COI
開示：なし，藤田医科大学倫理審査委員会承認番号：
HM18-026）

９１．口腔機能低下症患者に対する半年間の口腔機能管理
の実施効果

堀部耕広，堀　綾夏，栁澤光一郎，竜　正大，上田貴之

東京歯科大学老年歯科補綴学講座

目　　的：口腔機能低下症と診断された高齢者には，管
理計画を立案して口腔機能管理を実施する。その管理内
容や期間については，個々の歯科医師の判断に委ねられ
るところが大きく，効果検証に関する報告も少ないのが
現状である。そこで今回，6 カ月間継続して口腔機能管
理を行った口腔機能低下症患者を対象に，口腔機能管理
の実施効果を検討することを目的に調査を行った。
方　　法：東京歯科大学水道橋病院補綴科の 65 歳以上
の患者で，口腔機能低下症と診断された 102 名（年齢
78.0±7.0 歳）を対象とした。そのなかで 6 カ月間口腔機
能管理を行い，その後の再評価を行った 41 名（年齢
79.8±6.3 歳）を解析対象者とした。口腔機能精密検査に
加え，佐藤らの咀嚼機能評価表，最大握力，厚労省作成
の基本チェックリスト，Body�Mass�Index（BMI），食
品摂取多様性スコア，フェイススケールの測定を行っ
た。担当医が各患者に適すると考える管理計画を策定し
て 6 カ月間の管理を実施後，開始時と同様の項目につい
て再評価を行った。検査および口腔機能管理は，すべて
各担当歯科医師と歯科衛生士によって行われた。統計解
析 は， 開 始 時 と 再 評 価 時 の 各 評 価 項 目 の 比 較 を
Wilcoxon の符号付順位検定で行った。
結果と考察：開始時の口腔機能精密検査での該当率は，
口腔不潔 51.2％，口腔乾燥 60.5％，咬合力 79.1％，舌口
唇運動 72.1％，咀嚼機能 44.2％，低舌圧 55.1％，嚥下機
能 23.3％であった。開始時と再評価で，最大舌圧は
26.8±10.0�kPa から 30.2±6.9�kPa に，グルコース溶出量
に よ る 咀 嚼 能 力 検 査 は 104.8±55.3�g/mL か ら 122.9±
56.2�g/mL に，咀嚼機能評価表は 64.8％から 72.3％にな
り，開始時と再評価時の間にそれぞれ有意差を認めた。
他の項目では，両群間に有意差は認めなかった。該当項

目が 2 項目以下となり，口腔機能低下症から回復した者
は 21％であった。管理内容は，咀嚼指導，生活習慣，
栄養や食生活等の指導，口腔機能訓練等であった。
　以上のことから，6 カ月間の口腔機能管理により口腔
機能が向上もしくは維持できたと考えられ，高齢者への
口腔機能管理の有効性が示された。今後は機能訓練や栄
養指導など介入内容と効果の関係性を検証する必要があ
る。（COI 開示：なし，東京歯科大学倫理審査委員会承
認番号：986）

９２．２ 施設における口腔機能低下症の検査と管理状況の
実態調査

山下裕輔1），西　恭宏1），村上　格2），山下皓三3）

原田佳枝1），益崎与泰1），池田菜緒1），櫻井智章1）

宮田春香1），西村正宏1）

鹿児島大学大学院医歯学総合研究科
口腔顎顔面補綴学分野1）

鹿児島大学病院成人系歯科センター義歯インプラント科2）

山下歯科（鹿児島県）3）

目　　的：平成 30 年度診療報酬改定により，口腔機能
の検査と管理が「口腔機能低下症」の病名の下に評価さ
れるようになった。しかし，まだ口腔機能低下症は広く
実施されておらず，これらの検査と管理の縦断的実施状
況についての情報も不足している。平成 30 年から口腔
機能低下症の検査と管理を行っている 2 施設において，
約 3 年間の検査と管理の継続状況などについて検討した
ので報告する。
方　　法：病院診療科の鹿児島大学病院義歯インプラン
ト科（以下，施設 A）と歯周治療を専門的に行ってい
る鹿児島市の 1 歯科診療所（以下，施設 B）において，
2018 年 7 月から 2021 年 11 月の 3 年 4 カ月の期間に実
施した口腔機能低下症の検査の横断的検査状況と縦断的
検査状況を調査した。
結果と考察：検査受診者数は，施設 A が 192 名，施設
B が 326 名で，平均年齢は施設 A が 76.3 歳，施設 B が
76.4 歳でほぼ同じだったが，口腔機能低下症の該当率は
施設 A が 86.5％，施設 B が 42.0％だった。両施設間の
舌圧と残存歯数の平均は大きく異なり，統計的な有意差
が認められた。また，10 歳ごとの年代別の口腔機能低
下症の該当率の増加は，施設 A は約 5％，施設 B は約
10％であった。検査の縦断的実施状況については，経時
的な検査回数における対象者数と前検査に対する実施割
合は，施設 A は 1 回目 120 名，2 回目 37 名（30.8％），
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3 回目 18 名（48.6％），4 回目 9 名（50.0％），施設 B は
1 回目174 回，2 回目 98 回（56.3％），3 回目 39 回（39.8％），
4 回目 13 回（33.3％）であった。
　上記の結果より，補綴治療が主の患者と歯周治療メイ
ンテナンスが主の患者では，残存歯数が異なるが口腔機
能低下の度合いと年齢に伴う進行度に違いがあり，義歯
治療患者の口腔機能管理の必要性は高いと考えられた。
また，検査と管理の継続性については，施設 A は口腔
機能低下症該当者が多いが管理は小数層に限られた様子
がうかがわれ，施設 B では該当者は多くはないが管理
の継続者数が減少しており，口腔機能管理の継続性に関
して今後の検討が必要と考えられた。（COI 開示：な
し，鹿児島大学疫学研究等倫理委員会承認番号：190313
疫）

９３．口腔乾燥症患者の口腔機能に関する主観的評価 
―自己チェックリストによる検討―

水橋　史1），渡會侑子1），戸谷収二2），中谷佑哉2）

日本歯科大学新潟生命歯学部歯科補綴学第 1 講座1）

日本歯科大学新潟病院口腔外科・口のかわき治療外来2）

目　　的：口腔機能の低下は，フレイルから要介護状態
への過程のなかで比較的早期にみられる症状である。口
腔機能低下症を放置することにより，低栄養やサルコペ
ニアのリスクが高まり，最終的に摂食嚥下障害を引き起
こすといわれている。そのため，口腔機能低下症への早
期介入を行い，健康な状態に回復することが重要であ
る。本研究では，口腔乾燥症患者の口腔機能に関する主
観的評価について，自己チェックリストによる検討を
行った。
方　　法：対象者は，日本歯科大学新潟病院口のかわき
治療外来に来院した口腔乾燥症患者 48 名（男性 11 名，
女性 37 名，平均年齢 67.3±13.8 歳）とした。自己チェッ
クリストは，日本老年歯科医学会の口腔機能低下症患者
向けリーフレットに掲載されている 9 項目（1．食べ物
が口に残るようになった，2．硬いものが食べにくく
なった，3．食事の時間が長くなった，4．食事の時にむ
せるようになった，5．薬を飲み込みにくくなった，6．
口の中が乾くようになった，7．食べこぼしをするよう
になった，8．滑舌が悪くなった，9．口の中が汚れてい
る）を用いた。さらに，対象者を 65 歳以上（28 名）と
65 歳未満（20 名）の 2 群に分類し，各項目の該当率に
ついて年齢層の違いによる検討を行った。
結果と考察：自己チェックリストの 9 項目のうち，最も

該当率が高かったのは「6．口の中が乾くようになっ
た」で対象者の 77.1％が該当しており，その他は，食べ
にくさに関する項目であった。口腔乾燥感は，65 歳未
満では 95.0％が該当していたが，65 歳以上では 64.3％
の該当率であった。また，口腔乾燥感のみに該当してい
たのは，65 歳未満では 20.0％であったのに対し，65 歳
以上では 7.1％であった。65 歳以上では，口腔乾燥感の
ほかに「3．食事の時間が長くなった」および「7．食べ
こぼしをするようになった」に該当する対象者の割合が
多く，65 歳未満の約 2 倍の該当率であった。以上の結
果から，口腔乾燥感は，比較的早期に現れる口腔機能低
下症状であり，65 歳以上では食べにくさに関する症状
が増加することが示唆された。口腔乾燥感が現れた場合
には，口腔機能低下症の客観的検査を実施して早期の介
入を行うことで，さらなる口腔機能低下症状の発現予防
につながる可能性が考えられた。（COI 開示：なし，日
本歯科大学新潟生命歯学部倫理審査委員会承認番号：
ECNG-R-448）

９４．新規開発されたジェルタイプの義歯安定剤による口
腔乾燥やカンジダに対する効果

岡田和隆1，2），馬場陽久2），平良賢周2），武田雅彩2）

木村千鶴2），渡邊　裕2），山崎　裕2）

医療法人渓仁会定山渓病院歯科診療部1）

北海道大学大学院歯学研究院口腔健康科学分野
高齢者歯科学教室2）

目　　的：義歯安定剤は適切に使用されないと，義歯や
口腔粘膜に残留した義歯安定剤はカンジダなどの微生物
の温床になることが指摘されている。最近，水洗で容易
に除去可能なジェルタイプの義歯安定剤が登場した。そ
こで口腔乾燥を有する全部床義歯装着者において，この
義歯安定剤の使用が口腔乾燥やカンジダにどのような影
響を及ぼすか，従来のクリームタイプの義歯安定剤と比
較検討した。
方　　法：北海道大学病院に通院中の全部床義歯装着者
のうち，義歯装着後 3 カ月以上経過した後に義歯の形態
や咬合に修正の必要がなく，義歯に十分な満足感が得ら
れず，口腔乾燥が認められ，研究参加同意取得の 3 カ月
以前に義歯安定剤を使用したことがない 20 歳以上の者
を対象とした。対象者には，義歯安定剤としてジェルタ
イプ（ピタッと快適ジェル，以下 Pi）またはクリーム
タイプ（新ポリグリップ Sa，以下 Sa）を 1 カ月間使用
してもらい，その前後で口腔乾燥に関する指標とカンジ
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ダ菌種や菌数を評価し，統計学的に検討した。なお，ど
ちらの義歯安定剤を使用するかはブロックランダム化で
割付を行った。
結果と考察：現在までに対象者は 14 名（男性 3 名，女
性 11 名，年齢の中央値 83 歳，57～91 歳）で，Pi 使用
者，Sa 使用者はそれぞれ 7 名であった。口腔粘膜およ
び義歯に付着するカンジダに関し，Pi 群，Sa 群の両群
において，義歯安定剤使用前のカンジダ菌種の組成に相
違はなかった。口腔粘膜水分量では，両群とも舌背の水
分量を増加させる効果を認め，Pi 群のほうがその効果
は大きかった。頰粘膜の水分量では，Sa 群で有意な減
少を認めた。主観的口腔乾燥感および客観的口腔乾燥で
は，どちらの義歯安定剤も効果は認めなかった。カンジ
ダについてはその菌数が介入前から極端に多い者を除外
して解析した。義歯に付着するカンジダについて，いず
れの義歯安定剤も介入前後で菌数に明らかな差を認めな
かった。一方，口腔粘膜のカンジダ菌数は Pi 群では減
少し，菌種別では特に Candida glabrata でその傾向が
明らかであった。Sa 群では逆にカンジダ菌数の増加が
認められたが，菌種による差が認められた。本研究は対
象者数が少ないため，さらに対象者数を増やした検討が
望まれる。（COI 開示：なし，国立大学法人北海道大学
臨床研究審査委員会承認番号：認 018-047）

９５．回復期リハビリテーション病棟における歯科との連
携状況 
―自記式質問票による全国調査―

田坂　樹1），日髙玲奈1），岩佐康行2）

古屋純一3），大野友久4），貴島真佐子5）

金森大輔6），寺中　智7），松尾浩一郎1）

東京医科歯科大学大学院地域・福祉口腔機能管理学分野1）

原土井病院歯科/摂食・栄養支援部2）

昭和大学歯学部高齢者歯科学講座3）

浜松市リハビリテーション病院歯科4）

わかくさ竜間リハビリテーション病院歯科5）

藤田医科大学医学部七栗記念病院歯科6）

足利赤十字病院口腔治療室7）

目　　的：脳卒中回復期では，ADL の向上とともに経
口摂取状況が改善していくため，回復期における適切な
口腔機能管理が，口腔問題の解消と口腔機能の向上のた
めに不可欠であると考えられる。しかし，回復期リハビ
リテーション（リハ）病棟での歯科医療者のかかわりは
不十分な状態にあると予想される。そこで，今回われわ

れは，回復期リハ病棟における歯科とのかかわりを明ら
かにするため，全国調査を実施した。
方　　法：回復期リハ病棟協会の会員の 1,235 施設を対
象とし，歯科との連携に関する無記名自記式質問票を郵
送し，回答をもって調査協力への同意を得たものとし
た。質問内容は，病院における歯科とのかかわり方，連
携による効果，連携の阻害要因などから構成された。回
答が得られた質問票を記述統計にて分析した。
結果と考察：319 施設（回収率 26％）から回答が得られ
た。回答が得られた施設のうち 94％の施設で，病棟入
院患者に対して歯科治療が実施されていると回答された
が，そのうち 74％は歯科訪問診療であった。病院に勤
務している歯科医師と歯科衛生士の人数は，常勤，非常
勤含めて中央値でそれぞれ 0 名であった。病院での歯科
治療が始まったきっかけは，病院管理者からの提案が
44％と一番多く，連携の効果としては，患者の食形態の
向上（68％），病棟スタッフの口腔への意識の向上

（57％）などの回答が高い割合を示した。歯科専門職と
の連携のために重要なことは，医療関係者への周知と普
及啓発（68％）や診療報酬上の評価（52％）などが挙げ
られた。
　本調査では，歯科とのかかわりがすでにある施設が多
く回答していた。そのため，歯科との連携の阻害要因に
ついて明らかにするのは困難であったと考えるが，回復
期リハにおける歯科との連携の仕方について明らかに
なった。勤務している歯科専門職はほとんどない一方
で，歯科とのかかわりによる効果について実感している
施設が多くあった。今後は，回復期リハビリテーション
における歯科介入効果を明らかにしていくことが，歯科
連携強化につながると考えた。（COI 開示：なし，科研
費基盤研究 B（21H03154），東京医科歯科大学歯学部倫
理審査委員会承認番号：D2021-042）

９６．地域要介護高齢者歯科診療所における超高齢患者の
検討

間宮秀樹，堀本　進，菊地幸信，秋本　覚
小林利也，和田光利，片山正昭

藤沢市歯科医師会

目　　的：藤沢市の高齢化率増加に伴い，90 歳以上の
超高齢者が歯科を受診する機会も増えていると考えられ
る。藤沢市歯科医師会要介護高齢者診療部門では，安全
な治療を行うために全例で歯科麻酔科医によるモニタリ
ングを行っている。今回，われわれは上記診療所を受診
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した超高齢者について，一般高齢者と比較して検討し
た。
方　　法：2021 年 1 月から 12 月までの 1 年間に受診し
た初診患者のうち 90 歳以上の超高齢者について，介護
度，認知症の有無，基礎疾患，残存歯数，歯科治療内
容，治療回数，治療時間，初診時収縮期血圧，偶発症に
ついて診療記録と麻酔記録を基に retrospective に調査
した。対照群は 75 歳から 89 歳までの高齢者とした。結
果は�Mann-Whitney�U�test およびχ2 検定で統計処理を
行い，危険率 5％未満を有意差ありとした。
結果と考察：全初診患者 39 名のうち，超高齢者（以
下，超高齢群）は 91 歳から 101 歳の 10 名，46 症例で
あった。対照群は 27 名，149 症例であった。認知症の
有無は両群間に差はなかった。残存歯数は超高齢群で平
均 14.7 本，対照群 17.7 本で，両群に差はなかった。介
護度の比較では，超高齢群では介護度 1 と 2 が多く，対
照群では介護度 1 と介護度なしが多かったが，統計的な
差はなかった。基礎疾患は両群ともに高血圧症などの循
環器疾患が多かった。治療内容は口腔衛生管理，義歯調
整，根管治療が多かった。超高齢群で 2 例抜歯が行わ
れ，局所麻酔にアドレナリン添加リドカインが使用され
ていたが，異常は認めなかった。治療回数は，超高齢群
で平均 4.5 回，対照群で平均 5.8 回で差はなかったが，
治療時間は超高齢群の平均 61.3 分に対して対照群 78.3
分で差がみられた（p＜0.05）。初診時収縮期血圧は，超
高齢群の平均 135.5�mmHgに対して�対照群 152.8�mmHg
で差はなかった。術中偶発症は両群ともに認めなかっ
た。
　加齢により臓器機能は低下するため，超高齢者では歯
科治療のストレスにより全身的偶発症の発生リスクはよ
り高まると考えられるが，今回，明らかな偶発症の発生
はなかった。超高齢者でも一般高齢者と同様の治療が安
全に行えた理由として，モニタリングによる管理を行
い，治療時間を短くした可能性が考えられた。高齢患者
の歯科治療では付添者が積極的な治療を望まない場合も
あるが，状態の安定した患者に対しては安全管理を徹底
したうえで，患者の Quality�of� life 維持のためには必要
な歯科治療を提供するべきと考えられた。（COI 開示：
なし，藤沢市歯科医師会倫理委員会承認番号：2021-
005）。

９７．急性期病院における周術期口腔機能管理を地域歯科
医師会の口腔衛生センターと連携した一例

高橋賢晃1, 2），西村三美3），田村昌三4），山田　幸1, 2）

仲澤裕次郎1, 2），駒形悠佳1, 2），伊藤瑞希1, 2），菊谷　武1, 2）

日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック1）

日本歯科大学附属病院口腔リハビリテーション科2）

東邦大学医療センター大橋病院3）

世田谷区口腔衛生センター歯科診療所4）

目　　的：急性期病院に入院する患者は，全身状態に加
えて口腔清掃状態が不良な者や急性疾患により歯科受診
が途絶えた者が多く認められる。よって，入院期間中の
口腔内管理として周術期口腔機能管理が推進されてい
る。一方で，歯科標榜のない医療機関に入院する患者が
周術期口腔機能管理を必要とする場合，地域の歯科医院
での治療が実施されるが，全身管理が必要なことも多
く，対応にも限界がある。本症例は，歯科標榜のない急
性期病院と大学附属のクリニックおよび地域歯科医師会
が連携して周術期口腔機能管理に取り組んだ一例につい
て報告する。なお，本報告の発表について患者本人から
口頭と文書による同意を得ている。
症例の概要と処置：80 代の男性。腹部大動脈瘤の手術
のため入院したが，術前の診査においてう蝕歯が多数認
められ，主治医より手術前の歯科治療を依頼された。既
往歴は，高血圧症，脂質異常症，陳旧性心筋梗塞であっ
た。ADL は杖歩行可能であり，認知機能の低下はな
かった。口腔内所見として，上下に残根歯を認め，臼歯
部の咬合支持はなく，アイヒナー B4 であった。上下義
歯は使用していなかった。口腔内診査の結果，予定手術
日までに抜歯処置，う蝕処置，PMTC を行う計画とし
た。当クリニックより自宅近くの歯科医師会立のセン
ターを紹介し，歯科治療を開始した。センターでの経過
として，抜歯前に抗菌薬の術前投与を行い，歯科麻酔科
医の判断により笑気吸入鎮静法を用いての治療を実施し
た。センター受診から約 1 カ月後に予定した処置が終了
となり，その後再入院し，カテーテル手術を受けた。
結果と考察：本症例は，全身管理を必要とする患者の術
前歯科治療を地域のセンターと連携して行った症例であ
る。症例を通して，地域の歯科医師会と連携し，歯科標
榜のない急性期病院における地域連携，医科歯科連携の
好事例を示すことができた。今後，急性期から維持期へ
のシームレスな口腔機能管理のためには，センターを通
じて地域の歯科医院につなぐことが重要と考える。（COI
開示：なし，日本歯科大学生命歯学部倫理審査委員会承
認番号：NDU-T2021-58）

９８．在宅療養患者に対するオンライン栄養指導の有用性
に関する調査

白野美和1），吉岡裕雄1），渥美陽二郎1）
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両角祐子2），赤泊圭太1）

日本歯科大学新潟病院訪問歯科口腔ケア科1）

日本歯科大学新潟生命歯学部歯周病学講座2）

目　　的：COVID-19 の流行により，オンライン診療
が注目されるようになった。歯科の分野においては，摂
食嚥下障害患者の機能訓練や食事指導などに親和性が高
いことが報告されている。今回われわれは，在宅療養中
の摂食嚥下障害患者に対し N�to�P�with�D で栄養指導と
調理指導を実施し，その有用性について検討したので報
告する。
方　　法：2020 年 3 月～10 月までの間，当科歯科訪問
診療にて管理栄養士による指導を必要とした 6 名の患者

（男性 2 人，女性 4 人，平均年齢 77.6±14.1 歳）に対し，
オンラインでの栄養指導を行った。いずれの患者も本
人，家族による情報通信機器の操作は困難であり，N�to�
P�with�D の形式で実施することとした。実施後，患者
家族，対応した各職種を対象にアンケート調査を実施し
た。アンケートは，年齢，性別，職種，オンライン診療
を実施して感じたこと，不安に感じた場合その理由，
困ったこと，対面診療と比較してどう感じたか，どのよ
うな効果があったか，診療費はどの程度が妥当と考える
か，診療時間はどのくらいが妥当と考えるかなどの項目
とした。
結果と考察：訪問診療の対象となる患者は高齢者が多
く，本人，家族ともにオンライン診療に必要な機器の操
作に不安を感じており，機器を操作するスタッフがいる
ことで実施が可能であった。管理栄養士は病院からオン
ラインで参加することで移動時間が不要となり，
COVID-19 流行下においては感染リスクを減らすこと
にもなった。アンケート結果より，栄養指導はオンライ
ンで十分に行うことができたが，直接訪問する場合と異
なり，居宅にある調理器具で調理方法を指導することな
どができないという意見があった。オンラインでの栄養
指導は在宅療養中の摂食嚥下障害患者に対し，管理栄養
士による栄養指導を効率良く行え，高齢化の進む現在，
必要とされる方法であると考える。一方で利点，欠点を
踏まえて活用することが望ましいと考える。（COI 開
示：なし，日本歯科大学新潟生命歯学部倫理審査委員会
許可番号：ECNG-R-435）

９９．有病者に対する口腔健康管理を主とする病院歯科と
歯科医師会との連携に関する活動報告

尾崎研一郎1, 2），寺中　智1, 3），河合陽介1, 2）

堀越悦代1），戸原　玄2），水口俊介3）

足利赤十字病院リハビリテーション科1）

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
摂食嚥下リハビリテーション学分野2）

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
高齢者歯科学分野3）

目　　的：足利赤十字病院（以下，当院）では，2010
年 10 月より有病者に対する口腔健康管理を主とする病
院歯科を当院リハビリテーション科と協働する方式で開
設した。そして急性期病棟や回復期病棟での口腔健康管
理を可能にしたが，当院からの訪問歯科診療は行ってい
なかった。そのため患者の紹介を地域歯科医師会とシス
テム化する必要性があった。今回，有病者に対する口腔
健康管理を主とする病院歯科が地域歯科医師会と連携し
て患者紹介するために行った活動実績について報告す
る。
方　　法：対象患者は，当院からの退院・転院後に継続
的な口腔健康管理が必要，患者もしくは家族が歯科介入
を望む，かかりつけ歯科医院がないもしくはあっても受
診予定がない，を満たす場合とした。紹介をシステム化
するにあたり 2010 年 10 月より当科歯科医師は，足利市
歯科医師会の訪問歯科診療にかかわる口腔ケア委員会に
所属して，当院での有病者に対する口腔健康管理の現状
を説明した。そして当院からの退院・転院後の患者フォ
ローアップ体制の構築について歯科医師会の承認を得
た。その結果，2011 年 1 月より当院のメディカルソー
シャルワーカーを通じた紹介システムができた。またか
かりつけ歯科医院がない場合は歯科医師会の事務局を経
由して，対応できる歯科医院を選定できるように調整し
た。さらに継続的にシステムを稼働させるため，情報交
換を口腔ケア委員会で定期的に行った。今回，本紹介シ
ステムを使用した患者数を当院医療情報システムより
2012 年 4 月から 2020 年 3 月までを対象期間として後方
視的に調査した。
結果と考察：本紹介システムを使用した紹介患者数は
2013 年度�64 人（歯科介入患者に対する割合：9.2％），
2014 年度�123 人（11.0％），2015 年度�159 人（9.2％），
2016 年度�115 人（5.6％），2017 年度�79 人（4.0％），2018
年度�101 人（5.2％），2019 年度�152 人（9.3％），2020 年
度�199 人（10.5％）であった。本調査では，紹介に対す
る返書数については調査しておらず，退院・転院後に継
続して口腔健康管理ができた実数は不明である。（COI
開示：なし，足利赤十字病院倫理委員会番号：2020-12）
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１00．地域におけるミールラウンドを普及させるための取
り組み

佐川敬一朗1, 2）

佐川歯科医院（栃木県）1）

一般社団法人鹿沼歯科医師会2）

目　　的：ミールラウンドは，施設などにおける食事摂
取が困難な利用者に対する食支援の取り組みである。多
職種が協働して，食事摂取の問題を抽出し，食事観察を
行ったうえで，利用者が適切な栄養摂取が可能となるよ
うに支援を行う一連のプロセスである。そのなかで，歯
科医師は中心的な役割を担うことが求められる。地域に
おける食支援を推進させるために，ミールラウンドの取
り組みが広まることが期待されている。しかしながら，
ミールラウンドを実施可能な歯科医師は地域には少ない
現状がある。その理由として，摂食嚥下に関する知識の
習得や，施設におけるコミュニケーション技法などを学
習する必要があり，地域開業医には取り組みを開始する
にはハードルが高い現状がある。今回，ミールラウンド
を普及させるための取り組みを開始したため報告を行
う。
方　　法：一般社団法人鹿沼歯科医師会の会員のなかで
5 名の協力医をリクルートした。令和 3 年 6 月より，オ
ンラインミーティングを活用し，ミールラウンドに関す
る研修を行った。また，グループホームにおいてミール
ラウンドの実地研修を開催した。ミールラウンドの結
果，歯科治療の介入が必要な利用者に対しては，協力医
に依頼するシステムを構築した。6 カ月の研修後，協力
医に対してミールラウンドについて学習した感想につい
てアンケートを行った。発表に際しては匿名性に配慮
し，対象者の自由意思で行う。
結果と考察：協力医に対して，計 6 回のオンラインミー
ティングおよび計 12 回の実地研修を開催した。研修後
のアンケート結果として，「参加する前は意義を理解で
きていなかったが，回を重ねるうちに食支援の実際が理
解できた」「歯科治療の目的として食支援を意識するよ
うになった」「ミールラウンドを学ぶ機会がなかった
が，学ぶことの重要性が感じられた」「食事観察前後の
カンファレンスにおいて，施設職員から適切に情報を聴
取し，指導につなげていく，コミュニケーションの取り
方が重要であると感じた」などの感想が寄せられた。ま
た，5 名の協力医の日本老年歯科医学会への入会につな
がった。オンライン研修と実地研修を組み合わせること
が，ミールラウンドに必要な知識を習得させるうえで効

果的であると感じられた。今後，地域における食支援を
推進していくために，ミールラウンドを実施可能な協力
医を増やす取り組みを継続していくことが重要であると
考えられた。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１0１．歯科標榜のない急性期病院におけるシームレスな病
診連携を確立するための取組み

伊藤瑞希1, 2），高橋賢晃1, 2），西村三美3），山田　幸1, 2）

仲澤裕次郎1, 2），駒形悠佳1, 2），田村文誉1, 2），菊谷　武1, 2）

日本歯科大学附属病院口腔リハビリテーション科1）

日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック2）

東邦大学医療センター大橋病院3）

目　　的：当クリニックでは，歯科標榜のない急性期病
院に入院中の患者に対して歯科介入を行い，退院後，地
域におけるシームレスな口腔機能管理につないでいく取
組みを行っている。入院患者の歯科依頼のルートは，麻
酔科所属の歯科衛生士による依頼と，入院後に主治医お
よび病棟看護師から依頼を受ける流れがある。手術まで
の期間に余裕があり，通院が可能な場合は地域のセン
ターに依頼している。一方，ADL が低下し，通院困難
な場合は，入院期間中に当クリニックによる歯科介入を
行っている。今回，その取組みについて報告する。な
お，本報告の発表について患者本人から口頭と文書によ
る同意を得ている。
方　　法：対象は，2021 年 4 月から 12 月の間に，都内
急性期病院の主治医より依頼を受けて歯科訪問診療を
行った入院患者 87 名（男性 52 名，女性 35 名，平均
76.6 歳±11.9）である。当院が介入した患者一人当たり
の平均診療回数は 2.9 回であった。診療録を基に紹介経
路，処置内容について調査し，今後の課題について検討
した。
結果と考察：依頼件数を診療科別でみると循環器内科が
16 名（18％）と最も多く，次いで脳神経外科，呼吸器
内科であった。治療内容としては，義歯関連が 28 名

（32％）と最も多く，以下，抜歯，口腔内診査であった。
　期間内に経験した症例を示す。80 代男性。感染性心
内膜炎で入院加療中であり，主治医より口腔内診査を依
頼された。口腔内所見として，上顎前歯部が歯肉境移行
部まで広範囲に即時重合レジンにより固定され，固定材
料が原因となり残存歯周囲の歯肉の発赤，腫脹を認め
た。処置内容は感染源の除去として，固定材料の除去と
抜歯処置を施行した。本症例では，歯科介入により感染
性心内膜炎のリスクファクターである口腔内細菌を減少
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させた可能性が大きく，早期退院に寄与したと考えられ
た。OHAT は介入前後で 13 から 8 へと改善され，口腔
内環境の改善につながった。退院後は，入院期間中の歯
科処置の内容，注意点を記載した情報提供書を作成し，
かかりつけ歯科での継続治療が行えるように努めた。本
症例により，急性期病院における歯科介入の有用性が示
された。（COI 開示：なし，日本歯科大学生命歯学部倫
理審査委員会承認番号：NDU-T2021-58）

１0２．歯科標榜の無い地域中核病院の入院患者における歯
科治療の需要について

村田尚道1, 2），樋山めぐみ1），江草正彦2），岡本佳明1）

医療法人社団湧泉会ひまわり歯科（広島県）1）

岡山大学病院スペシャルニーズ歯科センター2）

目　　的：一般病院の 80％以上には歯科標榜が無く，
歯科医師不在のため，外出困難な入院中の患者に対する
歯科治療には，歯科往診や歯科訪問診療が必要である。
今回，歯科標榜の無い地域中核病院（以下，A 病院）
の入院患者に口腔内診査を行い，歯科治療の必要性およ
び歯科訪問診療の受診の有無について調査を行ったので
報告する。
方　　法：2019 年 4 月～2020 年 10 月の間に A 病院に
入院中，口腔内診査を希望した患者 67 名を対象に，歯
科医師が診査を行った。診査結果より，個人情報が特定
できないよう匿名化し，年齢，性別，傷病名（入院の原
因疾患），現在歯数，義歯の有無，口腔衛生状態，歯科
治療の必要性，受診状況について集計を行った。
結果と考察：対象者の平均年齢は，85.6 歳（中央値
87.5），男性 32 名，女性 35 名であった。入院原因となっ
た傷病名は脳血管疾患が最も多く，次いで肺炎，心不全
であった。現在歯数は平均 10.8 本（中央値 7.5），義歯
使用者は 27 名であり，そのうち 23 名になんらかの問題
を認めた。口腔衛生状態は，66 名になんらかの問題が
あり，歯科治療の必要性は 54 名に認められた。必要な
治療内容は，う蝕・義歯・歯周病など重複していた。受
診勧告後の歯科治療受診者は 11 名と少なく，拒否理由
は，「高齢なのでもういい」「痛くない」などであった。
歯科訪問診療を受診したなかで，治療困難と判断された
のは 2 名で，9 名は治療可能であった。
　本調査より，口腔内診査を受けた入院患者の約 8 割に
治療の必要があり，入院患者の歯科治療の需要度は高い
ことが示された。今回の対象者は，高齢かつ入院時の疾
患による ADL 低下のため，歯科のない A 病院では，歯

科往診の依頼をしないと歯科受診の機会は得られない。
歯科受診の機会が無い期間が長期に及ぶと，歯科治療を
諦める例が多いとの報告もあるため，入院中から退院後
まで歯科受診の機会を継続できるように，入院中からの
歯科訪問診療を依頼するような医療連携が重要と考えら
れた。また，対象者の多くは口腔衛生状態が不良であっ
た。高齢者の口腔内環境の不良な状態が，肺炎など全身
疾患の危険因子となり，体力低下や寝たきりにつながる
ことを周知して，歯科受診を促せるような地域歯科保健
事業も重要と考えられた。（COI 開示：なし，医療法人
社団湧泉会ひまわり歯科倫理診査委員会承認番号：
2021003N）

１0３．医科歯科総合病院における連携プロトコル再構築後
の １ 年間の取り組み

杉本清楓1），縄田和歌子1），中島正人2）

福田安理2, 3），森田浩光2），牧野路子2）

福岡歯科大学医科歯科総合病院歯科衛生士部1）

福岡歯科大学総合歯科学講座訪問歯科センター2）

社会医療法人天神会新古賀病院歯科3）

目　　的：地域包括ケアシステム構築のために，入院中
の口腔管理および他施設や多職種との連携は欠かすこと
ができない。当院は歯科だけでなく，医科も併設してお
り，近隣の高齢者施設や地域在住高齢者の地域密着型病
院として機能している。そこで，地域密着型病院とし
て，入院中の口腔管理や他職種との連携をより深めるた
めに，病院内の連携プロトコルを再構築するにいたっ
た。このプロトコルの運用性を評価するために，連携プ
ロトコル再構築後の口腔管理状況を調査したので報告す
る。
方　　法：当院において，2020 年 10 月から 2021 年 9
月までの 1 年間に，当院の口腔管理連携プロトコルに
従って，歯科衛生士が当院において口腔管理を行った患
者を対象とした。対象となった患者は，男性 114 名，女
性 120 名の 234 名であり，平均年齢は 66.6±21.1 歳で
あった。診療録より，年齢，性別，口腔管理の依頼元，
口腔衛生管理，周術期等口腔機能管理の状況を調査し
た。
結果と考察：連携プロトコルを介して，口腔管理を行っ
た患者は延べ 250 名であり，依頼元が医科である患者は
延 べ 239 名（95.6％）， 歯 科 で あ る 患 者 は 延 べ 11 名

（4.4％）であった。医科の内訳としては，外科 97 名
（40.6％：男性 46 名，女性 51 名），内科 66 名（27.6％：
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男性 27 名，女性 39 名），耳鼻咽喉科 57 名（23.8％：男
性 26 名，女性 31 名），その他 20 名（8.3％：男性 9 名，
女性 10 名）であった。それぞれ平均年齢は，外科 66.6
±16.0（平均±SD）歳，内科 81.3±12.7 歳，耳鼻咽喉科
51.0±24.5 歳であった。平均年齢において内科が最も高
かった。また，歯科衛生士が行った口腔衛生管理数は 1
年間で 976 件であった。手術や化学療法のための周術期
等口腔機能管理を行ったのは，1 年間で 102 名であり，
医科からの依頼は 72 名，歯科からの依頼は 23 名であっ
た。この調査において口腔衛生管理数は着実に増加した
ことから連携プロトコル再構築の有効性が示された。ま
た，口腔管理の依頼元により平均年齢や性別構成が異
なったことから，当院のような歯科を併設する一般病棟
では口腔管理に対する多様なニーズがあることがわかっ
た。このようなニーズに応えるために，病棟に常駐する
歯科衛生士の口腔衛生管理の重要性と多職種との密な連
携の必要性が示唆された。（COI 開示：なし，倫理審査
対象外）

１0４．当院における歯科訪問診療依頼の実態

稲葉華奈子，谷口礼奈，中西真由美

医療法人社団あさがお会あさがお歯科（東京都）

目　　的：超高齢社会を迎えた日本では，歯科訪問診療
の需要はますます高まると考えられる。それにより要支
援・要介護高齢者の歯科訪問診療の受診をサポートする
存在である家族や介護職員，ケアマネジャー（CM）な
どの口腔の健康に対するさらなる意識の向上は今後重要
な課題となると考える。そこで今回われわれは，当院の
過去の歯科訪問診療依頼の実態を調査・分析すること
で，今後の歯科訪問診療における多職種連携に向けた改
善点などを検討していくこととした。
方　　法：対象は，2019 年 1 月から 8 月まで，当院に
歯科訪問診療の依頼のあった患者 579 名（男性 230 名，
女性 349 名，平均年齢 83.6±9.1 歳）とした。
　カルテ（当院が使用している依頼ツール）から，依頼
の種類を分類し，個人情報に留意したうえで年齢，性
別，主訴（複数可），訪問場所，依頼元（申込者），訪問
理由（複数可）を抽出した。
結果と考察：依頼は，新規依頼と急患依頼に分類し，新
規依頼 255 件，急患依頼 324 件の計 579 件であった。新
規依頼の主訴として，義歯不適合が最も多かったのに対
し，急患依頼は痛い・しみるが最も多く，次いで義歯不
適合が多かった。訪問場所は，両依頼ともに居宅が多数

であった。依頼元は，新規依頼では CM を通じてが過
半数を占め，急患依頼では施設スタッフや家族が多かっ
た。訪問理由は両依頼ともに，下肢筋力低下などによる
歩行困難が最も多く，次いで認知症であった。主訴は両
依頼とも，義歯不適合や痛みの訴えがあった場合か，第
三者が気づく明らかな症状が発現してからがほとんどで
あった。しかし，多くの依頼のなかには，自身での口腔
管理が身体能力の低下などにより，疎かになってしまっ
たことが原因で起きた症状も多くみられ，これらは早い
段階で歯科が定期的に関与していれば未然に防ぐことが
できたものも多いと考える。症状がなくとも自身や家
族，その他介護職員らによる口腔内の清掃が適切に行え
なくなってしまった段階で歯科訪問診療を利用してもら
い，専門的な口腔機能管理を定期的に行うことで口腔内
のトラブルを未然に防ぐことは患者自身の QOL 向上に
もつながると考えられる。今後は，口腔機能管理の重要
性を家族や介護職員，CM などに広く認識してもらえる
よう，診療だけではなく，勉強会の開催や，リーフレッ
トを配布するなど情報を発信していく必要があると考え
る。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１0５．レセプトデータを用いた抜歯後出血の分析 
―LIFE Study―

中村純也1, 2），芝辻豪士1），髙橋潤平1）

西尾英莉1），足立了平1），福田治久3）

医療法人社団ときわ病院歯科口腔外科1）

神戸大学大学院保健学研究科パブリックヘルス領域2）

九州大学大学院医学研究院医療経営・管理学講座3）

目　　的：日本老年歯科医学会などにより『抗血栓療法
患者の抜歯に関するガイドライン』が出版されてから
10 年以上が経過した。その間抗血栓療法患者の抜歯後
出血に関する研究は多数行われてきたが，どれも小規模
であり発生頻度にもばらつきがあった。また先行研究の
なかで年齢や併存疾患は，全般的な出血においてはリス
ク因子に含まれているが，抜歯後出血においてそれらが
リスク因子になるかを調査した報告はこれまでにない。
本研究の目的は，大規模データベースを用いて各抗血栓
療法別の抜歯後出血頻度を調査し，さらに年齢や併存疾
患などが抜歯後出血のリスク因子となるかを検討するこ
とである。
方　　法：国民健康保険・後期高齢者医療制度加入者の
請求データからなる大規模多地域コホート研究（LIFE�
Study）内で，2014 年 4 月～2019 年 3 月に抜歯された
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患者 107,767 名を解析対象とした。抗血栓療法は抜歯行
為時点での医薬品コードから判別（0：なし，1：抗血小
板薬単剤，2：抗血小板薬複数，3：DOAC，4：ワル
ファリン，5：抗血小板薬・抗凝固薬併用に群分け）
し，アウトカムは抜歯行為同月レセプト内の傷病名「抜
歯後出血」（請求コード：5258013）の有無とした。併存
疾患は先行研究から高血圧症，肝機能障害，腎機能障
害，脳血管障害，血液凝固障害有無を調査した。まず，
各抗血栓療法の抜歯後出血頻度の比較にχ2 検定を行っ
た。さらに抜歯後出血のリスク因子を検討するために，
目的変数を抜歯後出血の有無，説明変数を年齢，性別，
CCI，各併存疾患有無，各抗血栓療法有無，抜歯部位と
した多重ロジスティック回帰分析を行った。最後に高齢
患者における抜歯後出血の検討を行うため，65 歳以上
と 65 歳未満によるサブグループ解析を行った。
結果と考察：抗血栓療法は 14,343 名（13.3％）に，抜歯
後出血は 419 名（0.39％）に認めた。抜歯後出血リスク
は，抗血栓療法なし群はその他各群より有意に低く，抗
血小板薬単剤群はその他各群より有意に低い結果であっ
た。多重ロジスティック回帰分析の結果，年齢，抗血小
板薬内服，DOAC 内服，ワルファリン内服，血液凝固
障害，抜歯部位に抜歯後出血と有意な関連を認めた。ま
た抗血小板薬内服，DOAC 内服は年齢によるサブグルー
プ間で結果が異なっていた。加齢は抜歯後出血のリスク
因子であり，抗血栓療法の種類や抜歯部位と合わせて総
合的に評価検討する必要があると考えられた。（COI 開
示：なし，九州大学医系地区部局臨床研究倫理審査委員
会承認：2021-399）

１0６．一介護医療院における口腔内薬剤耐性菌の保菌調査

竹内真帆1），春田　梓1），吉川峰加1），平岡　綾1）

森　隆浩1），丸山真理子1），竹田智帆1），高橋優太朗1）

上田裕次2），吉田光由3），津賀一弘1）

広島大学大学院医系科学研究科先端歯科補綴学1）

イースト歯科クリニック（広島）2）

藤田医科大学歯科口腔外科学講座3）

目　　的：要介護高齢者から分離された薬剤耐性菌を調
査し，その臨床的特徴を明らかにすること。
方　　法：広島県内の某介護医療院を半年以上利用して
いる 65 歳以上で要介護 4 もしくは 5 の者のうち，体調
が安定しており，主治医と病棟看護師長により調査に協
力可能と判断された者を対象とした。なお，抗菌剤を過
去 90 日以内に 2 回以上投与されている者は除外した。

　これらの要介護高齢者に対し，舌・頰粘膜・口蓋・歯
肉・歯面および口腔底を綿棒で拭った後，同試料を薬剤
耐性菌選択培地へ撒き，発育したコロニーを調査対象と
した。また，歯科医師 1 名が口腔内診査を行い，残存歯
数，Oral�Health�Assessment�Tool（OHAT）の評価を
行った。年齢，性別，Barthel� Index，基礎疾患（脳血
管疾患，心疾患，認知症），経口摂食状況（経口，非経
口）の臨床情報はカルテから収集した。
結果と考察：保菌調査が実施できた者は 57 名（男性 7
名，女性 50 名，87.5±7.8 歳）であった。このうち 29 名

（50.9％）（男性 5 名，女性 24 名，86.2 歳）に薬剤耐性
菌選択培地で生育する菌が検出された。
　単変量解析では，口腔内に耐性菌を保菌する者と
OHAT ならびに非経口摂取との間に有意な関係があっ
た（p＜0.05）。さらに，p＜0.10 となった項目を用いてロ
ジスティック回帰分析を行った結果，口腔内に耐性菌を
保菌する者と有意な関係があった者は非経口摂取のみで
あった（p＜0.05）。
　以上より，長期療養する介護医療院の利用者において
口腔内に耐性菌を保有している者が存在しており，非経
口摂取が耐性菌保菌のリスクとなることが明らかとなっ
た。わが国における介護療養病床における薬剤耐性菌の
動向はまだ不明な点も多く，さらなる大規模調査が必要
と考える。（COI 開示：なし，広島大学疫学研究倫理審
査委員会承認番号：第 E-1740 号）

１0７．地域在住自立高齢者における口腔関連 QOL と抑う
つとの相関

豊下祥史1），佐々木みづほ2），菅　悠希1），川西克弥1）

原　修一3），三浦宏子4），越野　寿1）

北海道医療大学歯学部口腔機能修復・再建学系
咬合再建補綴学分野1）

千葉県立保健医療大学健康科学部歯科衛生学科2）

アール医療専門職大学リハビリテーション学部3）

北海道医療大学歯学部口腔構造・機能発育学系
保健衛生学分野4）

目　　的：高齢者の抑うつ状態は他の年代層よりも多く
認められ，抑うつは口腔と相互に関連し合っていること
が報告されている。抑うつが不定愁訴や歯科疾患の症状
の憎悪を介し口腔関連 QOL を低下させていることや，
口腔関連 QOL を低下させる口腔の諸問題がストレスと
なり抑うつを呈していることが考えられる。本研究で
は，抑うつ・孤独感と口腔関連 QOL について相関分析
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を行い，それらの関連性について検討をした。
方　　法：地域在住の要支援，要介護認定を受けていな
い後期高齢者 300 名に，口腔関連 QOL および抑うつ・
孤独感の状態をスクリーニングするための調査用紙を郵
送した。63 名から返信があり（返送率 21％），記入漏れ
のあった 5 名を除く 58 名を分析対象とした。口腔関連
QOL の評価には GOHAI を用いた。抑うつ・孤独感の
評価には橋元の方法に倣い，Zung による self-rating�
depression�scale から 3 項目，工藤・西川の孤独感尺度
から 4 項目を抜粋した計 7 問の質問項目を用いた。
GOHAI と抑うつ・孤独感の各質問項目の相関につい
て，Spearman の順位相関係数を算出した。有意水準は
0.05 とした。
結果と考察：対象者の平均年齢は 82.4±5.8 歳，性比は
61.1 であった。GOHAI の平均点は 53.9±7.0 であり，高
齢者における平成 17 年度版国民標準値と比較して同程
度の値であった。抑うつ・孤独感については，80％以上
の対象者が全く感じていない，めったに感じていないと
いう結果であった。
　GOHAI と抑うつ・孤独感の相関について，最も相関
係数が大きかったのは「食べ物や飲み物を，楽にすっと
飲み込めない」と「私には知人がいるが，気心の知れた
人はいない」の組み合わせで，相関係数は 0.517 だっ
た。本調査から抑うつは口の中の調子の悪さよりも嚥下
機能と相関が高かった。嚥下障害の原因の一つに抑うつ
が挙げられており，抑うつを伴う高齢者に現れやすい頭
頸部の兆候の一つに嚥下障害が挙げられる可能性が示唆
された。（COI 開示：なし，北海道医療大学倫理審査委
員会承認番号：第 194 号）

１0８．超高齢者の口腔健康と幸福感との関連の検討

能勢彩花，八田昂大，高橋利士，豆野智昭，福武元良
西村優一，室谷有紀，萩野弘将，辻岡義崇，前田絵里紗
明間すずな，三原佑介，和田誠大，前田芳信，池邉一典

大阪大学大学院歯学研究科顎口腔機能再建学講座
有床義歯補綴学・高齢者歯科学分野

目　　的：高齢期におけるいきがいや楽しみとして，食
事や他者とのコミュニケーションは常に上位にある。口
腔健康が高齢期の幸福感に与える影響は大きいと考えら
れるが，口腔健康と幸福感との関連について，超高齢者
を対象とした研究はない。そこで本研究では，超高齢者
の口腔健康と幸福感との関連について検討を行った。
方　　法：本研究の対象者は，2012 年度，2015 年度，

2018 年度に SONIC 研究に新規にそれぞれの年度に参加
した 89～91 歳の自立した地域在住高齢者 717 名（男
性：355 名，女性：362 名）とした。口腔健康の指標と
して，残存歯数を用いた。残存歯数により，2 群（20�
本以上群，20 本未満群）に分類した。幸福感の指標�
として，人生満足尺度（SWLS；Satisfaction�With�Life�
Scale）を用いた。統計的解析には，幸福感を目的変数，
残存歯数を説明変数とし，性別，地域，調査年度，教育
年数，経済状況，喫煙・飲酒習慣，既往歴（がん，脳卒
中），外出頻度，他者との交流頻度，認知機能，握力，
性格傾向を調整変数とした重回帰分析を用いた。欠損値
については，多重代入法にて補完を行った。統計学的有
意水準は 5％とした。
結果と考察：20 本以上歯を有する者は，165 名（23.0％）
であった。幸福感を目的変数とした重回帰分析の結果，
残存歯数は，幸福感に有意な関連を認めた（参照：20
本未満群，20 本以上群：B＝1.66，p＝0.001）。また，性
別（参照：男性，女性：B＝1.93，p＝0.003），調査年度

（参照：2012 年，2018 年：B＝－1.06，p＝0.049），経済状
況（参照：ゆとりなし，ふつう：B＝2.14，p＜0.001，ゆ
とりあり：p＝2.74，p＜0.001），認知機能（B＝－0.18，p＝
0.001），性格傾向（神経症傾向：B＝－0.30，p＜0.001，
誠実性：B＝0.33，p＜0.001）が幸福感に有意な関連を認
めた。
　本研究の結果より，超高齢者において 20 本以上歯を
有する者は，20 本未満の者に比較して，幸福感にかか
わるさまざまな因子を調整したうえでも，幸福感が高い
ことが示された。（COI 開示：なし，大阪大学大学院歯
学研究科・歯学部および歯学部附属病院倫理審査委員会
承認番号：H22-E9，H27-E4）

１0９．アルツハイマー型認知症の嗅覚・味覚機能と体格と
の関連についての報告

金子信子1, 2），野原幹司3），有川英里3）

山口高秀2），光山　誠4），阪井丘芳3）

学校法人平成医療学園なにわ歯科衛生専門学校1）

医療法人おひさま会おひさまクリニック（兵庫県）2）

大阪大学大学院歯学研究科高次脳口腔機能学講座
顎口腔機能治療学教室3）

医療法人敬英会4）

緒　　言：われわれは要介護高齢者の低栄養予防を目的
に嗅覚，味覚，食欲の研究をしている。先行研究では要
介護高齢者と非要介護高齢者の 2 群間において，嗅覚機
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能は要介護高齢者が明らかに低下し，味覚機能は明らか
な差を認めなかったことを報告した。加えて，要介護高
齢者の食欲は嗅覚機能および体格との関連は認めず，味
覚機能と正の相関を認め関連を示唆したことも報告し
た。これらの報告から要介護高齢者の嗅覚，味覚，食欲
の傾向を示した。しかしながら先行研究は要介護高齢者
の傾向は示せたものの，このなかには嗅覚機能が早期か
ら障害を受ける神経変性疾患も含まれていた可能性があ
る。そこで本研究は，対象者を神経変性疾患の代表的な
疾患の一つであるアルツハイマー型認知症者として調査
した。アルツハイマー型認知症は要介護状態になる主な
疾患であり，食事摂取量が見当識障害や失認・失行から
低下し，低栄養のリスクが高い認知症である。
方　　法：対象者は，FAST�1～6 のアルツハイマー型
認知症の診断がある要介護高齢者 42 名（平均年齢 88.2
±5.7 歳）とした。調査項目は嗅覚検査：OSIT-J（基準
値 9/12 点 以 上 ）， 味 覚 検 査： ソ ル セ イ ブ（ 基 準�
値 0.6�mg/cm2 以下），食欲：CNAQ（基準値 29/40 点以
上），体格：BMI（基準値 22�kg/m2），服薬数の 5 項目
である。これらの項目のうち目的変数を CNAQ および
BMI，説明変数を目的変数以外の項目として，それぞれ
重回帰分析を行った。
結果と考察：調査項目の平均は OSIT-J：1.2±1.5 点，
ソ ル セ イ ブ：0.8±0.4�mg/cm2，CNAQ：30.6±3.1 点，
BMI：21.2±3.3�kg/m2，服薬数：6.0±3.0 剤となった。
重回帰分析の結果，CNAQ は R＝0.25 で関連を認めたも
のはなく，BMI は R＝0.29 で OSIT-J と正の相関で関連
を認めた。
　今回の結果は要介護高齢者の傾向とは異なり，アルツ
ハイマー型認知症者の食欲は嗅覚および味覚と関連を認
めなかった。
　また，アルツハイマー型認知症者の体格は嗅覚との相
関を認めたことから，体重の変化と嗅覚機能は関連して
いる可能性が示唆された。（COI 開示：なし，大阪大学
大学院歯学研究科・歯学部および歯学部附属病院倫理審
査委員会承認番号：H29-E24-1）

１１0．超高齢者における残存歯数・低栄養と ３ 年後生存率
の関連性

西尾健介1, 2），柳澤直毅1, 2），高橋佑和1, 2），岡田真治1, 2）

深澤麻衣1, 2），浦田健太郎1, 2），李　淳1, 2），伊藤智加1, 2）

高津匡樹1, 2），飯沼利光1, 2）

日本大学歯学部歯科補綴学第Ⅰ講座1）

日本大学歯学部付属歯科病院総義歯補綴科2）

目　　的：高齢者の残存歯数は，生命予後に影響を及ぼ
すとの調査結果が数多く報告されている。その報告の多
くは 70 歳以上の高齢者を被験者としているが，平均寿
命が延伸している現在では，超高齢者へのエビデンスの
確立が望まれる。そこでわれわれは，長寿社会における
高齢者の暮らし方に関する学術調査（TOOTH 研究）
の結果を基に，85 歳以上の超高齢者における残存歯数
と生命予後の関連性を検討した。さらに，生命予後に影
響を与える重要な要因として，残存歯数が低栄養の発症
に影響を及ぼすとの仮説を立て，低栄養の発症と生命予
後の関連性を検討した。
方　　法：被験者は，2008 年 3 月から 2009 年 11 月の
間に，住民台帳より無作為に抽出され，研究に同意を得
た 513 名の超高齢者（85 歳以上，新宿区・渋谷区・港
区在住）とした。被験者は，残存歯数の違いで 4 カテゴ
リー（0，1～8，9～18，19 歯以上）に分類し，カテゴ
リー間の 3 年後生存率の違いを，ログランク検定にて解
析した。低栄養の評価は，Global�Leadership�Initiative�
on�Malnutrition（GLIM）criteria を用い，同様に低栄
養発症の有無による 3 年後生存率の違いを解析した。3
年後生存率に関連性が認められた分析項目については，
さらに Cox 回帰分析を用いて，関連する交絡因子によ
る影響を考慮し，ハザード比（Hazard�Ratio：HR）を
解析した。
結果と考察：3 年後生存率は，残存歯数の違いによるす
べてのカテゴリー間で有意な差を認めなかった（p＝
0.638）。一方，低栄養発症有無は有意な差を認めた（p
＜0.001）。しかし，残存歯数の違いと低栄養の発症率に
有意な差は認めなかった（p＝0.159）。
　低栄養の発症と 3 年後生存率は，各種交絡因子を調整
した後でも高い HR を示し（HR：2.315，95％�CI：1.431～
3.746），さらに，残存歯数の影響を調整しても HR は依
然として有意なままであった（HR：2.365，95％�CI：
1.449～3.853）。本結果より，超高齢者においては，残存
歯数は低栄養の発症に直接影響を与えない可能性が明ら
かとなり，残存歯数が少ない高齢者であっても，栄養状
態が維持できていれば，寿命の短縮は防げる可能性が示
された。（COI 開示：なし，日本大学歯学部倫理委員会
承認番号：2003-20）

１１１．特別養護老人ホーム入所者における食事の自立に関
する要因の検討

鈴木史彦，北條健太郎，渡邉　聡，渡部議之，鈴木海路

奥羽大学歯学部附属病院地域医療支援歯科
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目　　的：要介護高齢者の食事の自立には，基礎疾患や
要介護度といった全身的な要因に加えて，口腔内の状態
も関与すると考えられる。そこで本研究は，特別養護老
人ホーム入所者の食事の自立について，全身と口腔内の
要因を横断的に調査したので報告した。
方　　法：福島県郡山市内の特別養護老人ホーム 3 施設
に入所している要介護高齢者のうち，経管栄養の者を除
外した 196 名を調査対象とした。診療録から年齢，性
別，脳血管疾患および認知症の有無，要介護度，現在歯
数，可撤式補綴物を除外した臼歯部の咬合（両側，片
側，なし）について調査した。検定はχ2 検定ならびに
Student の t 検定を用いた。単変量解析で有意差が認め
られた項目を独立変数として，食事の自立の有無を従属
変数とした二項ロジスティック回帰分析を実施した。統
計ソフトは IBM�SPSS�Statistics�version�25�for�Windows

（IBM，Armonk，NY，USA）を使用した。有意水準は
5％未満を統計学的に有意とした。
結　　果：食事自立群 159 名の平均年齢（標準偏差）は
85.8（7.7）歳であり，食事介助群 37 名の 85.1（8.6）歳
と比較して有意差はみられなかった。食事自立群の脳血
管疾患の割合（60 名，37.7％）は，食事介助群（22 名，
59.5％）と比較して有意に低かった（p＝0.025）。食事自
立群の平均要介護度 3.8±0.7 は食事介助群の 4.4±0.6 と
比較して有意に低かった（p＜0.001）。また，食事自立
群で臼歯部の咬合がない者の割合（32 名，20.1％）は食
事介助群（12 名，32.4％）と比較して有意に低かった

（p＝0.009）。二項ロジスティック回帰分析では，要介護
度（p＜0.001，OR：0.626，95％ CI：0.539，0.727）と臼
歯 部 の 咬 合（p＝0.038，OR：1.528，95％ CI：1.023，
2.283）が有意な独立変数であった。
考察および結論：特別養護老人ホームに入所している要
介護高齢者において，食事の自立に関係する要因は要介
護度と臼歯部の咬合であった。要介護度が高くなるにし
たがい，日常生活動作（ADL）は自立から介助へと低
下していく。今回，入浴や排泄といった，食事以外の
ADL に関しては評価していないものの，食事動作を含
めた運動機能を維持する介護予防が重要であると考えら
れる。また，すり潰し機能を主体とする臼歯部が維持で
きない場合には，代償的に食事形態が軟らかいものへと
変更されることから，常食と同じ食事量であったとして
も，エネルギー摂取量が減少することが考えられる。す
なわち，介護予防に加えて，臼歯部の咬合を維持する必
要性が示唆された。（COI 開示：なし，奥羽大学倫理審
査委員会承認番号：326）

１１２．当県歯科医師の認知症患者の受診対応について 
―「歯科医師認知症対応力向上研修会」アンケート
結果より―

日置章博，武藤直広，山中佑介，宮本佳宏，森田知臣
上野智史，籾山正敬，鈴木雄一郎，南　全，朝比奈義明

冨田健嗣，森　幹太，渡邊俊之，内堀典保

一般社団法人愛知県歯科医師会地域保健部
（高齢者・障がい者）

目　　的：愛知県歯科医師会では平成 28 年度より，認
知症の人への対応の基本と歯科診療の継続のための方法
を習得する目的で，新オレンジプランに基づいた「歯科
医師認知症対応力向上研修会」を開催している。研修修
了者は愛知県から修了証を発行され，愛知県ホームペー
ジに認知症受け入れ歯科医院として掲載される。
　今回，当県における歯科医師の認知症患者への歯科的
対応に関して，アンケート結果より考察を行った。
方　　法：平成 28 年度から令和 3 年度までの各年度の
本研修会の受講者にアンケート調査を行った。データは
無記名により匿名化されており倫理面に配慮した。
結　　果：本研修会を受講した目的は「勤務先での認知
症対応力向上のため」「地域の認知症の取り組みに参
加・協力するため」の回答が多く，認知症患者に積極的
に取り組む傾向がうかがえた。
　認知症患者の相談が「ある」44.3％，「ない」55.7％で
あり，ともに約半数であった。相談先は「家族」「介護
施設」からが多く，日常生活をともにしている身近な
者，また直接口腔ケアに携わる者からと思われた。ま
た，歯科医師が受診された患者に対して認知症が疑われ
た場合には，「他者に相談等した」47.3％，「何もしな
かった」52.7％であり，この項目においても，ともに約
半数であった。相談する先は患者の「家族」が多く，次
いで「ケアマネジャー」であり，両項目において地域包
括支援センターからの相談や歯科医師から相談するケー
スは少なかった。このことは，歯科医療従事者が地域包
括ケアシステム内で十分に機能，連携していない現状が
うかがえた。
考　　察：新オレンジプランは認知症の人の意思が尊重
され，できるかぎり住み慣れた地域の良い環境で自分ら
しく暮らし続けることができる社会の実現を目指すもの
で，歯科医療機関にとっても，地域の社会資源として早
期に気づき，他の職種と連携することが重要である。認
知症患者に対して，口腔の疾患の対応のみではなく，予
防やケアを普及，啓発を推進するには，特に地域包括支
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援センターとの情報共有は必要であり，連携していく必
要がある。また，歯科診療所における認知症になる前の
MCI の段階での発見を行えるように，今後歯科医師の
認知症に対する歯科対応について，研修会内容を見直
し，さらなる多職種との連携が課題であることが考えら
れた。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１１３．松本歯科大学病院における有床義歯咀嚼機能検査の
実施状況

冨士岳志，望月慎恭，蓜島弘之

松本歯科大学地域連携歯科学講座

目　　的：有床義歯咀嚼機能検査は 2016 年に保険収載
され，松本歯科大学病院においても 2017 年 5 月から運
用を開始した。今回，過去 5 年間の本検査の運用状況を
把握することで，今後の課題について検討することを目
的とした。
方　　法：2017 年 5 月から 2021 年 12 月までに，当院
にて有床義歯咀嚼機能検査（以下：検査）を実施した患
者について，性別，年齢，習慣性咀嚼側，症例の内容，
グミ摂取経験の有無，有床義歯装着後（以下：術後）の
検査の実施状況を調査した。年齢は，義歯装着前（以
下：術前）の検査実施日の実年齢を，習慣性咀嚼側は患
者本人による自己申告またはグミ自由咀嚼により確認し
た。症例の内容の内訳は，1）上下顎全部床義歯，2）片
顎全部床義歯，3）片顎全部床義歯＋片顎部分床義歯，
4）片顎部分床義歯，5）上下顎部分床義歯のいずれかに
分類した。術後の実施状況については，実施の有無およ
び術後実施の 1 人当たりの回数を調査した。なお今回
は，咬合力検査を含む有床義歯咀嚼機能検査は対象外と
した。
結果と考察：全対象者は 73 名で，平均年齢は 73.0±7.2
歳であった。習慣性咀嚼側は右側：左側＝35：38 でわ
れわれの報告と同様の傾向を示したが，男女比は 36：
37 とほぼ同じであり女性の割合が増加していた。本検
査実施に先立ち，グミ咀嚼経験がない患者は 42.5％であ
り，われわれのこれまでの報告（60％）よりさらに減少
した。その理由として，症例の内訳では少なくとも片顎
に全部床義歯を装着している患者の割合が低く，適用症
例の拡充に伴い部分床義歯を装着している患者が増えた
ことも考えられた。全対象者のうち，術後検査を行った
のは 61 名で，1 人当たりの術後の検査回数は平均 1.51
回であり，術後 1 回の検査にとどまるケースが最も多
かった。未実施の患者は，通院中の 1 名を除き装着後に

通院が途絶えていた。以上より，本検査は有床義歯の咀
嚼機能を客観的に評価しうる簡便な方法として徐々に増
加し適応も拡充しているが，今後の課題として，術後の
本検査の複数回実施による咀嚼機能の経時的観察などが
考えられた。（COI 開示：なし，松本歯科大学研究等倫
理審査委員会承認番号：第 0296 号）

１１４．当院における歯科訪問診療の実態調査と新型コロナ
ウイルス感染症の影響

煙山修平1），尾立　光1），末永智美2, 3），金本　路2）

三重野花菜1），吉野夕香4），川上智史1, 5），會田英紀1）

北海道医療大学歯学部高齢者・有病者歯科学分野1）

北海道医療大学病院在宅歯科診療所2）

北海道医療大学病院歯科衛生部3）

北海道医療大学病院地域連携室4）

北海道医療大学歯学部高度先進保存学分野5）

目　　的：当院では，2005 年から地域の保健医療機関
や介護事業所などと連携を図りながら歯科訪問診療を
行っている。継続的な歯科的な介入は口腔健康管理に
とって欠かせないと考えている。今回は，当院が歯科訪
問診療を実施している患者の欠損歯列の病態の推移に対
して新型コロナウイルス感染症の流行が与える影響を調
べることを目的とした。
方　　法：2019 年 4 月～2021 年 9 月までの 2 年半に歯
科訪問診療を実施したすべての患者を対象として後ろ向
き調査を行い，各年度のデータを比較した。
結果と考察：2019，2020 年度ならびに 2021 年度の半年
間の患者総数はそれぞれ 279 名（平均 85.9±8.7 歳，男
性/女性：96/183 名），267 名（平均 85.6±10.4 歳，男性/�
女 性：89/178 名 ），195 名（ 平 均 86.6±10.8 歳， 男性/�
女性：56/139 名）であった。また，延べ診療件数はそれ
ぞれ 4,850 件，3,548 件，2,197 件であった。2020 年度は
新型コロナウイルス感染症の流行により歯科訪問診療の
制限があり，延べ診療件数は 2019 年度と比較して約 30％
減少していた。一方で 2021 年度の延べ診療件数は回復
傾向が認められた。新型コロナウイルス感染症の流行に
より，歯科衛生士による口腔衛生管理の中断した期間は
さまざまであったが，今回は 2 カ月中断した高齢者施設
と 4 カ月中断した高齢者施設に着目した。対象患者のう
ち，歯科訪問診療の中断前後にそれぞれ 6 カ月以上治療
を行った患者を調査対象とした。口腔衛生管理の中断期
間が 2 カ月の患者が 6 名，4 カ月の患者が 33 名であっ
た。口腔衛生管理の中断期間が 4 カ月の患者のうち，治
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療再開後 6 カ月以内に残存歯数が減少した患者は 7 名で
あった。抜歯にいたった原因は，重度歯周疾患と歯肉縁
下に及ぶう蝕であり，口腔衛生状態不良が主な原因の一
つであると考えられる。一方，口腔衛生管理の中断期間
が 2 カ月の患者では残存歯数の変化はみられなかった。
本研究において限られた症例数ではあるが，4 カ月間の
口腔衛生管理の中断は残存歯数減少のリスクになること
が示唆され，定期的に継続した口腔衛生管理を行うこと
は口腔環境の維持・向上を行うとともに，歯科疾患の早
期発見・早期治療につながり，欠損歯列の拡大を防止す
る期待ができると考える。（COI 開示：なし，北海道医
療大学臨床研究倫理審査承認番号：第 2021_014 号）

１１５．多摩北部医療センター歯科口腔外科における若年
層・中年層と高齢者の下顎智歯抜歯の検討

秀島　能1），森田奈那1，2），新　雄太1）

大矢珠美1），潮田高志1）

多摩北部医療センター歯科口腔外科1）

東京歯科大学オーラルメディシン・病院歯科学講座2）

目　　的：WHO は 65 歳以上を高齢者と定義しており，
2019 年日本人の平均寿命は女性 87.4 歳，男性 81.4 歳と
年々延長している。口腔外科を受診する患者も高齢化が
進んできており，以前は若年での施行が多かった智歯抜
歯に関しても高齢者の症例が増加している。このような
背景のなか，高齢者においてより安全な智歯抜歯を行う
にあたり，これまでの症例を後ろ向きに検討する必要が
あると考えた。
方　　法：2018 年 4 月より 2021 年 3 月までに当科を受
診し，下顎智歯の抜歯を実施した 928 人 1,100 歯（若・
中年層 816 人 970 歯，高齢者 112 人 130 歯）を対象とし
た。年齢，性別，原因疾患，既往歴，抜歯部位，周術期
管理，術後合併症，抗凝固・血栓薬服薬の有無について
診療録から後ろ向きに検討し比較を行った。
結果と考察：最高年齢：91 歳。平均年齢は若・中年層：
33.0 歳，高齢者：72.2 歳。性別は若・中年層：男性 302
人（356 本），女性 514 人（614 本），高齢者は男性 55 人

（65 本），女性 57 人（65 本）であった。原因疾患は，
若・中年層では埋伏歯 58％，智歯周囲炎 31％，高齢者
では智歯周囲炎 66％，埋伏歯 20％だった。基礎疾患
は，若・中年層では呼吸器疾患，精神疾患の順に多く，
高齢者は循環器疾患，代謝・内分泌疾患の順に多かっ
た。抜歯部位は Pell-Gregory 分類で若・中年層，高齢
者両方で Class�I�Position�A が多い結果であった。周術

期管理は，若・中年層で局所麻酔 73％，静脈内鎮静
19％，全身麻酔 7％であり入院下での抜歯は 26％，高齢
者は局所麻酔 50％，静脈内鎮静 41％，全身麻酔 3％で
入院下での抜歯は 74％であった。術後合併症は，両方
で 7％と差はなかった。抗凝固・血栓薬の服薬割合は，
高齢者が著しく多い結果であった。今回の調査で若・中
年層と比較し高齢者は基礎疾患を有する割合が多く，術
中の異常高血圧，術後感染，術後出血などの合併症リス
クが危惧された。当科では周術期の合併症を防ぐため，
抗生剤の術前投与や鎮痛薬の静脈内投与を併用した静脈
内鎮静や入院下での抜歯を推奨している。高齢者は合併
症のリスクが高いと考えられていたが，今回の結果では
頻度に差がなかった。合併症を抑えることができたこと
は適切な周術期管理が奏功したものと考える。（COI 開
示：なし，多摩北部医療センター倫理審査委員会承認番
号：3-24）

１１６．精神科病院における歯科衛生士の役割と重要性

西澤光弘1），荒木俊樹1, 2）

医療法人群栄会田中病院歯科1）

荒木歯科医院（東京都）2）

目　　的：当医療法人は精神科，診療内科，内科を主体
とし，歯科のほか介護老人保健施設，有料老人ホーム，
認知症グループホーム，精神科グループホーム，社会復
帰施設などを併設し，多くの入所者を抱えている。その
ため入所者が抱える疾患は多岐にわたり，多数の疾患が
併発していることも多い。歯科に通院する患者の多くは
そのような患者で，その人の病気や状態，環境に合わせ
た対応が必要となる。
方　　法：当歯科における歯科衛生士の役割は，受付・
予約から始まり治療と介助，器具の準備や片づけといっ
た歯科医院における一般的な役割に加えて，特にコロナ
禍の現在ではいわゆる持病のある高齢者が多く受診する
ため，ユニットや器具の消毒・滅菌という作業に時間を
費やしている。また，高齢者や認知症の患者に大きな声
や介助で移動を促したり四肢の不自由な患者をユニット
に移乗させるなどのいわゆる力仕事や，最も煩雑なもの
として，歯科受診する入所者の状態や内服薬，基礎疾患
などの情報を病棟スタッフや医療事務，レセコンなどか
ら確認しそれを基に受診した後，施設や病棟では見落と
されていた口腔の状態を病棟などにフィードバックする
作業がある。その他，施設の歯科健診や口腔ケアのスケ
ジュール管理や結果の記入，特に精神科病棟や療養病棟
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の入所者は隔離や寝たきりのことも多く，治療が可能か
どうかを事前に診査し必要な器具を準備する。また，移
動ができない入所者の場合には往診にて治療を行うなど
している。このように病棟，施設によって病気や状態，
その日の行事も異なるが，そのすべてを把握し歯科との
仲介役を行うのが当院の歯科衛生士の役割である。
結果と考察：近年，病院を取り巻く経営環境は厳しさを
増すが，質の高い医療の提供や多職種連携によるオー
ダーメイドな治療方針の提案など，ソフト面の改善も経
営には重要であると考えている。歯科は病院経営にとっ
ては不採算部門と思われがちであるが，口腔ケア，摂食
嚥下，NST，肺炎予防，フレイル，早期離床など病院
内で歯科が関与できるキーワードも多くあり，口腔管理
の指導者として多職種連携のリーダー的役割を歯科衛生
士が担うなど数字で表れない入所者への貢献も多い。今
後も入所者の QOL の向上など，病院における歯科衛生
士の役割を重要視されるよう望んでいる。（COI 開示：
なし，医療法人群栄会倫理審査委員会承認番号：
20211224）

１１７．強制的な血管新生抑制が抜歯窩硬軟組織治癒に与え
る影響の検索

黒嶋伸一郎1），小堤涼平1），佐々木宗輝1），村田比呂司2）

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科
口腔インプラント学分野1）

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科歯科補綴学分野2）

目　　的：本研究は，ベバシズマブおよび/または BP
製剤が抜歯窩硬軟組織治癒に与える影響を検索すること
を目的とした。
方　　法：C57BL/6J マウスに，BP 製剤（Zol），マウ
ス用ベバシズマブである抗 VEGFA 中和抗体（mAb-V），
Zol と mAb-V の併用（Zol/mAb-V），生理食塩水（対
照群：VC）のいずれかを 5 週間投与し，投与 3 週間後
に両側上顎第一大臼歯を抜歯し，その 2 週間後に屠殺し
た（n＝5/各群）。屠殺時に上顎，脛骨，ならびに血清を
採取し，各種解析を行った。
結果と考察：TRAcP5b の血清解析，マイクロ CT によ
る三次元的骨構造解析，CD31 に対する特異抗体を用い
た免疫組織化学的解析を行い，Zol では脛骨の骨量が有
意に増大すること，また，Zol/mAb-V では破骨細胞活
性が最も抑制され，舌結合組織の血管分布が有意に抑制
されることがわかった。以上より，本研究で使用した
Zol と mAb は臨床と同等の薬剤効果を示すことが確認

された。一方，肉眼的所見では，いずれの群も創部開放
は認められず，抜歯部位は治癒しているようにみえた
が，組織病理学的には全く異なっていた。すなわち，
Zol，mAb-V，Zol/mAb-V では VC と比較して有意に
壊死骨と空の骨小腔数が増大し，抜歯部結合組織ではコ
ラーゲンの産生低下，血管とマクロファージの有意な分
布抑制に加え，上皮の蹄脚長さと顆粒層厚さの減少が起
こり，骨性治癒遅延と軟組織治癒異常が惹起されてい
た。以上から，Zol または mAb-V の投与は，創部開放
を伴わない MRONJ ステージ 0 様病変に類似し，Zol と
mAb-V を併用投与すると治癒阻害作用が最も強かっ
た。高齢者がベバシズマブと BP 製剤の併用療法を受け
ている場合には，MRONJ に十分留意して歯科治療を行
うべきであると考えられた。（COI 開示：なし，長崎大
学倫理委員会承認番号：1708241404-5）

１１８．マクロファージの強制的枯渇が BRONJ 様病変の
硬軟組織治癒に与える影響の検索

小堤涼平，黒嶋伸一郎，佐々木宗輝

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科
口腔インプラント学分野

目　　的：当研究室ではビスホスホネート（BP）製剤
関連顎骨壊死（BRONJ）の基礎・臨床研究を行い，
BRONJ の病態形成にマクロファージが関与する可能性
を報告してきた。そこで本研究は，マクロファージの強
制的枯渇が抜歯誘発型 BRONJ 様病変の硬軟組織治癒に
与える影響を検索することを目的とした。
方　　法：はじめに BRONJ 様病変モデルマウスの作製
を行った。抗癌剤であるシクロフォスファミド（CY）
と BP 製剤の併用投与（CY/Zol）を 5 週間行い，薬剤
投与開始から 3 週後に上顎両側第一大臼歯を抜歯してそ
の 2 週間後に屠殺した。対照群は生理食塩水投与群

（VC）とした（各群 n＝7）。一方，別の BRONJ 様モデ
ルマウス群では，マクロファージ枯渇作用のあるクロド
ロネート・リポソームを用い，抜歯直後から 2 週間，右
側粘膜下に毎日投与した（Del）。対照群（Ctrl）は PBS
内包リポソーム投与群とした（各群 n＝5）。すべてのマ
ウスは屠殺後に血清，脛骨，大腿骨，上顎ならびに脾臓
を採取し，各種定量解析を行った。
結果と考察：はじめに BRONJ 様病変モデルマウスの評
価を行ったところ，すべてで創部閉鎖が起こった VC と
比較して CY/Zol ではその多くに創部開放が認められ，
空の骨小腔数と壊死骨が有意に増大して BRONJ 様病変
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を呈していることが確認された。一方，Del 群は脾臓の
マクロファージを著しく減少させていたことから，薬剤
効果が十分に発揮されていると判断した。また，Del 群
は Ctrl 群と比較して，有意に空の骨小腔数増加を伴う
壊死骨の増大と生きている骨も減少し，創部開放状態も
有意に大きくなっていることがわかった。また，抜歯部
結合組織のマクロファージも著しく減少していた。以上
から，創部もしくは全身に存在するマクロファージは，
BRONJ の病態形成にとって重要な働きをしている可能
性が強く考えられた。（COI 開示：なし，長崎大学倫理
委員会承認番号：1708241404-5）

１１９．なぜ口腔細菌は誤嚥性肺炎の原因となるのか？ 
 ―Pg 菌の短線毛による呼吸器細胞からのサイトカ
イン誘導―

髙橋佑和1, 2），今井健一2），飯沼利光1）

日本大学歯学部歯科補綴学第Ⅰ講座1）

日本大学歯学部感染症免疫学講座2）

目　　的：高齢者や要介護者は口腔機能が低下するた
め，口腔細菌を含んだ唾液や食物残渣を誤嚥する機会が
多くなり肺炎の発症リスクが高まる。しかし，なぜ口腔
細菌は誤嚥性肺炎の原因となるのか，その機序はいまだ
よくわかっていない。P. gingivalis（P.g.）は，FimA

（長線毛）と Mfa1（短線毛）の 2 種類の線毛を有してい
る。菌体の最外層に存在するため，細菌を誤嚥した場
合，宿主細胞に最初に作用する病原因子と考えられる。
FimA に関してはさまざまな生物活性が知られている
が，現在注目されている Mfa1 に関しては研究が始まっ
たばかりで，構造以外不明である。
　これまでに演者らは，歯周病原菌がさまざまな呼吸器
細胞において肺炎の中心的役割をなす炎症性サイトカイ
ンを強く誘導することを報告した。今回，歯周病原菌の
どの病原因子が本作用を担うかを検討するため，Mfa1
とその受容体に注目し検討を行った。
方　　法：精製した FimA，Mfa1 および LPS を気管支
上皮細胞に添加し，IL-8 と IL-6 量を定量した。Mfa1
と Toll 様受容体（TLR）との結合は，PC を用いた蛋白
質相互作用解析を行うことにより検討した。また，
TLR2 もしくは TLR4� を強制発現させた 293/TLR2 と
293/TLR4 細胞を用いて Luciferase�assay を行った。さ
らに，TLR の中和抗体で前処理することにより，実際
のサイトカイン発現における TLR の関与を確認した。
結果と考察：気管支上皮細胞に Mfa1 を添加した結果，

IL-8 と IL-6 の遺伝子発現が強く誘導された。Mfa1 は
濃度依存的に IL-8 と IL-6 の産生を誘導したが，FimA
と LPS に関しては高濃度添加しても両サイトカインの
産生に変化が認められなかった。Mfa1 は TLR2 と 4 の
両方とそれぞれ異なる方向で結合する可能性があること
が推察された。細胞実験の結果，Mfa1 は 293/TLR2 細
胞において NF-κB を活性化したが，TLR4 細胞では変
化が認められなかった。さらに，TLR2 の中和抗体処理
においてのみ，Mfa1 誘導性の IL-8 と IL-6 の産生が抑
制された。
　今回新たに，P.g. の Mfa1 が IL-8 と IL-6 を誘導する
こと，その作用に TLR2 が深く関与することが明らか
となり，誤嚥性肺炎の発症において Mfa1 が重要な役割
を担っていることが示唆された。（COI 開示：なし，倫
理審査対象外）

１２0．加齢による TRPV１ および TRPV２ 発現の変化が
口腔粘膜の疼痛感受性に及ぼす影響

浦田健太郎，大音　樹，西尾健介
李　淳，高津匡樹，飯沼利光

日本大学歯学部歯科補綴学第Ⅰ講座

目　　的：加齢は疼痛感受性に影響することが報告され
ている。しかし，皮膚と比較して口腔粘膜の疼痛感受�
性に与える影響は不明である。近年，侵害熱および機�
械 刺 激 の 受 容 体 と し て Transient�receptor�potential�
Vanilloid�1（TRPV1）や TRPV2 が注目されており，口
腔粘膜を支配する三叉神経節（TG）細胞にも発現する
ことが報告されている。本研究では老化促進モデルマウ
ス（SAMP8） を 用 い， 加 齢 に よ る TG 細 胞 中 の
TRPV1，TRPV2 発現変化が，口腔粘膜の熱および機械
刺激に対する疼痛感受性に及ぼす影響を検討した。
方　　法：SAMP8 マウスは 23 週齢（老齢）と 7 週齢

（若齢）を使用し比較検討した。まず浅麻酔下にて，左
側口蓋粘膜にヒートプローブによる熱刺激，あるいはデ
ジタルフォンフライによる機械刺激を加え，熱疼痛閾値

（HHWT）あるいは機械疼痛閾値（MHWT）を測定し
た。口蓋粘膜を支配する TG 細胞を標識するために神経
逆行性トレーサーである Fluoro�Gold（FG）を口蓋粘膜
に注入し，1 週間後に灌流固定した後，TG を摘出し，
FG 標識 TRPV1 あるいは TRPV2 陽性 TG 細胞数を免
疫組織学的に解析した。さらに，TRPV1 アンタゴニス
ト（SB366791） あ る い は，TRPV2 ア ン タ ゴ ニ ス ト

（Tranilast）を口蓋粘膜に投与した後，HHWT および
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MHWT の変化を測定した。
結果と考察：口蓋粘膜への熱および機械刺激に対するマ
ウスの疼痛閾値測定の結果，老齢は若齢と比較して有意
に高い HHWT と，有意に低い MHWT を認めた。
　TRPV1 および TRPV2 発現の免疫組織化学的解析の
結果，若齢は老齢と比較して TRPV1 陽性細胞が有意に
多く発現し，特に小型細胞で多くの発現を認めた。ま
た，老齢は若齢と比較して TRPV2 陽性細胞が有意に多
く発現し，特に中型細胞で多くの発現を認めた。
　SB366791 投与後の HHWT と MHWT を測定した結
果，若齢の HHWT は有意に上昇したが，SB366791 投
与により MHWT は若齢，老齢ともに有意な変化を認め
なかった。Tranilast 投与後の HHWT と MHWT を測
定した結果，老齢の HHWT と MHWT は有意に上昇し
た。
　以上の結果から，加齢は TG 細胞での小型の TRPV1
陽性細胞の発現数減少と中型の TRPV2 細胞の発現数増
加を起こし，口蓋粘膜の熱感受性は若齢では TRPV1 依
存性，老齢では TRPV2 依存性であり，加齢による鈍麻
化が示唆された。機械感受性は加齢により鋭敏になり，
TRPV2 依存性で生じる可能性が示唆された。（COI 開
示：なし，日本大学動物実験委員会承認番号：AP18�
DEN017）

１２１．高齢マウスに対する老化細胞除去薬の効果

小山尚人1, 2），加藤慎也1），田井康寛1, 2），中村　卓2）

出分菜々衣2），尾﨑友輝2），吉成伸夫1, 2）

松本歯科大学大学院歯学独立研究科
健康増進口腔科学講座1）

松本歯科大学歯科保存学講座（歯周）2）

目　　的：老化の原因として老化細胞の存在が報告され
ている。老化細胞は細胞老化随伴分泌現象（senescence-
associ�ated�secretary�phenotype：SASP）を起こす。
SASP 因子は，創傷治癒などの生体の恒常性維持におい
て重要な役割を担うことが知られている。しかしその一
方で慢性炎症を誘導し，各臓器の老化が起こるが，歯周
病や動脈硬化症も老化が共通の交絡因子として存在す
る。老化による慢性炎症の誘導と拡大を制御することが
可能であれば，慢性炎症を基盤とする両疾患に対し，一
括して標的とする治療法開発につながる。そこで，両疾
患の関連性と創薬の可能性を詳細に研究するモデル作成
ために，老齢マウスを用い，老化細胞除去薬投与による
歯周組織と動脈硬化への老化制御の効果を検討した。

方　　法：69 週齢の C57BL6 マウス 25 匹と遺伝的高脂
血症モデルである 89 週齢の ApoE-/-マウス 8 匹を実験
に供した。老化細胞除去薬としてダサチニブ® とケルセ
チン® 溶液を 2 週間ごと 2.5 カ月間投与した後，動物を
安楽死させ歯周組織と大動脈を摘出し，歯周組織は
µ-CT 撮影を行い，三次元再構築画像を用いて，下顎骨
の臼歯を計測部位とし，歯槽骨吸収の程度を検討した。
また上顎骨の凍結切片を作成しβ-Gal 染色を施行した。
大動脈は，en�face 処置により血管内面を可視化し，ズ
ダンⅣ染色により血管内皮の脂肪沈着を染色した。その
後，染色部位面積と血管全体の面積を求め脂肪沈着率を
計測した。
結果と考察：老化細胞除去薬投与により，加齢に伴う歯
槽骨吸収の抑制が確認できた。C57BL6 マウスの老化細
胞除去薬投与群においては，薬物非投与群と比較し，有
意な大動脈の脂肪沈着率の差はみられなかったが，89
週齢の ApoE-/-マウスの老化細胞除去薬投与群におい
ては，大動脈の脂肪沈着率が低下した。これらの結果よ
り，両疾患の関連性を研究するモデルになりうると思わ
れた。今後，局所における老化細胞減少の確認，各臓器
の老化抑制程度，体内における SASP 因子の減少に対
する検討を行っていく予定である。（COI 開示：なし，
松本歯科大学動物実験委員会承認：No.344 号）

１２２．Oral and Intestinal Bacterial Flora in 
Centenarians and Octogenarians with 
Low Functional Independence in Nursing 
Homes

Ma�Xiangtao1），Ikeda�Takefumi1, 2），Asahina�Hironao3）

Ogasawara�Tadashi4），Yoshinari�Nobuo1）

Department� of�Operative�Dentistry,�Endodontology�
and�Periodontology,�School�of�Dentistry,�

Matsumoto�Dental�University1）

Ikeda�Dental�Clinic（Nagano�Prefecture）2）

Department�of�Special�Needs�Dentistry,
�School�of�Dentistry,�Matsumoto�Dental�University3）

Department�of�Oral�Health�Promotion,�Graduate�School�
of�Oral�Medicine,�Matsumoto�Dental�University4）

Aim：The�purpose�of�this�study�is�to�analyze�the�oral�
and� intestinal� bacterial� flora� of� low-functioning�
octogenarians�and�centenarians.
Methods：Saliva�and� fecal� samples�were�collected�
from�nursing�home�residents�who�all� received�meals�
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from�the�same�catering�company.�Ten�octogenarians
（84-89�years�old）and�8�centenarians（100-103�years�
old）with� Barthel� Index（BI）scores＜60� were�
included.�A�dentist�counted�the�number�of� teeth,�and�
evaluated�the�denture�and�nutritional�status�by�Mini�
Nutritional�Assessment�Short�Form.�Bacterial�DNA�
was� extracted� and�multiplex� 16S� rRNA（V3-V4）
sequencing�was�performed�using�the� Illumina�MiSeq�
platform.�Composition�and�diversity�were�analyzed�by�
the�Mann-Whitney�U�test�and�weighted�PCoA.
Results：The�oral�microbial�diversity�of�centenarians�
was� slightly�higher� than� that� of� octogenarians�but�
fecal�samples�displayed�an�opposite�pattern；however,�
the� differences� were� not� significant.� Oral� flora�
composition�differed�between� the� two�groups,� likely�
due� to� the� lower�number� of� teeth� in� centenarians.�
Despite�having�a�similar�number�of� teeth,� there� is�a�
s ignif icant� dif ference� in� the� Mini� Nutrit ional�
Assessment� Short� Form� between� healthy� and�
unhealthy�octogenarians（p＜0.001）,�but�this�difference�
is�not�reflected�compared�with�centenarians（p＝0.596）
which�may�be�caused�by�almost�all�centenarians�used�
dentures�that�helped�restore�posterior�occlusion.
Conclusions：Age�and�physical�health�can�affect�
the�changes�in�the�oral�and�intestinal�flora�of�the�older�
adults.�However,�restoration�of�masticatory�function�by�
dentures� may� help� maintain� nutritional� status,�
regardless�of�age.
　The� author’s� declaration：No�conflict� of� interest

（COI）,� in� any�way.�Matsumoto�Dental�University�
Ethics�Committee�Approval�Number：0302.

１２３．口腔粘膜炎モデルを用いたヒアルロン酸シートの口
腔粘膜炎治癒効果の検討

鈴木　慶1），小越菜保子1），中野旬之2）

中島世市郎1），植野高章1）

大阪医科薬科大学医学部口腔外科学教室1）

金沢医科大学顎口腔外科学講座2）

目　　的：超高齢社会を迎えたわが国における口腔環境
の加齢的変化として，口腔乾燥が挙げられ，口腔粘膜炎
や誤嚥性肺炎を惹起することが問題となっている。
　現在，口腔乾燥における口腔ケアでは保湿目的にジェ
ルタイプのヒアルロン酸が用いられることが多い。ジェ

ルタイプでは唾液や口腔粘膜の波動により口腔粘膜に長
時間作用させることは困難であり，頻回な使用が必要と
なる。しかしながら，要介護高齢者において頻回な使用
は困難であることが多く，新規治療法の開発が必要と
なっている。
　本研究では，口腔粘膜に長時間滞留し効果を持続させ
るため，フリーズドライ法によるシート状ヒアルロン酸

（以下：ヒアルロン酸シート）を新規開発し，本ヒアル
ロン酸シートが口腔粘膜炎治癒効果における有用性を検
証した。
方　　法：7 週齢雄性ハムスターを用いて口腔粘膜炎モ
デルを作製し，ヒアルロン酸シートが口腔粘膜炎の治癒
に有用か評価した。
　口腔粘膜炎は，ハムスターの頰粘膜に 50％酢酸を含
ませたろ紙（8×8�mm）を 3 分間塗布し作製した。口腔
粘膜炎の評価は，酢酸塗布後の口腔粘膜炎の面積を経時
的に計測し，摘出した口腔粘膜炎組織を病理組織学的に
観察した。
　口腔粘膜炎に対するヒアルロン酸シートの効果は，酢
酸塗布し口腔粘膜炎を作製した翌々日を Day1 とし，5
日間継続して口腔粘膜炎にヒアルロン酸シートを貼付し
た治療群と，ヒアルロン酸シートを貼付しない対照群の
2 群について，口腔粘膜炎の面積を経時的に計測し統計
学的に比較検証した。
結果と考察： 1 ．対照群における各個体において，口腔
粘膜炎の大きさに顕著なばらつきはなく，肉眼的に口腔
粘膜炎が消失したのは 28 日目であった。口腔粘膜炎を
病理組織学的に評価した結果，2 日目で上皮の欠落と粘
膜下層への炎症性細胞浸潤を認めた。17 日目では上皮
の再生を認め，炎症性細胞浸潤の明らかな減少を認め
た。28 日目では上皮は再生しており，炎症性細胞は消
失していた。
　 2 ．Day2 における口腔粘膜炎の面積の縮小率は，対
照群は 93.3±7.7％であり，治療群では 59.6±9.2％であっ
た。Day5 における口腔粘膜炎の縮小率は，非治療群で
52.0±7.8％，治療群で 26.7±5.7％であった。以上より，
ヒアルロン酸シートが口腔粘膜炎の治癒に影響を及ぼす
可能性が示唆された。（COI 開示：なし，神戸薬科大学
動物実験委員会承認番号：2021-046）

１２４．前向きコホート研究による根面う蝕の有病および罹
患状況とリスクファクター

杉原直樹1），鈴木誠太郎1），今井光枝1）

江口貴子2），上條英之3）
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東京歯科大学衛生学講座1）

東京歯科大学短期大学歯科衛生学科2）

東京歯科大学歯科社会保障学3）

目　　的：日本の急激な高齢化に伴い高齢者は増加して
いる。一方で，近年における高齢者の現在歯数の増加は
顕著である。今後，日本において 8020 運動や歯科口腔
保健推進法，健康日本 21 などの保健政策の推進によ
り，高齢者の残存歯数が増加することによって，根面う
蝕の発病リスクはさらに増加し，その予防の必要性もさ
らに高くなると考えられる。
　日本人成人に対して根面う蝕の前向きコホート研究を
実施し，大規模集団での罹患率を明らかにするとともに
発病に関連する要因についての曝露を調査し，根面う蝕
の予防のために，発病のリスクファクターを明らかにす
ることを目的とした。
方　　法：2016 年と 2018 年の 7～8 月に大企業の都内
本社従業員のうち，同意を得られた者に対して口腔内診
査および自記式質問紙調査を実施した。2 回の調査にお
いて前向きコホート集団となった 332 名を対象に解析を
行った。
　口腔診査は歯冠う蝕，根面う蝕，歯周組織および口腔
清掃状態別にそれぞれ 1 名の歯科医師（合計 3 名）によ
り診査を実施した。口腔診査の基準は WHO の口腔診査
法（第 5 版）に準拠して実施した。水平位チェアと口腔
内ライトを用いて実施した。
結果と考察：ベースライン時の口腔内状況では，根面う
蝕有病者率は 15.7％，一人平均 0.36 歯を所有していた。
また歯肉退縮の有病者率は 82.5％，一人平均 6.4 歯を所
有していた。2 年間の根面う蝕累積罹患率は，男性で
13.3～39.6％，女性で 0～46.2％と年齢群が高くなるにつ
れて累積罹患率も高くなることが示されている。2 年後
の根面う蝕罹患（増加）を目的変数としたときに性別と
年齢で調整した場合の多重ロジスティック回帰分析（ス
テップワイズ法）を行った結果，ベースライン時の歯冠
部 DMF 歯数（オッズ比：1.068）および歯肉退縮歯数

（オッズ比：1～5 歯 2.024，6～10 歯 6.053，11 歯以上 8.170）
が高いと罹患のリスクが高く，かかりつけの歯科医があ
る者（オッズ比：0.537）のほうが罹患のリスクが低い
ことが示された。
　日本人の根面う蝕の有病および罹患状況を明らかにす
るためには，個々の集団の調査では限界があり，国家統
計調査を実施することが必要である。また根面う蝕の予
防のためには，最大のリスクファクターである歯肉退縮
の発生を極力抑制することが重要である。（COI 開示：
なし，東京歯科大学倫理審査委員会承認番号：806）

１２５．加齢が頸椎疾患の後方アプローチ術後の嚥下機能に
どのように影響するか

吉澤　彰，中川量晴，吉見佳那子，有瀧航太，山口浩平
中根綾子，玉井斗萌，長澤祐季，戸原　玄

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
老化制御学講座摂食嚥下リハビリテーション学分野

目　　的：頸椎疾患に対する後方除圧固定術および後方
除圧術（後方アプローチ術）は，前方からのアプローチ
より頻度が低いが，術後合併症として嚥下障害を生じ
る。加齢は，頸椎疾患術後の嚥下機能に影響する要因の
一つとされているが詳細は不明である。今回，後方アプ
ローチ術前後の嚥下機能を年齢別に解析し，加齢が嚥下
機能に与える影響を検討した。
方　　法：当院整形外科で後方アプローチ術が予定され
た頸椎疾患患者を対象とした。手術前日と術 1 週後に嚥
下造影検査（VF）を実施し，濃いとろみ水 4�cc を嚥下
し た と き の VF 画 像 か ら Dysphasia�Severity�Scale

（DSS：1-7），Functional�Oral� Intake�Scale（FOIS：
1-7），前後と上下方向の舌骨運動距離（mm），UES

（Upper�Esophageal�Sphincter）最大開大量（mm），食
塊の咽頭通過時間（s），Bolus�Residue�Scale（BRS：
1-6），嚥下回数，咽頭後壁の最大距離（mm）を計測し
た。計測には画像計測ソフト DIPP-Motion（DITECT）
を用いた。術前後の結果を対象者全体および年齢別で
65 歳未満（Y 群）と 65 歳以上（O 群）に分け，それぞ
れの術前後の結果を Wilcoxon の符号付き順位検定を用
いて解析した。
結果と考察：対象者は 39 名（男 23 名，女 16 名，年齢
中央値：69 歳，26～86 歳）で，Y 群 16 名，O 群 23 名
であった。対象者全体の手術前後では嚥下に関する諸器
官の運動に変化はなかったが，FOIS，DSS，BRS に術
後悪化を認めた（p＝0.008，0.003，0.006）。Y 群は術後
に DSS が悪化（p＝0.046）したが，嚥下運動の制限は認
めなかった。一方，O 群は術後に FOIS と DSS が悪化
し（p＝0.014，0.024），舌骨前方運動量が制限され（p＝
0.015），嚥下回数と咽頭残留が増加した（p＝0.034，
0.024）。よって，高齢者の後方アプローチ術後は嚥下運
動の制限を生じやすいことが明らかとなった。特に高齢
の頸椎疾患患者は，術前からの嚥下機能評価が重要とな
る例があり，術前から術後嚥下機能低下に配慮する必要
がある。（COI 開示：なし，東京医科歯科大学歯学部倫
理審査委員会承認：D2019-004）
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１２６．高齢頸椎疾患患者の術前後における嚥下機能の変化 
―咀嚼嚥下時の運動学的解析―

有瀧航太，中川量晴，吉澤　彰，齋木章乃，柳田陵介
吉見佳那子，山口浩平，中根綾子，戸原　玄

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
摂食嚥下リハビリテーション学分野

目　　的：われわれは頸椎疾患に対する手術後の嚥下機
能を運動学的に検討し，トロミ水摂取時，術前と比較し
有意に舌骨運動が制限され，UES の開大量が減少する
ことを明らかにした。一方，健常者の咀嚼嚥下は液体嚥
下と比較して舌骨の動きが異なるが，手術を受けた頸椎
疾患患者の咀嚼嚥下がどのように変化するかは検討され
ていない。そこで，咀嚼を要する食材を用いて頸椎疾患
手術前後の咀嚼嚥下の嚥下動態を解析した。
方　　法：当院整形外科において手術した患者で術前後
の嚥下造影検査（VF）に同意した 97 名のうち，前方ア
プローチ術での頸椎疾患の手術を施行した患者を対象と
した。手術前日と術 1 週後に VF を実施し，コーンフ
レークを咀嚼嚥下させたときの VF 画像から，前後と上
下方向の舌骨運動距離，食道入口部最大開大量，咽頭通
過時間，嚥下回数，咽頭残留量（6 段階）を評価した。
また，摂食嚥下障害の臨床的重症度分類（7 段階）と喉
頭侵入・誤嚥の重症度スケール（8 段階）は，液体 4�cc
を嚥下させて評価した。動画解析には DIPP-Motion

（DITECT）を用いた。各項目で術前後に相違があるか
Wilcoxon の符号付き順位検定を用いて検討した。
結果と考察：対象者は 20 名であった（男 13 名，女 7
名，年齢中央値：65.5 歳，60～77 歳）。術前と比較して
術後の舌骨移動量は，前後，上下方向とも有意差を認め
なかったが，ともに制限された。食道入口部最大開大量
は減少傾向（p＝0.079），咽頭通過時間は有意に減少

（p＝0.012）した。また嚥下回数は有意に増加（p＝0.003）
し，咽頭残留量，摂食嚥下障害の臨床的重症度分類，喉
頭侵入・誤嚥の重症度スケールは術後有意に悪化（それ
ぞれ p＝0.003，p＝0.007，p＝0.041）した。これまでに明
らかにしたトロミ水摂取時の嚥下動態と異なり，咀嚼嚥
下時は，舌骨運動が制限されないにもかかわらず UES
が開きづらく，咽頭残留が増加することが明らかになっ
た。咀嚼嚥下は液体嚥下と比較して，嚥下時に舌の押し
上げる移動量が大きいため舌骨の上方移動量が増加す
る。また，術後の嚥下回数が増加したことから，一回の
嚥下につき嚥下の意識化がなされた可能性がある。これ
らの要因が頸椎疾患手術前後の咀嚼嚥下の嚥下動態に影

響したかもしれない。（COI 開示：なし，東京医科歯科
大学歯学部倫理審査委員会承認：D2019-004）

１２７．フルデジタルワークフローによる止血シーネの製作

猪越正直，副田弓夏，秋山　洋
上田圭織，久保田一政，水口俊介

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
高齢者歯科学分野

目　　的：近年のデジタル技術の進歩は著しく，多くの
歯科治療にデジタルワークフローが導入されている。補
綴装置や口腔内装置の製作に CAD-CAM 技術が応用さ
れ，その有効性が報告されている。今回，フルデジタル
ワークフローによる止血シーネ製作を行い，良好な予後
が得られた症例を経験したため報告する。
症例の概要と処置：87 歳女性。残存歯の動揺と疼痛に
よる咀嚼障害を主訴に来院した。深部静脈血栓症，高血
圧症，脂質異常症，不安神経症，不眠症の既往があり，
抗凝固薬としてエリキュースを服用していた。下顎左側
犬歯を保存不可と判断し，抜歯をする方針となった。止
血シーネ製作のため，口腔内スキャナーを用いて下顎歯
列のデジタル印象採得を行った。得られた口腔内データ
を 3D�CAD ソフトウェア（FreeForm，3D�SYSTEMS；
3Shape�Dental�System，3Shape）に取り込み，抜歯部
位の削除と止血シーネのデザインをした後，3D プリン
タ（Form�3，formlabs）を用いて止血シーネの製作を
行った。下顎左側犬歯の抜歯後，抜歯窩に局所止血剤を
添加して縫合し，止血シーネを装着した。抜歯 2 日後の
来院時に止血確認を行い，抜歯窩の止血状態は良好と判
断し，止血シーネを除去，創部の消毒を行った。抜歯 7
日後に創部の消毒と抜糸を行った。
　なお，本報告の発表について患者本人から文書による
同意を得ている。
結果と考察：本症例では要抜歯部位に著しい動揺が認め
られ，印象材による印象採得が困難であった。抜歯当日
に印象採得を行い，止血シーネを製作する方法も考えら
れたが，治療時間が長くかかる点を考慮して，フルデジ
タルワークフローによる止血シーネ製作を行った。製作
した止血シーネの適合は良好であり，チェアサイドでの
調整は不要であった。デジタル技術を応用することで，
患者負担の少ない治療が実現できたと考えている。（COI
開示：なし，倫理審査対象外）
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１２８．X 線写真上の抜歯該当歯の歯頸部の長さが抗凝固
薬服用患者の抜歯後出血に与える影響

上田圭織1），久保田一政1），猪越正直1）

守澤正幸2），水口俊介1）

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
高齢者歯科学分野1）

もりざわ歯科・矯正歯科（千葉県）2）

目　　的：本研究は，抗凝固薬服用中の有病高齢者にお
いて，X 線写真上の抜歯該当歯の歯頸部の長さが抜歯後
出血に与える影響について調べることを目的とした。
方　　法：2016 年 8 月から 2020 年 11 月末に東京医科
歯科大学病院高齢者外来にて外科処置を受けた 65 歳以
上の高齢者のうち，抗凝固薬（ワーファリン，イグザレ
ルト，エリキュース，プラザキサ，リクシアナ）を内服
中の患者を対象とした。これらの患者の抜歯後 24 時間
以降 7 日以内に発生した出血を後出血と定義し，電子カ
ルテ上で調査を行った。抜歯当日に抗凝固薬の服用をし
ていない症例，PT-INR が 3.0 以上の症例，意思の疎通
が困難な症例，下顎埋伏智歯抜歯の症例は除外した。抜
歯した歯の歯頸部の長さをデジタル X 線写真上で計測
し，抜歯窩の距離とした。抜歯した歯の X 線写真上の
距離の平均値について，抗凝固薬の種類と後出血の有無
を要因とした二元配置分散分析と Tukey の多重比較を
用いて統計学的に解析を行った。
結果と考察：本研究の包含基準を満たした抗凝固薬服用
中の患者数は 437 名（男性：224 名，女性：213 名），平
均年齢 81.3 歳であった。二元配置分散分析の結果，イ
グザレルト服用中で後出血があった症例では，他の薬剤
に比べて有意に X 線写真上の歯頸部の長さの平均値が
大きいことが明らかとなった。当院の X 線写真は同一
規格化されているため，本研究では抜歯した歯の歯頸部
の長さをデジタル X 線写真上で計測し，抜歯窩の距離
として調査を行った。本研究の結果，イグザレルトを服
用している患者の抜歯を行う際には，抜歯窩の距離が大
きくなると後出血が発生しやすくなる可能性が示唆され
た。（COI 開示なし，東京医科歯科大学病院倫理審査委
員会倫理審査番号：D2019-080）

１２９．抗凝固薬内服中の高齢者における抜歯後出血リスク
因子の検討

森　美由紀1），河合　絢1），清水　梓1）

斉藤美香1），大鶴　洋1, 2），平野浩彦1）

東京都健康長寿医療センター歯科口腔外科1）

大鶴歯科口腔外科クリニック（東京都）2）

目　　的：本研究は，抗凝固薬服用中に抜歯した高齢者
において，ワルファリンおよび DOACs おのおのの抜歯
後出血のリスク因子を解析し，比較検討することを目的
とした。
方　　法：対象は，2015 年 4 月から 2021 年 12 月まで
当科を受診し，抗凝固薬内服継続下に抜歯を行った 65
歳以上の高齢者 276 例（男性 164 名，女性 112 名，平均
年齢 80.4 歳）を対象とした。抗凝固薬の内訳は，ワル
ファリンカリウム 112 例，DOACs�164 例であった。対
象を抗凝固薬別に抜歯後出血の有無で 2 群に分け，年
齢，性別，抗凝固薬の種類，抗血小板薬の併用の有無，
CHADs2，HAS-BLED，BMI，MMSE（Mini-Mental�
State� Examination），MNA-SF（Mini� nutritional�
assessment�Short-Form），PT-INR，APTT，Cre，
eGFR，ALB，T-BiL，1 回当たりの抜歯本数，術式（難
抜歯か普通抜歯），術中血圧について比較検討した。統
計解析には SPSS を用いた。2 群間の検定には Mann-
Whitney の U 検定または Fisher のχ2 検定を用いて単
変量解析を行い，p＜0.05 をもって有意差ありとした。
また，多変量解析はロジスティック回帰分析を用いた。
結果と考察：抜歯後出血の発生率は，ワルファリン服用
患者で 10.7％，DOACs 服用患者で 9.76％であった。ワ
ルファリン服用群の PT-INR は抜歯後出血なし群で 1.87
±0.45 であったのに対し，抜歯後出血あり群では 2.27±
0.48（p＝0.009）であった。また，ワルファリン服用患
者における術式は，抜歯後出血なし群では 100 例中 18
例が難抜歯であったのに対し，抜歯後出血あり群では
12 例中 6 例が難抜歯であった（p＝0.020）。またワルファ
リン服用患者における MNA-SF は，抜歯後出血なし群
では 12.0±2.06 点であったのに対し，9.42±3.20 点であっ
た。ワルファリン服用患者における多変量解析では，抜
歯後出血リスク因子として PT-INR，難抜歯および
MNA-SF が抽出された。
　DOACs 服用患者において，難抜歯は，抜歯後出血な
し群で 148 例中 24 例であったのに対し，抜歯後出血あ
り群では 16 例中 10 例であった（p＝0.000）。DOACs 服
用患者において，1 回当たりの抜歯本数は，抜歯後出血
なし群で 1.87±1.11 本であったのに対し，抜歯後出血�
あ り 群 で は 2.75±1.81 本 で あ っ た（p＝0.038）。 ま た
DOACs 服用患者の MNA-SF は，抜歯後出血なし群で
は 12.0±2.15 点であったのに対し，抜歯後出血あり群で
は 10.4±3.00 点であった（p＝0.026）。DOACs 服用患者
における多変量解析では，抜歯後出血リスク因子として
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難抜歯，1 回当たりの抜歯本数，MNA-SF が抽出され
た。（COI 開示：なし，東京都健康長寿医療センター倫
理審査委員会承認番号：R-19-13）

１３0．老人介護施設における要介護高齢者や介護職員と歯
学部生を電子的に繋いだ PBL 演習の取組

縄稚久美子1），前田あずさ1），兒玉直紀2）

萬田陽介2），菊谷　武3），窪木拓男1）

岡山大学学術研究院・医歯薬学域
インプラント再生補綴学分野1）

岡山大学学術研究院・医歯薬学域
咬合・有床義歯補綴学分野2）

日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック3）

目　　的：われわれは要介護高齢者施設に歯学部 3 年生
を引率し，療養者に直接インタビューや口腔内診査を行
わせ，医療・介護スタッフから療養者の情報を得て，口
腔栄養関連サービスをどのように介護現場で最適化する
かを議論するテュートリアル演習を 12 年間にわたり
行ってきた。昨年度から，コロナ禍のため要介護高齢者
施設に学生を訪問させることができず，この演習のほぼ
全過程のオンライン化を試みたので報告する。
方　　法：2020 年度 3 年生 53 名（女性 37 名，男性 16
名）と 2021 年度 3 年生 50 名（女性 24 名，男性 26 名）
を対象に，28 時間ほぼすべての演習をオンライン化し
た。
　オリエンテーションおよび特別講演については，
Microsoft�Teams（以下，Teams）を使用しライブ講義
を実施した。臨床栄養学講義については Microsoft�
Stream を用いたオンデマンド配信とし，グループワー
ク期間中に再視聴を行い復習ができるように工夫した。
各種介護食の実際を体験する試食実習については，自宅
で各自試食を行うこととした。症例ごとのグループワー
クは Teams のチャネルを少人数（8～9 名）で作成し，
そのなかでディスカッションを行った。療養者の口腔内
や栄養摂取に関する問題点を抽出，解決する方策につい
て議論し，その内容を最終発表会で各グループが発表，
議論した。
結果と考察：学生各自は，通常の施設見学実習と同様，
テューターの教員が配布した担当療養者の情報シート

（年齢，病歴，職歴，介護度，口腔内所見，食形態な
ど）を用いて予習を行った。その後，施設に赴く代わり
に療養者や介護者に対するインタビューや食事の様子，
食事内容などの情報を教員を介して医療・介護スタッフ

に複数回リクエストし，写真や動画などの資料で得るこ
とにより，身体的，精神的，社会的な問題の議論を深め
ていった。Teams によるグループワークに対する学生
の適応能力は高かった。しかし，試食や身体計測の相互
実習や療養者や医療・介護スタッフとのインタビューに
ついては，より臨場感が感じられるオンライン演習とな
るよう改善が必要と考えられた。（COI 開示：なし，倫
理審査対象外）

１３１．高齢者・在宅歯科医療学臨床実習の PBL における
テキストマイニングによる振り返り学習の取り組み

宇佐美博志，村上　弘，竹内一夫，水野辰哉，宮前　真
髙濱　豊，加藤大輔，上野温子，山口大輔，瀧井泉美

宮本佳宏，木本　統

愛知学院大学歯学部高齢者・在宅歯科医療学講座

目　　的：2020 年度より COVID-19 の感染拡大と収束
に伴い，ローテーションスケジュールによるオンライン
または対面での PBL を行っている。自由記述文章中の
単語の出現頻度や重要性および関連性を定量化して視覚
化する手法にテキストマイニングがある。すでに教育界
ではレポートの分析や実習の振り返りアンケート解析に
利用されている。2021 年度はグループ間の意見交流の
補塡としてテキストマイニングによる振り返り学習を
行ったので，教員と学生からの感想および運営における
改善点について報告する。
方　　法：PBL は 5 年次学生の 10 班編制で，3 週間に
1 回のローテーションで行った。シナリオは，高齢者の
社会的・環境因子，身体的因子，心理的因子および口腔
内状態を中心に拡散型の内容とした。マネキンのマナ
ボット（ニッシン）と口腔内情報と整合性のあるパノラ
マエックス線画像を PBL 用に作製した。オンライン，
対面 PBL ともにシナリオを Teams で提示し，意見交換
のための参考資料と書籍を手元に置いて歯科的介入につ
いて話し合った。グループのプロダクトは Teams の
Word で共有し，参加者の全員が視認と入力ができる環
境で行った。チュータは PBL 終了後にグループプロダ
クトの文章を AI テキストマイニングでテキスト解析
し，結果を学生に提示した。次いで，他のグループのテ
キスト解析の結果を提示し，実習後の振り返りの感想を
個々に記述させた。学生は自由意思により参加し，振り
返りの感想の公表に同意している。
結果と考察：学生からは，グループによって話題が全く
違うのがわかった，口腔内の咬耗や義歯の状態だけでは
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なく声かけや環境への配慮・他職種との連携も大切だと
思った，他のグループと違いはあったが全体的には同じ
内容だと感じた，高齢者の食事指導に着眼したグループ
は珍しいと感じたなどの感想があった。教員からは，テ
キストマイニングの結果は視覚的で学生に理解されやす
い，テキストマイニングのための単語の前処理が必要で
あるなどの感想があった。以上より，拡散型シナリオと
Teams�による Word の共有およびテキストマイニング
による振り返りの学習は，実施時期の異なる PBL での
グループ間の意見提示に有効な方法と考える。（COI 開
示：なし，倫理審査対象外）

１３２．骨吸収抑制薬関連顎骨壊死の高リスク患者に対し侵
襲的歯科治療を実施した ２ 症例

板木咲子1），金久弥生2），山脇加奈子1）

田地　豪3），吉川峰加4）

医療法人ピーアイエー1）

明海大学保健医療学部口腔保健学科2）

広島大学大学院医系科学研究科口腔生物工学研究室3）

広島大学大学院医系科学研究科先端歯科補綴学研究室4）

目　　的：骨吸収抑制薬のうち，ビスフォスフォネート
（以下，BP）治療が 4 年以上にわたる場合，薬剤関連顎
骨壊死（以下，MRONJ）発生率が増加することが報告
されている。療養型病床施設において，MRONJ の高リ
スク患者に対し，侵襲的歯科治療を実施した 2 症例を報
告する。
症例の概要と処置：症例①：78 歳（歯科初診時），女
性。左足骨折，統合失調症，胆嚢ポリープの既往あり。
2012 年 3 月に脳血管性認知症にて当グループホームへ
入居した。職員より口臭と上顎 Br 動揺の指摘があり，
当院歯科を受診し，重度歯周病のため，3 月と 5 月に抜
歯した。2014 年 9 月に右大腿骨転子部骨折を認め，11
月より BP 治療が開始された。う蝕と歯周病の進行に伴
い，2016 年 10 月（BP 治療 1 年 9 カ月）に抜歯した。
歯周病の進行に加えて，残存歯の接触に伴い舌に潰瘍を
認めたことから，2020 年 2 月と 4 月（BP 治療 4 年 9 カ
月）に抜歯した。4 月の抜歯後に術後感染を認めたが，
抗菌薬投与と口腔衛生管理により改善した。
　症例②：71 歳（歯科初診時），女性。顔面神経麻痺，
急性腎不全の既往あり。2013 年 2 月にアルツハイマー
型認知症にて当院へ入院し，3 月に検診のため当院歯科
を受診した。主治医の判断にて 2014 年 3 月より BP 治
療が開始された。歯周病の進行に伴い，2015 年 2 月と 3

月（BP 治療 8 カ月），2018 年 10 月と 12 月（BP 治療 4
年）に抜歯し，良好な予後を有している。
　なお，休薬期間はいずれも 3 カ月間，再開時期は抜歯
から 1 カ月前後とした。口腔衛生管理は初診より継続し
ている。本報告の発表について，代諾者から文書による
同意を得ている。
結果と考察：MRONJ の高リスク患者に対する侵襲的歯
科治療の実施において，口腔衛生管理を含む適切な歯科
治療を提供したことにより，良好な予後を有することが
できた。侵襲的歯科治療の実施は，全身疾患との関連か
ら，休薬の必要性，休薬と再開の時期について，医科と
連携を図りながら実施することが望ましいと考える。

（COI 開示：なし，医療法人ピーアイエー倫理委員会承
認番号：D-第 24 号）

１３３．オーラルアプライアンスを用いた咬傷防止の ２ 症例

石塚　結，進藤　愛，安達真弓，池田聡子

医療生協やまがた鶴岡協立病院歯科

目　　的：近年，8020 運動の浸透や口腔衛生への関心
の高さにより，高齢となっても歯が多く残っている傾向
がある。しかし，要介護状態になったときの残存歯のケ
アと治療を継続することは困難なことが多い。その困難
と思われる課題の一つとして咬傷がある。歯科診療のみ
ならず，看護および介護現場において咬傷に対する対応
を求められているが，これといった決定打はなく，削合
や抜歯といった歯科医療としては後退した処置を選ばざ
るをえない状況がある。今回，咬傷防止のためにオーラ
ルアプライアンス（OA）を試みた症例を 2 例経験した
ので報告する。
症例の概要と処置：症例 1：78 歳，女性。既往にアルツ
ハイマー型認知症，うつ病，脳梗塞後遺症あり。X 年 4
月，消化管内視鏡検査時に上顎に歯の脱臼と頰粘膜損傷
ができた。当科にて抜歯し縫合を行った。その後，VE
の結果から，経皮的胃ろう増設術を行う。退院時の看護
総括にも継続的な歯科治療が必要とされたため，当科に
て訪問歯科診療を継続した。X 年 5 月，不随意運動によ
り右上口唇に咬傷が新たにできたため，OA を作製す
る。装着後，裂傷がみられたので削合調整。外れやすい
ということでレジン添加し固定を試みた。8 月に右上口
唇の裂傷は寛解。その後は経過観察。
　症例 2：66 歳，女性。既往にピック病，アルツハイ
マー型認知症，摂食障害，栄養障害，嚥下障害あり。
X－4 年前に経皮的胃ろう増設術を行う。X 年 8 月，て
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んかん発作が起きたときに下口唇に咬傷ができることに
対して対策を求められたため，OA を作製し装着する。
その後咬傷は軽快し，てんかんの発作が治まっているの
で経過観察。なお，本報告の発表について双方の患者の
代諾者から同意を得ている。
結果と考察：咬傷はさまざまな原因により発症し，また
複合的な因子が複雑に絡むことから対応が難しいことが
多い。特に間歇的に起こる過緊張や痙攣は予測が困難な
ので，常に発生に備えた咬傷予防が必要になる。咬傷を
早期に発見，治療し再発防止の手段を講じる。また介護
においては，患者本人との意思疎通が難しい場合，介護
者にも OA の装着や清掃方法を習得してもらう必要が
ある。また，OA 作製にあたって，安全に印象採得を行
える状況かどうかの見極めと，不随意運動に対してどこ
まで固定された装置が効果を発揮できるかが重要である
ことが示唆された。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１３４．入院中から在宅にかけて口腔健康管理を継続し食支
援を行った症例

玉本かおる1），米田博行1），三原佑介1）

三輪俊太2），石田　健1）

JA みなみ信州歯科診療所1）

三輪歯科医院（岐阜県）2）

目　　的：要介護高齢者の医療の特徴は，医療と介護の
一体化による提供と，患者の移動である。そのため歯科
医療も多職種と協働し，シームレスに対応しなくてはい
けない。本症例では，入院中から在宅にかけて，歯科衛
生士による口腔健康管理を継続し，摂食嚥下障害の評価
と食支援を行ったことで，摂食嚥下機能を維持，改善す
ることができたので報告する。
症例の概要と処置：93 歳の男性。気管支肺炎，レビー
小体型認知症，心不全の既往あり。2021 年 5 月，肺炎・
血圧低下のため入院中，下顎義歯破損を主訴に歯科訪問
診療の依頼があった。下顎義歯は修理困難，上顎義歯も
不適合のため，上下顎全部床義歯を製作するとともに歯
科衛生士による口腔健康管理介入を行うこととした。自
宅へ退院となり家族より「水分により時折むせる」との
訴えがあったため，嚥下内視鏡検査（以下：VE）を施
行した。VE の結果，咽頭の唾液の貯留ならびに誤嚥を
認め，水分には段階 1 のとろみを付与することとし歯科
衛生士が家族とケアマネジャーにとろみの程度や付与の
方法を指導した。新義歯完成後 VE にて再評価を行った
ところ，舌機能の低下が著しく，義歯口蓋形態との不調

和を認めたため，上顎義歯に舌接触補助床（以下：
PAP）形態を付与した。義歯調整と歯科衛生士による
口腔ケアと口腔マッサージを実施し，上下義歯を使用し
ての食事が可能となった。しかし 3 カ月後，義歯に多量
の食渣が確認され，むせも頻繁にみられるようになった
ため，再度 VE を実施した。その結果前回に比べ，嚥下
反射の著しい惹起遅延と咽頭残留物の誤嚥を認め，薬剤
による覚醒不良の可能性が示唆された。主治医に内服薬
調整を依頼し，食渣の付着が改善した。家族より「むせ
が少なくなった」と報告があったが臨床的には不顕性誤
嚥の可能性があり，歯科衛生士による口腔健康管理を継
続している。
　なお，本報告の発表について患者代諾者より同意を得
ている。
結果と考察：本症例では，入院中から在宅まで，歯科訪
問診療と歯科衛生士による口腔ケアならびに機能訓練を
行い，シームレスな口腔健康管理を提供できた。さら
に，歯科衛生士が継続的に介入することで，疾患の進行
による誤嚥のリスクを早期発見し，患者の摂食嚥下機能
を維持，改善することができたと考える。（COI 開示：
なし，倫理審査対象外）

１３５．Down 症候群患者のう蝕・歯周病予防における口
腔管理について 
―２ 症例の歯科との関わりにおける検討―

横山滉介1），萩原　大2），鎌田有一朗2），原　豪志2）

髙野知子2），李　昌一3），小松知子2）

神奈川歯科大学歯科診療支援学講座
歯科メンテナンス学分野1）

神奈川歯科大学全身管理歯科学講座障害者歯科学分野2）

神奈川歯科大学健康科学講座災害歯科学分野3）

目　　的：Down 症候群（DS）患者は知的能力障害を
伴うため口腔の清潔に対する認識が低い傾向にあり，免
疫機能の異常により歯周病の罹患リスクも高い。DS は
通常，医学的管理の観点から生涯を 3 つに分けることが
提唱されており，18 歳までが小児期，19～40 歳が成人
期，41 歳以降は老年期とされている。今回，長期にわ
たり口腔衛生管理を行った 2 症例の歯科との関わり，口
腔ケアの状況と歯科疾患の経年的変化を分析し，歯周病
やう蝕予防における課題を抽出したので報告する。な
お，本報告は本人と家族の同意を得ている。
症例の概要と処置：症例 1：15 歳の男子でう蝕治療を主
訴に来院した。療育手帳は B2 で，合併症はない。6 歳
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の時，う蝕のため，歯科を受診したが治療を断られ，以
後一度も受診歴がない。口腔衛生状態は不良ですべての
歯（26 歯）にう蝕，重度歯肉炎が認められた。症例 2：
19 歳の女性で口腔衛生管理を主訴に来院した。療育手
帳は A2 で，合併症はない。1 歳から歯科を受診し，定
期的な口腔衛生管理が行われていた。口腔清掃状態は良
好で現在歯 28 歯でう蝕，歯肉炎はなかった。症例 1：
多数歯う蝕のため全身麻酔下で治療を行い，その後は亜
酸化窒素吸入鎮静法下にて継続した専門的口腔ケアと歯
科衛生士（DH）による歯磨き指導（TBI）を行ってき
た。指導内容をホームケアで十分活かすことができず，
介助磨きへの拒否もあり，清掃状態は不良であった。50
歳で残存歯数は 12 歯である。症例 2：幼少期から DH
による継続的な TBI が行われ，診療にも協力的で，早
期より歯磨き習慣が定着し，口腔清掃状態も良好であっ
た。50 歳で残存歯数は 28 歯である。
結果と考察：今回の 2 症例の口腔内状態の差は，幼少期
からのホームケアおよび歯科への協力性や重要性に対す
る意識の程度の差などにより生じたと考えられた。DS
の平均寿命は約 60 歳に達し，口腔の健康を維持するた
めには幼少期から継続した口腔衛生管理が重要であると
考えた。また，老年期では施設入所や保護者の高齢化な
ど口腔衛生管理が不十分になることが想定される。幼少
期から成人期，老年期を見据えた口腔疾患予防の重要性
への意識化，保護者ならびに本人への TBI，歯科診療
における適切な行動調整を行い，口腔衛生状態を良好に
維持することが重要であると考えられた。（COI 開示：
なし，倫理審査対象外）

１３６．脳出血後遺障害を有する患者への長期にわたる歯科
衛生士の取り組み

池田由香，鶴巻　浩

社会医療法人仁愛会新潟中央病院歯科口腔外科

目　　的：脳卒中は要介護や寝たきりの最大の原因で，
麻痺などの後遺症で日常生活に支障をきたすと，口腔内
に問題を抱えながらも歯科通院できず，同疾患患者の口
腔環境は劣悪な状態に陥りやすい。今回，脳出血発症後
早期より歯科衛生士が介入し，初診から 22 年経過し 92
歳となった現在も口腔機能維持に取り組んでいる症例を
報告する。
症例の概要と処置：患者：70 歳，男性。主訴；左下 2
の動揺。既往歴：2000 年 8 月に脳出血で当院脳神経外
科に入院。他に高血圧症，糖尿病で内服治療中。現病

歴：当院入院中に左下 2 の歯周炎急性発作を発症し当科
受診。初診時現症：全身状態；右半身麻痺で車椅子使
用，構音障害あり。口腔内所見；左下 2 動揺著明。残存
歯数 25 本，右上顎臼歯と下顎残存歯に 4～6�mm の歯周
ポケットあり。プラークコントロール不良。エックス線
所見：全顎的に水平的骨吸収あり。診断：中等度から重
度歯周炎。処置および経過：左下 2 の抜歯，義歯調整，
歯周基本治療を施行。固定性補綴物を希望し，右下 6，
7 と左下 2 部にインプラント埋入。歯周炎の改善を認め
歯周病安定期治療（以下 SPT）に移行。糖尿病による
易感染性，麻痺による口腔清掃不良などのリスクを考慮
し SPT の頻度は月 1 回とした。むせや食べこぼしなど
の自覚症状から 2019 年 5 月，口腔機能低下症検査を実
施。口腔乾燥，舌口唇機能低下，低舌圧，嚥下機能低下
の 4 項目が該当し，舌・口腔周囲筋運動や構音訓練など
の口腔リハビリを開始。SPT と併せて現在も継続中。
　なお，本報告の発表について患者本人から文章による
同意を得ている。
結果と考察：22 年間での喪失歯数は 4 本で，4�mm 以上
の歯周ポケットの割合は初診時で 40％，現在では 38％
であった。PCR は初回で 35％，現在では 20％台を維
持。口腔機能低下症検査では口腔乾燥が改善し該当項目
は 3 項目となった。定期的な歯科通院が困難でありなが
ら，長期に継続したメインテナンスが行え，良好な結果
が得られた要因としては，診療スタッフが脳出血後遺症
について理解し，患者に寄り添いながらモチベーション
向上に努め，患者と患者家族の理解と協力を得ることが
できたことなどが挙げられる。メインテナンスごとの注
意深い観察と，加齢変化に合わせた入念なサポートを行
うことで，長期に及ぶ高齢障害者の口腔機能の維持に寄
与することができたと考えられた。（COI 開示：なし，
倫理審査対象外）

１３７．夫婦間介護の中，難渋した歯科介入の後，異なる転
機に至った在宅療養中の要介護高齢者 ２ 症例の検討

西尾英莉，中村純也，芝辻豪士，足立了平

医療法人社団関田会ときわ病院歯科口腔外科

目　　的：在宅療養中の要介護高齢者への歯科介入・食
支援は介護力や介護者の病識の程度などにより難渋する
ことも多い。今回ほぼ同病期の要介護高齢者 2 名に対し
て同様の介入を試みたにもかかわらず，異なる転帰にい
たった 2 症例について検討する。
症例の概要と処置：A 氏，68 歳，男性，要介護 5。複
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数回の脳血管疾患の既往あり。2016 年 7 月に当科受診，
介入当初は介護者である妻への暴力や歯科介入への拒否
的な発言もみられ，介護者も閉鎖的であり介入に難渋し
ていた。ADL の低下から歯科訪問診療を勧め，移行ま
でに約半年かかったが，2019 年 9 月より訪問診療開始
となった。
　B 氏，72 歳，男性，要介護 5。パーキンソン病の既往
あり。2019 年 9 月より歯科訪問診療を開始した。B 氏
も介護者の妻への暴言や拒否的な発言が目立ち，口腔ケ
アのみの介入となっておりケアマネジャーも介入に難渋
していた。
　なお，本報告の発表について患者本人・家族から同意
を得ている。
結果と考察：A 氏に対しては，嚥下機能低下，介護者
の負担軽減を考慮し，言語聴覚士の訪問リハビリやデイ
サービスの利用も勧めた。認知機能低下の進行に伴い，
徐々に夫婦間の力関係が逆転し，介護者の病態理解も深
まり，口腔ケアや嚥下評価，食支援の介入が円滑に進ん
だ。勧めていたリハビリやサービスも取り入れてくれ，
栄養介入もでき現在は胃瘻造設し，楽しみ程度の食事を
継続できている。一方 B 氏は，訪問リハビリやデイサー
ビスの利用には常に消極的で，介護者にも病態を理解し
ようとする姿勢は最後までみられなかった。栄養介入も
できず，歯科訪問診療開始後約 1 年で死亡となった。こ
の 2 症例は，介入開始時の年齢，性別，ADL，認知機
能，嚥下レベル，口腔内環境，妻と 2 人暮らしである点
はほぼ同様であった。転帰を与えた要因には，認知機能
低下様相，夫婦間の力関係の偏位，介護者の病態理解の
程度，教育歴などが考えられた。介入当初は A 氏も介
護者も閉鎖的であったが，われわれの介入をきっかけに
徐々に介護者が主体的になり，ケアマネジャーや主治
医，言語聴覚士など多職種と連携し支援することができ
た。在宅療養中の要介護高齢者には，われわれの評価介
入はもちろんのこと，介護者の性格，病識，要介護にな
る前の夫婦関係なども考慮した多職種によるアプローチ
が重要であると考えられた。（COI 開示：なし，倫理審
査対象外）

１３８．口腔内装置型代用発声装置の使用により QOL が向
上した喉頭全摘出術後の １ 症例

山田大志，石井美紀，山口浩平
中川量晴，水口大樹，戸原　玄

東京医科歯科大学摂食嚥下リハビリテーション学分野

目　　的：喉頭癌の罹患者は 65 歳以上が多く，喉頭全
摘出術を受けた者は発声機能を失い，介助を求める際な
ど日々のコミュニケーションが困難となる。代用発声法
として，電気式人工喉頭，食道発声法，食道気管瘻が用
いられるが，聞き取りにくさ，難しい訓練が必要，手術
の侵襲がある，費用が高いなどそれぞれ難点がある。そ
こでわれわれは，口腔内に原音を発するマウスピースを
装着するという従来法と全く異なるアプローチの代用発
声装置 Voice�Retriever を考案し，患者への使用を開始
している。今回難しい訓練を要することなく喉頭全摘出
術後患者が再び発声可能となり，生活の質が向上した症
例を経験したため報告する。
症例の概要と処置：82 歳男性，2020 年に下咽頭癌にて
喉頭全摘出術を受けた。配偶者と二人暮らしで，
ADL，認知機能に問題はなかった。術後代用発声法と
して食道発声法を検討していたが，COVID-19 感染症
の蔓延の影響で発声訓練を受けられず，術後は筆談によ
るコミュニケーションを取っていた。振戦により筆談が
徐々に難しくなったため，本装置の作製を希望した。
2021 年 11 月より本装置を使い始め，装着前後の Voice-
Related�Quality�of�Life（V-RQOL）の変化について検
証した。なお，本報告に際し患者本人に書面での同意を
得た。
結果と考察：装置装着初日から発声することができ，音
声によるコミュニケーションが可能となった。それによ
り，V-RQOL が改善した。みずから電話に出ることが
できる，妻が倒れたときでも助けが呼べる，などの従来
からの患者の訴えや不安が解決した。本装置は研究段階
であるが発声の再獲得に有用であった。今後，声を失っ
た患者に対する歯科介入を充実させたい。（COI 開示：
なし，倫理審査対象外）

１３９．当会高齢者外来での歯科衛生士の取組み 
―第 ５ 報　病院嫌いなオーラルフレイル患者への対
応の １ 例―

吉浜由美子，若尾美知代，日吉美保，棚橋亜企子
矢ヶ崎和美，東澤雪子，吉岡亜希子，鈴木裕美子

平野昌保，菊地幸信，野村勝則，高橋恭彦
小野洋一，渡辺真人，小林利也，鈴木聡行
秋本　覚，和田光利，平山勝徳，片山正昭

藤沢市歯科医師会

目　　的：オーラルフレイルの放置により要介護状態に
陥る可能性があり，その軽微な口腔機能の衰えに対し適
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切な対応を行い，回復を試みることで健康寿命の延伸に
つながると考えられている。今回ケアマネジャーにより
紹介来院した，独居でセルフケア自立の残根多数な口腔
機能低下の疑いがある方に対し，継続通院による口腔健
康管理を行ったので報告する。
症例の概要と処置：80 歳男性。要支援 2。右耳難聴。肝
硬変・前立腺肥大の既往があるが病院嫌いで定期的な受
診・服薬なし。2021 年 2 月，杖歩行にて息子とともに
初診来院。病院嫌いで放置していたが，「口の中が酷い
状態になっている」というケアマネジャーの報告により
受診につながった。
　現在歯 25 歯。初診時口腔は残根 18 歯であり咬合支持
域は Eichner 分類 B2。刷掃の意識なく食渣停滞，辺縁
歯肉からは自然出血もみられた。独居であり食事は麺類
を軟らかく茹でたものを主食として不具合を感じておら
ず，補綴処置を希望せず疼痛などでの都度来院を希望。

「管理しやすい口」を作る目的に継続通院してもらうこ
ととし説明した。
　医科受診がないためか生体管理モニタ装着による入室
時の血圧は 180�mmHg であり診療中 150�mmHg 前後と
高く，肝硬変のためか易出血性であり保存処置を優先し
て行い，補綴を希望しないため「管理しやすい口」をつ
くる目的に治療と並行して継続的口腔衛生管理を行うこ
ととした。残根多数であり，数本ずつ根管治療・コンポ
ジットレジン充塡により管理しやすい口づくりを目的と
した通院への動機づけより開始した。
　なお，本報告の発表について，患者本人とその家族か
ら文書による同意を得ている。
結果と考察：修復処置を行いう歯が処置歯となるにした
がい，セルフケアの意識が上がり来院時の残存食渣が減
り辺縁歯肉からの自然出血も減った。欠損もあり残根多
数であるため配慮の必要な口腔であるが，来院の際に刷
掃に関する質問が出るようになった。病院嫌いというこ
とであったが診療キャンセルすることなく通院してい
る。
　コロナ禍でマスクをする環境でもあるため残根多数で
あることは患者以外把握しておらず，ケアマネジャーに
より発見された「忘れられた口腔」であった。医療・介
護連携によりオーラルフレイルを早期発見し，継発する
要介護状態への移行を減少させ自立した生活を送れるよ
う今後も取り組んでいく所存である。（COI 開示：な
し，倫理審査対象外）

１４0．当会高齢者外来での歯科衛生士の取組み 
―第 ６ 報　脳梗塞後遺症患者に舌圧検査を応用し口
腔衛生改善を試みた症例―

若尾美知代，吉浜由美子，高橋恭子，似鳥純子
石田　彩，佐藤園枝，日吉美保，東澤雪子

吉岡亜希子，鈴木裕美子，間宮秀樹，堀本　進
秋元宏恵，薮内貴章，渡辺真人，小林利也，秋本　覚

和田光利，平山勝徳，片山正昭

藤沢市歯科医師会

目　　的：疾病を契機に全身状態悪化に伴う口腔機能低
下を起こし，また認知機能の低下や手指の巧緻性低下に
よる口腔衛生状態の悪化により来院するケースが少なく
ない。今回，脳梗塞後遺症右片麻痺患者に対し，口腔機
能および衛生状態改善目的に口腔機能低下症の検査を応
用した症例を経験したので報告する。
症例の概要と処置：70 歳男性。要介護 4（認知症高齢者
自立度Ⅲa，障害高齢者自立度 B2）。脳梗塞後遺症右片
麻痺，高次脳機能障害，症候性てんかん，高血圧症。
2021 年 2 月，歯周病を主訴に配偶者とともに車椅子に
て初診来院。現在歯 28 歯。初診時口腔内は麻痺のため
か右側に多くのプラーク，食渣が残存し，う歯も右側に
傾向的であった。主介護者である配偶者は双極性障害の
ため，口腔衛生に介入することはなく自己管理。歯科医
師によるう蝕治療と並行して専門的口腔衛生管理より開
始した。一般的な口腔衛生指導の対応だけでは口腔衛生
状態の改善がみられず，口腔機能低下症の検査にて数値
化することでの評価を試みた。
　初回の口腔機能低下症検査の際に，舌圧検査ではバ
ルーン部を舌でうまく挟むこともできず高次脳機能障害
による失認症・失行症も疑えたが，舌可動域拡大による
食渣の停滞防止を目的に舌トレーニングを試みた。舌を
前後左右に出す簡単な舌体操から始め，徐々に回数と時
間を増やしていくこととした。同時に自宅では，箸とス
プーンで食事を摂るとのことから，食事前に自主訓練が
できるようスプーンを使用した方法も指導した。その後
舌圧計を用いて舌の筋力をつけるため，バルーン部を口
蓋に押し付けるトレーニングも行い，都度測定される数
値を患者と共有し，モチベーションの向上も期待した。
　なお，本報告の発表について患者本人とその家族から
文書による同意を得ている。
結果と考察：初回計測不能であった舌圧検査から 2 カ月
後の最高舌圧値は 8.6�kPa とわずかに上昇し，4 カ月後
には 16.4�kPa まで数値を伸ばした。それに伴い，今ま
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で改善が困難であった右側に停滞する食渣とプラークの
付着も減少を見せ始めた。舌訓練が進むにつれ，口唇閉
鎖も良好となり，洗口時に口から水がこぼれにくくなっ
た。
　舌の動きと筋力向上により，口腔周囲筋の動きを連動
させ，麻痺側のみにみられた食渣の停滞を防ぎ，左手で
の刷掃だけでは補えない部分の手助けになったと考えら
れる。今回舌圧数値を指標とし，舌を機能向上させるこ
とが口腔衛生改善に有効であった。（COI 開示：なし，
倫理審査対象外）

１４１．脳出血後遺症による左側麻痺の要介護患者に対し歯
科訪問診療にて義歯を製作した症例

堤　康史郎1），柏﨑晴彦2）

医療法人福和会別府歯科医院（福岡県）1）

九州大学大学院歯学研究院口腔顎顔面病態学講座
高齢者歯科学・全身管理歯科学分野2）

目　　的：平成 30 年度版厚生労働白書によると，脳血
管疾患の総患者数はおよそ 111 万 5,000 人で，男女差は
ほとんどない。一方，脳血管疾患を一度発症すると後遺
症が残り日常生活に影響を及ぼすことが多く，歯科治療
の必要性が健常者より高くなる。今回，脳出血後遺症の
要介護患者に対して歯科訪問診療を通して義歯を製作
し，良好な経過を得た 1 例を経験したので報告する。
症例の概要と処置：61 歳の男性。脳出血後遺症（2015
年 7 月発症，左側上下肢麻痺の後遺症），高血圧，糖尿
病（どちらも発症時期不明）の既往あり。2019 年 5 月
の訪問初診時より残存歯の歯周処置および義歯調整を
行っていた。2020 年 3 月，患者を担当しているケアマ
ネジャーより，上顎の義歯を紛失したため製作してほし
いと依頼され，本人とケアマネジャーに口腔内状況を説
明して了承を得た後，開始した。同年 4 月，義歯製作の
際，自身で着脱が困難であったため，上顎残存歯にはめ
込むようにマウスピースタイプの義歯を製作した。義歯
製作の前後を比較して，咬合高径が上がり，上下顎の正
中のずれが改善された。2020 年 5 月，新製義歯を調整
し使用良好となったため，以降は，歯科衛生士による毎
週の口腔衛生管理と歯科医師による隔週の残存部・義歯
のチェックを行いながら口腔内環境を維持している。
　なお，本報告の発表について患者本人から文書による
同意を得ている。
結果と考察：義歯製作や調整を通して以前より咬み応え
のある食形態が摂取可能となったが，糖尿病に対する食

事制限のため，体重は維持されている。また，本症例を
通して，地域歯科医院による歯科訪問診療でも，全身的
な既往により義歯の着脱が困難な方に対しても，義歯の
形態を工夫して義歯製作を行うことが可能であることが
示唆された。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１４２．嚥下機能障害を患った歯科訪問診療患者に対し，嚥
下機能訓練および干渉波電気刺激療法を併用し嚥下
機能が回復した ２ 症例

井藤克美1），佐々木力丸2），金子聖子3）

三邉民紗1），滑川初枝2），山下智嗣1）

アペックスメディカル・デンタルクリニック（東京都）1）

日本歯科大学附属病院2）

東京医科歯科大学高齢者歯科3）

目　　的：高齢化が進み，歯科訪問診療の需要は高まっ
ている。高齢者にとって口から食べることは重要であ
る。一方，嚥下機能の低下や誤嚥性肺炎の影響で，経口
摂取が困難となることは少なくない。今回，われわれは
嚥下障害をもつ在宅高齢者に対し，干渉波電気刺激療法
を含む嚥下機能訓練を行うことで嚥下機能が改善した症
例を経験したので報告する。
症例の概要と処置：症例 1．91 歳，男性。主訴は，1 カ
月前からの飲み込みの悪さであった。既往歴は脳梗塞で
あり，右側の不全麻痺を認めた。脳梗塞発症後，体重は
11�kg 減少した。初診時の口腔機能評価として，舌の運
動機能の低下，舌筋力の低下を認めた。食事時の外部観
察評価を行い，食形態の調整，食環境の整備を行い，嚥
下内視鏡検査（以下，VE）を施行し，結果に基づき間
接訓練などの嚥下機能訓練を開始した。訓練開始 3 カ月
より干渉波電気刺激療法としてジェントルスティム®

（フードケア）を導入し訓練を継続した。
　症例 2．91 歳，男性。主訴は嚥下機能評価と嚥下リハ
ビリテーションをしたいであった。常食を摂取していた
が，入浴時に溺水し入院となり，入院中に誤嚥を繰り返
し，退院時の食形態はムース食となる。既往歴は胃癌，
心筋症，パーキンソン病である。初診時に口腔内評価を
行い，食事時の外部観察評価，VE を施行し，結果に基
づき，食形態，食環境の調整，ジェントルスティム® を
用いた機能訓練を行った。
結果と考察：2 症例とも継続的な嚥下機能訓練と干渉波
電気刺激療法を用いた結果，嚥下機能が改善した。症例
1 では介入後 4 カ月で常食に食形態の変更が可能とな
り，介入後 10 カ月で水分へのトロミの付与が不要とな
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り，家族との外食も可能となった。舌圧も 18.2 から
34.0 まで上昇し，言葉も聞き取りやすくなったと家族よ
り報告があった。症例 2 では食形態が 2 カ月でムース食
から一口大へ変更し，3 カ月で常食となった。初診時は
入所施設で看護師や介護福祉士による生活面での管理が
必要な状態であったが，現在は介助なしの生活を送れる
ようになった。どちらの患者家族からもジェントルス
ティム® の干渉波電気刺激療法の効果の実感があり，
ジェントルスティム® と機能訓練を併用することで，嚥
下反射遅延や舌骨の運動機能の改善，経口摂取食形態や
QOL の向上，精神面の安定が得られた。干渉波電気刺
激療法と機能訓練の併用は，嚥下障害患者機能改善の一
助となる可能性が考えられた。（COI 開示：なし，倫理
審査対象外）

１４３．舌の痛みおよび黒毛舌のある高齢者に漢方薬による
アプローチが有効であった症例

久保田潤平，多田葉子，唐木純一

九州歯科大学老年障害者歯科学分野

目　　的：黒毛舌はしばしば高齢者の口腔内においてみ
られることがある。黒毛舌の原因とその対応として，抗
菌薬などの使用による菌交代現象が考えられる場合は原
因薬剤の変更や中止，口腔カンジダ症が疑われる場合は
抗真菌薬による治療，口腔清掃不良であれば口腔衛生の
徹底などがある。今回，抗菌薬を服用しておらず，口腔
カンジダ症の治療や口腔衛生指導後も改善が得られな
かった高齢者の黒毛舌症例に対し，漢方薬を応用して効
果を得られた 1 例を経験したので報告する。
症例の概要と処置：73 歳，女性。服用薬剤は整腸剤の
み。舌の痛みと黒さを訴えて来院した。数日前から舌が
黒くなり，ピリピリとした痛みが出てきたとのことだっ
た。また，味覚の感じにくさや口腔内のねばつき感の訴
えもあった。培養検査で Candida albicans 陽性であっ
たため，口腔衛生指導を行い抗真菌薬であるミコナゾー
ルの処方を行った。2 週間後の来院時，痛みが強くなっ
たとの訴えがあった。口腔衛生状態は良好であったが，
舌所見については著変なく口腔内が乾燥している印象で
あった。そこで，ツムラ六君子湯®7.5g（分 3）の処方を
開始した。漢方薬処方 1 週間後の来院時には舌の黒色が
ほぼ消失しており，痛みも改善したとのことだった。そ
の後，2 週間処方を継続して終了したが，症状の再燃な
どの訴えはなかった。
　なお，本症例の発表において患者本人から同意を得て

いる。
結果と考察：黒毛舌の病因は，抗菌薬などの服用によっ
て起こる菌交代現象による口腔内の細菌叢の変化や真菌
の関与も考えられているが，完全には解明されていない。
　本症例では，抗菌薬や副腎皮質ステロイド薬などの原
因となりうる薬剤は服用しておらず，Candida albicans
陽性であったため抗真菌薬により治療を行っても改善が
なかったことから，口腔乾燥などの口腔環境の変化によ
り，菌交代現象が生じて黒毛舌にいたったと考えた。
　今回は，漢方薬のツムラ六君子湯® を応用したとこ
ろ，1 週間で著明な改善がみられた。六君子湯の作用は
さまざま報告されているが，口腔内の湿潤や舌乳頭を含
む消化管粘膜の状態を整える作用が症状の改善に寄与し
たと推察された。本症例から，漢方薬の応用が対応に難
渋する黒毛舌の症例に対して有効である可能性が示唆さ
れた。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１４４．摂食嚥下機能障害患者に対し訪問診療で抜歯を行っ
た症例

大久保真衣1），杉山哲也2），柴原孝彦3），石田　瞭1）

東京歯科大学口腔健康科学講座
摂食嚥下リハビリテーション研究室1）

東京歯科大学千葉歯科医療センター総合診療科・
摂食嚥下リハビリテーション科2）

東京歯科大学千葉歯科医療センター口腔外科3）

目　　的：摂食嚥下リハビリテーションのため歯科訪問
診療を受けていたが，病状の進行とともに口腔衛生管理
が難しくなり，抜歯を行った症例を経験したので報告す
る。本報告の発表について代諾者から文書による同意を
得ている。
症例の概要と処置：89 歳の女性。既往歴にレビー小体
型認知症があった。口腔内は上顎右側 6 番 FMC のみ，
下顎に多数残存歯があった。約 3 カ月前に誤嚥性肺炎を
発症し，経口摂取禁止となった。誤嚥性肺炎前の状態
も，要介護 5，生活自立度�C1，認知症自立度�IV であっ
た。肺炎前の摂食状況は全介助で，嚥下調整食の 2 程度
を摂取していた。摂食状況経口摂取を開始したいという
ことで，VE 検査による嚥下機能評価を行ったところ，
安静時の痰の貯留は少なく，嚥下調整食 1J 程度の経口
摂取を開始した。口腔衛生管理では，閉口し口腔清掃の
拒否が認められ，介護者では清掃困難なことがしばしば
あった。その後下顎の残存歯から易出血があるというこ
とで，抜歯を検討した。
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処置経過：かかりつけ訪問医と情報共有を行い，抜歯可
能であること，および術後の管理を鑑み抜歯日程の共有
を行った。日本有病者歯科医療学会の訪問歯科診療―歯
科医師のためのリスク評価実践ガイドの治療可否判断に
基づき，下顎 1～3 歯を 3 回に分け抜歯計画を行うこと
とした。術後の服薬は経口摂取可能なため散剤とした
が，不可の場合も考え座薬も準備した。1 回目では，腫
脹が顕著な下顎左側 4～7 をフェリプレシン添加 3％プ
ロピトカインで浸潤麻酔を行った。その後抜歯を行い，
縫合，止血確認後，観察して問題ないことを確認した。
術前から術後のモニタリングでは，酸素飽和度 95～
98％，血圧が 146～120/75～66�mmHg であった。1 カ月
後下顎右側 3～7，さらに 1 カ月後下顎右側 2～左側 3 番
を抜歯した。いずれも問題なく処置を行い経過した。
考　　察：意思の疎通が難しい嚥下機能障害がある患者
であったが，術中の出血のコントロールのみならず術前術
後の全身の状態を考慮しながら治療を行った。今後も歯
科訪問診療における抜歯では，リスク評価実践ガイドの治
療可否判断に基づき処置を行い，超高齢患者に対する訪問
歯科のリスク判定と体調急変時の対応を考えながら行う
必要があると考える。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１４５．ビスホスホネート製剤中止後に顎骨壊死を発症し，
下顎骨骨折を来した前立腺癌患者の症例

服部　馨，原田枝里，髙澤理奈，久野彰子

日本医科大学付属病院口腔科

目　　的：薬剤関連顎骨壊死（MRONJ）発症の多く
は，原因となる薬剤投与中に認められる。しかし今回，
ビスホスホネート（BP）製剤投与中止後に MRONJ が
発症し，その後顎骨骨折を来した症例を経験したので報
告する。
症例の概要と処置：77 歳，男性。前立腺癌多発骨転移
に対して，当科受診の 11 年前から当院泌尿器科でホル
モン療法と BP 製剤が投与されていた。既往歴は，慢性
硬膜下血腫，深部静脈血栓症，C 型肝炎，高血圧であ
り，1 年前に非定型大腿骨骨折を起こしたため，BP 製
剤は中止となっていた。
　患者は，X 年 1 月に右下歯肉の腫脹を主訴に当科へ院
内紹介受診となった。初診時に右頰部の腫脹と，歯が欠
損している下顎右側舌側歯肉に潰瘍が認められ，義歯は
歯肉腫脹により使用困難となっていた。腫脹の原因は明
らかではなかったが，感染を疑い抗菌薬を投与したとこ
ろ症状はすぐに改善し，義歯の使用も可能となった。し

かし，その後も断続的に同部位に歯肉腫脹や疼痛が出�
現し，3 月には持続的な骨露出が認められたため，
MRONJ と判断した。経済的理由により継続した治療は
希望されず，X＋1 年 11 月まで対症療法を行った。X＋2
年 2 月に分離した腐骨の除去を行い，本人の希望により
近医歯科へ転院したが，疼痛の持続と咀嚼不全を理由に
再び当科受診となった。同年 4 月にオルソパントモ撮影
を行ったところ，右側下顎骨骨体部骨折が判明した。他
院の口腔外科に外科療法を依頼し，7 月に下顎区域切除
術，プレートならびに遊離腹直筋皮弁による再建術が施
行された。術後，当科で皮弁を避けて部分床義歯を製作
し，きざみ食の摂取が可能となった。11 月に体動困難
となり，他院の緩和ケア病棟に入院となったため，その
後の詳細は不明である。
　本報告の発表について患者本人から同意を得ている。
結果と考察：BP 製剤は，骨に長期間残留する物理化学
的性質を有している。今回の症例は，BP 製剤が約�
10 年間と長期に投与されており，薬剤中止後 1 年で
MRONJ が発症し，さらにその 1 年後には顎骨骨折を来
した。BP 製剤投与終了後でも MRONJ や顎骨骨折が起
こる可能性を念頭に，現在の服用薬や注射剤だけでな
く，過去に投与された薬剤についても確認を行うべきで
あると考えられた。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１４６．口腔機能低下症に該当しない嚥下障害患者の訓練的
対応の一例

柳田陵介，中川量晴，齋木章乃
Sirinthip�Amornsuradech，山口浩平，吉見佳那子

中根綾子，戸原　玄

東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
摂食嚥下リハビリテーション学分野

目　　的：口腔機能低下症は 2016 年に日本老年歯科医
学会より発表され，2018 年に保険収載された，比較的
新しい概念である。歯科診療所においても口腔機能低下
症の対応が求められているようになった一方で，咽頭期
の指標には自己記述式の EAT-10 のみが用いられてお
り，嚥下機能の精査にいたらない場合も多いと考えられ
る。今回，嚥下障害を訴え外来を受診したものの口腔機
能低下症の診断基準には該当しなかった患者に対し，嚥
下機能を精査し訓練を指導した結果，主訴が改善された
1 例を経験したので報告する。
症例の概要と処置：58 歳，男性。逆流性食道炎，肺炎，
脳動脈瘤の既往あり。X 年 5 月より痰絡みおよび嚥下困
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難感を自覚し，X 年 9 月に嚥下機能検査を希望し当科外
来受診。初診時の舌圧は 41.0�kPa など，口腔機能低下
症に該当しないと考えられた。嚥下機能については嚥下
障害の自覚度合いを Visual�Analogue�Scale（VAS）で
示すと 40/100�mm，嚥下造影検査により安静時の舌骨
位置の低位および液体をコップから一口摂取したとき，
嚥下後に喉頭蓋谷の残留を認めた。それに基づき開口訓
練，舌口蓋押し当て訓練（10 秒間の訓練を毎日 20 回ず
つ，朝晩に分けて実施）および喉頭閉鎖嚥下法（食事中
の嚥下時，意識した際に実施）を指導した。本報告の発
表について患者本人から同意を得ている。
結果と考察：X+1 年 1 月の受診時に主訴が改善された。
舌圧は 44.3�kPa，VAS�5/100�mm，嚥下造影検査におい
て初診時と比較し，安静時の舌骨の位置が 3.4�mm 上方
へと変化した。
　本症例では口腔機能低下の訴えがある患者に対し，嚥
下機能の精査を行ったことにより，主訴の改善にいたっ
たと考えられる。口腔機能低下症の検査項目にとどまら
ずに，患者の主訴に向き合って改善方法を探ることが重
要であると考えた。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１４７．介護老人保健施設 Y における訪問診療開始後の １
年間の取り組み

福田安理1, 2），中島正人2），森田浩光2），牧野路子2）

社会医療法人天神会新古賀病院歯科1）

福岡歯科大学総合歯科学講座訪問歯科センター2）

目　　的：要介護高齢者の口腔健康管理は，栄養摂取量
など全身的な状態に影響を与えることが知られている。
また，歯科医療従事者だけでなく，医師・コメディカルな
どの多職種も要介護高齢者の口腔管理の重要性を実感し
ている。そこで，われわれは急性期病院の歯科部門から新
たに訪問診療部門を立ち上げることになった。介護老人
保健施設における口腔健康管理のニーズの把握を目的に，
立ち上げから 1 年間の取り組みを調査したので報告する。
方　　法：当院にて，介護老人保健施設で 2020 年 8 月
から 2021 年 7 月の 1 年間に訪問診療および入所時健診
を行った要介護高齢者を対象とした。対象となった患者
は 29 名であり，そのうち男性は 13 名，女性は 16 名で
あった。平均年齢は 85.2±9.1 歳であった。当院および
当該施設の診療録より，年齢，性別，入所にいたった原
因，併存疾患，服用薬剤を調査した。
結果と考察：介護老人保健施設への入所にいたった原因
疾患は，脳血管疾患が最多で 14 名（48.3％：男性 8 名，

女性 6 名），次に骨折が 8 名（27.6％：男性 1 名，女性 7
名）と続き，骨折や脳血管疾患など他の要因なく認知症
のみの入所者は 4 名（13.8％：男性 1 名，女性 3 名）で
あった。なお，他の要因と認知症を併存していたのは
11 名（37.9％：男性 8 名，女性 3 名）であった。入所時
の併存疾患の数は 4.2±2.6（平均±SD）であり，最多で
11，最少で 1 であった。入所時の服用薬剤数は 6.5±12.4

（平均±SD）であり，最多で 22，最少で 0 であった。
　入所にいたった原因の約半数は脳血管疾患であった
が，脳血管疾患は片麻痺や嚥下障害などの後遺症を起こ
すことが多い。介護老人保健施設はリハビリテーション
の場でもあるため，口腔管理を行う際は脳血管疾患の後
遺症を考慮しながら，摂食嚥下機能の回復も図る必要が
あることが考えられた。また，入所時の服用薬剤におい
て，約 35％が服用数 7 以上であるポリファーマシーで
あった。そのうちの多くが抗不安薬および睡眠薬を服用
していたため，それらが日常生活や口腔に与える影響を
理解して訪問診療を行うことが求められると考察する。
したがって，介護老人保健施設での訪問診療において，
特に摂食嚥下障害，抗不安薬などへの対応が必要である
ことが示唆された。（COI 開示：なし，社会医療法人天
神会新古賀病院倫理審査委員会承認番号：2021-036）

１４８．筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者に光学印象，３D プ
リンターでのマウスピース複製が有効だった一症例

坂口　豊1, 2），稲毛　恵1），吉野華苗1）

鶴岡秀一1），小島佑貴1），井上博之1）

坂口歯科医院（千葉県）1）

千葉市歯科医師会2）

目　　的：在宅口腔保健管理中の ALS 患者にデジタル
データを利用し，口腔感覚過敏への対応が有効だった症
例を経験したので報告する。
症例の概要と処置：69 歳女性，筋萎縮性側索硬化症（胃
瘻増設，人工呼吸器装着状態），糖尿病，反復性膀胱
炎，顔面接触皮膚炎，足爪周囲炎，脂肪肝，咀嚼障害，
摂食嚥下障害（経鼻経管栄養）。
　主訴：在宅における口腔保健管理，粘膜保護マウス
ピース破損。2018 年反復性舌咬傷を主訴に大学病院に
てマウスピースを作製。病状の進行とともに不快症状な
ど家族とともに対応し，複数作製の後に安定。2021 年 1
月，紹介にて初診歯科訪問診療開始。2022 年 1 月，不
随意運動と思われる咬反射様運動が強く発現することで
開口維持困難，マウスピースの取り外し困難となる。マ
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ウスピースの変形破損が著しくなるも，旧マウスピース
を継続使用していた。そこで，光学印象から Form2�3D�
プリンター（届出番号：17B2X10000100126，歯愛メ
ディカル）にて BioMed クリアレジン（歯科咬合スプリ
ント用材料，届出番号：17B2X100001001671，歯愛メ
ディカル）を使用し，マウスピースを複製したところ，
装着感に不快感がなく顎位安定。急速に不随意運動も軽
減し，口内炎の訴えも激減した。デジタルデータ化して
いるため，再作製も容易である。なお本報告の発表につ
いて患者本人，家族から文書による同意を得ている。
結果と考察：在宅療養 ALS 患者には口腔感覚過敏など
の不快症状が多い。その対応，配慮は重要で，本人の快
適度，家族の介護負担，医療提供者への負荷などに多大
な影響がある。だが実際はその維持が困難である。また
一度獲得した安定も，医療機器の規格変更，使用材料の
劣化などの環境要素で簡単に安定維持困難となる。今回
採取したデジタルでのマウスピース複製は，同寸法で繰
り返し作製ができることで不快症状を伴わず，装着時の微
調整も不必要で，その安定性は患者快適度，患者満足に大
きく貢献できた。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１４９．訪問歯科診療において口腔デジタルデータを利用
し，多業種での情報共有が有効だった一症例

坂口　豊1, 2），鶴岡秀一1），稲毛　恵1）

吉野華苗1），井上博之1），小島佑貴1）

坂口歯科医院（千葉県）1）

千葉市歯科医師会2）

目　　的：デジタルデータを利用し，口腔保健管理の多
業種情報を共有できた症例を経験したので報告する。
症例の概要と処置：85 歳男性。既往歴：脳出血，糖尿
病，高血圧，脳血管性認知症，右側拇指腱鞘炎。診断
名：咀嚼障害，摂食嚥下障害（経鼻経管栄養）。主訴：
在宅における口腔保健管理。
　治療経過：脳出血から下肢麻痺にて歯科訪問診療で口
腔保健管理を継続していた。家族への指導を行う際に，
日常的な口腔ケアについてよく見えないことからの恐怖
心と困難さを訴えていたため，口腔環境の情報として，
光学印象からデジタルデータを動画で視覚的に提示，実
際の歯ブラシの形態，運動を直接的な触覚に訴え，また
それを簡便に繰り返し視聴し，触れてもらうことで，口
腔衛生指導が効果的に行えるとともに繰り返しの指導が
容易であったことから，本人も難聴で，意思の疎通が困
難であったが，視覚的な効果で了解を得られやすくなっ

た。家族にも口腔機能の状況，口腔環境の理解が深くな
り，恐怖心の軽減，効率的な口腔ケアの手技獲得に有効
であった。またこのデータは簡便に参照でき，模型は複
製が容易である。また在宅主治医，訪問看護師，介護支
援専門員などと簡便に情報共有ができた。
　なお本報告の発表について患者本人，家族から文書に
よる同意を得ている。
結果と考察：在宅療養患者への口腔衛生管理指導は，口
腔機能の維持と口腔環境の改善，誤嚥性肺炎予防にたい
へん重要である。だが実際は自己管理が難しく，家族，
介護職員，また医療従事者の深い理解，多大な協力がな
くては維持できない。これまでも多くの家族，多業種に
啓発，個別指導などを行っているが，対象にアプローチ
する手段は多く，それぞれに対してより効果的に選択し
たい。今回採取したデジタルデータ，模型は目新しさと
ともに視覚，触覚に口腔内の情報に厚みをもたせ，同じ
繰り返しができることで綿密な連携を取れるツールとな
ることが示唆された。今後は，デジタルデータの個人情報
の管理に注意をしながら，QR コードからの個別情報の参
照やその指導内容の汎用データの作成など拡張活用を検討
していきたいと思う。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１５0．介護施設入所者における食事形態と認知機能および
身体的特徴との関連性

中山渕利，阿部仁子，酒井真悠，植田耕一郎

日本大学歯学部摂食機能療法学講座

目　　的：介護施設に入所中の要介護高齢者にとって，
美味しい食事を食べることは楽しみの一つである。しか
し，通常の食事を食べ続けられる要介護者は多くない。
介護施設で提供される食事形態は，個々の口腔機能に依
存する。口腔機能が低下した高齢者に対してその能力に
見合わない食事を提供することは，窒息や誤嚥性肺炎を
引き起こす危険性がある。一方で，窒息や誤嚥性肺炎を
恐れるあまり，食塊形成ができる人にも咀嚼を必要とし
ない食事形態を提供することは，生活の質の低下や低栄
養，認知機能の低下を引き起こす危険性がある。そのた
め，本研究では，介護施設入所者における食事形態と認
知機能および身体的特徴との関連性について検討するこ
とを目的とした。
方　　法：千葉県の介護老人保健施設と東京都の介護老
人福祉施設に入所中の要介護高齢者のうち，固形食を摂
取している 79 名（平均年齢 88.8 歳，男性 18 名，女性
61 名）を対象とした。対象者を，日常的に摂取してい
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る食事形態を基に常食群，軟菜食群，ソフト食群の 3 群
に 分 け， 年 齢， 性 別， 要 介 護 度，BMI，MNA-SF，
ABC 認知症スケール，アイヒナー分類，ふくらはぎ周
囲長（CC），握力，ASMI および咬筋，舌，オトガイ舌
骨筋の厚みについて群間比較し，食事形態との関連性を
検討した。群間比較は分散分析後に Tukey の HSD 法
を用い，関連性については Spearman の順位相関係数
で評価した。有意水準は 5％とした。
結果と考察：要介護度，BMI，MNA-SF，CC および
ABC 認知症スケールのドメイン A において，常食群と
ソフト食群の間に有意差を認めた。また，要介護度，
BMI，MNA-SF，ドメイン A において，食事形態との
間に弱い相関を認めた。本研究の結果により，ソフト食
を摂取している者では常食を摂取している者と比べて，
栄養状態が不良かつ認知機能が低下している傾向が認め
られた。介護施設に入所中の要介護高齢者に対して歯科
治療や栄養指導を行う際は，これらの特徴を理解してお
くことが重要と考えた。（COI 開示：なし，日本大学歯
学部倫理審査委員会承認番号：EP19D015-1）

１５１．楽しみレベルの経口摂取を行っていた胃ろう者に対
して地域連携が困難となった １ 例

行岡正剛，前田知馨代，棚橋幹基，鎌田春江
野田恵未，岩瀬陽子，安田順一，玄　景華

朝日大学歯学部口腔病態医療学講座障害者歯科学分野

目　　的：高齢者の疾病発症時や回復後に自身の口で食
べたいというニーズをできるだけ高いレベルで達成する
ために，多職種による地域連携の枠組みを検討すること
は重要である。今回，朝日大学医科歯科医療センターから
訪問診療による摂食嚥下リハビリテーションを実施した胃
ろう者が，在宅から入院施設，介護施設へ移動するという
環境の変化に伴い，介護施設入所後に地域連携が困難とな
り，経口摂取が中止となった症例について報告する。なお，
発表については本人から文書による同意を得ている。
症 例 の 概 要 と 対 応：77 歳 男 性。 身 長 147�cm， 体 重
45�kg。初診：2019 年 12 月。主訴：楽しみレベルでも
いいので口から食べたい。既往歴および現病歴：1988
年に脳梗塞（左上下肢麻痺，構音障害），2007 年に脳幹
梗塞，2017 年に薬剤性横紋筋融解症，2018 年に多発脳
梗塞後遺症，脂質異常症，正常水頭症，パーキンソンニ
ズムを発症し，経口摂取困難のため 2019 年 5 月に胃ろ
う造設となった。その後に近医の訪問 ST により直接訓
練を開始するも誤嚥性肺炎で 2019 年 7 月まで入院し

た。経過：当センター初診時より在宅環境下で VE 検査
を含めた摂食嚥下機能評価を実施し，ゼリーなどで直接
訓練を開始した。2021 年 5 月にはコーヒーゼリーやムー
ス食を楽しみレベルで経口摂取することが可能となっ
た。その間に訪問看護師，訪問 ST との連携とデイサー
ビスでの経口摂取の導入も行った。介護者の妻が体調不
良で入院したため，2021 年 7 月からショートステイを
利用したが，転倒して骨折したため入院となった。その
後も家族による在宅介護が困難と判断され，2021 年 9
月より介護老人保健施設に入所した。その間に楽しみレ
ベルの経口摂取が中止となった。介護施設側に患者診療
情報提供を行い，楽しみレベルの経口摂取が維持できる
よう働きかけたが，経口摂取対応はできないとのことで
あった。
結果と考察：施設側への摂食嚥下リハビリテーションの
打診に対して回答がなく，患者への対応が困難となった
ケースである。要介護高齢者の生活環境として，在宅環
境を中心に入院対応や施設入所が考えられる。それぞれ
の環境下での摂食嚥下リハビリテーションの役割や対応
は異なり，多職種による円滑な地域連携の維持・構築は
重要である。しかし，地域連携と摂食嚥下リハビリテー
ションの重要性に対する理解が浸透していない面がある
と思われる。今後は生活環境の違いを超えて，さらなる
シームレスな支援と連携が課題と考える。（COI 開示：
なし，倫理審査対象外）

１５２．舌癌術後嚥下障害患者の長期治療経過報告

杉山哲也1），大久保真衣2），石田　瞭2）

東京歯科大学千葉歯科医療センター
摂食嚥下リハビリテーション科，総合診療科1）

東京歯科大学口腔健康科学講座
摂食嚥下リハビリテーション研究室2）

目　　的：舌癌や口底癌などの治療法は手術療法が中心
であり，術後の器質的な嚥下障害に対して摂食嚥下リハ
をはじめとする介入が患者の QOL 維持のために必要と
なる。われわれは左側舌側縁部扁平上皮癌切除後の患者
に対し，舌接触補助床を含む摂食嚥下リハを行い，摂食
嚥下機能安定後も長期的に口腔管理を行ってきた。本症
例で，患者の性格や心情を考慮しながら，そのときどき
の病態に応じて適切に対応することの重要性を再確認し
たので報告する。
症例の概要と処置：62 歳，男性。心筋梗塞，出血性胃
潰瘍，両側下肢閉塞性動脈硬化症の既往あり。2008 年 7
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月，咀嚼障害を主訴に当院を受診し，保存および補綴処
置を行っていたが，2009 年 1 月に左側舌側縁部扁平上
皮癌（T4aN2bM0）と診断された。本学市川総合病院
にて化学療法後，3 月に腫瘍切除術（下顎正中分割によ
る舌半側切除），右側肩甲舌骨筋上頸部郭清術，左側根
治的頸部郭清術，大胸筋皮弁による再建術および気管切
開を施行した。4 月に口腔内感染症のため全身麻酔下に
デブリードマン施行するも口腔オトガイ瘻が残存した。
嚥下内視鏡検査では，喉頭蓋知覚麻痺，披裂や梨状窩へ
の貯留，クリアランス低下が認められたが，喀出良好で
唾液嚥下に問題はなく，呼吸訓練，喀出訓練，唾液嚥下
を行っていた。9 月に胃瘻造設，12 月に気切チューブを
抜管して本学千葉病院に転院となり，以後われわれが治
療を担当した。まず間接訓練と水分摂取から始め，2010
年 4 月舌接触補助床装着，6 月口腔オトガイ瘻の閉鎖後
に本格的な直接訓練を開始した。2011 年には摂取可能
な固形食も徐々に増え，10 月に胃瘻離脱した。その後，
舌運動機能の改善と歯周病に起因する抜歯による口腔内
の変化に応じ，2013 年と 2018 年に PAP および下顎義
歯を新製し現在にいたっている。
　なお，本報告の発表について患者本人から文書による
同意を得ている。
結果と考察：舌癌術後には体重 52�kg，BMI�18.2 にまで
低下したが，術後 2 年半には胃瘻を離脱し，体重も
63�kg，BMI�22.1 に回復した。摂食嚥下機能は回復した
が，食生活や口腔衛生についての管理が行き届かず，残
存歯を何本か歯周病で失うことになった。摂食嚥下機能
がある程度回復し長期的に安定している場合でも，患者
の性格や特性に応じて口腔機能管理をしていくことが重
要であると考えた。（COI 開示：なし，倫理審査対象外）

１５３．当院における摂食嚥下サポートサークルの取り組み

坪井千夏1），前川賢治1, 2），東　倫子1, 3）

内田悠理香1, 4），小林直樹1）

特定医療法人万成病院歯科1）

岡山大学学術研究院医歯薬学域
インプラント再生補綴学分野2）

岡山大学病院スペシャルニーズ歯科センター3）

岡山大学病院医療支援歯科治療部4）

目　　的：精神科病院に入院中の患者の多くは，向精神
薬の服用や認知症による食行動異常などにより，摂食嚥
下機能になんらかの問題を有していることが多い。当院
では 2021 年 4 月に，入院患者の食の安全と口から食べ

ることの楽しみを考え，質の高い医療サービスの提供を
目的とした「摂食嚥下サポートサークル（SSC）」を立
ち上げた。本発表では，われわれが展開している SSC
での取り組みを報告する。
方　　法：SSC は，院内の多職種にメンバーを募り，
12 職種 18 名のメンバーで構成されている。2021 年 11
月，12 月に職員を対象として参加を募ったうえで摂食
嚥下研修会を開催した。第 1 回の研修会では，とろみ調
整食品に関する講義と演習を，第 2 回は看護補助者を対
象とした摂食嚥下機能に関する基礎的知識と技術につい
て，講演とレポート提出を課した研修を実施した。終了
後，研修会についての興味や必要性・有用性など 7 つの
質問からなるアンケートへの回答を求めた。
結果と考察：第 1 回の研修会には 28 名が，第 2 回には
72 名が参加した。研修会後のアンケートの結果，内容
に対してたいへん興味がある，興味があると回答した者
は第 1 回では 93％，第 2 回は 71％であり，有用性に関
しても，たいへん役立つ，まあまあ役立つ，役立つと回
答した者を合わせると，100％（第 1 回），97％（第 2
回）と非常に高かった。新型コロナウイルス感染防止対策
のため，十分な打ち合わせ時間の確保が困難であったが，
職員への知識，技術の提供を効率よく実施するための企画
を継続している。今後は，研修会以外にも，対応困難事例
やその他の相談を SSC で情報共有して，摂食嚥下機能に
障害をもつ患者の早期介入システムを確立することで，食
の安全と楽しみを支えていける組織として展開していきた
い。また，SSC の介入による患者・職員に与える効果
や，多職種がどのように専門性を活かしていくことが有
効であるか，専門性の違いなどによる職種ごとのサポー
ト方法なども併せて考えていきたい。（COI 開示：なし，
万成病院倫理委員会承認番号：2021-12）

１５４．歯科外来におけるフローチャートとオーダー票を用
いた栄養相談の紹介

沼尾佳奈1），塩澤和子1），柾木雄一1），樋口咲希1）

櫻井　薫1），川口美喜子2），小林健一郎1）

こばやし歯科クリニック（東京都）1）

大妻女子大学家政学部食物学科2）

目　　的：当院では，「口から始まる総合的な健康サ
ポート」を目指し，開院当初より管理栄養士による外来
栄養相談を行っている。今回，「外来栄養相談フロー
チャート」（以下フローチャート）を作成し，「栄養相談
オーダー票」（以下オーダー票）を活用した歯科クリ
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ニックにおける栄養相談の運用を開始したのでその状況
を報告する。
方　　法：フローチャートは，栄養相談の流れの整理，
クリニック内スタッフの栄養相談運用の理解，問題発生
時の原因明確化のために作成した。オーダー票は，過去
の管理栄養士による栄養相談内容と，歯科医師，歯科衛
生士が歯科治療のため，あるいは患者の栄養状態の維持
改善，予防に必要と認識している栄養食事問題を基に，
書式と栄養相談項目を検討し決定した。3 枚綴りでカル
テ用，管理栄養士用，患者用としている。オーダー票の
運用により，初診時あるいは継続治療患者が，栄養スク
リーニングによって口腔機能低下や栄養不良を疑われる
場合，歯科医師のほか，歯科衛生士，臨床検査技師，歯
科技工士など，すべての職種が栄養相談を依頼すること
が可能である。オーダー票の項目は，義歯作製前後，歯
周病，インプラント術前後，口内炎などを記載してい
る。治療が終了した患者は，3 カ月に 1 度メインテナン
スを受け，その際にカルシウム自己チェック票を記入
し，カルシウム摂取不足の場合は歯科衛生士から栄養相
談を勧める。減量や血糖コントロールなど，患者の希望
に応じた栄養相談を行う場合もある。栄養相談時は，体
組成，食事記録による栄養摂取量をチェックし，患者の
状況を把握したうえで「栄養指導計画書」を発行する。
おおむね 1～3 カ月ごとに，歯科治療時，または治療と
は別に行っている。栄養相談実施後は，実施報告書を歯
科医師に提出する。
結果と考察：2021 年の栄養相談実績は，口腔機能低下
症 12 件，低栄養 16 件，歯周病 5 件，インプラント 3
件，その他 32 件であった。フローチャートとオーダー
票の作成によって，クリニック内での栄養相談の認知が
高まった。しかし，総患者数に占める栄養相談依頼件数
は 0.1％と少なく，継続支援件数は 33.8％であり継続率
が低い。栄養相談は生活習慣改善であり 1 回の相談では
効果が低い。今後，症例報告を行い，栄養相談の効果を
歯科医師やスタッフに周知し，メインテナンスのタイミ
ングで栄養相談を継続していくようにしたい。（COI 開
示：なし，倫理審査対象外）

１５５．薬剤性口腔乾燥症患者の特性および治療による自覚
症状改善に関する検討

伊藤加代子1），泉　直子2），濃野　要3）

船山さおり1），金子　昇4），井上　誠1, 5）

新潟大学医歯学総合病院口腔リハビリテーション科1）

ファイザー株式会社インターナルメディスン

メディカルアフェアーズ部2）

新潟大学大学院医歯学総合研究科
口腔生命福祉学講座口腔保健学分野3）

新潟大学大学院医歯学総合研究科予防歯科学分野4）

新潟大学大学院医歯学総合研究科
摂食嚥下リハビリテーション学分野5）

目　　的：口腔乾燥症は高齢者の約 4 割に認められると
いわれており，乾燥感や会話困難感などによる QOL の
低下やう蝕，歯周病などが増悪する可能性がある。口腔
乾燥症の原因は，シェーグレン症候群，薬剤の副作用，
ストレスなど多岐にわたる。薬剤性口腔乾燥症患者のな
かには，口腔乾燥感のため，原疾患に対する薬剤のコン
プライアンスが低下している者も存在する。期待どおり
の原疾患の治療を行うためには口腔乾燥感の緩和が重要
である。しかし，薬剤性口腔乾燥症患者の口腔乾燥感改
善に関する検討は少ない。よって，薬剤性口腔乾燥症の
実態を明らかにし，改善にかかわる因子を検討すること
を目的として，本研究を行った。
方　　法：新潟大学医歯学総合病院くちのかわき・味覚
外来を，口腔乾燥感のため受診した患者のうち，安静時
唾液分泌量が 0.1�mL/min 以下で，口腔乾燥症の治療を
行った薬剤性口腔乾燥症患者 490 名を対象とした。年
齢，罹病期間，既往歴，服用薬剤，精神健康度，安静時
唾液分泌量を調べた。症状と診断に応じて，口腔保湿剤
の紹介，唾液腺マッサージの指導，漢方薬や唾液分泌促
進剤の処方を行った。6 カ月後の口腔乾燥感の改善率につ
いて因子ごとにχ2 検定あるいは Cochran-Armitage 検定
にて比較した。薬剤数については，口腔乾燥感改善の有
無を目的変数としたロジスティック回帰分析を実施した。
結果と考察：年齢の中央値は 70（17～89）歳で，女性
が 84.7％と大半を占めていた。服用薬剤の中央値は 5

（1～22）剤で，抗コリン薬は�242 名（49.4％）が服用し
ていた。6 カ月後の診療状況は，治療継続者が 297 名

（60.6％），終了者が 157 名（32.1％），治療中断者が 36
名（7.3％）であった。6 カ月後の口腔乾燥感が改善した
者は 338 名（75.3％）であった。精神疾患がある者は，
ない者より有意に口腔乾燥感の改善率が低かった（p＝
0.009）。口渇の副作用がある薬剤数あるいは抗コリン薬
数が増えるにつれて改善率が低下していた（p＝0.014，
0.018）。年齢，性別，罹病期間，初診時の安静時唾液分
泌量，治療方法による口腔乾燥感の改善率に有意差は認
められなかった。したがって，処方医に対して，口腔乾
燥感改善率に関連する因子について情報提供し，口腔乾
燥感に対する治療介入が進めば，薬剤性口腔乾燥症患者
の口腔乾燥感が改善し，薬剤のコンプライアンス向上に
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つながるかもしれない。（COI 開示：ファイザー株式会
社，新潟大学倫理審査委員会承認番号：2020-0306）

１５６．深層学習による画像認識技術を用いた舌苔付着度の
評価

大川純平1），堀　一浩1），泉野裕美2）

福田昌代3），畑山千賀子2），小野高裕1）

新潟大学大学院医歯学総合研究科包括歯科補綴学分野1）

梅花女子大学看護保健学部口腔保健学科2）

神戸常盤大学短期大学部口腔保健学科3）

目　　 的： 口 腔 不 潔 の 検 査 と し て 用 い ら れ て い る
Tongue�Coating�Index（以下，TCI）は，舌を 9 分割し
て舌苔付着度を視覚的に評価したスコアを合計する必要
がある。われわれは，深層学習による画像認識技術を応
用することで，TCI をより簡便かつ詳細に評価できる
と考え，画像認識ネットワークを構築し，その精度につ
いて検討を行った。
方　　法：本研究では，1）舌の自動検出，2）舌苔付着
度の評価の 2 つの画像認識ネットワークを構築した。デ
ジタル口腔撮影装置（アイスペシャル C-II，松風）を
用いて，高齢者 215 名（74.0±6.9 歳）の舌を突出させた
写真を 1 回ずつ撮影し，学習データ 157 枚と検証データ
58 枚とに分けた。
　 1 ）舌の自動検出：学習対象は，学習データにおける
舌を含む矩形の範囲とした。舌検出ネットワークには
YOLO�v2 を用い，学習済みモデル（ResNet-50）に対
する転移学習を行った。
　 2 ）舌苔付着度の評価：すべてのデータに対し，舌検
出ネットワークにて表示された舌を含む矩形を 7×7 の
計 49 エリアに分け，舌苔付着度と TCI の評価を行っ
た。評価者（歯科医師 5 名）は，各エリアに対し，TCI
における舌苔スコアの基準から舌苔付着度を 3 段階のス
コア（0，1，2）で評価した。さらに，全評価者のスコ
アの平均値から，各エリアの舌苔付着度を 5 段階のスコ
ア（0：＜0.4，1：＜0.8，2：＜1.2，3：＜1.6，4：≦2，
右辺が平均値）に細分化し，その合計スコアから TCI

（％）を算出した。学習対象は，学習データにおける各
エリアとそのスコアとし，舌苔付着度ネットワークとし
て，事前学習済みモデル（ResNet-18）に対する転移学
習を行った。検証データを用い，評価者と舌苔付着度
ネットワークとの一致度として，各エリアにおける舌苔
付着度についてはκ係数を，TCI については級内相関
係数をそれぞれ算出した。

結果と考察：舌検出ネットワークにより，すべての検証
データで舌を含む矩形が表示された。各エリアにおける
舌苔付着度および TCI は，評価者と舌苔付着度ネット
ワークとの間で，それぞれ高い一致度を示した（κ係数
＝0.84，級内相関係数＝0.80）。今回の結果より，画像認
識技術を用いることで，舌苔をより詳細かつ部位別に自
動評価できる可能性が示唆された。（COI 開示：なし，
新潟大学倫理審査委員会承認番号：2020-0044）

１５７．口腔機能低下症と体組成の関連に関する臨床的研究

野澤一郎太，藤原　基，堤　一輝，玉置勝司

神奈川歯科大学総合歯科学講座顎咬合機能回復分野

目　　的：口腔機能の主観的な些細な衰えに対して，そ
れを客観的に評価する目的で，現在「舌機能，咬合力，
舌口唇運動機能，咀嚼機能，嚥下機能，口腔不潔状態，
口腔乾燥状態」が推奨され，「口腔機能低下症」と診断
し，栄養指導などの管理指導が行われている。本研究の
目的は，口腔機能低下症と体組成，特に低栄養との関連
性に着目し，低栄養の兆しを早期に推定できる「口腔機
能低下症」の検査項目のなかから，全身状態を評価し，
予測する有効な因子について検討することにある。
方　　法：対象は，2017 年 12 月から 2020 年 9 月まで
の神奈川歯科大学附属病院医科歯科連携センターにおい
て本研究に同意した研究協力者 131 名とし，口腔機能低
下症検査指標と低栄養検査指標との関連性について調査
した。口腔機能低下症の検査指標として咀嚼能力，咬合
力検査，舌圧，滑舌，口腔乾燥，口腔不潔，EAT-10 を
使用した。低栄養検査指標として体脂肪率，BMI，�
SMI，握力，ふくらはぎ周囲長，血清アルブミン，総蛋
白を使用した。統計解析は，単変量解析，多変量解析

（重回帰分析結果）を行った（JMP（Ver14.3.0））。
結果と考察：単変量解析の結果において，舌圧検査，口
腔不潔度検査，滑舌検査，EAT-10 において低栄養検査
指標との関連性が認められた。また，多変量解析におい
ては，舌圧検査と口腔不潔度検査との関連性が認められ
た。このことから，全身状態を評価し，予測できうる

「口腔機能低下症」の検査として，舌の運動機能の舌圧
測定と舌の衛生状態の検査，口腔不潔度と舌圧の検査が
有効であることが示唆された。（COI 開示：なし，神奈
川歯科大学研究倫理委員会：第 553 番）

１５８．部分義歯の隣接歯清掃を効果的に行う新形状歯ブラ
シの評価
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山根麻姫子1），鈴木秀典2）

サンスター株式会社研究開発統括部基盤事業研究開発部1）

一般財団法人サンスター財団附属千里歯科診療所2）

目　　的：近年高齢者の増加に伴い，部分欠損の患者が
増加しており，なんらかの義歯（ブリッジ・部分義歯・
総義歯）を使っている人の割合は年齢とともに高く，後
期高齢者では 84％に達するとの報告がある。そのうち
でも，取り外し可能な部分義歯に接している歯の側面

（欠損隣接面）は歯ブラシの毛が届きにくくプラークが
残りやすく，隣接歯のう蝕，歯周病の原因となり，さら
なる歯の喪失へいたる可能性がある。欠損隣接面は歯ブ
ラシに加え，ワンタフトブラシなどを併用して清掃する
ことが指導されるが，実際のワンタフトブラシの使用率
は高くなく，また使用されている場合でも効果的にプ
ラーク除去ができているとはいいがたい。そこで，8 字
型のブラシヘッド部を持ち，そのくびれた植毛部の毛束
で欠損隣接面を清掃することを目的とし開発した新形状
歯ブラシ（ガム・オラフレ 8 字ブラシ［ふつう」；サン
スター）に関して，その清掃効果を確認した。
方　　法：サンスター財団千里歯科診療所に来院する部
分義歯使用者を対象とし，普段使用する歯ブラシでの隣
接歯および残存歯全体のプラーク残りについて評価を
行った。その際に，欠損隣接面のブラッシングに関する
意識の調査，およびプラークの付着度を評価した。被験
者への TBI を行い，家庭で新形状歯ブラシを用いたセ
ルフブラッシングを実施し，約 3 週間の使用後，隣接歯
および残存歯全体のプラーク残りについて評価を行い，
その結果を比較した。
結果と考察：アンケート結果において，欠損隣接面への
ブラッシングについての意識は高いことがわかったが，
実際の観察においては多くの患者においてプラークの付
き残りが観察された。残存歯全体，および部分義歯の隣
接歯に対するプラーク除去能力について，新形状歯ブラ
シは，有意に高い傾向がみられた。
　欠損隣接面の清掃を目的とし開発した新形状ハブラシ
は，部分義歯患者の効果的な口腔衛生に寄与できると考
える。（COI 開示：サンスター株式会社，サンスター株
式会社妥当性評価委員会：21/上-01）

１５９．新規 BioUnion ガラス含有水硬性仮封材キャビト
ン ファストにおける耐摩耗性向上の検討

星野智大，町田大樹，伏島歩登志

株式会社ジーシー

目　　的：超高齢社会において，残存歯数の増加に伴
い，高齢者の根面う蝕増加が大きな問題となっている。
弊 社 で は フ ッ 素 や 亜 鉛， カ ル シ ウ ム を 放 出 す る
BioUnion ガラスを開発した。さらに，本技術を応用し
た新規 BioUnion ガラス（BUF0818）を開発し，本ガラ
ス含有の水硬性仮封材キャビトン ファストを製品化し
た。本仮封材は，パテ状で簡便な操作性であり，従来製
品よりも硬化が速く，早期の辺縁封鎖が期待される。ま
た，BioUnion ガラス配合によりフッ化物イオンなどを
放出するため，開口制限のある高齢者などのう蝕予防や
くさび状欠損などの経過観察のための仮封処置に有用と
考える。しかしながら，水硬性仮封材は除去前提の材料
のため，長期的耐久性は低い。本研究では，硬化性を改
善したキャビトン ファストおよび既存水硬性仮封材の
摩耗性評価として，歯ブラシ摩耗試験を実施した。ま
た，イオン放出性評価として，フッ化物イオン測定を実
施したので報告する。
方　　法：材料は，キャビトン ファスト（CVF；GC），
キャビトン EX（CEX；GC），キャビトン（CV；GC），
水硬性仮封材（製品 A，製品 B，製品 C）を用いた。歯
ブラシ摩耗試験について，牛歯に幅 2�mm・深さ 1�mm
の窩洞を形成し材料を充塡後，37℃水中に 30 分間浸漬
した。その後，歯ブラシ摩耗試験機にて荷重 300�g で
6,000 回滑走摩耗させ，試験体を 3D 形状計測機にて観
察した。フッ化物イオン放出量について，各材料をφ
10・厚さ 2�mm の円板状に成型し，37℃蒸留水中に 24
時間浸漬し，フッ化物イオン電極を用いて測定した。
結果と考察：歯ブラシ摩耗試験結果より，すべての試験
体で表面の摩耗が確認されたが，CVF の摩耗量は評価
した水硬性仮封材のなかで最も少なかった。これは他材
料と比較し硬化が速いため，摩耗量が少なかったと考え
る。フッ化物イオン放出量について，CVF は他の水硬
性仮封材と比較し有意に高かった。これは BioUnion ガ
ラスを配合しているためであると考える。
　新規水硬性仮封材キャビトン�ファストは，従来の水
硬性仮封材よりも優れた耐摩耗性を有してる。また，
BioUnion ガラス（BUF0818）配合によりフッ化物イオ
ン放出もあり，う窩の経過観察などの仮封処置への使用
も期待される。（COI 開示：本演題の筆頭発表者は企業
に所属し，研究費および給与などは株式会社ジーシーよ
り支給されている，倫理審査対象外）


